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組織変革の理論的実証的研究
~日本企業の C1活動を対象として~

宍予三 宝章 率直和哉吾芝葺主奄汗ヲ宅 CD主主主季実

第 l節 研究の課題と方法

1 . 奄1f多宅α〉喜果悪霊

「実際に、いろんなこと、例えば、人事制度、教育制度、研修所の建設、新商品の開

発…本当にいろんなことを実施しています。この活動に終わりはありませんよ。」
(目立クレジットのインタビューより)

「新しい理念を決めました。これによって、人事制度を徹底的に見直しました。その

抵抗はすごかったですよ。でも、何とか、意識や行動が変わりましたね。 J (イシ
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人々が形成する組織というものは、もともと、一定の状態にとどまらない宿命をもって

いるのかもしれない。また、組織が自律性を自覚するようになると、自らその変革操作を

意識するのかもしれない。企業組織にとって、組織変革 (OrganizationaIChange )は、

いつの時代でも常に課題として掲げられるテーマである。しかも、長い企業の歴史を振り

返ってみても、明確な解決方法をいまだに見いだしえないテーマでもある。

従来、組織変革については、組織の形態、組織規模の成長、組織構造、組織構成員の態

度変容などの面から包括的に議論されてきた経過がある。これらは、主に経済学的視点や

心理学的視点からの議論である。

経営学的視点からは、大別すると、官僚制の打破と組織の環境適応という視点から議論

されてきた。前者は、ウェーパー (Weber，1947)が主張した官僚制組織に対する逆機能の

指摘から理論的にアプローチされてきた (Merton，1957; Benn i s and S 1 a ter， 1968) 。後者

は、組織をオープンシステム (Lawrenceand Lorsch，1967) ととらえ、環境適応のために、



主に組織構造の変革を考慮してきた。そして、環境との適応関係を意識したコンティンジ

ェンシー理論 (ContingencyTheory) (Woodward， 1965;Perrow， 1967 )から理論的にアプ

ローチされてきた。また、これ以外にも、人の教育や訓績という側面に照射した組織開発

論 (OrganizationDevelopment Theory) (Beckhard， 1969:Burk， 1982:幸田， 1972)、人の意

識や行動、価値観といった側面に照射した組織文化論 (OrganizationalCulture) (Deal 

and Kennedy， 1982; Peters and Waterman， 1982)、自らの変革を志向する自己組織化理論

(Self-Organized Theory )吉田， 1990)からも理論的にアプローチされてきた。これ

から、組織変革については、多様な理論をもとに論じられてきた経過のあることがわかる。

その一方で、企業は、組織変革のために、多くのマネジメント手法やマネジメント施策

を具体的に検討し、考案し、実施してきた。当初、企業は、組織のハード面ともよばれる

組織構造や組織の形態を操作することで組織変革を試行した。しかし、今回、その握作と

平行して、組織を構成する人の意識や行動をも変革の対象ととらえている。つまり、今日

的な組織変革の大きな特徴は、人の意識や行動の変革をもその操作対象として考慮するこ

とが常態化しつつあることである。

前述のインタビュー結果からも、個人の意識や行動を変えることが、企業組織にとって

いかに重要であり、いかに実践的かつ具体的な課題としてとらえられているかがわかる。

そして同時に、企業が組織の活性化や変革を目的として、従来のマネジメント施策を含め

ていかに多くの施策を開発し、実施しているかもわかる。

これらの今日的状況を背景に、そもそも、組織はどのような変革プロセスで組織変革を

しているのだろうか。そして、組織変革の結果、組織と組織構成員にはどのような変化が

生じたのだろうか。これらの疑問から、本研究はスタートしている。

従来、組織変革に関する研究は、組織の様々な側面に焦点をあてたアプローチからおこ

なわれてきた。例えば、組織構造面からのアプローチ (Burnsand Stalker， 1961; 

Lawrence and Lorsh，1967 )、小集団を対象にしたグループ・ダイナミクス (Group

Dynamics) (Lewin， 1947)からのアプローチがある。また、組織の構成員である個人の

意識や行動を対象にした、例えば、動機づけ (Motivation)からのアプローチ (Hackman

and Oldham，1980 )がある。

従来の研究を検討してみると、各々の側面(組織構造・小集団・個人)について、理論
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構築や実証研究の成果をうかがうことはできる。具体的には、組織構造の相違による変革

行動の相違、小集団の中の個人や小集団自身の心理的変化、個人の心理的あるいは態度変

容に関する研究である。これらの研究はどちらかと言えば、組織変革を起こすために組織

の構造、小集団や個人のどこをどう操作するのかという操作要因やその操作要因閣の関連

に注力されてきたといえる。そして、それらについて、実証的な分析や理論構築がおこな

われてきた。

しかし、これらの成果をもってしても、組織変革の全体が明らかになっているとは考え

にくい。例えば、組織変革の変革プロセスについてである。つまり、組織が組織変革をお

こなう際に、実態としてどのように変革行動(=企業組織が組織変草のための施策を実施

すること)をしているのかという点については、まだ充分に明らかになっていない。具体

的には、時聞の経過とともに、その組織変革の変革プロセスはどのように変化しているの

かということである。本研究の第一の問題意識はこの点にある。つまり、組織は、どのよ

うな変革プロセスによって組織変革をしているのかということである。

本研究の第二の問題意識は、組織変革がおこなわれた後、組織や組織構成員はどのよう

に変化を認識しているのかということである。つまり、組織は変革を意図して様々な施策

を実施する。その一方で、組織変革の結果として、組織や組織構成員にどのような変化が

生じたのかということである。言換えれば、組織の変革行動は、組織と組織構成員に影響

を与え、組織を変革しえたのかどうかということである。

本研究は、これらの問題意識をふまえて、理論的・実証的研究を試行する。具体的には、

組織変革の変革プロセスとその成果という側面に焦点をあてる。とくに、第一の問題意識

については、組織変革の変革プロセスに焦点をあてる。その際に考慮していることは、組

織変革の変革プロセスの実態を把題することである。また、第二の問題意識については、

組織変革の成果に焦点をあてる。その際に考慮していることは、組織変革をとおして組織

や組織構成員に生じた変化を測定することである。

企業は、組織変革を意図して、 Q C活動に見受けられる生産面、組織改編による組織構

造面、処遇や評価制度による人事制度面等、様々な施策を実施してきた。しかし、その一

方で、組織変草に関する概念等の整備や体系化については、十分になされてきたとはいい

難い面がある。例えば、後述する組織変革モデルについても、組織変革の全体を包括でき

3 



るような組織変革の変革プロセスモデルを明確な形で構築できているとはいい難い。

また、組織変革を構成する要素は数多くある。例えば、経営戦略、環境、組織構造、人

的資源、技術などである。それらの相互関連も含めて、統合的なアプローチは、まだ充分

に明らかになっていない。これは、組織変革に関連する要素が多く、その操作や測定が困

難であることによると考えられる。

本研究において、われわれは、組織変革を検討するに際して、変革プロセスと組織変革

の後に生じた変化をどうとらえるのかという点に課題があると考える。変革プロセスの課

題とは、組織は実際にどのような変革プロセスによって、組織を変革しているのかという

ことである。具体的には、本研究で設定する組織変革の変革プロセスの分析モデルをもと

に、変革プロセスを分析する。その場合の変数は、組織変革に際して組織が実施した施策

である。

組織変革の後に生じた変化の課題とは、組織変革の後、どのような変化が生じたのかと

いうことである。具体的には、組織変革の施策を実施した後、組織と組織構成員の意識と

行動に生じた変化を測定することである。

本研究の具体的な分析対象は、 1980年代以降の日本の民間企業が実施した C1 (コ

ーポレート・アイデンティティ:Corporate Identity)活動である。日本企業は、 C1活

動を 1970年代より、マークやロゴなどのデザイン統合戦略ためのマネジメント施策と

して実施している。その当初の目的は、組織の効率向上であった。その後、 V 1 (Visual 

Identity;1:ジげ島 アイヂシティティ)、M 1 (Mind Identity; マイシ~ 7イヂシティティ ) 、B 1 (Behavior 

Identity;ピヘイ1:771'1:Jr-l1'() の概念を中心して、多様な施策が開発されきた歴史がある。

そして、今日、 C1活動は組織の活性化や企業文化変革を意図するマネジメント施策の実

践である(梅津.1990 )と理解されている。つまり、 C1活動は、組織変革を実践するた

めの新しい組織変革のための施策であるといえる。実際、企業が組織と組織構成員を対象

として、組織変革を意図して C1活動の多様な施策を実施していることは、前述のインタ

ビュー記述や後述する本研究のアンケート調査結果からも明らかである。また、 C1活動

に関して、 1987年に実施されたアンケート調査(1)(以下、 18 7年調査Jと呼称する。

)やその他のアンケート調査(2)からも同様な点を指摘することができる。

上述から、本研究のより具体的な課題は、次のとおりである。

第一に、 C1活動をとおして、組織はどのような変革プロセスによって組織変革してい
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るのかについて明らかにすることである。具体的には、 C1活動によって実施された施策

を変数としてその変革プロセスを分析する。

第二に、その組織変革の結果、組織と組織構成員の意識と行動にどのような変化が生じ

たのかについて明らかにすることである。具体的には、組織と組織構成員の意識と行動に

生じた変化に対する認識を測定する。

2. 奄1f多宅α〉コヲ主主吾

本研究の調査対象は、 1980年代以降、 C1活動を導入し、実施していることが判明

した日本の民間企業である。

調査に際して採用した方法は、質問票によるアンケート調査と企業へのインタビュー調査

である。

アンケート調査は、変革プロセスと組織変革の後に生じた変化について、統計的な分析

をおこなうことを目的としている。アンケートの質問票の質問項目については、 87年調

査で使用された質問項目に、本研究の調査用に開発した質問項目を付加している{附録A

を参照)。その質問票を 1996年 8月始めに、 623社の企業の人事部長あてに郵送し

た。質問票の回収は同年の 8月末である。その内、有効回答のあった企業は 80社である。

インタビュー調査は、とくに変革プロセスについて、定性的な分析をおこなうことを目

的としている。これは、アンケート調査の分析結果をさらに補完する意味もある。インタ

ビュー調査の対象は、アンケートに回答のあった企業の内で協力をえられた企業である。

その総数は、 28社である。インタビュー調査は、 1996年 10月から 11月の期聞に

実施した。具体的な企業名とインタビューの内容の要約については、末尾の附録 Bにその

企業リストと要約を提示している。なお、インタビューの際に、 C1活動に関するその企

業特有の資料も入手している。

第 2節 本論文の構成

本論文は、 4つの章と結章から構成される。第 1章と第 2j震は、文献研究を中心とした

理論的研究である。第 3章と第 4章は、アンケート調査と企業インタビュー調査の結果の

分析を中心とした実証的研究である。以下、各章ごとに簡単にみていくことにしよう。



第 1章では、本研究の分析対象である C1活動が、組織変革においてどう位置づけられ

るかについて明らかにすることが目的となる。まず、今回、組織変革が必要とされる社会

的・経済的背景を検討する。そして、議論のスタートとなる組織変革の定義を確認する。

次に、組織現象としての組織変革の範囲を特定し、本研究における組織変革の分析視点を

明らかにする。従来の組織変革研究のレビューでは、今目的な研究として、幸田他 (993)

、若林他 0989.1990.1990、コッター他 (Kotter.et.. al.. 1992 )の研究をとりあげる。

このレビューによって、本研究の課題と研究方法が、この研究分野においてより明確に位

置づけられる。最後に、これらより、組織変革における C1活動の位置づけを指摘する。

第 2章では、実証研究の分析枠組みとなる組織変革モデルを設定することが目的になる。

まず、分析対象となる C1活動で実施される施策について整理する。 C1活動で企業が実

施する施策は、本研究の調査結果を分析する際のカギとなる変数である。次に、従来研究

の組織変革モデルのレピューをおこなう。具体的には、どのモデルに対しても基本枠組み

となっているレゲイン (Lewin.1947)の 3段階組織変革モデルをとりあげる。次に、その

発展形として有名なりピット (Lippittet.. al. .1958)のモデル、フレンチ (Prench.

1969)のモデルをとりあげる。そして、ウォルトン (Wa1 ton. 1995)、コッター (Kotter.

1996)、ペニス (Benni s. et. • a 1. . 1996 )の今日的な組織変革モデルをレピューする。こ

こで、どのモデルも、レヴィン (Lewin.1947)のモデルを基本枠組みにしているものの、

実践的な応用面で進展していることを指摘する。これらを検討のうえ、本研究で設定する

組織変革の変革プロセスの分析モデル(以下、 「設定モデル」と呼称する。)を指摘する。

これは、 「①実態把握」、 「②施策設定」、 「③変革施策の実施」、 「④定着施策の実施」

、 「⑤成果検証」の 5段階からなる。また、この設定モデルから変革プロセスについて具

体的に予測される課題を指摘する。

第 3章は、本研究のハイライトである。 C1活動の変革プロセスと組織と従業員の意識

と行動に生じた変化を明らかにすることが目的になる。ここでは、 C1活動の変革プロセ

スをいかに整理し、説明するかについて検討する。具体的には、 C1活動を導入した企業

を対象に実施したアンケート調査の結果をもとに統計分析をおこなう。統計分析の分析対

象は、企業が C1活動で実施する施策である。この統計分析の結果から、 C1活動をとお

して、組織変革の変革プロセスが明らかになる。そして、組織と従業員の意識や行動に生

じた変化が明らかになる。
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また、この統計分析の結果から、一つの発見事実を指摘する。それは、組織は本研究の

設定モデルに近い形で組織変革をおこなっているものの、その変革プロセスの各段階は同

時的に進行していることである。具体的には、企業が施策をを実施する際に、その変革プ

ロセスの各段階は重なりあいつつ、同時的に移行しているということである。ここで、わ

れわれは、この点について、変革プロセス上の同時進行性を指摘する。

第 4章では、企業インタビュー結果にもとづく定性的分析によって、変革プロセスをさ

らに詳細に分析することが目的となる。この定性的分析の分析対象も企業が C1活動で実

施する施策である。企業が、施策をどのような視点、どのような考え方で設定し、どのよ

うに実施してきたのかがさらに明らかになる。具体的な分析の焦点は、第 3章で指摘した

変革プロセスにおける同時進行性である。また、この定性的分析によって、第 2章で指摘

した設定モデルから予測される課題に対しても、解答を見いだすことが可能になる。定性

的分析の結果から、具体的には、 「①実態把握」段階の施策が充実し、 「②施策設定J段

階の施策を「③変革施策の実施」段階の施策と同時的に実施している事例、 「②施策設定」

段階の施策と「④定着施策の実施」段階の施策を「③変革施策の実施」段階の施策と同時

的に実施している事例、 「④定着施策の実施」段階の施策として人事施策に注力し、それ

を「③変革施策の実施」段階から考慮し、実施している事例、最後に、 「①実態把揖」段

階から「③変革施策の実施」段階まで全員参加することと、 「③変革施策の実施J段階の

施策を「④定着施策の実施」段階の施策と同時的に実施することによって、 C1活動の匝

害要因をうまく除去している事例である。

最後の結章は、本研究のまとめとなる。まず、本研究によって明らかになった点につい

て再整理をおこない、その結果として、本研究の結論を指摘する。次に、統計分析と定性

的分析の結果からえられた理論的含意と実践的合意を指摘する。そして、最後に、われわ

れに残された課題について指摘する。
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主再 1 宣言 車巨事哉吾芝書室膏命

第 1節 はじめに

組織変革に関する研究は、多様な視点からおこなわれており、研究の蓄積も多い。ただ

し、どちらかと言えば、理論を応用した研究が多く、実証研究においても帰納的研究、定

性的研究が多い。従来の研究は、全般的で抽象的な理論を開発するか、あるいは、一つの

企業組織について詳細で長期にわたる事例研究から帰納的に理論構築するかのいずれかで

ある。よって、組織現象として組織変革を測定する次元や操作的な次元の開発、演緯的方

法を可能にする理論の開発は、充分におこなわれていない(野中他.1978}。

本章では、組織変革における C1活動の位置づけを明らかにすることが、最終の目的と

なる。まず、そのまえに、組織変革そのものについて明らかにせねばならない。具体的に

は、組織変革が注目される背景とその定義を検討する。次に、本研究で対象とする組織現

象としての組織変革の範囲について特定をおこなう。これは、組織変革の類型化に関する

従来の研究からアプローチする。そして、組織変革を分析するための分析視点を指摘する。

次に、組織変革に関する従来の研究のレビューによって、組織変革の研究分野における本

研究の課題と研究の方法がより明らかになる。このレビューでは、幸田他0993}、若林他

0989. 1990. 199D、コッター他 (Kotter.et.. al. • 1992)の研究を検討する。最後に、以上

を検討のうえ、本研究の調査分析対象となる C1活動の組織変革における位置づけを指摘

する。

第 2節 組織変革の背景

組織変革が注目されるようになった背景について、大別すると二つある。第一は、組織

の歴史的な進展の中で、官僚制の克服という組織がその内部にかかえる課題を解決する必

要性の生じてきたことである。第二は、企業組織をとりまく、経務的要因と社会的要因の

変化に対応する必要性の生じてきたことである。

第一の官僚制の克服という点について、ペニス (Bennis.1966)は次のように指摘して



いる。ウェーパー (Weber.1947)が主張する官僚制組織とは、合理的に設計され、計画化

された規則の体系である。そして、組織構成員が必然的に規則に従うという意味では、非

常に合理的な組織である。その際、ウェーパー (Weber.1947)が描いた官僚制のマシン・

モデルは、個人的抑圧、縁故主義、残酷性、感情本位の移り気、主観的判断などに対する

反動を背景として生まれ、産業革命の初期には管理者の能率的な管理方法として通用して

いた。また、官僚制によって、組織の中の個人の役割は、制度化され、法規的伝統によっ

て強化された。しかし、その後、社会や経済という組織をとりまく環境の変化とともに、

この管理者のやり方や制度化された個人の役割から生じる組織の形式性や硬直性という官

僚制がもたらす弊害について、修正が試みられるようになる。この修正を試みることが、

いわゆる計画的組織変革と呼ばれることとなり、社会や組織から注目されるようになった

と指摘している (1)。この計画的組織変革が注目されるようになって、組織の生産性(業績)

や利益に加えて、働く人々の社会的満足と個々人の成長についても考慮すべきだという考

えが強くなってきた(到。官僚制のマシン・モデルでは、組織構成員に要求されたのは、合

理的、計算的に見る能力や技術的能力であった。つまり、官僚制化する組織において、組

織の形式性や硬直性という弊害とともに、人々の社会的満足や個人の成長について考慮を

しない、つまり人間疎外という考え方は、環境変化に対応できなくなるという新しい考え

方が生じてきたのである。

リピット他 (Lippit.et.. al. .1958 )は、組織の形式性や硬直性の克服するために組織

変革が注目されるようになったと指摘している。その理由として、各部分閣の相互作用に

おいて下位部分聞の関係が形式的になること、組織の共通目標達成時に相互伝達の困難さ

の生じること、組織の内的・外的な諸条件を修正する必要の生じることを指摘している。

よって、それらを改善するために、組織は環境の変化に絶えず適応し、自己の目標、欲求、

期待および行動様式を変革する問題に取り組まなければならない(3)。これは、ペニス (Be

nnis.1966 )が指摘する官僚制の克服と同義であると考えられる。

ぺニス (Bennis.1966)とリピット他 (Lippit.et.. al. .1958 )の指摘を検討すると、

官僚制の克服とは、官僚制がもたらす組織の形式性や硬直性を克服するということからス

タートしていることがわかる。そして、環境への適応、人間疎外の克服という組織課題の

解決のために考慮されてきたことがわかる。

第二の経済的要因と社会的要因の変化への対応する必要性について検討すると、山本
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0968a) は、経営環境としての経請の構造変化との関連において、次の五つの要因を指摘

している。第一に、科学の発展にもとづく研究開発の普及と技術革新の諸努力による事業

革新と事業の大規模複雑化である。第二に、テクノロジーの複雑さの急増とコンピュータ

の利用によるオートメション化である。第三に、産業労働の変化(管理方法の変化、人間

観・組織観・経営観の修iE)である。第四に、事業革新に対応する企業革新、経営草新の

進行である。第五に、政府、消費者、供給者、労働組合、株主、など経営と社会関係の複

雑化の増大である。よって、これらの要因に対応するために、企業は組織変革をはからね

ばならないと指摘している(4)。

コッター (Kotter. 1996)は、企業における大規模変革を促す経済的・社会的な要因と

して、次の四つの要因を指摘している。第一に、技術革新である。ここでは、迅速で効果

的なコミュニケーション、迅速で効果的な輸送手段、世界中の人材を結ぶ情報ネットワー

クが考慮される。第二に、経済の国際規模の交流である。ここでは、関税障壁の減少、変

動相場制を通じた貨幣の流動性、世界規模の投資の増大が考慮される。第三に、先進国市

場の成熟化である。ここでは、圏内経済成長の鈍化、積極的な輸出促進、規制緩和と自由

化が考慮される。第四に、共産主義・社会主義体制の崩壊である。ここでは、企業私有化

の進展にともなって、市場と競争のグローパル化、市場の障壁の減少による競争撤化が考

慮される。よって、これらの要因に対応するために、企業は組織変革をはからねばならな

いと指摘している (5)。

ナドラー他 (Nadler.et.. al.. 1995)は、組織変革を促す経済的要因と社会的要因とし

て、次の五つの要因を指摘している。第一に、産業構造もしくは製品のライフサイクルの

変化である。これは、ある製品分野のライフサイクルを通じて、需要とユーザーの購入パ

ターン、必要とされるイノベーションの本質、競争内容が変化していくことを示している。

第二に、技術革新である。これは、技術革新によって産業内の鶴争基盤が変化し、従来の

競争上の優位性を失う場合のあることを示している。第三に、マクロ経演の傾向と危機で

ある。これは、圏内経済や世界経済に重要な転換が生じると、競争基盤を変化させ、現行

の組織づくりの方法に変化をせまる場合のあることを示している。第四に、規制および法

律の変化である。これは、法的環境の変化や規制の変化が競争環境に重要な変化をもたら

す場合のあることを示している。第五に、市場と競争状況の圧力である。これは、市場に

新しい競争相手が参入し、その産業の従来の慣行と異なる方法を導入すると新しい戦略上
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の脅威となることを示している。第六に、成長である。これは、組織が大きくなるにつれ

て、その競争戦略と組織的な原則が規模の限界にぶつかることを示している。よって、こ

れらの要因に対応するために、企業は組織変革をはからねばならないと指摘している (6)。

以上の山本(1968a)、コッター (Kotter. 1996)、ナドラー他 (Nadler.et.. al. .1995) 

の指摘を検討すると、経済的要因と社会的要因の変化への対応する必要性について、多様

な要因のあることがわかる。具体的には、技術に関連する要因、市場に関連する要因、産

業構造に関連する要因、産業労働に関連する要因である。また、これらの要因は、技術、

市場、経済環境、企業組織の関係者(株主、役員、従業員)、規制や法律という企業組織

をとりまく多様な要素から構成されていることがわかる。

第 3節 組織変革の定義

次に、本研究の議論のスタートである組織変革の定義について検討をしてみよう。

組織変革については、社会学において、社会変動論と組織変動論を上位概念として説明

されてきた。具体的には、社会変動を上位概念として、組織変動が説明されている。そし

て、組織変革はこの組織変動を上位概念として説明されてきた。

社会変動の定義として、富永 0981>は、 「社会変動とは社会構造の変動である例。」

と定義している。これは、社会構造(8)の変動として社会変動を考えることができることを

意味している。具体的に、社会は現行の構造的パターンが体系の機能的要件(9)の充足にと

って適合的になっていない場合、それらに適合する方向に変動を生ずるということである

41)。ただし、この定義ではやや広義すぎる。もう少し狭義な定義として、エチオーニ他

(Btzioni and Etzioni.1973)は、 「社会変動とは、初期の均衡崩壊状態と社会的回復力

と新均衡の発生を含んだ社会構造の再構築ω。」と定義している。ロジャース (Rogers.

1973)は、 「ある社会システムの構造と機能において発生した更新の過程ω。」と定義し

ている。この二つの定義は、前述の富永 0981>の定義より組織変革の背景要因に対応し

て、組織をダイナミックに変動させる変革行動の描写に的確であると考えることができる

(野中他.1978)。

以上の社会変動の定義を上位概念として、組織変動を説明することができる。野中他

(978)は、マクロ組織論の立場から、 「組織変動とは、ある組織の構造と機能の更新過
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程ω。」と定義している。そして、このように定義された組織変動に対して、二つの理論

的パラダイムがあるとしている(野中他 1978)。一つは、パーソンズ (Parsons，1960) 

に代表される構造一機能主義パラダイム (Structural-FunctionalParadigm)であるω。

第二の理論的パラダイムは、構造一機能主義パラダイムへの批判(8)に答えるもので、緊張

処理パラダイムと呼ばれるものである師。野中他 (978)は、この二つの理論的パラダイ

ムを統合した組織現象の統合的コンティンジェンシーモデルを指摘している(図 1-3-

lを参照)。このモデルは、環境ーコンテクスト一組織構造・組織過程・個人属性一組織

成果(組織有効性)といった一連の流れから構成されている。このモデルによれば、組織

変動のきっかけは、環境およびコンテクストの変化が組織構造・組織過程・個人属性に不

適合関係を生じさせ、結果として、組織成果の減少をもたらすことであると説明すること

ができる。よって、組織は、その状態を回避するために組織構造を再構築をしたり、組織

構造・組織過程・個人属性に新たな適合関係を作り出すという組織変動の枠組みを説明す

ることができるd6)" 

図 1-3 -1 組織現象の統合的コンティンジェンシーモデル

組織の内部特性
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出所;野中他 (978)， 14頁。より作成。

次に、上述の野中他(1978)の組織変動の定義を上位概念として、組織変革の定義を検討

してみよう。
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野中他(978)は、前述した組織現象の統合的コンティンジェンシーモデルをもとに、組

織変革については、革新(Innovation)あるいは介入(Intervention) という概念から説

明されてきた経緯のあることを指摘している。革新については、マーチとサイモン

(March and Simon.1958)、ザルトマンとダンカン (Za1tman and Duncan.1976)が、組織

革新という概念を組織変動のより上位概念とし、 「そのシステムにとって何か新しいもの

はすべて革新である的。」と定義している。また、ホール (Ha11.1972)とザ、ルトマン他

(Za1tman. et.. a1. .1973)のように、革新と組織変革を同義にとらえ、とくに区別を考慮

していない研究もある。しかし、これらの定義はやや抽象的すぎて、組織変革を説明する

ことはむずかしい。よって、組織変革を説明するために、もう少し具象的な説明概念が必

要になる。それが、もう一つの介入という概念である。

介入について、アージリス (Argyr i s. 1973)は、 「援助を目的として現在進行中のある

関係システム(人、集団、物)のなかに入っていくことである帥。」と定義している。こ

のアージリス (Argyris.1973)の定義ついて、野中他 (978)はさらに具体的に次のように

説明している。つまり、介入の目的は、①態度変容、②行動変革、③その両方である。よ

って、組織は、究極的には人間活動のシステムであるから、その組織構成員の態度もしく

は行動を変革することで、現在の関係システムが改善される。そして、それが最終的に組

織成果に反映されるということである。その介入をおこなう際に、対象となる組織の構成

要素は、①構造変数群(組織構造、職務構造、人事政策、コントロール方式など)、②対

人、社会関係変数群(リーダーシップと監督のやり方、コミュニケーション集団プロセス、

グループ間関係など)、③前述の①と②の両方、の三つである。よって、これらの要素の

変革を通じて介入の目的を達成することが可能になるω。

また、介入の推進については、組織変革を推進する存在が重要である。これは、行動科

学や組織開発の分野で、変革推進者 (ChangeAgent)あるいは介入者 (Interventionist) 

と呼ばれている。この存在については、組織開発や行動科学において、外部の第三者であ

るか、あるいは組織内の構成員であることが指摘されている (Lippitt.et.. a1. .1958)。

これらをまとめ、本研究では、組織変革の定義として、 「組織変革とは、ある組織また

は個人レベルの関係(対人関係、グループダイナミックス、グループ間関係、組織行動)

の改善を通じて組織成果の向上を達成しようとする変革推進者もしくは介入者の意図的な

関係改善活動倒。」という定義にもとづいて、研究をすすめることにする。
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第 4節 組織変革の分析視点

1 _ 痕且傘陵認定主事f:GD美賀霊童

組織変革という組織現象について議論する場合、経済学の分野では、組織規模の拡大や

縮小にともなう組織編成に関する視点から議論されてきた (Galbraith，et.， al.， 1978)。

類似の議論として、企業成長論 (Penrose，1959:Kappel， 1960)がある。共通していること

は、組織の形態と規模に着目し、従業員数、売上高や資産等の経演指標を変教として、そ

の変化について定量的に論じられてきたことである。

経営学の分野では、組織構造に関する議論 (Chandler，1962)、事業部制への移行など

に見られる組織の内部編成に関する議論 (Fouraker，et.， al.， 1968)、経営戦略に関連す

る組織の多角化にともなう議論 (Rumelt，1973) がある。これらは、組織の形態の変化に

その議論の視点をおいている。また、組織の中の人の意識や行動の変化に視点をおく議論

(French and Bell， 1973， 1978) もある。例えば、これ以外にも組織風土論からの議論

(Litwin and Stringer， 1968)、組織文化からの議論 (Schei n， 1985: Dea 1 and Kennedy， 

1982)、動機づけからの議論 (Hacmanand Oldham，1980)などがある (20。

これらを検討すると、組織変革という組織現象を議論するうえで、その範囲を特定する

ための視点については、従来より多織な視点から研究されてきたことがわかる。われわれ

は、本研究において、組織現象としての組織変革について、どの範囲でとらえるのかとい

うことを明らかにしておく必要がある。具体的には、例えば、組織の規模の変化を組織現

象としての組織変革の範囲にするのか、あるいは、組織の中の人の意識や行動の変化まで

をも議論の範囲にするのかということである。

前述の組織変革の定義では、組織と個人レぺルの関係を改善することを組織変革の定義

とした。ここで、組織とは、組織全体をさしている。よって、経語学の議論における視点

や組織構造や組織の内部編成という視点に限定して、組織変革を議論するわけではない。

また、個人レベルの関係の改善とは、具体的に、組織構成員の意識と行動の変化をさして

いる。これは、経営学において、主に、組織文化論から議論されてきた。しかし、組織構

成員の意識と行動を対象にするものの、組織風土論や動機づけ理論ほど個人の内面につい

て、深く分析をおこなうわけではない。

以上をふまえて、組織変革という組織現象の範囲を特定するために、組織変革の類型化
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に関する従来の研究から検討をおこなうことにする。これは、組織変革の類型化の研究を

レビューすることによって、組織現象としての範囲を特定することが可能になると考えら

れるからである。

幸田他(1993)(22)は、実証研究の分析から、二つの要因によって組織変革の類型化をこ

ころみている。二つの要因とは、 「業界市場成長率Jと「人材の質的水準」である。ここ

で、 「業界市場成長率」とは、その企業が属する業界の市場成長率である。 r人材の質的

水準」とは、人材の能力・意欲といった質的側面が整っている程度のことである。これら

の要因によって、幸田他(1993)は.次の三つの類型を指摘している。第一が、意識改革型

である。これは、組織構成員に対する新しい価値の移入、意識や考え方、行動の転換を狙

った変革である。具体的には、 C1活動が相当する。

第二が、業務改革型である。これは、日常業務の効率化・合理化を通じて、意思決定の

迅速化、利益責任の明確化などを意図し、高収益体質への転換を目的としたものである。

具体的には、日々の社内改善活動や仕事の改良運動、販売手法の草新活動が相当する。

第三が、経営改革型である。これは、新規事業の開発や新規市場への進出を通じて、業

態変革や事業の再構築などを試み、経営基盤の根本的な変革を目的としたものである。経

営資源の再配分、高付加価値経営への転換などが試みられる。具体的には、新規事業の開

発、事業の再構築が相当する。

ナドラー他 (Nadler，et.，al.，1995)は、多くの業界や製品分野で観察された企業事例

の研究から組織変革の類型について、次のように指摘している。これは、二つの要因から

類型化が試みられている。第一の要因は、連続性である。これには、漸進的変革

(Incremental Change)と不連続的変革(Discontinuous Change )というこつの視点が

ある。漸進的変革とは、安定期に起こる小さな組織変革である。どちらかといえば、焦点

をしぼって限られた改良を加えるものである。組織変革の各段階は、組織が絶え間ない改

善、調整、修正を加えながら問題を解決し、より効率的な運営を継続的にはかることにな

る。不連続的変革とは、不安定期に起こる変革である。急撤な環境の変化によって、組織

にも同様な急激な変草が求められる。組織は、単に整合性の調整をはかるのではなく、新

しい戦略、新しい仕事、新しい公式の組織体制などを備えたまったく新しい構成を築こう

とする。
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第二の要因は、時間的スケールである。これには、即応型変革 (ReactiveChange )と

予測型変革 (AnticipatoryChange )というこつの視点がある。即応型変革とは、目の前

の必要性に応じて即時的に引き起こされる組織変革である。予測型変革とは、どちらかと

いえば、目の前の明確な必要性がないときに引き起こされる組織変革である。

ナドラー他 (Nadler，et.， al.， 1995 )は、この二つの要因とそれぞれにある二つの視点

をもとにマトリックスにし、次の四つの組織変革の類型を指摘している。それは、 「調整

(Tuning) J、 「再方向づけ(Reorientation) J、 「適応(Adaptation ) J、 「再建

( Recreation ) Jである。各々の類型について、ナドラー他 (Nadler，et.， al. ，1995 ) 

は、次のように説明している。

「調整」とは、変革をすべき大きな要件がない場合の組織変革の類型である。例えば、

経営が順調な企業であっても、その戦略ビジョンを達成し、維持していくためのより良い

方法を絶えず追い求める場合である。具体的には、日々の社内改善活動や仕事の改良運動

が相当する。

「適応」とは、環境の外的条件によって、何らかの対応を迫られる場合の組織変革の類

型である。漸進的であるが、即応的な場合である。具体的には、企業の市場環境変化によ

って対応をせまられる商品開発や販売手法の革新活動が相当する。

「再方向づけJとは、不連続的で意図的に引き起こされる組織変革の類型である。これ

は、企業の基本的な再定義、つまりアイデンティティ、ビジョン、戦略、価値観の再定義

にかかわるものである。仕事の定義、人員の能力や姿勢、公式の機構やプロセス、そして

企業文化を変革する場合である。具体的には、 C1活動が相当する。

「再建」とは、漸進的な変革では企業が生き残って繁栄できる余地のない場合の組織変

革の類型である。具体的には、企業が倒産のような経済的危機におちいっている場合であ

る。よって、時間的、事業機会的にゆとりもなく、組織のシステムの基本的な要素のすべ

てを迅速に変革させることが必要になる。具体的には、倒産、経済的危機による企業の合

併や吸収などの状態が相当する。

以上をまとめたのが、図 1-4-1である。
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図 1-4-1 組織変革の類型

漸進的 不連続的
Incremental Discontinuous 

予測型 調 整 再方向づけ
Anticipatory Tuning Reorientation 

即応型 適 応 再 建
Reactive Adaptation Recreation 

出所;ナドラー他 (Nadler.et..al..1995).邦訳. 24-35頁より作成。

本研究では、研究の課題から、主として、幸田他 (993)の「意識改革型」を対象とする。

つまり、組織構成員の意識と行動の変革を目的としておこなう組織変革を組織現象として

の範囲とする。また、幸田他(993)の「意識改革型」は、ナドラー他 (Nadler.et.. al.. 

1995)の指摘する不連続的で予測型である「再方向づけ」に相当する。本研究の課題から

すれば、組織現象の範囲とする組織変革は、安定期における日々の小さな改良ではなく、

即時的に対応するものでもなく、また、企業の倒産などの危機的状態を対象としていない

からである。意図的にあくまで予測的、計画的な組織変革を組織現象の範囲として研究を

すすめることにする。

ただし、幸田他 (993)とナドラー他 (Nadler.et..al..1995)が指摘したその他の組織

変革の類型を分析対象から一切除外するということではない。例えば、幸田他(993)が指

摘した「経営改革型」などは、 C1活動の実態を検討すると相当する部分もある。ナドラ

ー他 (Nadler.et..al..1995)の類型についても、 「調整Jと「適応」の一部があてはま

る。これは、幸田他 (993)とナドラー他 (Nadler.et.. al. .1995 )の類型化について、両

者とも各類型が明確に区分されていないことによる。つまり、各々の類型化による各類型

が独立的、排他的に存在しているとは、現実的に考えにくいということである。よって、

組織現象の範囲として、主に上述の類型に特定して議論をすすめることにする。

2. 否汗多宅α〉タテ#斤毛見元自t

組織現象としての組織変革の範囲を特定したうえで、次に、本研究の組織変革の分析視

点について検討をしてみよう。

組織変革の分析視点については、多様な分析視点がある。例えば、山本0968b)は、組
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織変革の分析視点について、構造的アプローチ (OrganizationalStructual Approach) 

技術的アプローチ (TechnicalApproach)、人間的アプローチ (HumanApproach)のあるこ

とを指摘している (23)。構造的アプローチとは、組織構造に焦点をあてて組織変革を分析

するものである。技術的アプローチとは、組織に内在される技術要因に焦点をあてて組織

変革を分析するものである。人間的アプローチとは、組織構造や技術要因と同時に、むし

ろ組織の中の人に焦点をあてて組織変革を分析するものである。ただし、人間的アプロー

チは、人聞に変化をおこして組織変革を実現しようとする点において、構造的あるいは技

術的アプローチとは異なると指摘している (24)。

上述の山本 0968b)の指摘をふまえ、今目的な分析視点に、占部 (988)の組織の統合

的アプローチがある。これは、組織変革に関連する多様な要素 (25)を考慮し、山本0968b)

の指摘する分析視点を包括するものである。

占部 0988)は、組織変革について、構造的アプローチと人間的アプローチがあるとし

ている。前者は、組織構造を変化させることで組織成員の行動パターンを変化させようと

する考え方である。ライン組織からライン・スタッフ組織に変更したり、職能別部門組織

から事業部制組織に変更したり、管理の幅をひろげて管理階層を少なくしたりする方法が

このアプローチに属する。また、このアプローチの中には、山本 0968b)の指摘する技術

的アプローチが包括されている。後者は、感受性訓練 (26)などの教育訓績によって管理者

の能力開発や組織構成員の能力や行動に変化を起こさせようとする考え方である。

しかし、構造的アプローチも、能力開発による人間的アプローチもそれぞれ個別には欠

陥をもつために、両者を統合するような統合的アプローチが必要となる (27)。よって、占

部 (988)は、図 1-4-2に示すように、この二つのアプローチを統合する枠組みで組

織変革をとらえている。占部 (988)は、この統合的アプローチについて、次のように説

明している。

まず、組織変革の目的は、一方で、①環境の変化に対する組織の効率を高め、他方で、

②組織構成員の欲求を充足することにある。この二つの目的は相互作用をもっ。これらの

目的を達成するために、③組織構成員の意思決定、相互作用や動機づけからなる行動パタ

ーンを変革しなければならない。この行動パターンの変化は、④環境変数が組織構成員に

与える一定の刺激に対する組織構成員の反応として生じる。環境変数は、⑤システム変数

と⑥行動変数によって規定される。前者は、組織構造(権限システムやコミュニケーショ
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ン・システム)、職務構造や技術システムをさしている。後者は、上司の行動パターン、

すなわちリーダーシップ・スタイルをさしている。この場合、システム変数と行動変数と

の聞には相互作用の関係がある。次に、⑦能力訓続開発は、組織構成員の能力と態度を変

化させることによって、組織構成員の反応に影響を与える。最後に、組織構造の変化や教

育訓練は、⑧一定の経営方針・経営戦略にもとづいて、環境適応的におこなわなければな

らない。

われわれは、この占部(1988)の指摘する組織変革の統合的アプローチを分析視点として、

研究をすすめることにする。これは、占部(1988)の指摘するアプローチが組織変革の背景

要因と組織を構戒する要素を考慮し、組織全体と人を対象にした分析視点であると考えら

れることによる《よって、この分析視点は、本研究の課題を支持しているとも指摘できる。

次節では、以上の組織変革の組織現象としての範囲と本研究の分析視点をふまえて、組

織変革に関する従来の研究レピ品ーをおこなう。

図 1-4-2 組織変革の統合的アプローチ
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第 5節 組織変革に関する諸研究

1 • 圭告E日干也αコ:寄汗多宅

幸田他 099.;)は、日本の民間企業を対象に質問票を使用することによって、組織変革
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の実態を明らかにしている。調査方法は、定量的方法によるアンケート調査である (28)。

この研究は、組織変革を規定する要因を見いだし、それによって組織変革の類型化をおこ

ない、その類型ごとに実践される組織変革のマネジメント手法を探索している。

この研究の結論の一つは、組織変革の類型化を可能にする「業界市場成長率」と「人材

の質的水準」という二つの要因を見いだしたことである。第二に、 「意識改革型」、 「業

務改草型」、 「経営改革型」の三つの組織変革に関する類型を見いだしたことである。た

だし、 「業界市場成長率」と「人材の質的水準」という類型化要因を見いだせたものの、

その要因の数の少ないことと、その要因の説明力が弱く、類型化自体に再検討の余地のあ

ることが指摘されている。第三に、見いだした類型ごとに組織変革を実践するマネジメン

トの方法について、ある程度明らかになったことである。例えば、 「意識改革型」であれ

ばC1活動が、 「業務改革型」であれば部門組織の再編成が、 「経営改革型」であればト

ップダウン型の全社運動が、多くの企業で実施されている。

幸田他 (993)の研究は、変革プロセスの扱いについて充分でないために、環境や変革

プロセス変数等を整備し、具体的な変革プロセスの分析モデルを設定するまでには至って

いない。よって、組織変革の開始から実施までを含めたより包括的な変革プロセスの分析

モデルを設定することが必要であると指摘している (29)。また、アンケート調査のサンプ

ル数は 87であり、分析結果をもって普遍化するにはややその数が充分とはいえない。

2. 老~本有~.f也α〉奄汗多唱Z

若林他 (1989.1990.1990は、コミュニケーションという視点から、中部電力の従業員の

意識と行動の変化を対象に組織変革を明らかにしている。調査方法は、定量的方法による

アンケート調査である (30)。しかも、中部電力の C1活動について、 3年間、大半の従業

員を対象に特定の質問項目を使用し、経時的に組織変革を追跡している点に特徴がある。

一般的に組織変革は、時間的に長期にわたることが多い。この研究は、組織変革の浸透の

程度や変革後の成果を検証するという意味において、価値のある実証研究である。

この実証研究の分析結果から、 C1活動の施策が組織構造的な部分と企業文化の制度構

築段階に十分に実施されていないために、意図したほど C1活動による組織変革の成果は

なかったことを指摘している。そして、結論として、従業員の意識と行動を変革するには、

組織構造的な部分と企業文化の制度的側面について、相互関連的に施策を実施する必要性
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のあることを指摘している。

若林他0989，1990，1991>の研究は、コミュニケーションという視点から、従業員の意識

と行動の変化を経時的に追跡している点に特徴がある。また、組織変革の施策が浸透して

いる程度や成果を測定することについて、この調査方法は秀れていると考えられる。ただ

し、調査が従業員を対象に実施ぎれているため、従業員の認識は把握できるものの、企業

側の認識については、明らかにされていない。つまり、従業員の認識の変化によってのみ、

組織変革に言及している。企業の認識と従業員の認識の相違について明らかにすることが

できれば、組織現象として組織変革の全体をさらに明確にすることができるものと考えら

れる。また、質問項目が従業員の個人的な心理的内面を対象に設定されており、企業の事

業的な側面との関連がやや希薄であることが指摘できる。

3. コッタ-.f也の奇汗多宅

コッター他 (Kotter，et.， al.， 1992 )は、アメリカ企業を対象に組織変革は企業文化の

変革行為であるという視点 (31)から、組織変革を明らかにしている。ただし、この研究で

は、企業文化は企業業旗と密接に関連していることが仮定されている。調査方法は、定量

的方法によるアンケート調査と定性的方法によるインタピュー調査である (32)。

この研究の結論として、企業文化は従業員と企業業績に強い影響を及ぼすこと、また、

その影響力は、経営戦略、組織構造、経営システム、財務分析手法、リーダーシップより

も大きいことを実証している。結論として、企業文化の変革はむずかしいものの、企業業

績向上の方向へ変革していくことは可能であることと、そのために、ビジョン創造に基づ

くリーダーシップを発揮することの必要性を指摘している。

コッター他 (Kotter，et.， al.， 1992 )の研究は、定量的方法と定性的方法というこつの

異なる調査方法を併用している点に特徴がある。これは、具体的に、定量的方法によって、

組織変革について分析をおこなっている。次に、その分析結果を定性的方法によって補完

し、さらに詳細な分析を可能にしている。その一方で、この研究は、アンケート調査につ

いて、アンケートの設定項目が少なく、その分析結果を普遍化するには充分でない。また、

分析において、組織変革とリーダーシップとの関連に焦点があてられすぎており、組織変

草を推進するに際して関連する他の要因があまり考慮されていない。
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4. 審者奄汗多宅α〉喜雲海勺

以上の従来の研究のレビューから、組織変革に関する研究は、組織変革の類型化と実践

手法、組織構成員の意識と行動の経時的変化、企業文化の変革と企業業績の関連という面

から研究されていることがわかる。レビューでとりあげた研究は、組織変革の結果との関

連において組織変革を操作する要因について探索あるいは分析するか、組織変革そのもの

の時間的変化を追跡している研究である。また、今日的な研究には、この組織変革の操作

要因と変化の経過について研究している例が多い (33)。本研究の課題は、組織変革の変革

プロセスと、組織変革の後、組織と従業員の意識と行動に生じた変化を明らかにすること

であった。よって、従来の研究のレビューからすれば、充分に明らかにされていない領域

であるといえる。つまり、本研究の課題が、組織変革の研究分野でより意義あることを指

摘することができる。

組織変革に関する研究方法は、従来研究のレビューから定量的方法としてアンケート調

査を実施するか、あるいは定性的方法としてインタビュー調査を実施するという方法が採

用されていることがわかる (34)。つまり、定量的方法によって、全体的な把橿をおこなう

ことができる。ただし、具体的な変革プロセスの詳細を探索するには、方法的に充分とは

いえない。定性的方法では、逆に全体的な把撞がやや困難になる。本研究では、定量的方

法である質問票によるアンケート調査と定性的方法であるインタピュー調査を併用する。

これに、公表されている文献、雑誌、新聞記事等の資料、入手した企業固有の資料を補完

的に使用する。これは、この調査方法が最善とはいえないまでも、従来の研究のレビュー

から組織変革の全体を把握できる方法であると考えられることによる。

具体的な研究作業は、次のとおりである。まず、幸田他 (993)の研究のように、アン

ケート調査によって組織変革の実態把握を行う。次に、コッター他 (Kotter.et.. al.. 

1992)の研究のように、インタビュー調査によって、その詳細な変革行動を追跡する。こ

こで、企業側の認識をもとにした組織変革をある程度明らかにする。最後に、若林他

<1989.1990.1991)の研究のように、従業員側の反応を測定し、これによって、組織変革の

全体的な把握を可能にする。ただし、若林他<1989.1990.1991)の研究のように組織変革の

長期間にわたる変化については、本研究の対象ではなく、調査を試行しない。

第 6節 組織変革における C1活動
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具体的な分析にはいる前に、なお検討すべき点が残っている。それは、組織変革の変革

プロセスを分析するに際して、その分析対象がC1活動であることの適否である。つまり、

C 1活動を分析することによって、組織変革の変革プロセスが明らかになるのかというこ

とである。これは、組織変革の中で C1活動がどう位置づけられているのかということを

意味している。以下では、この点について明らかにしてみよう。

組織変革の目的は、組織成果の向上である。具体的には、組織開発論(35)でいう組織の

機能全開や組織の活性化が最終的に求められるものである。そして、企業組織は、組織変

革を意図する際に、体系的で総合的な措置を計画的変革として推進する。これによって、

組織変革の実効をあげることができる。また、今日的に、その操作対象は、占部(1988)の

統合アプローチのように組織構造だけではなく組織構成員の意識や行動にまでおよんでい

る。つまり、組織変革とは、組織構造と組織構成員に対して組織がかかえる多様な課題を

理解させ、それら解決するために意図的、計画的に組織構造と組織構成員の変革を推進し

ようとする試みである。

ここで問題となるのは、現実に、組織変革をどう具体的に推進していくのかということ

になる。従来、組織変革に関する関心は、理論的な進展よりむしろ理論を応用してマネジ

メント方法を開発することや、実施する具体的なマネジメント施策の開発にあった。

従来、この点については、組織開発の分野で取り組まれてきた経過がある。組織開発は、

もともと、社会心理学や産業心理学を背景に、個人への教育や訓棟によって、組織の効率

向上を目指した分野である。今日では、組織内の集団や組織構造への操作によって、組織

の効率を向上させることまでも包括している。そして、そのために、多くのマネジメント

施策が開発されてきた。例えば、感受性訓娘、アクションリサーチなどのマネジメント施

策である。研究者の中には、組織変革と組織開発を同義にとらえている研究者もいる (36)。

これは、理論的なスタートは異なるものの、最終的に目指すものとマネジメント施策の開

発に注力しているという点において、今日的に、同様な分野にあると考えられる。

梅津 (1990)も、この点を指摘する一人である。梅津(1990)は、今日、組織変革は組織

開発と同義であり、さらに、組織開発は企業の組織文化の変革行為であると指摘している。

この場合、梅津(1990)は、企業の組織文化の変革行為として、組織をはじめ組織構成員の

意識と行動を変革することも含まれると指摘している。つまり、今日の組織変革というの

は、企業の組織文化を変革することと同じであると指摘している。そして、組織のみなら
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ず組織構成員の意識と行動の変革をも対象とする必要性のあることを指摘している。

その梅津 (990) は、 C1活動に期待されている点について、単なるイメージ戦略では

なく、経営戦略のーっとして企業の組織風土づくり、企業の組織文化づくりに役立つマネ

ジメント方法として機能することを指摘している。現実に、 C1活動をうまく実施してい

る企業には、後述するようなデザイン系の施策に偏らず、企業文化の構成要素に対して総

合的にアプローチ Lている事例が多い。

以上の梅津の指摘をうければ、 C1活動は、企業の組織文化の変革施策であるといえる。

言換えると、 C1活動は組織変革を可能にする具体的な、そして、今日的な新しいマネジ

メント施策であるといえる。

第 7節むすび

本章では、まず、多様な社会的、経済的要因の変化に対応するために組織変革が注目さ

れることを指摘した。次に、社会変動と組織変動を上位概念とした組織変革の定義として、

組織成果を向上させるために、組織と人を対象に計画的に、意図的に介入することである

という定義を指摘した。そして、本研究で照射する組織現象としての組織変革の範囲につ

いて、本研究の課題から、幸田 (993)の「意識改革型」、ナドラー他(Nadler，et.， al.， 

1995) の「再方向づけ」を主な範囲とした。これらをふまえると、組織変革に関するわれ

われの分析視点は、組織構造のみに焦点をあてるのではなく、人の意識と行動まで焦点を

あてる必要性のあることが明らかになった。そして、この分析視点を具体的に説明してい

るのが、占部 (988)の組織の統合的アプローチである。

次に、従来の組織変革研究をレビューすると、組織変革の提作要因や時間的変化を対象

にした研究が多く、変革プロセスや従業員の意識や行動の変化まで明らかにした研究はそ

れほど多くないことが明らかになった。よって、本研究の課題が、より一層明らかになっ

た。また、このレピューによって、研究方法として定量的手法と定性的手法を併用する方

法が、よりよい研究成果を生みだす可能性のあることも明らかになった。

最後に、組織変革における C1活動の位置付けを明らかにした。本研究の分析対象は、

C 1活動である。 C1活動は、梅津(1990)の指摘を考慮すれば、企業の組織文化変革のた

めのマネジメント施策である。これは、今日的に、組織変革を推進するための具体的なマ
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ネジメント施策であると指摘できる。つまり、組織変革における C1活動とは、企業組織

の組織変革を可能にする具体的なマネジメント施策であると指摘できる。

主主

(1)ペニス (Bennis，1966) ，邦訳 2頁。

(2)山本(1968b) はこの点について、組織変革は、目標設定の協働性と権力配分の均等性に
よって他の組織変革と異なることと同時に人間性の回復をはかりうると見なせることを指
摘している。よって、組織変革は人間的アプローチのー形態であることを指摘している。

(3)リピット他(Lippit，et.， al.， 1958) ，邦訳， 4-5頁。

(4)山本 0968a)，8-9頁。

(司コッター (Kotter，1996) ，邦訳， 34-37頁。コッター (Kotter，1996) は、大規模変草の
具体的な方策として、リエンジニアリング、リストラクチャリング、クオリティー向上プ
ログラム、企業合併買収、戦略転換、文化変容をあげている

(6)ナドラー他 (Nadl，er， et. ， a 1. ， 1995) ，邦訳， 3-6頁。

(7)富永0981>， 3-5頁。

(8)ここで、社会構造とは、社会システムを構成する個人、集団の相互行為にみられる相対
的に恒常的なパターンを意味する。社会構造の詳しい説明については、間々田 0981>、富
永(965)、パーソンズ(Parsons，1951>を参照のこと。

(9)ここで、機能的要件とは、社会システムの持続、発展の条件をなし、社会システムを構
成する個人、集団の相互行為を通じてその実現が目指されるような目標を意味する。機能
的要件については、レピィ (Levy，1952)、吉田 (974)を参照のこと。

帥これは、具体的に、次のように理解することができる。つまり、社会体系の構造的パタ
ーンの要素は、相互行為・役割・制度・集団・階層構造・価値と規範などの諸次元から構
成されている。それらに対応して、相互行為パターンの変動、役割構造の変動、制度の変
動、社会集団の構造の変動、階層構造の変動、価値と規範の変動のように諸次元ごとに社
会変動を考えることができるということである(野中他， 1978)。

ωェチオーニ他(Etzioniand Etzioni， 1973)， P. 76 . 

U~ ロジャース (Rogers ， 1973)， P. 7. 

ω野中他 (978)，430頁。

ω構造一機能主義パラダイムによる組織変動の説明は次のようになる。まず、組織を適応
システムとみなす。次に、 AGILという組織の機能要件とシステムの構造が適合するま
で組織構造の分化をとげながら収敷的に変動していくと説明できる。この説明によれば、
適応行動をできた組織のみが生存するということになる。よって、組織の機能要件が環境
から一義的に分化を課せられてくるという意味から、環境決定論的な説明であるといえる。
(野中他， 1978)。ここで、 AGILとは、パーソンズ(Parsons，1960)によれば、適応
(Adapta ti on)機能、目標達成(GoalAttainment)機能、統合(Integrat ion)機能、緊張処
理(Latency)機能という組織の機能である。詳しい説明については、パーソンズ(Parsons，
1960) 、塩原(976)を参照のこと。

帥緊張処理パラダイムによる組織変動の説明は次のようになる。組織の緊張は常態であり、
それが見いだされると変革の基盤になる(塩原， 1976)。ハスとドラペック (Haasand 
Drabek，1973 )は、このモデルをストレスーストレイン (Stress-Strain)モデルと呼ん
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でいる。そして、組織の緊張には、二つ考えられることを示している。その一つはストレ

スである。ストレスとは、組織の需要と能力との聞の差の度合として示される組織状態ま

たは条件である。~トレインとは、ある組織の構造要素閣の不一致または逸脱である。よ
って、組織はこれらの外在的矛盾(ストレス)と内在的矛盾(ストレイン)を不断に処理

しながら変動をつづけると説明できる。

帥野中他 (978)は、その場合の組織変動の源泉は①環境、②規模の成長、③技術、④人

であると指摘している

的マーチとサイモン (Marchand S imon， 1958)， P. 20.ザルトマンとダンカン (Za1 tman and 
Duncan， 1976)， P. 3. 

U!Tアージリス (Argyr i s， 1973>' P. 15. 
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側野中他 (978)， 433-434頁。

(21)また、これらとは別な視点から発展してきた議論に、草新プロセス論 (Greiner，1970) 
や組織進化論(野中， 1985)がある。前者は、組織の歴史的変化の追跡から、また、後者

は、生物学の進化概念のメタファーから議論されている。

(22)幸田他(1993)の研究の分析結果によれば、例えば、意識改革型の企業は、 「業界市場

成長率」の認識が高く、 「人材の質的水準」が最も整っていないと理解されている。ただ

し、この研究では、類型化の要因として、この二つの要因以外に有力な要因が発見されて

いない。よって、幸田他(1993)は、他の類型の存在を示唆している。また、同時に、組織

変革の類型として、各類型に独立性が無いことにも指摘している。よって、各類型が並列

的で相互に排他的な関係にないことを指摘している。現実的にも、企業が組織変革を「意

識改革型」と「経営改革型」の二つのタイプを重複的に実施していることは、予測できる

ことである。

(23)山本<1968b)，49-61頁。ここで、山本<1968b) は、アプローチという用語を本論文中

の分析視点という用語とほぼ同義で使用している。

(24)山本 0968b)は、この研究で、人間的アプローチと言えばメーヨー Olayo，1933)な

どに代表される人間関係論 (HumanRe1ations)的アプローチよりもむしろグループ・ダイ

ナミクスのレゲインをあげている。
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(26)感受性訓練は、 Tグループあるいはラボラトリートレーニングとも呼ばれている。こ

れについては、ブラッドフォード他(Bradford，et. ， a 1. ，1964) あるいはシャインとペニス

(Schein and Bennis， 1965)を参照のこと。
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(28)幸田他 (1993)は、東証一部上場企業 629社を対象に郵送によるアンケート調査を実
施している。調査期間は、 1992年10月20日から同年10月31日である。組織変革を実施した
企業で、変革のプロセスや方法等の質問について回答を寄せたのは87社である。

(29)幸田他 0993)は、その一例として、河合 0992)が指摘する組織活性化と経営戦略
を連携させた戦略的組織活性化の概念によると分析枠組みを指摘している。

(30)若林他<1989，1990，1991>は、中部電力の社員 2，000名を対象に同社の広報室とおして
アンケート調査を 3回実施している。調査期間は、 1988年11月中旬から同年12月上旬、 19
89年11月上旬から同年12月上旬、 1990年11月中旬から周年12月上旬である。有効回答者数
は、それぞれの期聞について、 1716名、 1856名、 1789名である。アンケート調査の質問項
目は、一部に相違があるものの、三固とも同ーの質問項目を使用している。

(31)コッター他 (Kotter，et. ， a 1. ，1992 )は、企業文化を、①変化に対する可視性(価値
観・行動棟式)、②変化に対する抵抗というこつの視点から捉えている。

(32)コッター他 (Kotter，et.， a1.， 1992 )は、アンケート調査とインタビュー調査という
方法によって、企業文化変革の研究に取り組んでいる。期聞は、 1987年 8月から1991年 1
月である。対象は、アメリカの企業である。この研究は、四つからなっている。一つは、
アメリカの22の産業分野から 207社を選択し、それぞれの企業の経営トップ 6人に質問票
によるアンケート調査を実施している。ここでは、競争企業の企業文化の強度を測定する
ことが目的である。質問項目は一つで、 5点尺度で企業文化に影響される度合を尋ねてい
る。最終的に、 202社について測定が実施されている。第二の研究は、公表数値から、 19
77年から1988年閣の業績を測定することである。その測定指標は、純利益伸び率、年平均
対投下資本利益率、年平均株価伸び率の三つである。これによって、企業文化の強度と企
業業輔の関係を明らかにすることが目的である。対象は、上述の202社のうちの22社であ
る。この際に、結果を裏付けるために75人の財務アナリストに、共通の質問項目を使用し
たインタビュー調査が実施されている。質問項目は、特定企業の文化の記述、企業文化が
業績に与える影響、その影響の原因、顧客重視度、従業員の満足度、株主重視度、リーダ
ーシップの価値、企業文化と市場の適合度の八つである。さらに、 22社のうち13社の従業
員や経営幹部に共通の質問項目を使用したインタピュー調査が実施されている。質問項目
は、企業文化の変化の程度、変化の内容、変化のない部分、変化した理由、変化した部分、
変化の難易さ、変化への阻害、企業文化の歴史、文化の形成時期、業績向上への寄与の程
度の十である。また、 22社のうち 1社について、詳細な企業インタピュー調査が実施され
ている。第三の研究は、企業の歴史を追跡し、業績の低迷している企業を調査することで
怠る。対象は、上述の202社のうちの20社である。調査方法は、主に、文献、雑誌のサー
ベイ調査によっている。第四の研究は、企業文化の変革に成功した企業10社を対象に調査
を実施している。調査方法は、主に、文献、雑誌のサーベイによっている。さらに、この
うちの 2社について、詳細な企業インタビュー調査が実施されている。

(33)この点については、久保村 0991>を参照のこと。

(34)これ以外にも様々な研究方法はある。例えば、特定企業について、徹底的なインタピ
品ーを操り返す方法(加登， 1993)、あるいは文献・資料等によって歴史的な視点からと
らえる方法(坂本， 1985)がある。

(35)組織開発については、かなりな研究蓄積がある。概要を把撞するには、パーク (Burk，
1982)を参照のこと。

(36)この点を主張する論者には、小林 (978)、フレンチとペル(Frenchand Bell，1973) 
がいる。
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重蒋 2 宣言 議Illft:哉吾芝主事と C 1 ず舌聾11

第 1節 はじめに

本章では、 C 1活動の変革プロセスを分析するための設定モデルを指摘することが目的

である。この設定モデルをもとに、次章より、統計分析と定性的分析をおこなう。

まず、本研究の分析対象である C 1活動について、その定義を歴史的に検討する。これ

によって、 C1活動で実施される施策が、 V1、MI、B1の概念を中心に既存の施策と

併せて歴史的に進展していることを明らかにする。そして、企業が現実の C 1活動で実施

する施策について整理する。次に、組織変革モデルに関する従来の研究をレビューする。

このレビューから、設定モデルを構築する際に示唆される点が明らかになる。最後に、現

実の C 1活動で実施主れる施策を考慮し、分析のための設定モデルについて指摘する。

第 2節 C 1活動の定義(。

C 1活動の定義として、学究的にとらえたものはそれほど多くない。 C1活動の定義に

ついて、公表されている定義を年代願に検討してみると次のようになる。

1 970年代に主流であった概念定義は、 「経営目的に合致した理想的なイメージ目標

を掲げ、それを現実化するための経営努力を伴う永続的な情報開発行為で、経営環境を良

くするためのコミュニケーション回路を創りだすテクノロジー体系(2)0Jである。今日の

定義よりも抽象度が高く、企業のイメージ戦略との関連が強い。企業が実施する施策は、

デザイン開発に関する施策が中心で、施策の数はそれほど多くない。 C1活動を実施した

具体的な企業には、ダイエー、 MAZDA、松屋がある。

1 980年代の始めに、その定義は、 r C 1とは、企業の理念や行動を経営戦略レベル

から洗い直し、状況に適応する哲学や理念の再構築をおこない、それをもとに社外に向か

つて、市場戦略、社内的には体質改善の問題まで総合的に新創業をおこなっていこうとす

る施策である (3)0 Jや、 「コーポレット・アイデンティティは単なるグラフィックスでは

ない。企業の経営理念・方針が反映したコミュニケーション・シグナルで、企業の統一的
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な視覚的・視聴的表現手段である。また、これは企業のペルソナ (Persona)とかキャラ

クターを感知させ連想させるマネジメントの有力一手段となる(4)0Jのように変化してい

る。 C1活動がマネジメント施策として認識され、経営戦略や経営理念と関連させること

について、かなり明確になってきている。そこでは、 C1活動による組織の体質改善や組

織全体としての取り組みの必要性が指摘されている。しかし、実施される施策は、デザイ

ンとマークの統一や変更を中心とした V1に関連する施策が依然として多い。ただし、 1

970年代と比較すると、 C1活動で実施される施策は多様になっている。 C1活動を実

施した具体的な企業には、プリジストン、三井不動産がある。

1 980年代の半ぽになると、企業理念の再構築や組織体質改善について、さらに具体

性を帯びてくる。その定義として、 r C 1は、一般的に企業理念や企業文化を明確にし、

それをロゴマークなどによりコミュニケートすることである。 C1のひとつの目的は、

(中略)企業の自己革新であるといえる (5)0 Jという定義がある。 C1活動は、組織構成

員の意識と行動面を対象として、自己革新による組織変革であることが意図されている。

実施される施策も、経営理念の再構築などのMI関連の施策や組織構成員の行動指針の策

定などの B1関連の施策まで広範囲にわたっている。 C1活動を実施した具体的な企業に

は、目立クレジット、 INAXがある。

198 0年代の後半から 1990年代にかけて、その定義は、 r C 1活動とは、目に見

えるものを作り出しながら、意識と行動改革や組織改革を進めていく手法。(中略)また、

企業の今ある姿を見つめ直し、環境や時代の変化に合わせて将来のビジョンをえようとす

る創造活動(6)0 Jのように変化している。 C1活動は、組織構造と組織構成員の意識と行

動の変革という課題を克服することために実施されることが明確に志向されている。実施

される施策は、 V1、M1、B1関連の施策とそれ以外の既存の施策も含め、多様化して

いることがわかる。つまり、 C1活動の定義の進展とともに、 C1活動で実施される施策

も多様になってきている。 C1活動を実施した具体的な企業には、富士ゼロックス、昭和

アルミ、三星堂がある。

本研究では、以上の定義の変遷を検討したうえで、 C1活動の今目的な定義として、境

(990)の定義をもとに研究をすすめることにする。境 (990) は、 「現代の C1計画と

は、 (中略)自己革新能力の育成と企業コミュニケーションの統合による企業文化の革新

と確立、企業のトータルな社会化による社会的価値の明確化と企業イメージの革新をとお
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して企業変革課題に応えようとするものである例。」と定義している。これは、現状の C

I活動がデザイン開発によイメージ戦略から出発しており、企業理念や企業文化の革新か

ら、企業コミュニケーション戦略の開発、さらに将来の企業ビジョンや経営戦略の再構築

まで企業の組織変革と密接に関連していることを指摘している。

第 3節 C 1活動の諸施策

1_ VI-MI-BIα〉槙記事誕訟

C 1活動は、アメリカ企業において 1950年代後半から、マークやロゴなどのデザイ

ン面の統合によって経営の事業効率の向上を目的としてスタートしている(8)。その後、 1

970年代に、日本企業に導入され、小売り業の業界から同様な目的で実施されてきた。

その際に、多様な施策が企業によって開発されてきた。そして、今固までの隆盛や定着化

を迎えている(9)。ここでは、一般的に C 1の概念の構成要素であるとされている V 1 

(Visual Identity;デザイン、ビジュアル)、 M1 (Mind Identity;理念、意識、価値観)

、B 1 (Behavior Identity;行動)について検討する。

V 1、M 1、B 1については、日本独自の概念であるという指摘もある帥。しかし、現

実に、日本の企業は、これらの概念を中心に新しい施策を開発し、従来から企業が実施し

てきた既存施策と併せて C1活動を推進してきた。

深見 0991>は、この三つの概念について、次のように説明しているω。V1は、組織

の理念、価値観や行動を総合的に、視覚的に表現することである。現実的には、企業内部

および企業外部に向かつて施策を実施する必要がある。 MIは、 C1の核となる企業理念

を構築することである。現実的には、企業の従業員がその理念を共有することに意味があ

る。 B1は、 MIをうけて、企業理念や組織の価値観を基礎として、組織や従業員の行動

の基礎を構築することである。現実的には、行動規範を策定し、従業員の行動指針となる

ことに意味がある。

平池<1991>は、この三つの概念について、次のように説明しているω。V1は、企業理

念を視覚的に具現化するプログラムである。 MIは、企業理念を再確認あるいは再構築し、

企業の存在意義と目標を明確化し、それにふさわしい経営をおこなうためのルールを設定

する部分である。現実的には、企業におけるあらゆる活動に対して、その基本や拠所とし
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B 1 は、C 1の本質部分であるといえる。て立返るべき指針をつくることになる。つまり、

V 1、MIをうけて企業理念を行動様式として浸透するプログラムである。平池0991>は、

B 1の概念の関連について、図 2-3-1のように指摘している。MI、

B 1概念の関連図V 1、MI、図 2-3-1

(究極の目標)(目標)(伝達手段)(内訳)

BI 
(社内へ)

戦略・組織構造・管理システム・

英雄・儀礼や犠式・日常のリイーシヲ7

ーー参ー-1砂

ー-1砂

↑↑ 
し一一一

「一一一
↓↓↓ 

ーー令

(社外へ)J-'いト初回、コーれートスローわやメヲトジ
社名、 J-恥ート7ラシド、ロゴマーク 、凶，ィ7
3イレート抑制、社旗、社歌、社色、
商標、事務帳票類、建物他

ー一歩

経

営

理

念

の

再

構

築

MI 

団→

VI 

より加筆修正して作成。出所;平池 0991> . 250頁。

M V 1は、デザイン面を中心とした視覚的な意味あいの強いことがわかる。以上から、

Iは、経営理念を中心とする企業組織の基本となる概念としての意味あいの強いことがわ

B 1は、 MIを受けて従業員の意識と行動を対象にする実践的プログラムとしてのかる。

V 1系、 MI系、

B 1系の施策とこれらの概念区分には該当しない既存施策を実施している。

意味あいの強いことがわかる。また、現実の C1活動において、企業は、

C 1 完雪勇b~こ隠居多ーる方缶-2. 

V 1 C 1活動で実施する施策は、C 1活動をアメリカから導入した当時、日本企業が、

系中心の施策であった。具体的に、企業のマークやロゴの制定や統一、パッケージ・デザ

1 980年の前後から、 MIインの統ーなどのデザインに関連する施策が中心であった。

B 1系と呼ばれる施策が登場する。具体的に、経営理念の制定や改定、行動指針の策

この三つの概念に該当しない従来から実施している既存施
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策も含めて、 C1活動に関連する施策が形成される。例えば、組織改編に関連する施策や

人事制度に関連する施策である。ここでは、 C1活動に関連して実施される多様な施策に

ついて整理してみよう。その整理した結果を示したのが、表 2-3-1である。表 2-3

-1の中の施策の抽出と分類は、主に松田 0993)の研究結果によっているω。これに文

献と雑誌のサーベイ、コンサルタントのインタビュー、既存のアンケート質問票を参照し

て作成している。なお、実際に C1活動で企業が実施する施策として、 MI系と B1系の

施策は関連して実施されることが多く施策としては異なっているものの、明確に区別され

ているわけではない。よって、表 2-3-1においてはMI系と B1系を区分していない。

表 2-3-1 C 1活動に関する施策

V 1系

-ロゴタイプ、シンボルマークをつくる

.ユニホームの改定や統一

・唐舗デザインの変更や統一

.社内広報の活性化や見直し

-社名を変更する
・プランドやパッケージの変更
.新たな広告展開をはかる

・プランド体系を再編する
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第 4節 組織変革モデルのレビュー

1. vで アィ与;， CD・弓去ラ戸Jレ

組織変革の変革プロセスモデルの基本枠組みとしてよく取り上げられるモデルに、レゲ

イン (Lewin，1947)の 3段階モデルがある。これは、社会心理学をもとに個人の態度変容

の研究から進展し、組織変革の変革プロセス説明するモデルである。今固まで、多くの研

究者のよって組織変革モデルに応用されている。

レヴィンは、個人の態度変容について、個人的な説得によって個人の意見や行動を変え

るのではなく、集団討議による集団決定を経ておこなう方がその効果の大きいことを見い

だしている。よって、集団は一つの力学的全体であることと、集団を形成している成員聞

には相互依存性が存在していることを指摘している。このことは、集団のどこかの下位部

分に変化が生ずれば他の下位部分にも影響を与えることを意味している。そして、新しい

均衡の創出には、その背後にある個人の行動、意識、規範の変革の必要があることを指摘

している。レゲインは、この点を説明するために、 「場のカ (FieldForce)ω」という概

念を指摘し、次のように説明している。つまり、組織が外部からの刺激を知覚すると、そ

の変化を支持し推進しようとする推進力 (Dri v i ng Force) と変化に抵抗しようとする制御

力(RestrainingFoece) が作用し、組織は均衡状態になる。そして、この二つの力は、同

時に、組織に心理的緊張状態をもたらすことになる。よって、組織は、その心理的緊張状

態を緩和するために新しい均衡点を求めて変革に着手する。その変革プロセスについて、

レゲイン (Lewin，1947) は、 「解凍 (Unfreezing)J時「移行 Oloving)J時「再凍結

(Refreezing) Jの 3段階モデルを指摘している。第一段階の「解凍」は、現在の行動を

支持する均衡状態を流動的にする段階である。よって、現在の均衡している心理的緊強状

態のレベルを変革させる初動段階である帥。

第二段階の「移行」は、心理的緊張を解くための情報探索が始まる段階である。新しい

知覚、行動を達成しようとする情報の探索、処理、利用の過程がこの段階である。よって、

変革しつつある均衡状態のレペルを新しい状態に移行させることが重要になってくる。

第三段階の「再凍結」は、この新しい変草を既存のパーソナリティならびに重要な心理関

係の中に統合する段階である。よって、新しい均衡状態を組織の中に定着させることが重

要になってくる。これが、変革の安定つながることになる脚。
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2. リヒ?ット α〉司去テ"'Jレ

リピット (Lippitt，et.， al.， 1958)のモデルは、レヴィン (Lewin，1947)の主張した 3

段階モデルを 5つの段階に拡大した組織変革モデルである。このモデルは、レヴィン

(Lewin， 1947>のモデルの「解凍」と「再凍結」段階をそれぞれ、二つの下位段階にわけ

ることによって、より実践的で具体的なモデルに拡張していると指摘できる。とくに、変

革対象 (ClientSystem )である組織に対して、変革推進者の存在をカギ概念として組織

変革モデルを構築している点に特徴がある。

第一段階は、 「①変革への要求の発展」である。これは、組織変革が開始きれる以前に、

組織が問題を認識し、把握した状態の段階である。よって、組織変革をおこおうとする組

織内の要求と組織外へ援助を求めようとする組織内の要求が明らかになる段階である的。

第二段階は、 「②変革関係の確立」である。これは、組織と変革推進者の共同的な組織変

革の作業体制を築くことが重要な段階である。よって、組織変革に関する組織の課題と、

次の段階で実施する具体的なマネジメント手法や施策を構築する段階である。ここまでの

2段階が、レゲイン (Lewin，1947)のモデルの「解凍」段階に相当する。

第三段階は、 「③変革への活動」である。これは、実際に組織変革を推進する段階であ

る。よって、具体的な施策を実施する段階である。リピット(Lippittet. al.， 1958 )は、

この段階をさらに、 「③ー1.問題の明確化と診断」、 「③-2.変革に関する意図と目

標の設定」、 「③ー3.実際の変革活動への転換」の三つの下位段階にわけているω。こ

の段階が、レゲイン (Lewin，1947)のモデルの「移行」段階に相当する。

第四段階は、 「④変革の一般化および安定化」である。これは、実践された変革が、組

織に安定的で継続的な制度として定着する段階である。よって、制度化の段階とも呼ばれ

る帥。ここでは、組織内に組織変革の浸透している程度が重要な指標になる。第五段階は、

「⑤終結関係の達成Jである。これは、組織と変革推進者の最終的な関係を確立する段階

である。この段階は、組織変革の継続性を考慮すると、現状の変革推進者と組織の関係を

再度続けるか、新たに組織内に変革推進者の役割を果たす存在を探索することが重要にな

る。この 2段階が、レゲイン (Lewin，1947)のモデルの「再凍結」段階に相当する。

リピット(Lippitt，et.，al.，1958 )のモデルは、レゲイン (Lewin，1947>の 3段階モ

デルを 5段階にわけたことに特徴がある。さらに、レゲイン (Lewin，1947)のモデルに実

践性を付加したことに功績があるといえる。とくに、組織変革に関する組織内の問題と要
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求の把握と組織変革の定着について、注力する点に特徴がある。また、組織変革の推進に

際して、変革推進者の存在をカギ概念にしている点にも特徴がある。ただし、このモデル

の問題は、組織変革にとって変革推進者が万能ではないという加護野 (1993)の指摘があ

てはまる。つまり、変革推進者と変革対象の関係が強調されすぎていることである。実際

の組織変革では、変革推進者と変革対象の関係がこのモデルで強調されているほど強くな

く、組織の中間や下位階層を中心に自己革新的に推進されている場合もある。

3. ?レンチ・ GDょeヨF'Jレ

組織変革に関する組織開発のマネジメント方法のーっとして、アクション・リサーチ

(Action Research )が有名である側。パーク (Burk.1982)によれば、その源流もレヴ

ィン (Le¥lli n. 1946)である (21)。そして、アクション・リサーチに関する基盤的研究は、

コッチとフレンチ (Cochand French 1948) (22)の研究にあると指摘している。この研究

によって、彼らから指摘されたモデルについて、フレンチ (French.1969)は、より具体

的な組織変革モデルを開発している。このモデルは、外部の援助者(コンサルタントある

いは変革推進者)の協力、データー収集、アクション、フィードパックをカギ概念に設定

されている。非常に細かく、 14段階にわかれている実践的なモデルである。

第一段階は、 「①主要幹部による問題点の認識」である。第二段階は、 「②行動科学者

やコンサルタントによるコンサルテーション」である。第三段階は、 「③コンサルタント

によるデータ収集と診断」である。この段階までに、組織がかかえる組織変革の課題を認

識することになる。第四段階は、 「④再度のデータ収集」である。第五段階は、 「⑤主要

な変革対象または変革対象グループへのフィードパック」である。第六段階は、 「⑥ジョ

イント・アクション・プランニング」である。この段階までに、組織変革の対象を設定し、

具体的なマネジメント手法が模索されることになる。第七段階は、 「⑦データ収集」であ

る。第八段階は、 r@変革対象グループへのフィードパック」である。第九段階は、 「⑨

変革対象グループによるデータの討議と対応」である。第十段階は、 「⑪アクション・プ

ランニング」である。この段階までに、データ収集とそのフィードパックがおこなわれ、

組織変革の新しい態度や展望が生まれる。そして、組織変革の目標と具体的なマネジメン

ト手法が決定されることになる。ここまでの十段階が、レゲイン (Le¥llin.1947>のモデル

の「解凍J段階に相当する。
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第十一段階は、 「⑪アクション」である。これは、実際に組織変革のための新しい行動

をおこす段階である。この段階が、レゲイン (Lewin.1947)のモデルの「移行」段階に相

当する。

第十二段階は、 「⑫データ収集」である。第十三段階は、 「⑮フィードパック」である。

第十四段階は、 「⑪新しく表れるデータおよびフィードパックに関する討議と対応」であ

る。これらの段階では、組織変革をおこした後、組織の状態を再度把握し、次の組織変革

にそなえることが重要になる。この三段階が、レヴィン (Lewin.1947)のモデルの「再凍

結J段階に相当する。フレンチ (French. 1969)は、この後に、第十段階の「⑮アクショ

ン・プランニング」と第十一段階の「⑩アクション」の段階を操り返し継続することの重

要性を指摘している。

フレンチ (French. 1969)のモデルは、レヴィン (Lewin.1947)のモデルをかなり実態

に即した形に設定しなおした点に特徴がある。実際の組織変革にはいる前に、いかに組織

の実態を把握するかという点について、強調されているのも特徴である。また、組織変革

の継続性を考慮し、同ーのサイクルが次々と継続することを指摘している点にも特撮があ

る。ただし、変革プロセスの各段階の設定については、リピット (Lippitt.et.. a1.. 

1958)のモデルもよりも細かいものの、逆に細かすぎることとデーター収集とその後のフ

ィードパックに力点がおかれすぎていることがある。よって、現実的には、組織変革を実

際におこすことよりも組織の実態と反応を把握することに注力する結果になりかねない。

つまり、具体的に組織変革のための施策をどう実施するかという点について、充分な指摘

のなされていないことがこのモデルの弱みである。同様に、環境の変化した後や組織に問

題の生じた後に組織変革をおこなうことを想定しており、能動的ではない面があることも

弱みである。また、外部の変革推進者の存在が強調されすぎている。変革推進者は万能で

はないし、内部にも変革推進者は存在することについて、充分には検討されていない。

4. ぢ7 ;1・ Jv ト〉〆 ø ..:eラ~Jレ

今日的でかつ実践的なマネジメント意識に近いモデルとして、ウォルトン (Wa1 ton. 

1995)の指摘したモデルがある。このモデルは、変革プロセスを 5段階にわけている。

第一段階は、 「①診断」である。これは、現状の強みと弱点、そして埋もれたままの願

望がないかどうかを評定する段階である。この際の診断領域は、リーダーシップ、コーポ
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レート・アイデンティティ、組織の基本構成の三領域である。これによって、診断と評価

の必要性を現実問題として認識することと、従業員にやる気を起こさせ必要性を認めても

らえるような説得力のある組織変革の課題を考えることが可能になる。第二段階は、 「②

ビジョンの明確化と連携の構築」である。これは、将来のピジョンを設定し、変革の推進

役と同調者をつのり、組織変革と介入策について適切な計画をつくる段階である。ここで

は、組織変革を推進するために推進チームの設立や介入施策を立案することが重要になる。

また、組織と従業員の聞で連携が構築される段階でもある。この段階は、特定の経営上層

部が動くことが多いと指摘されている。ここまでが、レゲイン (Lewin.1947>のモデルの

「解凍」段階に相当する。

第三段階は、 「③行動」である。これは、組織全体が最も活発に動く段階である。大規

模な組織変革がスタートし、組織のアイデンティティと基本構成が従業員に伝えられる。

この段階は、組織変革の動機づけをすることで組織変革に同調する従業員も増えてくる。

しかし、その一方で、組織が組織変革に対する阻害に直面することもピークに遣する段階

である。これは、組織内の従業員が新しい計画に対して不安と混乱を感じることによる。

よって、ここでは、エネルギーを保ちながら迅速に多くの施策を実施することが重要にな

る。また、組織変革への阻害、過剰な負担、ストレスを除去することも重要な課題になる。

この段階が、レヴィン (Lewin.1947>のモデルの「移行」段階に相当する。

第四段階は、 「④整理統合と仕上げ」である。これは、組織変革のまとめをおこない、

教訓を学びとることが必要になる段階である。この段階は、評価とチェックから、組織変

革の阻害要因である従業員の抵抗を除去するまでのいくつかの変革プロセス上の課題が残

っている。ここでは、その課題を解決するために、リーダーの役割が強調されている。リ

ーダーの任務の一つは、人々の言葉に耳を傾け、判断を下すことである。よって、リーダ

ーは、組織が、実施した組織変革の要求に応えているかどうか見極める必要がある。その

ためのツールが、情報伝達のモニタリングである。つまり、組織変革の後、その成果につ

いて検証することが重要になってくるということである。もう一つ、リーダーの重要な任

務は、組織変革の支持をつなぎとめるだけでなく、さらなる組織変革をおこなうための姿

勢をとることである。第五段階は、 「⑤変革の維持」である。これは、当初の組織変革の

目的を達成し、定着させるために最終段階としてこれ以上必要なものがないかについて、

考慮する段階である。具体的には、データを収集し、それをもとに新しい組織の強みと弱
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点を評価することである。この際に重要な点は、組織変革の方向付けと変革プロセスがア

イデンティティと経営戦略を中心に制度化されることである。次に、新しい情報と学習に

よって、さらなる組織変革が必ず必要になる。よって、落ち着いた状態の中で、興味やチ

ャレンジ精神をつなぎとめ、あるいはその精神を高める施策を実施することが必要になる。

この最後の二つの段階が、レゲイン (Lewin，1947>のモデルの「再凍結」段階に相当する。

ウォルトン (Walton， 1995 )のモデルは、レヴィン (Lewin，1947>のモデルをもとに、今

日的な組織変革モデルとして進展させたことに特徴がある。具体的には、組織変革のため

の組織の実態と課題の把題することと、ビジョン創造を核にして組織変革を推進している

点に特徴がある。また、組織変革の変革プロセス上で組織が直面する阻害の除去を考慮す

ることと、組織変革を定着させるために迅速に多様な施策を実施することの重要性が強調

れている点にも特徴がある。ただし、現実的な施策を具体的にどう実施するかということ

について、詳細な指摘は充分になされてはいない。

5. コッターの・モテ"Jレ

コッター (Kotter，1996)のモデルは、ペックハート (Beckhard，1968)、ペニス

(Benn i s， 1968) のモデルを基盤にしている。このモデルは、変革プロセスを 8段階にわけ

ている。しかも、非常に実践的なモデルである。

第一段階は、 「①危機意識を高める」である。これは、市場と競合の現状を吟味し、危

機、あるいは絶好の成長機会を見つけて検討する段階である。第二段階は、 「②変革推

進のための連帯チームを築く」である。これは、変革をリードするために十分なパワーを

備えたグループを生みだし、このグループに連帯チームとしての活動を促す段階である。

第三段階は、 「③ビジョンと戦略を生みだす」である。これは、組織変革を導くためにビ

ジョンを生み、このピジョンを実現するための経営戦略を立てる段階である。第四段階は、

「④変革のためのビジョンを広くコミュニケートする」である。これは、あらゆる手段を

活用して継続的に新しいピジョンと経営戦略をコミュニケートし、連帯チームのメンパー

が、従業員に期待される行動を自らがモデルとなって示す段階である。ここまでが、レヴ

ィン (Lewin，1947>のモデルの「解凍」段階に相当する。

第五段階は、 「⑤広範囲の人材をエンパワーする」である。これは、組織変革の行く手

をはばむ租害要因を取り除き、組織変革のビジョンを阻害するシステムや組織構造を変革
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する段階である。同時に、リスク回避ゃいままで遂行されたことのないアイディア、行動

を実施する段階でもある。第六段階は、 「⑥短期的成果を実現する」である。これは、業

績上で眼に見える改善、すなわち短期的勝利を生む計画を立て、実際に短期的勝利を生み

だす段階である。そして、これらの勝利実現に貢献した人たちをはっきり認知し、報いを

与える段階でもある。第七段階は、 「⑦成果を統合し、さらなる変革を推進する」である。

これは、組織変革のピジョンに合致せず、その試みになじまないシステム、組織構造、多

様な制度に対して築き上げられた信頼を活用し、組織変革を推進する段階である。よって、

組織変革のビジョンを推進することに貢献した人材を採用し、昇進させ、開発することと

新しいプロジェクトやテーマ、変革推進者を通じて変革プロセスを強化する段階である。

ここまでが、レヴィン (Lewi n. 19(7)のモデルの「移行」段階に相当する。

最後の第八段階は、 「⑧新しい企業文化を定着させる」である。これは、新しい企業文

化にもとづく行動を定着させ、すぐれたリーダーシップを発揮し、すぐれたマネジメント

機能を通じて業績向上を実現する段階である。また、新しいマネジメント方法と企業の成

功の関係を明確に示し、リーダーの開発と後継者育成を促す手段を生みだす段階である。

この段階が、レゲイン (Lewi n. 1947>のモデルの「再凍結」段階に相当する。

コッター (Kotter.1996)のモデルは、ウォルトン(Wa1 ton. 1995)のモデルをさらに進

展させた点に特徴がある。とくに、レゲイン (Lewin.1947>のモデル「移行」段階について、

第五段階の「⑤広範囲の人材をエンパワーする」から第七段階の「⑦成果を統合し、さら

なる変革を推進する」まで、細かく具体的に指摘されている。また、組織変革の変革プロ

セス上で短期に成果を出すことによって、次の定着段階での成功につながることを強調し

ていることも特徴である。さらに、このモデルでは、すぐれたマネジメントと同時にリー

ダーシップを発揮することの重要性が強調されている。ただし、組織変革の推進の中心と

して、リーダーの存在が強調されすぎていることがある。これは、リピット (Lippitt.et.. 

al. .1958) のモデルで指摘した変革推進者に関する点を同じようにかかえていると考えら

れる。

6. ~ょ二;:;l:. G'D占号ラ""Jレ

ペニス (Bennis.et.. al. .1996 )のモデルも、今日的で非常に実践的なモデルである。

このモデルは、変革プロセスを 5段階にわけている。しかも、それぞれの段階について、
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さらに下位段階を設定している。その下位段階を含め、全部で 21の段階からなる組織変

革モデルである。

第一段階は、 「①ビジョンと目標の設定」である。これは、ビジョン策定とそのピジョ

ンを実現するために、短期的目標と長期的目標を策定する段階である。これには、 「①ー

1.ビジョンと目標の創造」、 「①ー2.対象の決定」、 「①-3. リエンジニアリング

チームの結成」、 「①-4. ビジョンの徹底」、 「①-5. インフラの構築 」の五つの

下位段階がある。第二段階は、 「②指標と定義」である。これは、組織の内外から特定の

実践に関する情報を集めたうえで、その情報を吟味し、組織変革モデルとしての採用の可

否と価値ある実践の選定をする段階である。これには、 「②ー1.ビジネス実践の指標」、

「②ー2.最前の実践の選定、模倣、修正」、 「②-3.情報技術の評価」、 「②-4.

対象の設定」の四つの下位段階がある。第三段階は、 「③プロセス・イノベーション」で

ある。これは、このモデルの中核をなす段階である。この段階は、経営実践、組織構造、

情報技術にまでおよぶ体系的な組織変革の実現を志向する段階である。これには、 「③-

1.プロセスの概念化」、 「③ー2.プロセスの設計」、 「③-3.プロセスの原型の検

証」、 「③-4.プロセスの原型の手直し」、 「③-5.情報技術のリエンジニアリングJ

「③-6.古いプロセスから新しいプロセスへの移行」の六つの下位段階がある。ここ

までが、レヴィン (Lewin，1947>のモデルの「解凍」段階に相当する。ただし、次の「移行」

段階と重複する部分もある。例えば、 「③-5.情報技術のリエンジニアリング」、 「③

-6.古いプロセスから新しいプロセスへの移行」は、次段階に重複している部分もある。

第四段階は、 「④組織の変革」である。これは、現状の組織を創生された新しい組織に

変革する段階である。これには、 「④-1.業務の変革」、 「④-2.組織構造の変革」、

「④-3. リエンジニアリングされたプロセスの導入」の三つの下位段階がある。この段

階が、レゲイン (Lewin，1947>のモデルの「移行」段階に相当する。

最後の第五段階は、 「⑤変革後の成果の検証」である。これは、すでにリエンジニアリ

ングされたプロセスとそれを支える組織構造を監視し、調整していく継続的な方法を構築

していく段階である。これには、 「⑤ー1.プロセスの改良」、 「⑤-2.改善の成果の

検証」、 「⑤-3.学習内容の移転」の三つの下位段階がある。この段階が、レゲイン

(Lewin， 1947)のモデルの「再凍結」段階に相当する。

ペニス (Bennis，et.， al. 1996 )のモデルは、 5つの段階を細かく 21の下位段階に分
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け、今日的な経営手法との関連で具体的な施策提示をしている点に特徴がある。組織変革

の推進のために、明確なピジョンを創造することと仕事のやり方と組織構造の変革を徹底

すること、また、組織変革の連続性と効果追跡のために、変革施策を実施した後の成果の

検証を充実することが強調されている。このモデルは、理論的な意味あいよりもコンサル

タント的な意味あいが強いモデルであるιまた、このモデルは、組織変革の操作要因を組

織構造、情報技術、経営戦略、仕事のやり方等まで広範囲に考慮しすぎている。よって、

組織変革の操作要因が広範囲であるがために逆に実践しにくい面もある。

7. レ ピ 品 ー の 事 要 諸 島 勺

上述のレビューからわかることは、どの組織変革モデルもレヴィン (Lewin，1947>のモデ

ルを基本枠組みに進展していることである。組織変革モデルを進展させている共通要因は、

抽象的なレヴィン (Lewin，1947>の 3段階モデルをさらに下位段階にわけで詳細に具体化し

ていることと、モデルの実践的な程度を向上させていることである。

ここで、上述のレビューを要約することによって、 C1活動の変革プロセスを分析する

ための設定モデルを構築するに際し、いくつかの示唆を指摘することができる。それは、

次の六点である。

第一に、組織の実態や問題をいかに把握するかということである。これは、リピット

(LippHt， et.， al.， 1958)、フレンチ (French，1969)、ウォルトン (Wa1 ton， 1995)のモデル

で指摘されている。実際の組織変革では、現状の組織の実態や問題をいかに把麗し、そし

て、次の段階へいかにスムーズに続けていくかということが課題になる。

第二に、組織変革をスタートする際に、経営戦略をもとに明確なピジョン創造が重要な

ことである。これは、実際の組織変革の施策を実施していく際に、行動や思考の中心的な

存在になる部分である。これは、ウォルトン (Walton，1995)、コッター (Kotter， 1996) と

ペニス (Bennis，et.， al.， 1996)のモデルで強調されている。実際の組織変革では、組織変

革を推進していく際の核として、ビジョン創造がいかに重要であるかを認識する必要があ

るということである。

第三に、実際に組織変革をおこす際に、細かな組織変革の施策を体系的に実施すること

が重要なことである。これは、フレンチ (French，1969)、コッター (Kotter，1996)、ペニ

ス(Bennis，et.， al;， 1996)のモデルで指摘されている。実際の組織変革では、企業が実施
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する施策について、具体的にどのような施策をどのように実施するかが課題となる。

第四に、組織変革をおこなった後、その定着をはかるための施策を実施することが重要

なことである。これは、リピット (Lippitt，et.， al. ，1958)、ウォルトン (Walton， 1995)、

コッター (Kotter，1996)のモデルで指摘されている。実際の組織変革では、組織変革の後、

その組織変革を組織に定着させることが重要な課題になる。

第五に、組織変草の継続性を意図すれば、変革施策を実施した後の成果を検証する施策

を充実することが重要なことである。これは、フレンチ (French，1969)、ウォルトン

(Wa 1 ton， 1995) 、ペニス (Benni s， et. ， a 1. ， 1996) のモデルで指摘されている。実際の組織

変革では、組織変革を継続的にするために、その成果を検証することが重要な課題になる。

第六に、組織変革を推進する際に、組織が直面する阻害要因をいかに除去するのかとい

うことについて考慮することが重要なことである。これは、ウォルトン (Walton， 1995) の

モデルで指摘されている。ただし、この点については、上述のレビューでは、どのモデル

もあまり言及していない。つまり、組織変革に関する阻害要因(22)に関して、モデル上で

直面する可能性を指摘しているにすぎず、充分に明らかにされていない。実際の組織変革

では、組織が阻害要因に直面する段階をモデル上で把握し、その除去対策を考慮する方が

実践的であると考えられる。上述のレビューでは、例えば、組織が匝害要因に宜面する段

階として、コッタ-(Kotter， 1996)のモデルの「⑤広範囲の人材をエンパワーする」段階、

ウォルトン (Walton， 1995) の「③行動」段階と「④整理統合と仕上げ」段階が指摘されて

いる。

また、上述のレビューでは、組織変革の推進者として、変革推進者、リーダーやそのリ

ーダーシップの存在や役割を強調している組織変革モデルが多い。現実の組織変革におい

て、変革推進者やリーダーの果たす存在は大きい。また、この点を指摘する研究者も多い

(Sche i n， 1985)。ただし、本研究では、研究の課題から、この点にとくに照射して研究を

すすめることをしない。

上述した組織変革モデルのレビューの概要をレゲイン (Lewin，1947)のモデルに対比し

たのが、図 2-4-1である
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図 2-4-1 組織変革モデルのレビューの概要

レヴィンの 3段 リピットのモデル フレンチのモデル ウォルトンのモデル

階モデル

①角手話乾 ①変革への要求の発展 ①問題点の認識 ①診断
Unfreezing ②コンサルテーション

現在の水準を ②変革関係の確立 ③データ収集と診断 ②ビジョンの明確化
溶解すること ④再度のデータ収集 連携の構築

⑤フィードパック

⑥Y"~9げラシニシF
⑦データ収集
⑧フィードパック

⑨データの討議と対応

⑩Y"~9げラシニシゲ

②零多干子 ③変革への活動 ⑪アクション ③行動
Moving 
新水準に移動
すること

③事事 E註糸吉 ④変革の一般化および ⑫データ収集 ④整理統合と仕上げ
Refreezing 定定化 ⑬フィードパック
新水準への集 ⑭フィードパック ⑤変革の維持
団生活を凍結 ⑤終結関係の達成 に関する討議と対応
すること ι 

以下⑩からの段階が

繰り返される

出所;パーク (Burk.1982).邦訳， 68-77頁。、ナドラー他 (Nadler，et.. al.， 1995) 
邦訳， 102-121頁。より作成。

図 2-4-1 (続き) 組織変革モデルのレビューの概要

レゲインの 3段 コッターのモデル ペニスのモデル
階モデル

①免牢 E桓 ①危機意識を高める ①ビジョンと目標の設定
Unfreezing ②変革推進のための連帯
現在の水増を チームを築く ②指標と定義
溶解すること ③Eジョシと戦略を生みだす

④変革のためのt:~9:;を広 ③プロセス・イノベーション

コミジトトする

②事多干す ⑤広範囲の人材をエンパ ④組織の変革
Moving ワーする
新水準に移動 ⑥短期的成果を実現する
すること ⑦成果を統合し、さらな

る変革を推進する

③芋写毎乾糸吉 ⑧新しい企業文化を定着 ⑤変革後の成果の検証
Refreezing させる
新水準への集

団生活を凍結
すること
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出所;コッター (Kotter，1996 ) ，邦訳， 37-43頁。、ペニス (Bennis，et. al.， 1996) ， 

邦訳， 77-146頁。より作成。

第 5節 研究で設定する組織変革の分析モデル

1. ~兎2聖書巴載霊雲st~皆

第一段階は、 「①実態把撞」である。これは、企業の外部や組織内、あるいは従業員に

ついての現状を把握するための施策を実施する段階である。具体的に、 C1活動では、企

業イメージ調査、従業員アンケート調査、顧客・取引先調査などの施策が実施される。ま

た、この段階は、組織変革モデルのレビューから示唆される第一の点をふまえている。つ

まり、変革プロセスの次段階ヘスムーズに移行するために、いかに現状の組織状態を把握

するかが課題になる。

2. 方自!i:t!使寵愛支主義5t~皆

第二段階は、 「②施策設定」である。これは、前段階の実態把握の結果をふまえて、新

しいビジョンや事業領域などの経営方針を設定する段階である。同時に、次段階で実際に

組織変革を推進するために多様な組織変革の施策を設定する段階でもある。具体的に、 C

I活動では、将来のビジョンや事業領域等に関する経営方針の策定、 C1活動を推進する

プロジェクトチームの発足などの施策が実施される。また、この段階は、組織変革モデル

のレピ品ーから示唆される第二の点をふまえている。つまり、組織変革の核となるピジョ

ン創造をおこなう段階である。よって、組織変革を推進するために、明確なビジョンを創

造することが課題となる。

以上の二つの段階が、レヴィン (Lewi n， 19(7)のモデルの「解凍」段階に相当する。ただ

し、この段階を二つに分けたのは、実際に行われるアクション、つまり、実態を把握する

ことと施策を設定することの相違によっている。明確に、この二つの段階が変革プロセス

上で異なっているというわけではない。

3. ~*方f!i霊長α:>~方君臨韓交F皆

第三段階は、 「③変革施策の実施」である。これは、前段階の施策設定をもとに、組織

変革の施策を実施し、実際に組織変革をおこす段階である。具体的に、 C 1活動では、 V
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I系、経営理念や行動指針などの策定、 C1活動を企業組織内へ普及させていく MI系や

B 1系、新規事業への進出などの多様な施策が実施される。この段階では、組織変革の推

進と同時に組織変革に対する阻害要因の発生する段階の把握とその除去方法について考慮

しなければならない。また、この段階は、組織変革モデルのレビューから示唆される第三

と第六の点をふまえている。つまり、実際に組織変革をおこすために多様な施策を細やか

に実施していくことと、変革プロセス上で直面する阻害要因を考慮し、除去することが課

題となる。

この段階が、レゲイン (Lewin，19(7)のモデルの「移行」段階に相当する。

4. 定着施策の実施設I稽

第四段階は、 「④定着施策の実施」である。これは、組織変革がある程度進んだ時点で、

変革を維持し、その効果を定着させるための施策を実施する段階である。組織変革がある

程度進んだ時点で、組織変革を維持し、その効果を定着させるための施策を実施する段階

である。具体的に、 C 1活動では、組織の改編施策、評価や報酬に関する人事施策、文化

事業など広範囲にわたって施策が実施される。また、この段階は、組織変革モデルのレビ

ューから示唆される第四の点をふまえている。つまり、組織変革をおこした後、その変革

を組織内へうまく定着するために、いかに施策を考慮するかが課題となる。

5. 庖~:J畏希食番正α〉涯5t~皆

第五段階は、 「⑤成果検証」である。これは、実施した変革施策の効果を追跡し、次の

組織変革を検討する段階である。具体的に、 C 1活動では、社内アンケート、意識調査や

社内広報に関する施策が方法や対象を変えて実施される。組織変革を将来的に継続して推

進することを意図すれば、実践してきた組織変革を成果することは重要な段階である。こ

の段階は、前段階と非常に近い存在である。別の段階にしたのは、組織変革の継続性と有

効性を考慮した場合、実施する施策が異なることと、この段階を明確に区別して認識する

ことで組織変革の継続性と有効性の向上がはかられることによる。また、この段階は、組

織変革モデルのレビューから示唆される第五の点をふまえている。つまり、次の組織変革

に続けるために、組織変革の成果をいかにに検証するかが課題となる。

以上の二つの段階が、レヴィン (Lewi n， 19(7)のモデルの「再凍結」段階に相当する。

45 



ここで、上述の設定モデルについて、考慮しなければならないことがある。それは、実

際の組織変革の変革プロセスでは、変革プロセスのある段階が終了して後に、次の段階に

移行するという場合だけではないことである。つまり、変革プロセス上の各々の段階は、

組織変革のある時点で、同時進行的に、重複しつつ段階移行をする場合もあるということ

である。具体的には、 C1活動で実施される施策の中には、設定モデルの各段階を重複し

て実施される施策のあることが予測されるということである。言換えると、実際に施策は、

設定モデルで予想した変革プロセスの段階とは別な段階で実施されることが予測されると

いうことである。例えば、 「②施策設定」段階で実施される施策が、 「③変革施策の実施」

段階の施策と同時的に実施される場合の予測されることである。

この点は、レヴィン (Lewi n. 1947>のモデルにおいて、理論上、充分に明らかになってい

あない点である。

設定モデルと実際の C1活動で実施される施策について、レゲイン (Lewin.1947>のモデ

ルに対比したのが、図 2-5-1である。

図 2-5-1 設定モデルと C1活動の施策

レゲインの 3段階 本研究の設定モデル C 1活動で実施さ
モデル れる施策

①角宰吾註 ①実態把橿 -アンケート調査
Unfreezing -インタビュー調査

現在の水準を ι -イメージ調査

溶解すること -・・・・・・・--司・・・・・・・・・・・・・・・・- - -・・・・・・・-- -曙司・・・・・・・・・・・・- --. 

②施策設定 -ピジョン創造

• 1n~xクトチームの発足
4 

②事多平丁 ③変革施策の実施 • V 1系施策

Moving .MI.BI系施策

新水準に移動 品 -経営理念
すること -行動指針

ι 
③芋写話量*吉 ④定着施策の実施 -組織改編関連施策
Refreezing -人事関連施策
新水準への集 ι -文化事業関連施策
団生活を凍結 -広告展開
すること . ._. _.- --- _.- _.. ... ... ... -.-司 . ... ... _._.・・. ... ..._.・ --司 ・・咽

⑤成果検証 -アンケート調査

-社内広報の活性化
n G 

次の組織変革へ
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6. 書受支芭司王b テ~Jレヵ、らラ色調1 さ才1 る事果題贋

次章以降では、この設定モデルを分析枠組みとしてアンケート調査やインタビューの結

果を分析する。ただし、前述のレビュー結果を含めて、この設定モデルのどの段階にどう

注力していくかという課題が残っている。以下では、この設定モデルから提起される課題

を指摘しておこう。

第ーに、実態把握を充実することである。具体的に、設定モデルの「①実態把握」段階

に注力する必要がある。組織開発論の理論上も初期段階の自己の実態把握は重要視されて

いる。レヴィン (Lewin.1947>のモデルにおいても、「解凍」段階から「移行J、 「再凍結」

の段階にスムーズに移行するには、初期段階の「解凍」段階をうまくおこなうことが重要

であると指摘されている (Zandand Sorensen.1975)。フレンチ (French.1969) のモデルで

も、この点は強調されている。

第二に、定着施策を充実することである。具体的に、設定モデルの「④定着施策の実施」

段階に注力する必要がある。さらに、組織変革の継続性と有効性を考慮すると、設定モデ

ルの「⑤成果検証」段階も重要である。ウォルトン (Wa1 ton. 1995)、コッター (Kotter.19 

96)、ペニス (Bennis.et.. al.. 1996) のモデルは、その表現は異なるもののこの段階を強

調している。リッピット (Lippitt.et.. al. .1958)、フレンチ (French.1969)のモデルは組

織変革をおこすまであるいは、組織変革している段階に注力はしているものの、前三者の

モデルほど強調されていない。組織変革をおこした後、組織変革を組織にうまく定着させ

るために、また、組織変革の有効性を考慮しその後の継続性をはかるために重要である。

第三に、組織変革に対する阻害要因の除去を考慮することである。具体的に、設定モデ

ルの主に、 「②施策設定」段階から「③変革施策の実施」段階に移行する際に生じる匝害

要因を除去する必要がある。実践的には、組織変革を円滑にかつ効果的に推進していくた

めに、匝害要因の把題、発生段階、除去方法を確立することが重要になってくる。

第四に、このモデルの有効性をみるために、従業員の反応をみる必要のあることである。

レビューした組織変革モデルは、全て、普理者側の視点から構築されたモデルである。よ

って、実際に施東を実施するにつれて、あらゆる面で従業員と解離の生じることは避けら

れない。設定モデルの実践性をあげる意味においても、従業員の反応を考慮して、モデル

の修正をはかることは重要な視点である。
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第 6節むすび

本章では、 C1活動の定義の変遷をふまえ、 C1活動で実施される施策について整理を

おこなった。 C1活動の施策には、 V1、MI、B1概念を中心に、既存の施策も併せて

多様な施策があることを整理した。次に、従来研究の組織変革モデルのレビューから、明

らかになったことは、どのモデルもレゲイン (Lewin，1947>のモデルを基本枠組みにしてい

ることである。組織変革モデルが進展したのは、組織変革の研究がすすむにしたがって、

変革プロセスの下位段階を構築したこととモデルの実践性を向上させたことによる。同時

に、このレピ品ーから、組織変革の変革プロセスを分析するための設定モデルについて、

考慮しなければならない点が明らかになった。最後に、その点を考慮し、設定モデルの構

築をこころみた。この設定モデルも、レヴィン (Lewin，1947>のモデルの基本枠組みをこえ

ているわけではない。ただし、 C1活動に限定はされるものの、現実の C1活動で企業が

実施する施策を分析することによって、組織変革の変革プロセスは分析できるものと考え

られる。

次章からは、この設定モデルをもとに、 C1活動を対象に組織変革の変革プロセスを分

析することにしよう。

主主

(1) C 1の定義については、本論文の記述以外に松田 (993)第 2章を参照のこと。

(2)ココマス委員会 (979)， 13頁。

(3)中西 (982)， 20頁。また、中西 (982) は、 C 1戦略の特色について、とくにシンボ

ルマークやコーポレートプランド、コーポレートカラーなど感覚的な訴求要素を重視し、
これらをシステマティックに訴求するために手法の組み立てをおこなっていくことにある
と指摘している。

似)小林 (982)， 55-56頁。なお、小林 (982)は、 C1の狭義な解釈として、コーポレ
ット・アイデンティティは、企業の同一性または同じものとして知覚する識別性を意味す
る、としている。具体的には、この同一性または識別性を生じさせるコミュニケーション
手段がアイデンティファイア(Identifier) と呼ばれ、これがコーポレット・アイデンテ
ィティになると指摘している。

(5)山田 (986)， 2頁。山田(1986)は、企業の自己革新とは時代を先取りし、新しい情報
を創造し、その結果、新しい思考・行動様式と構造を形成することであると指摘している。

(6)福田 0991>， 32頁。福田<1991>は、さらに、この目に見えるものが象徴的(シンボリ
ック)であればあるほど、その企業の対外的なインパクトや説得性は強まり、社内の求心
力は強化されると指摘している。

(7)境 (990)， 4頁。境 (990)は、さらに、 C1計画は企業成長のためのアイデンティ
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(8)アメリカ企業に関する C 1の定義とその実態については、次を参照のこと。梶山 (992)
、小林(1982)、竹内 (992)。

(幼C1活動の動向について、河野(1988)は1987年に実施した企業文化の規定要因実態調査
のアンケート調査の結果から、経営理念や目標に関して、会社のシンボルや意識変革運動
を内容とする C1の導入が多くの企業でとりあげられていることを指摘している。角田

(1993)は1991年に実施したアンケート調査の結果から、日本企業は環境の変化に対応する
ために、組織構造・意思決定のメカニズム・組織内の分業・コミュニケーションチャネル
などハードな組織機構に手を加えてきたものの、それ以上に新しい動きが顕著になってい

ることを指摘している。そして、その新しい動きとして全社スローガンや C1の導入、ピ
ジョンの構築、全体的な体質革新運動などの組織の文化や従業員の意識といった目に見え
ないソフトな側面に働きかけるような手段が採用されていることを指摘している。 河野

(1988)、角田(1993)の両者とも、日本企業に関しては C1活動が新しいマネジマント施策

として普及してきていることを指摘している。

U()コンサルタントのインタピ品ーからは、アメリカでは C1を構成する概念として、日本
と同様な区分はな〈、とくにMIとB1については理解されにくいということが明らかに

なっている。また、 MIとB1については、そういう区分の認識はあるものの、概念上あ

るいは企業が実施する施策において、明確に区分されていないことが明らかになっている。
コンサルタントのインタビューは、電通、三菱総合研究所、境忠宏氏に対して実施した。
インタビューの日時については、本論文の第 3章第 1節を参照のこと。また、インタビュ
ーの内容については、松田(1993)の第 2章を審照のこと。

ω深見 0990，10-11頁。

ω平池 0990，248頁。

ω表 2-3-1の中の施策の抽出と分類については、松田 0993}第 2章を参照のこと。

ω場のカ (FieldForce) については、レゲイン (Lewin，195Dを参照のこと。

的レゲイン (Lewi n， 195Dは、解凍するには、①推進力を増強してやる、②制御力を削減し
てやる、③その両者を組み合わせるの三つの方法があるとしている。

帥この 3段階につbpて、シャイン (Schei n， 1980) は、さらに具体的に説明している。それ

は、次のとおりである。
①解凍 (Unfreezing)
:現在の水準を溶解することである。つまり、変化へのモチペーションを創ることである。

具体的には、次の点に関して考慮することが必要である。

・確認の欠知、または確認の崩壊が必要である。現在の行動や態度がある期間、実際に
弱められたり、強められないことが必要である。

・罪障不安の誘発が必要である。変化を動機づけるに十分な罪の意識または不安な気持
ちが生まれなければならない。

・脅威の解消または変化の陣壁の除去による心理学的安全の創造が必要である。変化へ
の障壁を縮小するか、過去の失敗を認めることに内在する脅威を減らすかによって心

理的な安全感を作り出すことである。
②移行 (Moving)
:新水準に移動することである。つまり、新しい情報と新しい見方にもとづく新しい行動
を発展させることである。具体的には、次の点に関して考慮することが必要である。

・モデルと同一視することが必要である。具体的に、ロール・モデル、信頼のおける顧
問、友人などの立場から物事を見ること姿勢を学ぶことが重要である。
・対人的環境の点検・精査することが必要である。具体的にはその人の問題と具体的な
関連性をもった情報を得るために環境を精査することである。
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③再凍結 (Refreezing)
:新水準への集団生活を凍結することである。つまり、変化を定着させることである。具
体的には、次の点に関して考慮することが必要である。
・個人的ーパーソナリティおよび態度システムの他の部分のなかに新しい反応を統合す
ることが必要である。人は、新しい態度や行動が本当に自分自身の自己像に合ってい
るかどうか、そのパーソナリティの他の部分と矛盾していないかどうか、またそれら
を心地よく統合できるかどうかをためす機会を持たなければならない。

・進行しつつある重要な対人関係のなかに新しい反応を統合することが必要である。こ
れは、人は自分からみて重要な他の人たちがその新しい態度や行動を受け入れ、是認
してくれるかどうかをためす機会を持たねばならないことを示している。

的リピット (Lippitt.et.. al. .1958 )は、変革が次の三点によって引き起こされると仮定

している。
・変革推進者が深刻な問題の提示などをして、変革のニーズを明らかにすること。
・第三者が変革のニーズを感じ、変革推進者と変革対象を引き合せること。
・変革対象自身が自己のニーズに気づき、コンサルタントの援助を求めること。

UIOリピット (Lippitt.et.. al. .1958 )は、次の三つの下位段階を指摘している。
・変革対象の問題を明確化する、もしくは診断する段階。
・変革プロセスおよび変革目標への代替案について検討し、活動に関する意図と目標の
設定を行う段階。

・変革の意図を実際の変革活動へと転換する段階。ここで、新しい組織構造を実行にう
っし、具体的な変革施策設定し、新しい人事や報酬制度などを設定することを予定す

る。

U~ この段階は、変革の組織全体への普及および活動の確立が意図される。よって、制度化
の段階とも呼ばれている。ホーンスタイン他 (Hornstein.et.. al. .1970は、この制度化に
ついて、その定着化促進のために、次の二つの視点を提供している。

・変革に対する規範的な支持の必要なこと。これは、組織のメンバーが新しい規範に準
拠している状態を示している。

・変革に対する構造的な支持の必要なこと。これは、新しい配属関係や責任関係を設定
することを示している。

側アクションリサーチの起源と概要については、パーク (Burk.1982).邦訳. 64-69頁を
参照のこと。

(20レゲイン (Lewi n. 1946). PP. 34-46. 

(22)コッチとフレンチ (Cochand French.1948)の研究は、 1940年代の後半にアメリカのパ
ージニア州のハーウッド製造会社の縫製工場で実施された。この研究は、従業員の変革に
対する阻害を除去するために、参画型マネジメントを指摘していることに功績がある。し
かし、この研究は、アクション・リサーチを最も良く説明する例として取り上げられこと
が多い。

(23)組織変革に対する匝害要因について、レゲイン (Lewin.1947>のモデルの根底にある考
え方は、次とおりである。

第ーに、いかなる変化の過程にも、何か新しいことを学ぶことのみならず、既に存在し、
しかもパーソナリティや個人閣の社会的関係とよく一体化している何かをやめることが含
まれていることである。第二に、本人に変わろうというモチペーションがなければいかな
る変化も起きないことである。もしそうしたモチベーションがないとすれば、そのモチペ
ーションを起こさせることがその変化の過程においては最大の難事にある。第三に、たい
ていの成人の変化には行動、意識、自我像の変化が含まれていることである。そして、こ
うしたものを変えることが、本人にとって本質的に苦痛でもあり脅威になる。
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重吾 3 主主 C 1 宇舌重:bo:>議充言十タラ事斤

第 1節 はじめに

本章では、アンケートによる実態調査の結果(1)をもとに、 C1活動の統計分析をおこな

う。その目的は、 C1活動の変革プロセスと組織と従業員の意識と行動に生じた変化を測

定することである。具体的には、 C1活動で実施された施策を対象として、統計分析をお

こなう。この分析について、分析枠組みとなるのは、前章で指摘した設定モデルである。

現実の C1活動で、企業が多様な施策を実施することはすでに判明している(松田，

1993)。その施策とは、全てではないものの、表 2-3-1で指摘した施策である。本研

究のアンケート調査では、表 2-3-1で指摘した施策について、具体的な質問項目にし

ている。それが、表 3-1-1に示す質問項目である。この質問項目は、 C1活動で企業

が実施する施策の大半を指摘している。次に、その表 3-1-1の質問項目について、統

計分析しやすいように分類をおこなった。その分類の視点は、時間と C1に関する概念と

いう視点である。前者は、レヴィン (Lewin.1947)のモデルで指摘されている「解凍J、

「移行」、 「再凍結」の変革プロセス上の移行段階という時間的な視点から分類している。

これをさらに、設定モデルの各段階にあてはめて分類をおこなったのが、表 3-1-2で

ある。後者は、 I V 1系J1M l' B 1系JIその他」という、前章で検討した C1に関

する概念的な視点から分類している。ただし、表 3-1-1の質問項目の設定とそれらの

分類については、松田 (993)、文献サーベイ、コンサルタントのインタビュー結果にも

とづいている。

以下では、この表 3-1-1および表 3-1-2の施策の分類をもとに、アンケート調

査結果の統計分析をおこなう。
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表 3-1-1 C 1活動の施策の分類 。@. 0 ・口
再凍 VI BINI その

項目 解凍 移行 結 系 系 他

自社の企業イメージの調査 O 口
2 アンケート、インタビュー等による O 口

社員の意識調査

3 C 1活動推進委員会等の畑山クトトム O 口
の発足、設立

4 新しい企業理念を社内や対外に発表 。 4砂
する

5 ロゴヲイ1，シ滅的ーク， 1ニホーム，社章、名刺 。 く〉

バヲトジ，唐舗、看板等、デザイン系

を改定、統一する

6 新規事業進出の計画や実施 @ 口
7 社是社訓、社内スローガン、行動指 @ 4惨

針、社歌等を新たに掲げるあるいは

変更する

8 新卒者や中途入社に対して新たな採 • 口
用制度を新設

9 社名を変更する 。 。
1 0 新商品・サービスの開発 @ 口
1 1 将来の活動ドメイン(事業領域) O 。

ビジョン等の経営方針の策定

1 2 組課織の統・機廃構合をを改含革む)・改編する (部・ • 口

1 3 プランド(1ロダクト)体系を再編する 。 。
1 4 肩書の呼称変更 • 口
1 5 昇給、昇格などの人事制度や給与、 • 口

報酬制度の改定

1 6 各職場で小グループを作り活動推進 。 口
を図る

1 7 企業グループの結束を図るまたは改 • 口
編する

18 Cわ賞、文化イベント、出版、浦サ代'ト • 口
の開催、後援、協賛等の文化事業の

実施

1 9 活動終了後や途中で社員の意識・行 • 口
動変化のアンケート等の実施

2 0 新規事業部や部・課の設置 • 口
2 1 新たな広告展開を図る • o 
2 2 他の全社的な運動との連携を深める • 口
23 00.運動をスタートさせる(名称: 。 ロ
24 教育・研修制度の新規導入や改定 • 口
2 5 部・課の名称変更 • 口
2 6 社内広報の活性化や見直し • 。
2 7 福利厚生制度や休暇制度の見直しゃ • 口

厚生施設の建設

28 自社施設(工場等)の地元開放や地 • 口
元活動への参加

2 9 新社屋、研究所、記念館、 PR館等 • o 
の建造

注 1)表 3-1-1の分類は、松田(1993)とコンサルタントのインタビュー、文献・雑誌

サーベイをもとに作成している。この点については、次頁の表 3-1-2の分類について

も同様である。なお、コンサルタントのインタビューは、電通 0992年11月、 1993年 2月、

1995年 3月、 1995年8月)、三菱総合研究所 0993年 3月)、境忠弘氏 (1993年 3月、 19
93年 5月)に対して実施した。
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注 2)表 3-1-1の中で、 0印は「解凍」段階の施策に、。印は「移行」段階の施策に、

・印は「再凍結」段階の施策に相当することを示している。また、 0印は IV 1系」施策

に、・印は 1M1. B 1系」施策に、口印は「その他」施策に相当することを示している。

表 3-1-2 C 1活動の施策の設定モデルへの設定

実態 施策 変革 定着 成果

項目 把橿 設定 施策 施策 検証

自社の企業イメージの調査 • 2 アンケート、インタビュー等による • 社員の意識調査

3 C 1 活動推進委員会等の1n~xクトトム • の発足、設立

4 新しい企業理念を社内や対外に発表 • する

5 nゴ1N1. シ滅的-~.1ニホーム社章、名刺 • バヲトジ，唐舗、看板等、デザ、イン系

を改定、統一する

6 新規事業進出の計画や実施 • 7 社是社訓、社内スローガン、行動指 • 針、社歌等を新たに掲げるあるいは

変更する

8 新率者や中途入社に対して新たな採 • 用制度を新設

9 社名を変更する • 1 0 新商品・サービスの開発 • 1 1 将来の活動ドメイン(事業領域) • ビジョン等の経営方針の策定

1 2 組織・機構を改革・改編する(部・ • 課の統廃合を含む)

1 3 プランド(1n抑ト)体系を再編する • 1 4 肩書の呼称変更 • 1 5 昇給、昇格などの人事制度や給与、 • 報酬制度の改定

1 6 各職場で小グループを作り活動推進 • を図る

1 7 企業グループの結束を図るまたは改 • 編する

18 Cわ賞、文化イベシト、出版、頑固判。ト • の開催、後援、協賛等の文化事業の

実施

1 9 活動終了後や途中で社員の意識・行 • 動変化のアンケート等の実施

2 0 新規事業部や部・課の設置 • 2 1 新たな広告展開を図る • 2 2 他の全社的な運動との連携を樫塾る • 23 a..コ運動をスタートさせる(名称: • 24 教育・研修制度の新規導入や改定 • 2 5 部・課の名称変更 • 2 6 社内広報の活性化や見宜し • 2 7 福利厚生制度や休暇制度の見直しゃ • 厚生施設の建設

28 自社施設(工場等)の地元開放や地 • 元活動への参加

2 9 新社屋、研究所、記念館、 PR館等 • の建造
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注)表 3-1-1の中で、・印は、左欄の各施策が、設定モデルの各段階に相当すること
を示している。

第 2節調査の課題

日本企業に関する C1活動は、 1970年代にデザイン統合戦略から進展している。そ

して、今日では、組織変革を行うための一つのマネジメント施策であると考えられている。

そのため、 1980年代から 90年代にかけて、民間企業から公的団体(官公庁、学校、

病院等)まで多数の組織が実施している。現実的に、企業は、 V1系、 B1系、 MI系に

類別された施策と従来からある施策を含めて、多様な施策を実施している。そして、組織

と従業員を対象として、組織変革を推進している。

以上の C1活動の現状と本研究の課題より、本研究での調査の課題は、二つある。

第一に、組織変革の変革プロセスについて、 C1活動をとおして調査することである。

つまり、組織はどのような変革プロセスで組織変革をしているのかという本研究の課題に

ついて、明らかにすることである。具体的には、 C1活動の変革プロセスについて、設定

モデルを分析枠組みとして、 C1活動で実施された施策を対象として分析をおこなう。

第二に、組織変革の結果、生じた変化について、 C1活動をとおして測定することであ

る。つまり、組織変革の結果、組織や従業員の意識と行動に生じた変化について、明らか

にすることである。具体的には、 C1活動に関して多様な施策を実施した結果、組織と従

業員の意識や行動に生じた変化について測定をおこなう。

第 3節 調査対象と方法

本研究の調査対象企業は、 1980年代より 1996年にかけて、新聞・雑誌・文献等

にC1活動を実施したことが掲載された日本国内の民間企業である。

本研究の調査方法は、質問票の郵送によるアンケート調査(以下、この調査を「本調査J

と呼称する)である。アンケートを郵送した企業の総数は、 624社である。

郵送先は、各企業の人事部長あてにおこなった。郵送時期は、 1996年 8月4目、回収

締切は同年 8月31日である。アンケートの分析について、有効な回答のあった企業は 80 

社(有効回答率 1 2.8%)である。なお、アンケートの郵送先について、 l部・ 2部上

54 



場、未上場、従業員規模、業種等に大きな偏りはない。

回答企業の業種別分布を示したのが、表 3-3-1である。回答企業は、製造業と非製

造業とほぼ同数である。製造業においては、 「食料品」、 「化学」からの回答企業が多く、

非製造業においては、 「建設業」、 「卸売業」からの回答企業の多いことが特徴である。

表 3-3-1 回答企業の業種別分布 (n=79)

製造業 非製造業

業 種 本調査 % 業 種 本調査 % 
食料品 17.51 建設業 13 33. 3 
化学 6 15.0 卸売業 17.91 
電気機器 5 12.5 銀行業 3 7.71 
機械 3 7.5 証券業 2.6 
精密機器 3 7.5 保険業 2.6 
輸送用機器 2.5 その他金融業 2 5.1 
却ラス・土石製品 4 10.0 電気・ガス 3 7.7 
ゴム製品 2.5 倉庫・運輸関連 2 5.1 
金属製品 2 5.0 不動産業 2 5.1 
石油・石炭製品 2.5 陸連業 2.6 
非鉄金属 2.5 通信業 2.6 
スポーツ用品 2.5 放送・新聞
自動車 2.5 出版・広告 5.1 
その他製品 4 10.0 鉄道 2.6 
合 計 40 辺Eヨ、 計 39 

注 1)表 3-3-1の中で、 (n = )表記は、有効な回答のあった回答企業 80社のう
ち、実際に回答のあった企業数を示している。この点については、以下に指摘する表にお
いても同様である。

注2)表 3-3-1の中で、%(百分率)表記は、有効回答数 80に対する実質回答のあ
った企業数の割合を示している。数値については、小数点 2位を四捨五入し、小数点 1位
までを記述している。この点については、以下に指摘する表においても同様である。

次に、回答企業の従業員規模別分布を示したのが、表 3-3-2である。これを検討す

ると、回答の半数以上が従業員規模で r1. 000人以上5.000人未満」の企業であることと、

r5.000人未満」の企業からの回答が全体の 75.9 %を占めていることがわかる。

表 3-3-2 回答企業の従業員規模別分布 (n=79)

本調査 % 
-500人未満 11 13.9 
500人以上1.000人未満 10.1 
1.000人以上5.000人未満 41 51. 9 
5.000人以上10.000人未満 9 11. 4 
10.000人以上20.000人未満 8 10.1 
20.000人以上 2 2.5 
合計 79 

また、本調査と前後して、この結果を補完する意味と定性的な調査を実施する意味で、

特定項目について、企業インタビューを実施している。以下の記述の中には、本調査の分

析結果を補完する意味から、このインタピ品ー結果の一部を適宜揮入している。
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第 4節 統計分析の結果

1. C 1 持雪重力α〉者同区^~桜島

なぜC1活動を導入し、実施したのかという導入契機について尋ねた結果が、表 3-4

-1である。上位 3つの回答項目は、① f14.社内活性化・意識改革の社内的要請J、②

f15.企業イメージの向上・統一の社内的要請J、③ f1.創立O周年事業」である。

この結果を検討すると、企業は、 1970年代に C1活動を企業イメージなどのデザイン

戦略として実施していたものの、 1980年代以降、組織活性化や従業員の意識改革を意

図して C1活動を実施していることがわかる。これは、 C1活動の定義の変遷からもわか

ることである。

この点を裏づけるものとして、次のような企業インタビューの結果がある。例えば、

「事業再構築による従業員の意識改革の要請J (阪急電鉄)、 「民営化のために従業員の

意識改革が第一J (J R西日本)、 「商品を変えるために従業員の意識を変える必要性か

らJ (毎日新聞)、 「新しい経営理念を打ち出し、事業領域がひろがり、従業員の行動や

意識を変える必要があったJ (ペネッセコーポレーション)という指摘である。これらか

らも、企業は、 C1活動を意識や行動の変革を意図して導入していることがわかる。

表 3-4-1 C 1活動導入の契機(n=80)…複数回答

項目 本調査 % 
1 創立O周年事業 36 45.0 
2 経営者の交代 15 18.8 
3 企業の合併・吸収 4 5.0 
4 社屋の新設・移転 3.8 
5 社名変更 21 26.3 
6 業績の向上 6 7.5 
7 業績の不援 5 6.3 
8 多角化等の事業内容の変化 28 35.0 
9 市場環境の変化 30 37.5 
10 国際化への対応 27 33.8 
11 中・長期計画の中の位置付け 26 32.5 
12 新卒等の雇用対策 8 10.0 
13 同業他社への対応・差異化 17 21. 3 
14社内活性化・意識改革の社白血璽璽 71 88.8 
15 企業イメージの向上・統一の社内的要請 64 80.0 
16 政策・経営方針の転換 9 11. 3 
17 その他(具体的に 9 11. 3 

注) r17. その他」の具体的記入については、次のとおりである。
・将来への不安 ・株式の上場 ・株式庖頭公開 ・TQCの弊害の打破
・プランドの統合化 ・社名が読みずらい ・記入なし 3社
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2. C 1誇雪量治α〉審普方昔日夜

企業は、 C1活動で具体的にどのような施策を実施しているのだろうか。企業に C1活

動で具体的に実施した施策を尋ねた結果を示したのが、表 3-4-2である。

企業がC1活動で実施した施策の上位 3つは、① r5.ロゴヲイ7、シシ拘マー夕、Zニトム、社章、名刺、

バヲトジ、唐舗、看板等のデザイン系を新設、改定、統一」、② r3.C 1活動推進委員会等のプロ

ジェクトチームの発足、設立」、③ r2.アンケート、インタビュー等による社員の意識調

査」である。表 3-1-1の分類に従うと、 V1系とその他の施策が多い位)。また、設定

モデルの「①実態把握」段階(質問項目 2)、 「②施策設定」段階(質問項目 3)、 「③

変革施策の実施」段階(質問項目 5)の施策については、企業の約 90%が実施している

ことがわかる。

表 3-4-2 C 1活動の諸施策(0=80)…複数回答

項目 本調査 % 
自社の企業イメージの調査 67 83.8 

2 アンケート、インタビュー等による社員の意識調査 70 87.5 
3 C 1活動推進委員会等の知内外チームの発足、設立 73 91. 3 
4 新しい企業理念を社内や対外に発表する 69 86.3 
5 ¥1ゴヲイス抑制マーク， 1エホーム社章、名刺、バヲトジ、庖舗、看板等 75 93.8 

デザ、イン系を改定、統一する

6 新規事業進出の計画や実施 25 31. 3 
7 社是社訓、社内スローガン、行動指針、社歌等を新たに掲 59 73.8 

げるあるいは変更する

8 新卒者や中途入社に対して新たな採用制度を新設する 4 5.0 
9 社名を変更する 31 38.8 

1 0 新商品・サービスの開発 16 20.0 
1 1 将来の活動ドメイシ(事業領域) ~~9:t等の経営方針の策定 52 65.0 
1 2 組織・機構を改革・改編する(部・課の統廃合を含む) 36 45.0 
1 3 ブランド (1ロ抑ト)体系を再編する 14 17.5 
1 4 肩書の呼称変更 15 18.8 
1 5 昇給、昇格などの人事制度や給与、報酬制度の改定 25 31. 3 
1 6 各職場で小グ、ループを作り活動推進を図る 34 42.5 
1 7 企業グループの結束を図るまたは改編する 19 23.8 
18 CX潰、文化イ知人出版、ス刺イペシトの開催、後援、協賛等 35 43.8 

の文化事業の実施

1 9 活動終了後や途中で社員の意識行動変化の7ントト等の実施 25 31. 3 
2 0 新規事業部や部・課の設置 14 17.5 
2 1 新たな広告展開を図る 45 56.3 
2 2 他の全社的な運動との連携を深める 14 17.5 
23 CX漣動をスタートさせる(名称: 31 38.8 
24 教育・研修制度の新規導入や改定 22 27.5 
2 5 部・課の名称変更 8.8 
2 6 社内広報の活性化や見直し 41 51. 3 
2 7 福利厚生制度や休暇制度の見直しゃ厚生施設の建設 21 26.3 
28 自社施設(工場等)の地元開放や地元活動への審加 12 15.0 
2 9 新社屋、研究所、記念館、 PR館等の建造 15 18.8 
30 その他(具体的に 6 LU  
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注 1) 123. 00運動をスタートさせる」の具体的記入については、次のとおりである。
なお、下記で具体的な企業名については00の表記をした。

.Ming運動 ・さん、くんづけ運動 ・はなまる企業

.KK30 ・BK21 ・E4000運動 ・K-UP運動
・V1 P、BOW、ARTS .MT運動 ・さんあい運動
・アクションNEW30 ・NOVA ・S1、D1運動

-組織活性化運動

・D1運動
• C 1、MAP

.002 1世紀運動 ・ニューワークウェイ運動 ・OOOV運動
・トリニティ ABC ・POWER21キャンペーン ・ACTION' 90S 
. P -2 1プロジェクト ・0000ルネサンス運動 ・パワーアップ運動
.ACTION. L. S. C ・ダブルアクティプ活動 ・フレッシュアップ活動
.記入なし 3社

注 2) 130. その他」の具体的記入については、次のとおりである。
-社史刊行、決算期ごとの会社情報誌刊行
-社会貢献活動の拡充、 SP施策の拡充、知的所有権関連施策
・テルCOM (社長と社員の直接対話)
・子会社内にデザインアイテムの販売事業実施 -寄付 -記入なし l社

3. C 1 誇雪量:b α〉方骨量-α〉議華麗寺~イ包

次に、企業は、 C1活動でどのような施策を時閣の経過とともに実施しているのだろう

か。この点を分析することによって、 C1活動の変革プロセスを明らかにすることができ

る。組織変革の変革プロセスを分析することは、必然的に時間経過にともなう変化を分析

することになる。ジグィン (Lewin，1947>の組織変革モデルでは、 「解凍」吟「移行」時

「再凍結」という変革プロセスの段階が指摘されている。この段階は、組織が組織変革に

よって、時間の経過にとともに変化し、明らかに異なる状態にあることについて、時間的

な期聞を示していると考えられる。本調査では、アンケートの質問項目に関して、 「解凍J

~ 1移行」時「再凍結Jというレゲイン (Lewin，1947)の指摘する期間の区分に対して、

1 C 1活動の準備期J~ 1 C 1活動の導入期」時 1C 1活動の展開期」という期聞を設定

した。そして、その各期間でどのような施策を実施しているのかについて、企業に尋ねて

いる。この場合、 r C 1活動の準備期」とは、 C1活動の導入し、実際の組織変革の行動

にはいる前の期聞を示している。これは、設定モデルの「①実態把握」と「②施策設定」

の二つの段階を仮苧している。よって、レゲイン (Lewin，1947)の「解凍J段階に相当す

る。 rC 1活動の導入期」とは、 C1活動を導入し、実際の組織変革を意図して多様な変

革行動を実施する期聞を示している。これは、設定モデルの r@変革施策の実施」の段階

を仮定している。よって、レゲイン (Lewin，1947>の「移行」段階に相当する。 1C 1活

動の展開期」とは、 C1活動を実施して、ある程度の時聞を経過し、実際の組織変革の定

着化を意図する期聞を示している。これは、設定モデルの「④定着施策の実施」と「⑤施

策の効果追跡」のこつの段階を仮定している。よって、レゲイン (Lewin，1947>の「再凍

58 



結」段階に相当する。この三つの期間に分け、 C1活動で実施される施策について、その

経時変化を示したのが表 3-4-3である。以下では、その各期間について、具体的な検

討をおこなってみよう。

ωC  1活動の準備期

1 C 1活動の準備期」に多い施策の上位 3つは、① 13.C 1活動推進委員会等のプロジ

ェクトチームの発足、設立」、② 12.アンケート、インタピュー等による社員の意識調査J

、③ 11.自社の企業イメージの調査」である。結果を検討すると、 C1活動の推進、従業

員の意識調査、企業イメージ調査に関連する施策を実施する企業の多いことがわかる。一

施策あたりの平均企業数と一企業あたりの平均施策数も他の二期間より少ない。これは、

この期間について、上位 3つ以外の施策を実施する企業の少ないことを示している。例え

ば、採用制度に関連する施策(項目 8)、全社運動に関連する施策(項目 22 )、組織部

署の名称変更に関連する施策(項目 25 )、福利厚生に関連する施策(項目 27 )に関連

する施策は実施されていない。また、この期間について、企業の実施する施策の少ないこ

とを示している。この期聞は、設定モデルの「①実態把撞」と「②施策設定」段階を仮定

している。現状の実態を把握し、経営理念や行動の見直しをはかり、次の変革行動に備え

る段階である。結果を検討すると、従業員の意識や企業イメージの現状把握をすることと、

次の変革行動に備えてプロジェクトチームなどの推進組織を発足するなどの施策は実施さ

れている。その一方で、経営理念や行動の見直しをはかることやそのための施策を設定す

ることは、あまり実施されていない。例えば、 111.将来の活動ドメイン(事業領域)、

ビジョン等の経営方針の策定Jについて、企業の回答率は低い。表 3-1-2と対比する

と、設定モデルの「①実態把橿」段階について、企業は充実して施策を実施しているとい

える。その一方で、設定モデルの「②施策設定」段階について、推進組織の発足などの施

策は充実しているものの、経営方針の策定について充実して施策を実施しているとはいえ

ない。

(2) C 1活動の導入期

次に、 1 C 1活動の導入期Jに多い施策の上位 3つは、① 15.n:fH1、抑制マサ、1ニトム、社

章、名刺、バヲトジ、唐舗、看板等のデザイン系を新設、改定、統一」、② 14.新しい企業理念を

社内や対外に発表する」、@17.社是社副l、社内スローガン、行動指針、社歌等を新たに

かかげるあるいは変更する」である。結果を検討すると、デザイン系の改定、経営理念、
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従業員の意識や行動に関連する施策を実施する企業の多いことがわかる。 C1活動の準備

期と比較すると、 V1系(項目 5)から B1系・ MI系(項目 4、 7)、その他を含めて、

企業は多様な施策を実施している。一施策あたりの平均企業数とー企業あたりの平均施策

数は、 C1活動の準備期より多くなっている。これは、この期間について、一つの施策に

対して実施する企業の増えていることを示している。例えば、採用制度に関連する施策

(項目 8)以外はすべて施策として実施されている。また、この期聞について、企業の実

施する施策の増えていることを示している。

この期聞は、設定モデルの「③変革施策の実施」段階を仮定している。実際に、組織変

革をおこしていく段階である。結果を検討すると、企業は、 V 1系の施策、企業理念に関

連した施策、社是社訓や行動指針に関連して意識と行動の変革を意図した施策を実施して

いる。表 3-1-2と対比すると、企業は、設定モデルの「③変革施策の実施」段階につ

いて、充実して施策を実施していることがわかる。また、前段階の「②施策設定」段階で

実施する施策も充実していることがわかる。例えば、 i 11.将来の活動ドメイン、ビジョ

ン等の経営方針の策定」は、企業の回答率がわりと高い。これは、設定モデルの i<ID施策

設定」段階の施策であるにもかかわらず、 「③変革施策の実施」段階で実施されているこ

との多いことを示している。つまり、設定モデルの「②施策設定」段階と「③変革施策の

実施」段階について、企業は、明確に区分をしているわけではなく、段階をこえて、同時

進行的に施策を実施しているということである。

また、表 3-1-2と対比すると、 i6.新規事業進出の計画や実施」、 i10. 新商品・

サービスの開発」、 i13. プランド体系を再編する」、 i23. 00運動をスタートさせる」

の施策については、設定モデルの「③変革施策の実施」段階で実施されることが多いと想

定していた。しかし、結果を検討すると、次の C1活動の展開で実施されることが多く、

これは設定モデルの「④定着施策の実施」段階以降で実施されていることがわかる。

(3) C 1活動の展開期

最後に、 i C 1活動の展開期」に多い施策の上位 3つは、① i21.新たな企業広告展開

を図る」、② i12. 組織・機構を改革・改編する(部・課の統廃合を含む) J、③ i18.

00賞、文化イベシト、出版、~，-ツイベシトの開催、後援、協賛等の文化事業の実施」、③ í26.

社内広報の活性化や見直し」である。結果を検討すると、広告展開、組織改編、文化事業、

社内広報に関連する施策を実施する企業の多いことがわかる。他の二期間と比較して、 V
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I系、 MI系、 B1系、その他の施策を含めてさらに広範囲にわたって企業は施策を実施

している。一施策あたりの平均企業数と一企業あたりの平均施策数も三期閣のなかで一番

多い。これは、この期間について、一つの施策に対して実施する企業の一番多いことを示

している。例えば、設定した質問項目の施策はすべて実施されている。また、この期聞に

ついて、企業の実施する施策の一番多いことを示している。

この期聞は、設定モデルの「④定着施策の実施」段階と「⑤成果検証」段階を仮定して

いる。組織変革後の定着をはかり、その継続のために実施した施策の成果を検証する段階

である。結果を検討すると、企業は、広告の展開から組織の改編、人事制度、文化事業施

策まで多様に実施している。これは、 C1活動の定着と効果を向上させるために、企業は

意図的に多様な施策を実施していることを示している。その一方で、実施した施策の成果

を検証する施策(項目 19)を実施している企業は、それほど多くないことがわかる。例

えば、 119. 活動終了後や途中で社員の意識・行動変化のアンケート実施」について、企

業の回答率は低い。つまり、表 3-1-2と対比すると、設定モデルの「④定着施策の実

施」段階について、企業は充実して施策を実施しているといえる。その一方で、設定モデ

ルの「⑤成果検証」段階について、それほど充実して施策を実施しているとはいえない。

以上の分析結果を概観すると、次のことがわかる。第一に、 C1活動において、組織変

革を推進する際に、実施する施策が多様化し、増えていく傾向のあることである(3)。結果

をみると、延企業数の数値は期閣を追うごとに増えている。これは、実施される施策とそ

の施策を実施する企業が時聞の経過とともに増えていることを示している。一施策あたり

の平均企業数は、各期間ごとに、 8.1時 12. 1吟 15. 9と増えている。これは、一つ施策

に対して、その施策を実施する企業の数が時間の経過とともに増えていることを示してい

る。一企業あたりの平均施策数も、各期間ごとに、 3.2ゅ 4.7時 6.0と増加している。こ

れは、 C1活動を推進していく際に、一つの企業が実施する施策の数が時閣の経過ととも

に増えていることを示している。

第二に、企業は、 C1活動を推進する際に、設定モデルに近い形の変革プロセスをもっ

て組織変革をおこなっていることである。各期間で、設定モデルで仮定した施策を実施し

ている。ただし、分析結果を検討すると、設定モデルのとおりではないことに注意しなけ

ればならない。分析結果からは、設定モデルの I<ID施策設定」段階で実施される施策が、

「③変革施策の実施」段階で同時進行的に実施されていることが見いだされた。
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言換えると、 「②施策設定」段階は、時間的に rC 1活動の準備期」と rC 1活動の導入

期」と重なりあう部分があるということである。レゲイン (Lewin，1947)モデルと対比す

ると、設定モデルの「②施策設定」段階は、 「解凍」段階よりむしろ「移行」段階にやや

偏重し、重なりあっていると指摘できる。

表 3-4-3 C 1活動の施策の経時変化 (n=77-80)…複数回答

準備期 n=77 導入期 n=78 展開期 n=80 
項目 本調査 % 本調査 % 本調査 % 

自社の企業イメージの調査 53 68.8 10 12.8 11 13.8 
2 アンケート、インタビュー等による社員 59 76.6 11 14.1 8.8 

の意識調査

3 C 1活動推進委員会等の7ロジdトチームの発 63 81. 8 24 30.8 12 15.0 
足、設立

4 新しい企業理念を社内や対外に発表する 4 5.2 51 65.4 20 25.0 
5 nかイア，$1.ンポ)L~-9.1ニホーム社章、名刺，ft.，t 5 6.5 52 66.7 24 30.0 

ージ，唐舗、看板等、デザイン系を改定、統一

する

6 新規事業進出の計画や実施 4 5.2 7 9.0 18 22.5 
7 社是社訓、社内スローガン、行動指針、 3.9 44 56.4 14 17.5 

社歌等を新たに掲げるあるいは変更する

8 新卒者や中途入社に対して新たな採用制 。 4 5.0 
度を新設

9 社名を変更する 3 3.9 14 17.9 14 17.5 
1 0 新商品・サービスの開発 2 2. 6 4 5.1 13 16.3 
1 1 将来の活動ドメイン(事業領域)ビジョン等の経 14 18.2 26 33.3 19 23.8 

営方針の策定

1 2 組織・機構を改革・改編する(部・課の 3 3.9 10 12.8 30 37.5 
統廃合を含む)

1 3 ブランド(1ロダクト)体系を再編する 2 2.6 5 6.4 10.0 
1 4 肩書の呼称変更 2 2.6 2 2.6 11 13.8 
1 5 昇給、昇格などの人事制度や給与、報酬 2 2.6 4 5.1 22 27.5 

制度の改定

1 6 各職場で小州-1を作り活動推進を図る 6.5 18 23.1 16 20.0 
1 7 企業グループの結束を図る文は改編する 2 2. 6 3.8 16 20.0 
18 CX潰、文化イベント、出版、スポーツイベントの開 3 3.9 6 7.7 28 35.0 

催、後援、協賛等の文化事業の実施

1 9 活動終了後や途中で社員の意識・行動変 1 1.3 1.3 24 30.0 
化のアンケート等の実施

2 0 新規事業部や部・課の設置 2 2.6 2 2.6 10 12.5 
2 1 新たな広告展開を図る 1.3 19 24.4 31 38.8 
2 2 他の全社的な運動との連携を深める 。。 9.0 8 10.0 
23 ζわ運動をスタートさせる(名称: 2 2. 6 13 16.7 20 25.0 
24 教育・研修制度の新規導入や改定 2.6 4 5.1 18 22.5 
2 5 部・課の名称変更 1.3 6 7.5 
2 6 社内広報の活性化や見直し 4 5.2 15 19.2 28 35.0 
2 7 福利厚生制度や休暇制度の見直しゃ 。 6.4 16 20.0 

厚生施設の建設

28 自社施設(工場等)の地元開放や地元活 1.3 2 2.6 11 13.81 
動への参加

2 9 新社屋、研究所、記念館、 PR館等の建造 1.3 3 3.8 13 16.31 
30 その他(具体的に 。。 1.3 6.31 

延企業数 243 364 477 
一施策あたりの平均企業数 8.1 12.1 15.9 
一企業あたりの平均施策数 3.2 4.7 6.0 
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注 1)表 3-4-3の中で、延企業数とは、各施策を実施した企業数の総合計を示してい
る。一施策あたりの平均企業数とは、一つの施策について、実施した企業の平均数を示し
ている。よって、延企業数を質問項目数の 30で割った数値である。一企業あたりの平均
施策数とは、その期間に一つの企業が C1活動で実施した施策数の平均数を示している。
よって、延企業数を各期閣の有効回答企業数で割った数値である。

第三に、設定モデルの「⑤成果検証」段階で、実施される施策が充実していないことで

ある。これは、 r C 1活動の展開期」で、設定モデルの「④定着施策の実施」段階と「⑤

成果検証」段階を仮定したものの、 「⑤成果検証」段階について、企業はそれほど意識し

ていないことを示している。

4，. C 1 ~おき霊力事こB厨謎量!'"Tる来E制践i.&縮霧方怪童fl(4)

組織変革の分析視点として、占部(1988)の統合アプローチで検討したように、今目的な

組織変草には、組織と人の両側面へのマネジメント施策が必要である。本調査では、この

点について、組織的側面として組織改編施策を、人の側面として人事施策を取り上げ、そ

の詳細な実施の実態を調査している。

まず、組織改編施策としてどのような施策が具体的に実施されているのだろうか。組織

改編施策は、設定モデルの「④定着施策の実施」段階に実施される施策である。前述の経

時変化でも、組織改編(項目 12)、新規事業部の設置(項目 20 )は rC 1活動の展開

期」で実施されることの多いことが判明している。

C 1活動で実施される組織改編施策について企業に尋ねた結果が、表 3-4-4である。

実施施策の上位 3つは、① r4.部・課の新設」、② r3.部・課の廃止・統合」、③ r6.子

会社の設立などの分社化」である。事業部制や職能別組織の導入などの基本的な改編施策

より、むしろ、組織内の小単位である部や課の分化や統合、子会社の設立による分社化を

はかる傾向が強いと考えられる。回答企業の中には、例えば、何年か連続的に部・課の新

設や廃止・統合を実施している企業(本間組、 JR西日本、前田建設)や設問項目の大半

の施策を実施している企業{ミズノ、イシダ、西多摩運送、松尾橋梁)もある。

この結果を裏づけるものとして、次のような企業インタビューの結果がある。例えば、

「以前の組織改編よりうまく事業部制が導入できたJ (昭和アルミ)、 「社内に自由な風

土が生まれ、 C1戦略の一環でそれを助長する意味で組織改革をおこなったJ (三星堂)

という指摘である。
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その一方で、組織改編施策と C 1活動との直接的な関連について認識している企業がそ

れほど多くないことが特徴である(回答率:45. 076)。これは、アンケートのコメントに記

入された記述を見ても理解できることである。この結果を裏づけるものとして、次のよう

なインタビュー結果がある。例えば、 「直接的な関係は少ないかもしれないJ (大和団地)

、 「社外は V 1から知る。社内は処遇から知る。組織替えしたが、処遇、賃金と結び付い

たかどうか不明であり、関連は分からないJ (浅沼組)という、関連を認識していない企

業からの指摘もある。

企業は、 C 1活動を有効に推進するために、多様な施策を実施することは理解をしてい

る。しかし、組織改編施策と C1活動との関連について認識が弱いということは、組織構

造的な部分に対する C 1活動の有効性に対して、その認識があまり強くないということを

示している。

表 3-4-4 CI活動に関連する組織改編施策(n=36)…複数回答

項目 本調査 %1 
1.事業部制の導入 25.0 
2.職能別組織の導入 13.9 
3.部・課の廃止・統合 14 38.9 
4.部・課の新設 21 58.3 
5.他企業の吸収・合併 7 19.4 
6.子会社の設立などの分社化 13 36.1 
7.その他( 4 11.1 

注 1)回答記入のあった企業数:3 6社(有効回答率 45. 076 ) 
未記入、 「該当なし」および「なし」と記入のあった企業:3 8社

注 2)回答はないがコメント記入のあった企業:6社
具体的な記入については、次のとおりである。
• C 1との連動という意味では組織機構の改革はしておりません
• C 1活動として組織や機構改革はしていない
・組織機構とニューワークウェイは直接関係しませんでした
• C 1活動関連の組織変革はなし
・直接的な関係はない
• C 1活動導入前に実施

注 3) r7.その他」の具体的記入については、次のとおりである。
-職務分掌の変更
・チーム制の導入
・お客様の立場にたった営業所の設定と支唐においてグループ制の採用
・記述なし 1社

注 4)87年調査はこの設聞を実施していない。

5. C 1 汚雪fiに DIJ迫皇宮ーるλ、司~:MIi:t!使 (5)

次に、人事施策としてどのような施策が具体的に実施されているのだろうか。その結果

を示したのが、表 3-4-5である。これは、設定モデルの「④定着施策の実施」段階に
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実施される施策である。表 3-4-3の結果からも、人事制度の改定(項目 15)、教育

制度の改定(項目 24 )、福利厚生制度の見直し(項目 27 )について、 f C 1活動の展

開期」で実施されることの多いことが明らかになっている。

人事施策について、本調査では、実施施策の「新設」と「改定・見直し」という新規性

の次元と役員クラスから、部長クラス、課長クラス、係長クラス、一般クラスまでの「階

層」の次元、というこつの次元から調査している。これは、 C1活動の企業組織内への普

及を考慮した場合、施策の新規性が重要であると考えられることによる。また、後者につ

いては、それらの施策が組織のどの階層を対象に実施されているかを把撞することが重要

であると考えられることよる (6)。つまり、企業は C 1活動に関連して人事施策を実施する

際に、新規性と階層について、どのように考えているのかを明らかにすることができる。

本調査で、 C1活動に関連して実施された人事施策のうち、新設施策の上位 3つは、回

答企業全体でみると① r1.職能資格制度J、② r15. 育児休職制度」、③ r17. フレック

ス・タイムの導入」である。階層別に分析すると以下のようになる。役員クラスに対して

施策を実施した企業は少ない。部長クラスに対して実施された人事施策の上位の 3つをみ

ると、① r1.職能資格制度」、@r15. 育児休職制度」、③ r5.面接制度」である。課長

クラスは、① r1.職能資格制度」、② f5.面接制度」、② f15. 育児休職制度」

である。係長クラスは、① r17. フレックス・タイムの導入」、② f1.職能資格制度J、

③ r15. 育児休職制度」である。一般クラスは① r15. 育児休職制度」、② r1.職能資格

制度」、③ r17. フレックス・タイムの導入」である。資格・評価や福利厚生に関連する

制度が新しく導入されている。

同様に、 C1活動に関連して実施された人事施策のうち、改定・見直し施策の上位 3つ

は、回答企業全体でみると① r12. 人事考課制度」、② r9.社内教育制度」、③r10. 研

修制度」である。階層別に分析すると以下のようになる。役員クラスに対して施策を実施

した企業は少ない。部長クラスに対して実施された人事施策の上位の 3つをみると、①

r12. 人事考課制度」、② f7.能力給・業績給」、③ r1.職能資格制度」である。課長ク

ラスは、① f12. 人事考課制度」、② r9.社内教育制度」、③ r7.能力給・業績給」、③

rl0. 研修制度」である。係長クラスは、① r12. 人事考課制度」、② r9.社内教育制度」

、③ f2.自己申告制度」、③ fl0. 研修制度」、③ fl1.自己啓発制度」である。一般ク

ラスは、① f12. 人事考課制度」、② f9.社内教育制度」、③ r2.自己申告制度」、③
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f10. 研修制度」、③ fll. 自己啓発制度」、③ f18. 社内表彰制度」である。評価・処

遇・報酬、研修、教育に関連する制度の見直しをはかつていることがわかる。

表 3-4-5 C 1活動に関連する人事施策(n=48)…複数回答

延企実質

。新設 業数回答

施策項目 役員 % 部長 % 課長 % 係』差 % 一般 % 合計

1職能資格制度 。10 35.7 11 31. 4 12 35.3 11 32.4 44 121 
2自己申告制度 。41 14. 3 91 25.7 81 23.5 81 23.5 29 10 
3昇進・昇格制度 11 25.0 51 17.9 71 20.0 51 14.7 41 11. 8 22 7 
4資格制度 11 25.0 2 7.1 8.6 3 8.8 5.9 11 3 
5面接制度 11 25.0 7125.0 10 28.6 8123.5 81 23.5 34 12 
6年棒制 。 3 1 10. 7 5. 7 。 。。5 3 
7能力給・業績給 。。61 21. 4 41 11. 4 51 14.7 51 14.7 20 
8手当制度 。。。。。。。 。 。
9社内教育制度 。。 3.6 3 8.6 8.8 2 5.9 9 4 
10研修制度 11 25.0 41 14.3 41 11. 4 3 8.8 51 14.7 17 
11自己啓発制度 11 25.0 7.1 2 5.7 2 5.9 2 5.9 9 4 
12人事考課制度 。 41 14.3 41 11. 4 4 1 11. 8 41 11.8 16 4 
13中途採用制度 。。。。1 2.9 2.9 。。2 
14社内公募制度 。。2 7.1 41 11. 4 41 11. 8 41 11.8 14 5 
15育児休職制度 。 81 28.6 10 28.6 11 32.4 13 38.2 42 13 
16福利厚生制度 。。 3.6 2.9 2.9 2.9 4 
17111，1)7，11イムの導入 11 25.0 61 21. 4 81 22.9 13 38.2 10 29.4 38 13 
18社内表彰制度 。2 7.1 8.6 3 8.8 8.8 11 3 
19その他 。 3.6 2.9 。 。。
合計(延企業数

ド1ド5一I !且生E 
382 4 崎?n=実質回答数

実施した施策の数 6 15 
延企実質

0改定・見直し 業数回答

施策項目 役員 % 部長 % 課長 % 係長 % 一般 % 合計 n= 
1職能資格制度 。15 37.5 15 37.5 16 37.2 15 34. 9 61 17 
2自己申告制度 11 12.5 71 17.5 12 30.0 18 41. 9 18 41. 9 56 18 
3昇進・昇格制度 。 14 35.0 15 37.5 15 34.9 15 34. 9 59 18 
4資格制度 。 61 15.0 71 17.5 61 14.0 6 14 25 
5面接制度 。。 2.5 51 12.5 61 14.0 6 14 18 
6年棒制 。。1 2.5 2.5 。。
7能力給・業績給 。 18 45.0 17 42.5 13 30.2 13 30.2 61 20 
8手当制度 11 12.5 91 22.5 81 20.0 91 20.9 11 25.6 38 11 
9社内教育制度 。。13 32.5 19 47.5 21 48.8 20 46.5 73 21 
10研修制度 11 12.5 14 35.0 17 42.5 18 41. 9 18 41. 9 68 19 
11自己啓発制度 21 25.0 12 30.0 16 40.0 18 41. 9 18 41. 9 66 18 
12人事考課制度 11 12.5 24 60.0 24 60.0 22 51. 2 23 53.5 94 27 
13中途採用制度 。 2 5.0 3 7.5 3 7.0 9.3 12 4 
14社内公募制度 。。 2.5 2.5 4.7 2 4.7 6 3 
15育児休職制度 。。 5.0 3 7.5 6 1 14. 0 71 16.3 18 
16福利厚生制度 31 37.5 81 20.0 10 25.0 11 25.6 10 23.3 42 12 
17111，I)7，1H 1.の導入 11 12.5 2.5 5.0 2 4. 7 4.7 8 2 
18社内表彰制度 21 25.0 11 27.5 13 32.5 17 39.5 18 41. 9 61 18 
19その他 11 12.5 2.5 2.5 2.3 2.3 5 
合計(延企業数 13 

」一」E1且且9 」一』盟1旦9 
p盟主ι 判? 7743 8 

n=実質回答数 8 
実施した施策の数 18 

注 1}回答記入のあった企業数:4 8社(有効回答率 60.附)
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未記入および「該当なし」あるいは「なし」と記入のあった企業:2 5社

回答記入はないがコメント記入のあった企業:7社

具体的記入については、次のとおりである。
• C 1導入後人事諸制度は幅広く実施したがC1との関連なし
• C 1との連動はありません
• V 1と関係ありません。しかし全く別の施策として実施しています
• C 1活動との関連により実施した人事施策はございません
・直接的な関係、影響がない為、回答できず
・C1活動と関係なしに実施
• C 1活動の定着や補完をはかる意味での新設見直しはありません

注 2) r 19.その他」の具体的記入については、次のとおりである。
・管理職任期制度

注 3)87年調査はこの設聞を実施していない。
注 4)本設聞は、複数回答で企業に尋ねている。表 3-4-5の中で、 (実質回答)とは、
複数回答による重複を削除し、実質回答のあった企業の数である。

これらの結果を検討すると、企業は、 C1活動で施策を実施した延企業数は新設より

も改定・見直しすることの多いことがわかる。つまり、企業には、新規に施策を設定する

というよりも既存施策を改定する傾向があると考えられる。また、役員・部長クラスより

も課長・係長・一般クラスに対して多様な施策を実施する傾向のあることもわかる。これ

は、設定モデルの「④定着施策の実施」段階を充実するために、課長以下を対象に、人事

施策を実施することは有効であると考えている企業の多いことを示している。とくに、能

力や評価を考慮した職能資格制度や人事考課制度と、個人の能力開発を考慮した教育制度

について注力している企業は多い。また、就業形態を変革させる意味でフレックス・タイ

ム制度の導入と福利厚生制度として育児休職制度を導入しているのは、今目的な人事制度

の変化を示している。その一方で、報酬制度や採用制度に関連する施策を実施する企業は

それほど多くない。つまり、企業は、これらの施策と C1活動との関連をそれほど強く認

識していないことを示している。

以上より、 C1活動に関連して多様な人事施策を実施している企業の多いことがわかる。

この結果を裏づけるものとして、次のような企業インタピューの結果がある。例えば、

r C 1から人事関係の全て、職能、教育、研修、賃金、退職金、賞与等を見直したJ (イ

シダ)、 r C 1導λの関連から、新しい人事制度を導入したJ (松下電工)、 r C 1と関

連して職能、複線型人事制度等を導入した。その後もいろんな面を改定している J (1 N 

A X) という指摘である。

その一方で、アンケートのコメント記入にもあるように、組織改編施策と同様、人事施

策を C1活動と直接的に関連づけて認識している企業は約半分超である(回答率:60. 0%)。

この結果を裏づけるものとして、次のような企業インタピューの結果がある。例えば、
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「関連なしに動いている部分もある。それが大半かもしれないJ (新井組)、 r C 1にか

らめて制度の改革はなし。でも、制度改革はずっとやっている J (日本触媒)、 r C 1に

よって人事制度、組織が変わったということはないJ (クボタ)という指摘である。つま

り、 C1活動と人事施策の関連をそれほど認識していない企業もある。しかし、回答率が

組織改編施策の場合よりも高くなっていることからすれば、企業は人事施策について、 C

I活動とより関連づけて認識していると考えられる。

6 _ C 1涜雪嚢bによる蕗E傘践の認定イ包

C 1活動の実施後、組織にはどのような変化が生じたのだろうか。本調査では、設定し

た質問項目に対して、どの程度の変化を認識しているのかについて、企業に尋ねている。

その結果が、表 3-4-6である。変化の程度については、 5点尺度で調査している。回

答企業全体の平均値は 3.59である。企業は、 C1活動によって、組織に変化が生じたこ

とを認識している。本調査で、企業が組織に生じた変化について上位項目の 3つは① r10.

社内コミュニケーション」、① r11. 組織、職場の活性度」、③ r9.経営者と社員の信頼

感」である。企業は、社内や従業員と経営者のコミュニケーションと組織内の活性化に変

化の生じたことを認識している。よって、 2つの側面に対して C1活動の与える影響は強

いと考えられる。

表 3-4-6 C 1活動による組織の変化 (n=77)

項目 5点 4点 3点 2点 1点 合計 平均 SD 
1 全製品・ト以の中で新製品・ 21 6 45 。 72 3.67 0.903 

トt:Aの比率
2 主力製品のマサヲト'V:t.7 20 44 6 72 3.25 0.644 
3 年間売上高 12 30 28 75 3.64 0.864 
4 収益力 9 22 40 5 。76 3.46 O. 790 
5 研究開発や商品開発力 24 41 1 73 3.51 0.689 
6 潜在的資源の事業化能力や新 22 45 74 3.41 0.660 

規事業展開力

7 人材や資金の確保・調達力 7 38 31 。76 3.68 0.636 
8 流通チャ柿への指導力や販売力 19 52 。72 3.29 0.487 
9 経営者と社員の信頼感 10 37 29 。76 3.75 0.675 
10 社内コミュニケーション 53 18 。78 3.86 0.551 
11 組織、職場の活性度 8 50 19 77 3.86 0.578 
12 社員のをうゆやロイ刊向田 6 43 28 。77 3. 71 0.603 
13 知名度 13 33 32 。79 3.73 0.746 
14一流評価や信頼性評価 7 25 44 。。76 3.51 0.663 
15 技術力やト持ィシゲカなどの企 3 28 43 。75 3.44 0.598 

業力評価
16 外部から見た自社への親近感 11 37 25 76 3. 74 0.754 

平均 75 3.59 0.678 
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注 1)本調査の得点の与え方は、 5点(非常に増えた)、 4点(やや増えた)、 3点(ど

ちらとも言えない)、 2点(やや減った)、 1点(非常に減った)である。

注 2)表 3-4-6の中で、 (S D)表記は、標準偏差値を示している。数値については、

小数点 4位を四捨五入し、小数点 3位までを記述している。この点については、以下の表

においても同様である。

その一方で、平均値の低い項目は、 r2.主力製品のマサヲト.V;r.1J、 r8.流通チャネルヘ

の指導力や販売力」、 r6.潜在的資源の事業化能力や新規事業展開力」である。これから、

市場、流通、事業開発能力に関連する面に対して、 C1活動が与える影響は弱いと考えら

れる。

7.CI詩雪事bによるf足当面t:iilの震度書鵠と f=r量bの~イ包

次に、 C1活動の実施後、従業員の意識と行動にはどのような変化が生じたのであろう

か。本調査では、設定した質問項目に対して、 C1活動を実施した後、従業員の意識と行

動に生じた変化をどの程度認識しているのかについて、企業に尋ねている。変化の程度は、

3点尺度である。また、本調査では、同時に、階層、部署、機関という三つの次元から尋

ねている。具体的に階層は、役員クラス、部長クラス、課長クラス、係長クラス、一般ク

ラスである。部署は、職種別に、営業、総務、人事、経理、企画、技術である。機関は、

勤務先の所在地ごとに、工場、研究所、本社、海外事業所、圏内支唐である。これによっ

て、階層、職種、勤務先の所在地ごとに相違を見いだすことが可能になる。その結果が、

表 3-4-7である。

回答企業全体の平均値からみると、企業は変化があることを認識している。この結果を

裏づけるものとして、次のような企業インタビューの結果がある。例えば、 「変化はあっ

たJ (松下電器)、 「全体的に変わった。支唐や第一線の変化は早いJ (東京電力}、

「意識、行動面に変化はある J (イシダ)のように C1活動を実施し、生じた変化に対し

て認識の強い企業がある。

階層別の平均値を検討すると、一般クラスから役員クラヘスへと、階層が上にいくほど

変化があるという認識は強くなり、逆にいくほど弱くなる傾向がある。これは、 C1活動

推進の最高責任者が企業の上位層に多いことと、組織変革に対して役職が上がるほど理解

度が上がることによると考えられる。部署別の平均値を検討すると、企画、営業、人事が

高く、経理部門は他部署と比較して低い結果となっている。これは、 C1活動推進の所管
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部署が組織上これらの部署に多いということと、職務の特性によるものと考えられる。機

関別の平均値を検討すると、本社、研究所が高く、海外事業所や工場は低い結果となって

いる。これは、 C1活動推進組織や所管部署が本社に設置されることが多いことによると

考えられる。

しかし、その一方で、 C1活動を実施し、生じた変化に対して認識のそれほど強くない

とする企業インタビューの結果がある。例えば、 「意識行動の面については C1とは結び

つきにくいJ (ミズノ)、 「風土は変わりにくい。行動変化はあった。しかし、経営層に

変化を起こさせるのはむずかしいJ (三星堂)、 「変化はあった。しかし、経営層が期待

している変化とはいえないJ (INAX) という指摘である。変化に対する認識はあるも

のの、変化の程度と C1との関連および特定の階層の変化については、疑問があるという

指摘である。

これらの結果について、調査方法が単一で直接的な質問であり、概略的すぎるという点

はある。しかも、企業側の認識を確認しているにすぎない。調査方法自体と従業員側の意

向を調査することが今後の課題として残る。

表 3-4-7 C 1活動の実施後の従業員の意識と行動の変化(n=65)
部署 機関

階層 営業 総務 人事 経理 企画 技術 工場 研究所 本社 海外 支唐 平均

役 2.24 2. 16 2.24 2.01 2.21 2.18 2.11 2.15 2.29 1. 86 2. 18 2.15 
員 58 56 54 57 55 49 34 38 54 37 39 48 
部 2.24 2.17 2.24 1. 98 2.21 2.15 2.04 2.15 2.33 1. 90 2.18 2.14 
長 61 62 57 61 57 51 41 44 57 40 54 53 
課 2.20 2.09 2.24 1. 88 2.26 2.13 2.02 2.11 2.28 1. 76 2.15 2.10 
長 62 61 58 61 61 51 44 56 57 39 53 55 
係 2.16 2.05 2.16 1. 86 2.25 2.06 1. 97 2.09 2.19 1. 71 2.05 2.05 
長 61 60 56 59 60 45 44 43 56 38 53 52 
一 2.12 2.03 2.08 1. 83 2.15 2.04 1. 88 2.06 2.10 1. 64 1. 98 1. 99 
般 62 61 58 61 59 50 44 44 57 39 54 54 
平均 2.19 2.10 2.19 1. 91 2.21 2.11 2.00 2.11 2.23 1. 77 2.10 

注 1)回答記入のあった企業数:6 5社

未記入および「該当なし」あるいは「なしJと記入のあった企業:8社
注 2)回答記入はないがコメント記入のあった企業:7社

具体的記入については、次のとおりである。
.ほとんど変わっていない

-具体的調査はしていない。狙いほどの変化には達していない

.把握は困難ですが総じて 1--2点と推測します

・全体としてかなり変わった 3点と認識している
.全般的にどちらとも言えない

-回答不能(2社)

注 3)本調査の得点の与え方は、 3点(かなり変わった)、 2点(やや変わった)、 1点

(変わっていない)である。

注4)87年調査ではこの設聞を実施していない。
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8. C 1 詫雪勇11 の庖~，J畏(7)

企業は、様々な目標や課題をかかえながら C1活動を導入し、多様な施策を実施してい

る。では、その成果についてはどう認識しているのだろうか。

本調査で、 C1活動の成果に対する認識について、企業に尋ねた結果が、表 3-4-8

である。全体の平均値は 3.40であり、企業は、全体的に「成果がある」ことを認識して

いると考えられる。本調査で、回答企業の平均値の高い上位項目の 3つは① f13. 企業理

念の明示と内外への浸透」、② fU. 企業イメージアップ」、③ f4.社員の意識一体化」

である。これより、企業理念の浸透、企業イメージ、意識一体化について、認識の強いこ

とがわかる。この結果を裏づけるものとして、次のような企業インタビューの結果がある。

例えば、 「成果はあったと思う。社外は親しみ度が上がったという評価である J (東京電

力)、 「社内には経営理念は徹底しており、評価はある。社外には、 AGFが定着しつつ

ある J (AGF)、 「社員の意識一体化という意味ではかなり成果があったと思う J (昭

和アルミ)という指摘である。

その一方で、認識の弱い項目は、回答企業の平均値の低い順に f9.流通チャネルの強化」

、 f16. 市場シェアの抵大」、 f15. 新商品・新事業の開発」である。これは、流通・市

場関係、商品や事業開発力について、 C1活動の成果として企業の認識は弱いことを示し

ている。

表 3-4-8 CI活動の成果(n=80)

本調査

項目 5点 4点 3立 2点 1点 合計 平均 so 
1 業績の向上 18 17 45 3.29 0.869 
2 企業文化の変革 30 16 4 58 3.66 0.849 
3 社内コミzニトショシの活性化 6 31 16 4 58 3.64 0.831 
4 社員の意識一体化 9 34 22 。 66 3.76 o. 745 
5 優秀な人材採用 4 15 17 7 。43 3.37 0.873 
6 対外的コミzニトショシ効率の向上 11 20 18 2 1 52 3.73 0.909 
7 組織活性化やそのための環境づくり 24 28 60 3.55 o. 768 
8 グ、ルーフ.内や協力企業との関係強化 3 11 17 3 34 3.41 0.783 
9 流通チャネルの強化 。 16 8 27 2.70 0.668 

1 0 マインド・シェアの向上 10 18 4 。33 3.24 o. 708 
1 1 企業イメージアップ 18 34 10 。64 4.06 o. 753 
1 2 業容拡大に伴う実態と社名の適合化 5 16 16 3 2 42 3.45 0.967 
1 3 企業理念の明示と内外への浸透 18 34 8 。62 4.10 0.740 
1 4 マサティシ門前ーションの向上 16 31 3.26 0.855 
1 5 新商品・新事業の開発 7 19 7 2 37 3.00 0.912 
1 6 市場シェアの拡大 20 9 38 2.87 0.843 
1 7 収益力の強化 5 21 5 33 3.00 0.750 
1 8 国際化・海外市場への対応強化 16 5 31 3.10 0.830 
1 9 その他(具体的に 2 。。 41 4. 50 0.577 

平均 43 3.40 0.802 
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注 1)本調査の得点の与え方は、 5点(非常に成果があった)、 4点(成果があった)、

3点(どちらとも言えない)、 2点(成果がなかった)、 1点(成果が全くなかった)で
ある。

注 2)上記表の中で、 (平均)表記は、平均値を示している。数値については、小数点 3
位を四捨五入し、小数点 2位までを記述している。この点については、以下に提示する表
においても同様である。

注 3)総平均値の算出において、 r 19. (その他)Jはサンプル数が少ないため除外した。
注 4) 119. (その他) Jの具体的記入については、次のとおりである。

・創業 100周年記念事業 ・社員の自己実現 ・同族色をうすめる
.プランドの統合化

9. C 1湾雪重力α:>n5t:JR:α〉を食甑E(8)

これまでのアンケート調査の分析結果を検討すると、企業は C1活動にかなりな努力を

傾注していることがわかる。しかし、 C1活動の実施後の成果の検証はおこなわれている

のだろうか(9)。現実的に、組織変革を継続するには、組織変革が進み、定着の段階を経て、

その結果をフィードパックし、また新たに組織変革をおこすというサイクルを考慮するこ

とが重要である。組織変革モデルのレビューでも、このサイクルの重要性を指摘している

モデルは多い。このサイクルをおこすために、組織変革をの変革プロセスのある段階から

成果を検証し、その結果を現状の組織変革に反映することが重要である。つまり、設定モ

デルの「④定着施策の実施」段階と同時進行的に「⑤成果検証」段階に注力することが重

要である。具体的には、従業員の意識と行動の変化に関する調査や、社外の企業イメージ

調査、社内広報による結果のフィードパックなどの施策が実施される。

本調査では、企業はその継続のサイクルを考慮しているのかという点について、施策を

実施した後の成果検証の有無を調査している。その有無については、自由記入方式で尋ね

ている。結果を検討すると、企業イメージや従業員意識、モラールに関する調査を実施す

る施策が多い。ただし、企業の外部にのみ実施している企業やとくに C1活動を意識せず、

他の調査等と併用して実施している企業もある。また、外部委託は少なく、自社で実施す

る企業が大半である。成果検証としての施策を「実施した」企業の具体的な回答内容につ

いては、次のとおりである。

-アシケート (4社}

・アシケート rトモロー 21 J .職場満足度、自己申告

.導入前と導入後とを比較するために同じ調査を実施

-全社員に対する意織調査

-企業イメージの調査

-外部委託調査

・トップとの座絞会、アンケート、ヒアリシグ

-金管理蛾眉{合役員)対象のアシケート、提言総文募集
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.20年来実施している 2年に一度の全社員号ラールサーベイ

.社内報にて

・アシケート、商接等

・中間時点で実施.運動方法を変更して継続の形だけはとっている

. 1 年 3~月後に社内アシケートを実施

-民聞の研究所に委託{臓客イシタピ且ー等}

・従業員対象には実施せず。対外に対しては定期的にイメージ調査を実施

.従業員の意織調査

• D 1活動

-アシケート、面接

-社内報{毎月}の冒頭特集で臓場活性度合などのアシケート調査をおこなっている

.当社VIに対する醤織度とその評判

-具体的記入なし 1社

その一方で、成果検証としての施策を「実施した」企業は少なく(回答率:31. 6如、成

果検証としての施策を「実施していない」企業の多いことが特徴である。企業は、成果検

証の必要性について、あまり強く認識していないと考えられる。成果検証としての施策を

「実施していない」と回答した企業の具体的な回答内容については、次のとおりである。

-業績億途により中断.社員に対する推進の具体的刈ヲトの提示が会社として厳しい

・抑制可サ改定に偏りCIそのものが尻つぼみとなった

• C 1餐員会の解敵

.残念はがらCI活動そのものが社名変更とVIで終了したという..であったため

.継続中のため

-全社横断の重量画型で展開している為変化は把握できる

• C 1推進セクシ省シが自然消減した

.活動は現在も継続して行っている

・部門ごとの推進方式のため

・対外的な.織の方を重視した

.お祭り騒ぎに終わったため

・現在、継続中

-一応初期の目的を達成したと判断した

• C 1導入の主目的が対外的ヨミメト均Pの強化であった為従業員への各績調査の必要

性をそれほど担臨むなかった

• C 1に限定しない意織調棄を以前から行っているから

• V 1活動として社外調査を中心にしている為

・短期的効果を期待していないから

・具体的記入なし 3 5社

注)回答記入のあった企業数 : 7 6社

「実施した」と回答の企業 : 2 4社
「実施していない」と回答の企業:5 2社

未記入の企業 4社

これらから、 C1活動を継続している企業を除けば、多くの企業は、 「活動の中断・終

了」や「推進組織の解散」、 「調査そのものの必要性を感じないこと」などが未実施の理

由であることがわかる。これは、 C1活動の導入契機や C1活動の施策の内容の豊富さか

ら検討すると、 C1活動の終末が企業の中で明確ではないことを示している。言換えると、

C 1活動に対する本質的な理解とその成果検証についての企業の認識が充分でないことと、

73 



C 1活動の継続性tとついて、企業は消極的であると考えられる。また、 C1活動は、 V1 

系施策を対象とした一過性の活動であるという一般的な指摘を支持しているともいえる。

設定モデルの「⑤成果検証」段階の重要性を認識することと、その段階での具体的な施策

の構築が課題としτ残る。

10.CI詩雪量bcv庫支主耗書電車書融事こもとーブく壬怪重量UI謂争各受豊

前述まではアンケート調査結果から、回答企業全体についての分析をおこなってきた。

本調査では、 C 1活動の成果に対する認識を企業に尋ねている(表 3-4-8を参照}。

その中で、全項目(質問項目の合計は18)に回答のあった企業が 24社ある。これを、回

答企業全体の平均停3.40でわけると、平均値より高い企業(以下、 「高成果群」と呼称

する)が 11社、平均値より低い企業(以下、 「低成果群」と呼称する)が 13社のグル

ープになる。この高成果群と低成果群の二つの企業群を対象に、設定モデルの「③変革施

策の実施」段階に何らかの格差があるのかについて分析をおこなう。具体的には、それぞ

れの企業群について、 (1)施策の経時変化、 (2)組織改編施策、 (3)人事施策の格差を検討する。

(1)施策の経時変化

施策の経時変化として、各期間ごとに C1活動で実施した施策数の平均値を比較したの

が、表 3-4-9である。各期閣の平均値をみると、高成果群と低成果群について、 rc 

I活動の準備期」以外で大きな差はない。 C1活動で実施した施策の数が多いほど、成果

が向上するとは限らないものの、成果に対する認識の差は、この rC 1活動の準備期Jの

数値の差に関連していると指摘できるかもしれない。ただし、 t値をみると統計的に有意

な数値がでていない。つまり、傾向としては認められものの、成果認識に差があるのは、

r C 1活動の準備期」に実施した施策の数によるものと断定することはできない。

表 3-4-9 高成果群と低成果群についての C1活動の施策数の格差

高成果群 低成果群

成果認識 3. 7 1 3. 0 3 
の平均値 (0=11) (0=13) t 値

実の 準備期 3.64 2. 9 2 0.664 
施平
施均 導入期 4.73 4.77 -0.043 
策値

数 展開期 7.45 7. 4 6 -0.005 
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注 1}回答企業数は、高成果群が 11社、低成果群が 13社である。
注 2}高成果群の企業は次のとおりである。カッコ内数値は、該当企業の成果認識の平均

値である。

:西日本新聞社 (3.78)、昭和アルミニウム (3.56)、イシダ (3.44)、

松下電工(4.50)、目立クレジット (3.94)、富士ゼロックス (3.56)、

なにわ銀行 (3.67)、九州電力 (3.56)、京セラ (3.56)、第二電電 (3.67)、

クボタ (3.56)
低成果群の企業は次のとおりである。カッコ内数値は、該当企業の成果認識の平均値

である。
:松村組 (3.17)，、水戸証券 (2.67)、川研17われ姉 (2.78)、市田 (2.56)、

小泉産業 (3.22)、ナイガイ (3.39)、宝酒造 (3.00)、エクセディ (3.06)、

荏原製作所 (3.33)、松尾橋梁 (2.83)、西日本鉄道 (3.33)、日本番堂 (3.22)、
日本国土開発 (2.89) 

注 2)上記表の t値については、少数点 4位を四捨五入し、少数第 3位までを表記した。

さらに、 C 1活動施策の経時変化について、各企業群の上位 3社と下位 3社の内容を検

討したのが、表 3-4-10である。

表 3-4-10 高成果群と低成果群について C1活動の施策の格差に関する具体的企業例

(高成果群の企業上位 3社)

企業名 松下電工 目立クレジット 西日本新聞社

成果認識の値 4. 5 0 3. 9 4 3. 7 8 

準 備 期 1、 2、 3 1、 2、 3 l、 2、 3

導 入 期 4、 5、11 4、 5、 7 4、 5、 7

展 開 期 12、15、19、21、22 10、15、17、18、19 11、12、16、19、22
23、24、26、27、29 21、22、23、26、27 23、24

30 

(低成果群の企業下位 3社)

企業名 市 田 水戸証券 川研17イけミ帥

成果認識の値 2.56 2. 6 7 2.78 

準 備 期 l、 2 3、15 未実施

初 期 3、 4、 5、 7 1、 2、16 3、12、16
9、12、15、26

展 開 期 6、 8、10、11、13 4、 5、 7、11、18 4、 5、 7、11、12
14、16、17、21、23 19、21、23、26 14、15、20、21、25

注)上記表の中の番号は、表 3-1ー 1の中の施策項目番号を示す。

75 



高成果群の企業上位 3社が実施した施策についてみると、 r C 1活動の準備期」は、 3

社とも 3つの実施施策が同ーであり、 r C 1活動の導入期」は、経営理念(項目 4)やV

I系(項目 5)の 2施策が共通である。 rC 1活動の展開期」は、 C1活動の成果検証施

策であるアンケート実施(項目 19)、他の運動との連携(項目 22 )、新しい社内運動

のスタート(項目 23)の 3施策が共通である。また、表 3-1-1の施策分類に従えば、

解凍E争移行時再凍結に該当する施策の数は、松下電工:3時 2吟 7、目立クレジット:3 

時 2時 6、西日本新聞社:3時 2時 4である。これは、設定モデルの各段階に該当する施

策を高い割合で、類別にそって施策を実施している傾向があると考えられる。

その一方で、低成果群の企業下位 3社が実施した施策についてみると、 r C 1活動の準

備期」と rC 1活動の導入期」には共通して実施される施策がない。 rC 1活動の展開期」

には、事業領域の設定(項目 11 )、広告展開(項目 21 )の 2施策が共通である。また、

表 3ー 1-1の施策分類に従えば、解凍E争移行時再凍結に該当する施策の数は、市田:2 

時 5c:今 1、水戸証券 1吟 1時 3、川研ファインケミカル:0時 1時 3である。これは、

設定モデルの各段階に該当する施策を高い割合で、類別にそって実施している傾向がある

とは考えにくいことを示している。

これより、 C1活動の成果に対して認識の強い企業は、実施する施策が設定モデルにし

たがっており、また、実施する施策にも共通性が見いだされる。逆に、 C1活動の成果に

対して認識の弱い企業は、設定モデルにしたがって施策を実施しているとは考えにくく、

実施する施策に共通性も見いだしにくい。

(2)組織改編施策

同様に、組織改編施策について、実施した施策数を比較した結果が、表 3-4-11であ

る。これは、高成果群と低成果群の企業の中から、 C1活動と関連して組織改踊施策を実

施した企業を対象としている。具体的に、回答企業数は高成果群の企業が 4社、低成果群

の企業 7社である。これより、成果に対する認識の強い企業は、組織構造に関連する施策

を成果に対する認識の弱い企業よりも数多く実施していることがわかる。つまり、成果に

対する認識の強い企業は組織構造に関する組織改編施策を多く実施する傾向がある。
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表 3-4-11 高成果群と低成果群について組織改編施策数の格差

高成果群の企業 (n斗)

企 業 名 組織改編施策 合計

イシダ (3. 44) 1、2、3、4、6 5 

松下電工 (4. 50) 3、 4、 6 3 

なにわ担行 (3.67) 6、 3、 2 3 

京セラ (3. 56) 5、 6 2 

平均 3.25 

低成果群の企業 (n=7)

企 業 名 組織改編施策 合計

川研77イ汁ミbX.2.78 

市田 (2. 56) 6 

小泉産業 (3. 22) 1、 7 2 

宝酒造 (3. 00) 

松尾橋梁(2.83) 4、5、2、6 4 

日本香堂(3.22) 4、 6 2 

日本国土開発2.89 3 

平均 1.71 
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(3)人事施策

人事施策について、実施した施策数を比較した結果が、表 3-4-12である。役員クラ

スは、両者とも実施した施策が少ない。とくに、課長クラスより下位の階層について、高

成果群が実施した施策数は低成果群より多い傾向のあることがわかる。つまり、成果認識

の高い企業はミドル以下に注力して人事施策を実施している傾向のあることがわかる。ま

た、両者とも新設より改定・見宜しの施策が多いことは共通している。

表 3-4-12 高成果群と低成果群について人事施策の格差(高成果群・低成果群:n= 8 ) 
役員 部長 課長 係長 一般

高成果群 新設 改定 新設 改定 新設 改定 新設 改定 新設 改定

延施策数 24 16 38 20 43 20 43 
企業数 。 5 7 8 7 
平均 01 1. 00 1. 80 3.43 2.29 5.43 2.50 6.14 2.50 6.14 

低成果群 新設 改定 新設 改定 新設 改定 新設 改定 新設 改定

延施策数 11 31 14 39 11 38 36 
企業数 5 8 8 5 
平均 1. 00 1. 0_0 2.20 4.43 1. 75 4.88 1. 83 4. 75 1. 80 4.50 

注 1)回答企業数は、両群とも 8社である。

注 2)表 3-4-12の中で、 (延企業数)の表記は、施策を実施した企業の延数を示して

いる。(企業数)の表記は、回答のあった実質の企業数を示している。
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実施した施策について、さらに具体的に検討したのが、表 3-4-13である。

表 3-4-13 高成果群と低成果群による人事施策の格差の詳細

延企実質

。新設 役員 部長 課長 係長 一般 業数回答

施策項目 高 低 高 低 高 低 高 低 高 低 合計

1職能資格制度 11 7 
2自己申告制度 2 1 6 31 
3昇進・昇格制度

4資格制度 4 
5面接制度 2 2 2 2 15 4 
6年棒制 。
7能力給・業績給 4 
8手当制度 。
9社内教育制度 7 
10研修制度 2 2 8 
11自己啓発制度 。
12人事考課制度 1 8 2 
13中途採用制度 2 1 
14社内公募制度

15育児休職制度 3 1 4 2 4 3 4 21 7 
16福利厚生制度 l 
171"，~'JlJイムの導入 4 11 4 
18社内表彰制度 2 2 
19その他

合計(延企業数 9 11 16 14 20 11 20 9 
n=実質回答数 5 8 8 8 5 
実施した施策の数 9 13 10 13 13 6 

延企実質

0改定・見直し 役員 部長 課長 係長 一般 業数回答

施策項目 高 低 高 低 高 低 高 低 高 低 合計 n= 

1職能資格制度 4 5 4 5 3 34 
2自己申告制度 2 3 3 5 25 
3昇進・昇格制度 2 3 3 3 4 3 24 7 
4資格制度 2 2 2 3 
5面接制度 2 2 10 4 
6年棒制 。。
7能力給・業績給 4 3 2 4 2 4 26 7 
8手当制度 2 2 2 11 3 
9社内教育制度 2 2 5 2 25 7 
10研修制度 3 3 3 3 3 21 7 
11自己啓発制度 3 4 3 3 25 7 
12人事考課制度 3 2 4 4 29 9 
13中途採用制度 2 
14社内公募制度 2 6 2 
15育児休職制度 4 2 
16福利厚生制度 2 2 12 4 
17フ"，~^~イムの導入 。1 
18社内表彰制度 2 2 4 3 27 
19その他 1 4 
合計(延企業数 24 31 38 39 43 38 43 36 
n=実質回答数 7 8 7 
実施した施策の数 12 11 14 13 17 12 17 11 

注 1)回答企業数は、両群とも 8社である。

注 2)上記表の中で、 (延企業数)表記は、施策を実施した企業の延教を示している。
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(実質回答数)表記は、回答のあった実質の企業数を示している。(実施した施策数)表
記は、 19ある施策の中で実施した施策の数を示す。(高)表記は、高成果群を、 (低)
表記は、低成果群を示している。

新設施策について検討すると、部長クラス以下について実施されることの多いことに大

きな格差はない。また、高成果群の企業が実施している施策の数が多い傾向がある。両群

の企業とも実施する具体的な施策について大きな格差はない。

改定・見直し施策について検討すると、部長クラス以下について実施されることの多い

ことに格差はない。両群の企業とも実施している施策の教と実施する具体的な施策につい

て、大きな格差はない。

11. C 1混雪要望旨α〉区且宅量F軍要E罰

C 1活動にかぎらずいろいろな社内活動の推進について、企業組織が阻害に直面するこ

とは予測されることである。レヴィン (Lewin，1947>のモデルでも「移行」段階で、変革

への匝害要因を除去することの重要性が指摘されている (9)。この点については、組織変革

モデルのレビューからも指摘できる。現実的に、 C1活動についても、設定モデルの「②

施策設定J段階から「③変革施策の実施」段階にかけて、企業組織が大きな阻害に直面す

ることは予測されることである。実際に、 C1活動の促進に対する匝害要因について、企

業はどう考えているのだろうか。その要因について、 5点尺度で尋ねた結果が、表 3-4

-16である。

企業が祖害要因として認識している項目の上位 3つは① r7.活動の定着・フォロー施策

の未構築」、② r1.活動に対する保守的な態度、社内・職場の雰囲気」、③ r6.活動内容

の社内普及の不足」である。これから、匝害要因としては、定着施策の問題、社内の組織

風土の問題、社内ホの普及の問題がある。よって、これらの問題を解決することが C1活

動をさらに推進させるカギになると考えられる。その一方で、 r13.企業合併・吸収J、

13.経営者の交代」のように組織の規模や経営者層の変化について、企業は、それを匝害

要因とする認識は弱い。
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表 3-4-16 C 1活動の匝害要因(n=75)

項目
1 活動に対する保守的な態度、社内・

職場の雰囲気

2 活動継続の費用不足

3 経営者の交代

4 業旗の悪化

5 活動推進部署の縮小・解散

6 活動内容の社内普及の不足

7 活動の定着・フォロー施策の未構築

8 早急な活動効果の追及

9 活動プログラムの未熟さ

10社員が活動内容を理解するのに難し

い点が多い

11 活動におもしろさや新しさがない

12 別の社内活動の登場

13 企業合併・吸収

14 主要事業領域の変換

15 経営戦略の変換

16 その他

注 1)回答記入のあった企業数: 7 5社

未記入: 2社

コメント記入: 3社

本調査

5点 4点
13 24 

3 15 

3 11 
4 10 

24 
25 
15 
22 

4 15 

13 
2 。。。

2 1 

具体的記入については、次のとおりである。

.特に障害要因は見られなかった

-特にありません

・全体としてスムースに進められた

3点 2点 1点 合計 平均 SD 
13 18 6 74 3.27 1. 241 

12 28 13 71 2.54 1.144 
4 11 36 53 1. 49 0.868 
10 12 24 60 2.28 1. 303 
8 12 23 57 2.30 1. 349 
17 18 4 67 3.09 1. 055 
25 10 69 3.30 0.974 
21 16 11 64 2.67 1. 069 
22 14 67 2.97 1. 044 
26 19 69 2.91 1. 010 

21 20 8 63 2.67 1. 000 
9 14 28 54 1. 78 0.984 
6 34 45 1. 38 O. 716 
7 30 46 1. 54 0.835 
6 11 30 50 1. 68 1. 038 。。 41 3.50 1. 732 

平均 60 2.39 1. 085 

注 2)本調査の得点の与え方は、 5点(非常に障害になった)、 4点(陣害になった)、

3点(どちらとも言えない)、 2点(障害にはならなかった)、 1点(全く障害に

ならなかった)である。

注 3)平均値で f16. その他」は高い数値を示しているが、サンプル数が少ないために除

外している。

注4) f16. その他」の具体的記入については、次のとおりである。

-個別テーマ所管の部署との調整

-お祭り騒ぎ的感覚

・C1用語に工夫が足りなかった。書物等の難解な言葉が最大の障害。

12. 治定書4トタヨト幸斤α〉事建命勺

以上の統計分析の結果から、次の点を指摘することができる。

第一に、企業は、 C1活動を社内活性化や従業員の意識と行動変革のために導入し、実

施している。

第二に、企業は、 C1活動で V 1系、推進組織、社員の意識調査等に関連する施策を多

く実施する。経営戦略や企業の文化活動に関する施策を実施する企業も多い。その一方で、

プランド体系や広報に関連する施策を実施する企業は少ない。

第三に、 C1活動で実施した施策の経時変化についてみると、企業は、 f C 1活動の準
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備期」には推進組織の設置や従業員や企業イメージに関する調査施策を、 ["" C 1活動の導

入期」には V 1系、経営理念、行動指針に関する施策を、 ["" C 1活動の展開期」には広告、

組織改編、文化事業、社内広報に関する多様な施策を実施している。また、時間経過とと

もに、企業が実施する施策も多様になり、実施する施策の数も増える傾向にある。

第四に、設定モデルの「②施策設定」段階で実施される施策が、 「③変革施策の実施」

段階と同じ時期に実施されている。これは、変革プロセスのある段階が重なりあって同時

進行的であることを示している。また、設定モデルの「⑤施策の効果追跡」段階について、

とくに C1活動の成果を検証する施策を実施することは充実しているといえない。

第五に、企業は、 C1活動に関連して実施する組織改編施策について、大規模な組織構

造改編よりも部・課を対象にした組織内小単位の改編施策を実施することが多い。その一

方で、 C1活動と施策を実施することとの直接的な関連を認識している企業はそれほど多

くない。

第六に、企業は、 C1活動に関連して実施する人事施策について、全体的に実施する施

策を新設するよりも改定・見直しすることが多い。具体的には、資格や福利厚生に関連す

る施策を新設することが多い。その一方で、評価、報酬、研修、教育に関連する施策を改

定・見直しする企業が多い。階層別に検討すると、新設と改定・見直し施策とも、役員・

部長クラスよりも課長・係長・一般クラスを対象に施策を実施する企業が多い。ただし、

実施した施策と C1活動との直接的な関連を強く認識している企業はそれほど多くはない。

ただし、そのことを認識している企業は、組織改編施策よりその回答数において多い。

第七に、企業は、 C1活動の実施後、組織に変化の生じたことを認識している。とくに、

社内コミュニケーション、組織と職場の活性化に変化の生じたことを認識している。その

一方で、市場、流通、事業開発力について、変化の生じたことを認識する企業は多くない。

第八iこ、企業は、従業員の意識と行動に生じた変化について、全体的には変化があるこ

とを認識している。また、具体的に、役職が高いほど変化が生じたことを強く認識してい

る。部署別にみると、 「企画」、 「営業」、 「人事」に変化が生じたことを強く認識して

いる。機関別にみると、 「本社」、 「研究所」に変化が生じたことを強く認識している。

第九に、企業は、 C1活動を実施した後、その成果のあったことを認識している。具体

的には、企業理念、企業イメージ、社員意識に関連する面について、その認識が強い。そ

の一方で、流通、市場、開発力に関連する面について、その認識は弱い。
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第十に、企業は、 C1活動の実施後、その成果の検証をするために、アンケートや意識

調査の施策を実施することが多い。ただし、その施策を実施する企業はそれほど多くはな

い。その理由として、 C1活動の中断や推進組織の解散がある。

第十一に、 C1活動の実施後、その成果に対する認識の強い企業は、設定モデルにもと

づく施策と実施する順序に共通性がある。また、組織改編施策と人事施策を実施すること

も多い。

第十二に、企業は、 C1活動の匝害要因として、定着施策の問題、社内風土の問題、社

内への普及の問題を指摘している。

第 5節むすび

本章の目的は、 C1活動の変革のプロセスと従業員に生じた意識と行動の変化について、

アンケート調査の統計分析によって明らかにすることであった。そして、変革のプロセス

について、設定モデルをもとに統計分析をおこなった。その結果として、組織は、設定モ

デルに近い形で組織変革をおこなっていることが明らかになった。また、時聞が経過する

につれて、 C1活動で実施する施策は、多様化し、企業も実施する施策の増えていくこと

も明らかになった。その一方で、企業は、設定モデルの「②施策設定」段階と f@変革施

策の実施」段階において、同様な施策を同時進行的に実施していることを見いだすことが

できた。これは、組織変革モデルの理論上で充分に明らかにされていなかったことである。

次に、従業員に生じた意識と行動の変化について、明らかにすることができた。 C1活

動において、従業員には、階層、職種、所属機関によって異なる変化が生じている。具体

的に、企業は役職が上位にいくほど、職種として企画、営業、人事職ほど、また、所属機

関として本社や研究所ほど変化の生じたという認識の強いことが判明した。

また、一般的に、企業のおかれている社会的あるいは経済的環境から、組織の変革行動

には、企業独自の変革行動があると考えられている。しかし、 C1活動を実施した後の成

果に対する認識の強い企業には、同様な施策を実施する傾向のあることと、それが変革プ

ロセスの各段階で共通していることが見いだされた。また、人事施策や組織改編施策も高

い割合で実施することも明らかになった。最後に、 C1活動において、組織が直面する祖

害要因について、三つ見いだすことができた。
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幸主

(1)アンケートの調査結果については、奥林康司他 (997)を参照のこと。

(2) V 1系の施策が完成すると、その時点で C 1活動の推進に終止符を打つ企業が多いとい
われている。梅津 (990)の指摘にもあるが、トップも社員もスローガンができ、マーク
が制定され、ロゴが決まるともう C1は終わったと認識してしまうことがある。しかし、
この点についてはどうであろうか。本調査では、前述の点について、 V 1系の施策{項目
5 )、スローガン(項目 7)、社名変更(項目 9)、プランド変更(項目 13)、広告展
開(項目 21 )これらの施策を実施して終了している企業を探索した。結果は、回答企業
8 0社のうち、 l社もない。つまり、企業は C 1活動について、 V1系施策だけで終了し
ていない、ということである。例えば、本調査の回答企業の中で、実施した施策の合計数
が一番少ない企業は、 2社(安藤建設、参天製薬)ある。実施した施策の数は両社とも 6
である。安藤建設の実施した施策は、デザ、イン系の変更等(3回実施)、新しい企業理念
の発表、広告展開(2回実施)である。参天製薬の実施した施策は、自社調査、社員意識
調査、 C1活動プロジェクトチーム設立、デザイン系の変更等、社訓・スローガン、広告

展開である。これらは、表 3ー 1-1の分類に従うと、 MI ・B 1系やその他の施策であ
る。これより、本調査の結果においては、 C1活動=VI系施策の実施という点を指摘す
ることはできない。

(3) C 1活動によって、組織変革を円滑に推進するためには、実施する施策が多様化し、そ
の数が増えていく傾向のあることは、表 3-4-3の結果より明らかになった。この結果
について、もう少し詳細に分析した結果が、表 3-4-17である。これは、各期聞につい
て、企業が実施した施策の数の増減によって、その変革の類型化し、その類型別の企業教
を調べたものである。例えば、①準備期く導入期<展開期の類型は、時間が経過するにつ
れて、実施する施策数が増えていく類型を示している。②準備期=導入期〈展開期の類型
は、準備期と導入期は実施した施策数が同数であり、展開期には、前の二期より増加して
いる類型を示している。

類型別にみると、類型①と類型⑧が多い。これは、施策が時聞が経過するにつれて増加
する類型(2 3社)か、あるいは、設定モデルの「③変革施策の実施」段階に施策を集中

させる類型(2 6社)の多いことを示している。
時聞が経過するにつれて、実施する施策が増加する企業は、類型①から③の企業である。

これは、 38社あり、約半数をしめる。その一方で、減少する企業は、類型④から⑥の企
業である。これは、 8社あり、それほど多くはない。

表 3-4-17 C 1活動の施策の類型別の企業数 (n=80)

類 型

①準備期く導入期く展開期

②準備期=導入期<展開期

③準備期<導入期=展開期

④準備期>導入期>展開期

⑤準備期=導入期>展開期

⑥準備期〉導入期=展開期

企業数

2 3 

1 0 

5 

3 

3 

2 

:内

;訳

;内

:訳

類 型

⑦準備期〉導入期〈展開期
-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.・. ... .... 

⑦ -1 :準備期 く展開期

⑦-2 :準備期 =展開期
⑦-3 :準備期 〉展開期

⑧準備期く導入期>展開期
-・・・・・・・・・--・・・・・・・・・・・.. ... .，. ... .... 

⑧-1 :準備期 〈展開期

⑧-2 :準備期 =展開期
⑧-3 :準備期 〉展開期

計

企業数

8 
-・・. ... .... 

3 

2 6 
-・・. ... .... 

1 1 
1 0 
5 

8 0 

注)表 3-4-17で、 C1活動の準備期には、類型④、⑥、⑦-3を、 C1活動の導入期
には、類型⑧を、 C1活動の展開期には、類型①、②、⑦ー1を合計している。その他の
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類型③、⑤、⑦ー2は同数のため除外した。

ω組織変革と組織改編施策について、ナドラー他 (Nadler.et.. al. .1995 )は、組織の基

本的な構造をやり直すことは変革行動の強力なテコになることと、多数の人聞の行動に非
常に影響を与える手法であることを指摘している。これは、組織構造は目に見える部分が

多く、よって人々は有形の変化に気づくことによる。つまり、役割、関係、仕事を改正す
ることにより、古くからの相互作用とものごとを遂行するパターンが崩れる結果となって、
枠組みを壊す力になる、ということである。ただし、ナドラー他 (Nadler.et..al..1995) 
は、組織構造の変革の際に他の要素(例えば人間と非公式組織)に目を向けなかったため

に失敗に終わる場合もある、と指摘している。若林他 0989.1990.1990の研究結果もこ
の点と同様な点を指摘している。

(5)組織変革と人事施策について、ナドラー他 (Nadler.et.. al.. 1995 )は、組織変革の方
向を支援する仕組みの制定や改定の必要性と変革と一致する報奨制度の制定を指摘してい

る。コッター (Kotter.et..al..1992)も、企業文化の変革に成功した企業 10社のケー
スについて、行動を重視したリーダーの率先行動の重要性を指摘すると同時に、階層の簡
素化、組織の再編成の推進、採用や昇進の先行基準の変更を考慮する必要性のあることを

指摘している。なお、 C1活動で実施した人事施策についての調査として公表されている
ものに、労政時報 (988)がある。
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。)組織変革とその成果について、キンパリーとニールセン (Kimberlyand Nielsen.1975 ) 
は、組織開発の一環として(具体的には、チームづくり)介入策による組織成果に関する
研究を実施している。対象は、自動車部品の製造工場の課長以上の管理者である。結果と
して、組織風土の改善と管理者行動の改善がよりよい協働関係、問題解決の改善をもたら

し、組織産出量の増加や予測可能性を高めるような討議ををもたらすという仮説を実証し
ている。ただし、この実証研究は調査対象企業が 1であるために、この因果関係の特定に

は問題がある面もある。また、フレンチとペル (Frenchand 8ell.1978)は、組織変革の

成果を裏付けるものとして 9つの研究をレピ品ーしている。その結果として、成果認識に
関する研究の多くないことと、その評価自体に関する問題を指摘している。

両研究からは、組織変革後の成果追跡という分野については、実証例と研究の蓄積がま
だ十分ではないと考えられる。つまり、組織変革の成果に対する研究例はあまり多くない
といえる。組織変革後の成果を検証可能にする次元の開発が今後の課題であると考えられ
る。 C1活動においてもこの点については、同様である。

(8)組織変革の後の成果の検証について、へイスラー (Heisler.1975)は、 63の組織を対

象にした研究を実施している。これによれば、組織変革について組織が抱いている最も大
きな批判は、その成果を評価することのむずかしさであるとを指摘している。つまり、組

織変革を追跡し、その成果を評価することのむずかしさを指摘している。

(9)組織変革の阻害要因の除去について、ザ、ンドとソレンセン (Zandand Sorensen.1975) 
は、組織変革の「解凍」段階がきわめて大切であることを指摘している。つまり、 「解凍」
段階に充分に組織変革に対して準備ができていれば、組織変革は好意的に推進されている
としている。そして、レヴィン (Lewin.1947>の組織変革モデルの実証研究をとおして、組

織変革の全体の成功とその「再凍結」化は、 「解凍」段階と「移行」段階の成功に依存す
ることを指摘している。
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主再 4 君主 C 1 ず舌聾bO.:>支芭 f主主白勺クラ事斤

第 1節 はじめに

本章では、企業インタビューの結果をもとに、組織変革の変革プロセスについて、さら

に詳細な分析をすることが目的である。分析の焦点は、組織変革の変革プロセスの各段階

が同時的に進行していることである。具体的に、企業は、 C1活動において設定モデルの

段階を同時進行的に施策を実施していることである。よって、以下の企業事例に共通の調

査課題は、企業が C1活動で実施する施策について、設定モデルをもとに同時進行性を見

いだすことである。ここで、個別企業の事例を詳細に検討することは、組織変革について、

アンケート調査では把握しきれない変革プロセスの実態を検討することに意味がある。ま

た、理論的および実践的合意を見いだす意味において有効である。

インタビューは、1996年 10月より 11月にかけて実施した。一部の企業はそれ以前

にもインタビューを実施している。インタビューを実施した企業は、アンケートの回答の

あった企業の内で、協力をえられた企業である。合計で 28社ある。インタビュー先は、

協力をえられた企業の C1活動の担当者である。インタビューの時間は、約 1時聞から 1

時間半である。インタビューの回数は、大半の企業について 1回である。中には、複数回

のインタビューを実施した企業もある。なお、インタビューの際に、 C1活動に関する企

業独自の資料も入手した。

本章で取り上げる事例の企業は、目立クレジット、三星堂、イシダ、昭和アルミの四社

である。

第 2節 実態把握と施策設定 に 特 徴 の あ る 事 例 { 目 立 ク レ ジ ッ ト )

目立クレジット (1)のC 1活動は、組織の実態を把撞し、組織変革の施策を設定し、その

施策を実施する点に特徴がある。ここで、分析の焦点をあてるのは、設定モデルの「②施

策設定」段階で実施される施策が、次の「③変革施策の実施」段階で実施される施策と同

時的に実施されていることである。また、この変革プロセスを可能にするために、設定モ
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デルの「①実態把橿」段階の施策が充実して実施されていることがある。具体的には、経

営方針や事業領域の策定施策とほぼ同時に経営理念の制定や V 1系の施策を実施している

ことである。

以下では、目立クレジットの C1活動について、その部分に焦点をあてて分析すること

にする。

同社の C1活動は、 1981年(昭和 56年) 5月、次年度に迎える創業 25周年記念

( 1 9 8 2年)の記念行事として募集した社内公募論文に C1戦略に関する論文が提出さ

れたことに端を発している。 1982年(昭和 57年) 1月に社長方針の一つに rC 1戦

略による企業イメージアップ」が掲げられ、 C1活動の準備がスタートしている。

198 3年(昭和 58年) 1 0月、小林社長は当時の導入の背景として次の 4点を述べ

ている。第一に、創立以来半世紀を経過し、業界有数の地位を占め、社会的責任を課せら

れるようになったことである。第二に、金融草命、情報革命、カード化社会の到来などの

経営環境の構造変化に対して適確に対応する必要性のあることである。第三に、価値観の

変化に対応し、企業の存在をきわだたせ、支持を得るにはコミュニケーション・システム

の確立が不可欠なことである。第四に、人と組織のダイナミズムを回復し、全社一丸とな

って企業活性化をはかる必要性のあることである。

同社は、 1982年(昭和 57年) 3月、 C1活動の研究・導入検討・推進していくた

めのプロジェクトチームとして、 C1委員会を設置している。問委員会は社長直結の組織

である。委員長は、当時の社長室長である。周年 4月より、以後、 3年におよぶ活動が開

始される。

1 982年(昭和 57年) 6月、 C1委員会の提案に基づき、同社の C1戦略の実施概

要が決定された。 1982年(昭和 57年) 7月より各種の調査が開始された。具体的に，

は、 「役員および幹部意見聴取」、 「印刷物・販促物等の収集」、 「拠点(顧客)訪問」、

「社員アンケート」、 「全国主要都市における消費者調査(個別面接)J、 「全国主要都

市における提携庖調査(個別面接)J、 「関係会社、マスコミ、競合他社インタピ aー」

である。併せて、同年 7月より、 [" C 1説明全国 PR行脚」を実施している。

以上の施策を実施していることが、同社の C1活動の特徴である。つまり、設定モデル

の「①実態把握」段階で、かなり充実した施策を実施しているといえる。多様な手法を駆
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使し、あらゆる対象に対して、企業の実態把握をおこなっている。このため、次段階への

移行がかなりスムーズにおこなわれている。この当時について、担当者は、 「徹底的にや

ったつもりです。悪いこともいいことも自分のことをよく知ろうと思いました(2)0 Jと述

べている。同社は、正確な実態把握が次の変革段階につながることを理解している。

1 983年(昭和 58年) 8月、 C1委員会は C1戦略の社内外への発表を提案する。

198 3年(昭和 58年) 1 0月 4日、 r C 1戦略・社内発表会」が開催された。このと

き、小林社長から、将来の経営方針、事業領域、企業スローガン、マーケティング・シン

ボルが説明された。

これらの施策が、設定モデルの「②施策設定J段階の施策に該当する。これらの施策と

ほぼ同時に、次のような施策が実施されている。

1 983年(昭和 58年) 1 0月から、 C1委員会は C1ニュースやポスターを通じて、

C 1活動の普及に努めている。 1984年(昭和 59年) 1月、マスコミ各社に同社のC

I活動の導入を発表している。以後、取引先にも説明パンフレットを配布し、同社の C1 

活動について理解を求めている。同社の C1戦略には、三つの柱がある。具体的には、

「経営理念・目標の確立」、 「ビジュアル表現の統合」、 「企業活性化」である。 r経営

理念・目標の確立」について、 1983年(昭和 58年) 6月から 8月にかけて、 C1委

員会は、 「目立クレジット綱領(=同社の経営理念)Jを制定し、それを定着 dせるため

に小冊子を全社員に配布している。これは、経営戦略の基本と従業員の意思決定や行動の

指針としての役割をもつことになる。 1983年(昭和 58年) 9月、役員会は、企業ス

ローガン「信頼を明日につなぐ」を決定した。これは、経営理念を社内外にコミュニケー

トするためのキーワードの役割をもつことになる。これについて、全社員の参加を求め、

r C 1ニュース」やポスターを通じて社内公募を実施している。 rビジュアル表現の統合」

について、 1983年(昭和 58年) 3月、 C1委員会は、 3種のマーケティングネーム

を選定している。同年 6月に、 C 1役員会は、マーケティングシンボル rNOVAJを決

定した。 r企業活性化」について、 1983年(昭和 58年) 1月、 C1委員会は、企業

活性化に関する骨子をまとめている。同年 4月、役員会は、 C1委員会の提案にもとづき、

2 0項目に集約された企業活性化・推進課題を決定する。また、同年 5月に、この中から、

9項目の「第一次・推進課題」を決定する。 1984年(昭和 59年) 3月、本社に「経

営革新本部」が設置され、この課題をもとに、経営改善や経営改革活動の統括機構として
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の活動が開始される。

これらの施策が、設定モデルの「③変革施策」段階の施策に相当する。

以上を検討すると、設定モデルの「②施策設定」の施策である経営方針と事業領域の策

定などの施策が、 「③変革施策に実施」段階の施策である経営理念、 V 1系、行動指針の

策定などの施策と同時的に実施されていることがわかる。つまり、充分な「①実態把橿」

段階を経て、 「②施策設定」段階の施策と「③変革施策」段階の施策が同時に実施され、

組織変革を推進していることがわかる。この点について、同社の担当者は、 「当時は短期

間にいろんなことをやりました。かなりスピードをあげてやったつもりです。組織の盛り

あがりもありました(3)0 Jと指摘している。同社は、次段階以降でこれ以外にも広告展開、

文化事業、人事報酬制度改定などの施策を実施している。また、社内広報による C1活動

の社内普及と啓蒙、成果検証を目的とするアンケートの実施などの施策も実施している。

以上より、同社が C1活動で実施した施策と特徴について、その概要をまとめたのが、

表 4-2-1である。

表 4-2-1 目立クレジットの C1活動の施策と特徴

設定モデル 実施した施策 特 徴

①実態把握の 1.イメージ調査 -実態把揮の充実

段階 2.アンケート調査 社員、提携唐、消費者、関係会社等
役員幹部ヒアリング 各種アンケート

②施策設定の 3.1ロ内外チームの発足 -社長直結の C1委員会設立

段階
. ... ... ... ... ... ..--. -.-... ... ... ... ... ... ... ... .... -・・・・・ー・・.... ... .....・・・・・ー・・..... ....・・・・・・・・...... ... ... .... 

③変革施策の 11.将来経営方針策定 -三つの C1戦略の柱

実施設階 4.新企業理念 -多様な施策を変革施策として同時的に実施

5. V 1系施策
7.社是社訓・行動指針

④定着施策の 10. 新商品開発 -多様な施策
実施段階 15. 人事報酬制度改定 • C 1活動の普及と啓蒙に注力

17. 企業グループ結束
18. 文化事業の実施

21.新広告展開
22. 他運動との連携

23. 00運動スタート
26. 社内広報活性化

27. 福利厚生制度

30. その他

⑤成果検証の 19. アンケート実施 -コミュニケーションツールの充実

段階 社内報や C1広報誌
-成果検証{管理職アンケートや論文募集)
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注)表 4-2-1の中で、実施した施策については、本調査のアンケートに同社より回答
のあったものである。左端の番号は、表 3-1-1の中の施策番号を示している。

第 3節 変革施策の実施に特徴のある事例(三星堂)

三塁堂ωのC1活動は、同社の経営戦略と強く関連づけて、設定モデルの「③変革施策

の実施」段階で実施される施策が充実していることに特徴がある。具体的には、設定モデ

ルの「②施策プログラムの設定」段階で実施される施策と「④定着施策の実施」段階で実

施される施策が、 「③変革施策の実施」段階で同時的に実施されていることである。

以下では、三星堂の C1活動について、その部分に焦点をあてて分析をおこなう。

同社は、 C1活動を 1994年(平成 6年) 4月から実施している。当時、 C1活動を

実施した目的は、二つある。第一は、業界の環境変化である。これは、 1992年(平成

4年)に医薬、薬価制度のしくみが行政主導で変わったことと、業界の低成長に対応する

ために、あらゆる意味で組織変革がせまられていたことによる。第二は、 1992年(平

成 5年) 1 0月、創業 95周年の記念イベントの立案時に、 C1活動の実施が社内意見と

して取り上げられたことである。つまり、周年事業として実施されたということである。

同社は、 1991年(平成 3年) 4月から、 20 0 3年(平成 15年) 3月末までの 1

2年聞について、 3年ごとの四つの中期計画を含む、長期計画をたてている。具体的には、

次のとおりである。四つの中期計画とは、改革期、挑戦期、展開期、開花期である。改革

期(平成 3年 4月~平成 6年 3月)は、以前より社内外から大きな改革がある期間である。

挑戦期(平成 6年 4月~平成 9年 3月)は、地域の卸業から健康を総合的にサポートする

企業へ変身する期間である。展開期(平成 9年 4月~平成12年 3月)は、その変身した成

果を出す期間である。

開花期(平成12年 4月~平成15年 3月)は、それまで成果を充実させる期間である。

1 993年(平成 5年)末に、常務取締役を最高責任者にプロジェクト C2委員会(同

社の C1活動の推進組織の名称)が設置された。以降、この委員会を中心に、この長期計

画の一環として同社の C1活動が推進される。

ここまでの施策が、設定モデルの「②施策設定」段階の施策である。

その後の C1活動について、担当者は、 「新しい三星堂は何かを模索した。イメージ戦
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略ではない。新しい三星堂の創造、企業コンセプトをかためようということである。その

ために 3つの部会をつくった。①企業コンセプト部会、②ビジュアル部会、③活性化部会

である。社内的な重要度としては、①③②の順である (5)0 Jと指摘している。経営戦略と

C 1活動の関連について、担当者は、 i 1 9 9 4年(平成 6年) 1月より企業理念の再構

築をおこなった。同時に、基本的な経営戦略の策定をおこなった。その一つが、本業の高

度化である。この内の一つが、量的高度化である。これは、地域の業者(近畿圏内)から

全閣を視野にいれた企業への脱皮をはかることが目的である。例えば、 1994年(平成

6年) 1 0月に北陸に支唐(金沢)を開設したことがある。第二が、質的高度化である。

薬品の卸機能は労働集約型である。これを知識集約型に変えることを目的にしている。こ

れにともなって、業務改革を実施し、 1994年(平成 6年) 1 0月より継続している。

また、同時に経営戦略として、本業の周辺に多角化をはかる意味で、エッジアウト戦略

(同社の事業多角化戦略の名称)を実施している (6)0 Jと指摘している。

以上を検討すると、同社は、長期計画と経営戦略に関連して、設定モデルの「③変革施

策の実施J段階に、 「②施策設定」段階と「④定着施策の実施」段階で実施される施策を

同時的に実施している。前者については、 1994年(平成 6年) 1月に、経営方針や事

業領域の策定などの施策を実施している。担当者は、当時について、 i 1 9 9 5年(平成

7年)が第四の創業期の幕開けと位置づけている。戦略を明確化し、その戦略に基づいて

C 1活動が進められているという意味で、社内ではすごいターニングポイントであった例。

」と指摘している。後者については、同時期に、エッジアウト戦略と関連して、以前から

実施されてきた QC活動などの社内運動と連携して、 C1活動を実施している。これによ

って、 C1活動をさらに有機的に推進することが可能になっている。そして、同社は、 C

I活動にともなって、 1994年(平成 6年) 1月より、経営理念、行動指針の策定とい

う設定モデルの「③変革施策の実施」段階の施策を実施している。

これらを検討すると、設定モデルの「③変革施策の実施」段階に「②施策設定」段階と

「④定着施策の実施J段階の施策が同時的に実施され、変革プロセスが進行していること

がわかる。

その後、同社は、 C1活動を定着させるために、 1995年(平成 7年) 1月から組織

改革と人事制度の改定をおこなっている。とくに、 1996年(平成 8年) 8月におこな

った組織改革については、役職を部長とリーダーに二本立てにし、意思決定を迅速にでき
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るようにしている。

同社のこのような変革プロセスについて、担当者は、 「業界の環境から変化しているの

で、社内からも変わるべきだと徹底的に意識変化をはかった。同社の C1活動は一つの経

営戦略である。よって、経営戦略との関連が非常に強く、それを核に施策を実施している。

C 1活動は、それ自体、単独活動で変化をうむことを期待する活動でなはい。しかし、当

社の経営戦略を考慮すれば、従業員の意識や行動は変化せざるをえない。そこで、意識と

行動の変化を伴う実体である C1活動が必要になってくる(8)0Jと認識している。

同社は、これ以外にも、 C1活動で多様な施策を実施している。例えば、設定モデルの

「①実態把握」段階で、イメージ調査や各種アンケートの施策を、 「④定着施策の実施」

段階で、肩書や部・課の呼称変更、福利厚生施設の建設などの施策を、 「⑤成果検証」段

階で社員や取引先へのアンケート調査の施策を実施している。

同社が C1活動で実施した施策と特徴について、設定モデルをもとにその概要をまとめ

たものが、表 4-3-1である。

表 4-3-1 三星堂の C1活動の施策と特徴

設定モデル 実施した施策 特 徴

①実態把握の 11.イメージ調査
段階 1 2.アンケート調査

②施策設定の I3川ク山の発足
段階

-実態把撞の充実
社員、得意先、銀行、メーカー等

-中長期計画の中での明確な位置づけ
.経営戦略との関連を重視
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④定着施策の I6.新規事業 |・社員の参画の重視

実施設階 1 12. 組織改編
I 14.肩書の呼称変更 |・組織変革施策の多様き

15.人事報酬制度改定
18. 文化事業の実施
20. 新規事業部設置

21.新広告展開
25.部課の呼称変更
26. 社内広報活性化

27. 福利厚生制度
28. 自社施設の開放
29.新社屋等の建設

⑤成果検証の ¥19. アンケート実施

段階

-成果検証を重視
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注)表 4-3-1の中で、実施した施策については、本調査のアンケートに同社より回答
のあったものである。左端の番号は、表 3-1-1の中の施策番号を示している。

第 4節 定着施策の実施に特徴のある事例(イシダ)

イシダ(9)のC 1活動は、新しく設定した経営理念を中心に変革施策を実施し、定着のた

めに徹底的な人事制度の改定や見直しをはかっていることに大きな特徴がある。具体的に、

同社は、設定モデルの「④定着施策の実施」段階で実施される施策を「③変革施策の実施」

段階から同時的に実施し、とくに人事施策に注力して施策を実施している。

以下では、イシダの C1活動について、この部分に焦点をあてて分析をおこなう。

同社は、 C1活動を 1990年(平成 2年) 1 2月に社長以下役員による rC 1委員会」

を設置し、その下部組織として 30歳前後の社員 26名による rC 1実行委員会」を設置

してスタートしている。

C 1活動を実施した背景には、社名変更の必要性が生じたことがある。これは、同社に

とって、ハカリのみのメーカーにとどまらない事業領域を確立してきたものの、ハカリ以

外の周辺分野へ事業をのばしていくのに障害になりかねないという懸念が指摘されるよう

になったことによる。また、社内の若手社員の中に「衡」を「ハカリ」と読める者が少な

くなってきたという時代を反映した面も少なからず問題になっていたこともある。第二に、

199 3年(平成 5年)の創業 100周年に向けて、周年事業に社内的な注目が集まった

ことによる。これによって、社内提案から意識変革を目的とした全社活動である C1活動

が取り上げられることになった。

同社は、 C1活動の一環として、まず、 1991年(平成 3年)に全社員対象にアンケ

ート調査を実施している。また、同時に管理職、役員、代理底、顧客を対象にインタピュ

ー形式による聞き取り調査を実施している。これは、現状のイシダの問題点を抽出するこ

とを目的にしている。ここで明らかになったことが、次のように要約されている。第一に、

大企業病と中小企業病に両方にかかっていることである。第二に、新企業理念体系の再構

築が必要になったことである。

これらをうけて、同社は、 1991年(平成 3年) 7月に C1実行委員会の第一回会議、
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同年 8月に C1委員会・ C1実行委員会合同会合を実施している。そして、 1991年

(平成 3年) 8月に rC 1ニューズレター」が創刊されている。この広報活動は、全社員

にC1活動の意識高揚をはかるために実施された。同時期、問委員会は社員の C1活動意

識ギャップ調査を実施している。具体的には、経営理念と現状について任意抽出した社員

2 3 0名を対象に実施している。この結果をもとに、同年 9月より各委員会や新設された

分科会で議論がたたかわされた。

1 992年(平成 4年) 3月に、専任担当者による C1プロジェクト事務局が新設され、

本格的な C1活動を実施する体制が整えられた。同年 4月に、 r C 1企業コンセプト策定

委員会」が設置され、三回にわたってミドルクラスによる検討会が実施されている。 、-、，

で検討された「イシダの強みと弱み」、 「企業理念」、 「事業領域Jr経営課題」、 「企

業コンセプト」が石田社長に報告された。これをもとに、同年 6月「企業コンセプト策定

会議」が開催された。これが同年 8月に発展的に解散し、代わりに rC 1拡大委員会」を

設置し、その下部組織として三分科会(経済性・人間性・社会性)を設けている。

この間も、 C1コンセプト策定の作業は進められている。同社が新しく策定した C1コ

ンセプトは、次の四つである。第一に「目指すべき事業領域」である。これは、従来の技

術蓄積を核に「トータルシステム開発産業」を目指すと定義している。第二に、 「実現す

べき社会的役割」である。これは、 「クオリティ・オプ・ライフへの貢献」として、消費

者、ユーザーへ安心と信頼を与え、新しい価値を創造・提供することと定義している。第

三に、 「とるべき行動規範」である。これは、豊かな感性と戦略発想のもと、創造と革新

に挑戦する課題解決型集団を目指すと定義している。第四に、 「私たち自身がっくりだす

企業風土」である。これは、 「いきいき!のびのび IJ、 「青春のハートを持つ会社」に

チャレンジすることと定義している。

ここまでの施策が、設定モデルの「①実態把橿」段階と「②施策設定」段階で実施され

る施策である。

これらをふまえて、 1992年(平成 4年) 9月に石田社長から新理念体系「企業理念」

、 「経営理念J、 「行動理念」の発表が全社員の朝礼時に実施きれた。社員全員が持つべ

き共通の価値基準を再構築し、その概念を体系化したのが新企業理念体系である。企業理

念には、 「世の適者」を掲げている。経営理念として、同社は、 「共創」を打ち出してい

る。行動理念として、 「三方良し」の精神を明確化した。同年 10月に、全従業員に新社
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名「株式会社イシダ」と新しいコーポレートマークが発表され、同年 12月に対外的に公

表された。ここまでの施策が、設定モデルの「③変革施策の実施」段階で実施される施策

である。この時期に、新事業所の建設(滋賀工場用地の再開発)、若手の女性タレントを

起用した新たな広告展開、福利厚生制度の見直しの施策が同時に実施されている。

これらの施策は、設定モデルの r@定着施策の実施」段階で実施される施策である。

「④定着施策の実施」段階の施策が「③変革施策の実施」段階で、同時的に実施されてい

ることがわかる。

同社の C1活動の大きな特徴に、 C1活動を定着させるために、設定モデルの「④定着

施策の実施」段階で、徹底的な人事制度の見直しを実施していることがある。同社は、 1

992年(平成 4年)に設置された rC 1拡大委員会」によって、人事制度全般に関する

見直しに着手している。時期的には、新経営理念が発表された前後である。同時に、 30 

名の社内メンバーによる「トータル人事制度の構築委員会」が設置された。そして、それ

まで rC 1拡大委員会」が検討してきた案をもとに、この委員会でさらに実現に向けて検

討が重ねられている。その後、 1994年(平成 6年) 2月より、実際の人事制度の改革

に着手している。これは、同社の人事制度について、既存の制度を見直すことや新たに制

度を新設することが含まれている。具体的には、目標管理制度と職能資格制度の再構築、

人事考課制度、賃金制度、昇格・昇進制度の改定である。例えば、人事考課制度(1 9 9 

4年 2月より)も新しく策定した制度である。賃金表を新しく策定し、賃金について社内

にオープンにした。そして、意味のある賃金制度という視点から、職能給+本人給に改定

している。よって、退職金もポイント制へ改定されている。工場や研究所の技術系には、

裁量労働制を新しく導入している。また、組織の管理規定の見直しをはかり、部・課・役

職名の定義をおこなっている。これにより、人に合わせて組織をつくり、組織分化をおこ

なっている。組織は、フラット化し、スリム化した。組織のフラット化にともなって「さ

ん付け運動」と「任期制」を推進している。 r任期制」とは、役職者の任期を 2年ごとに

見直す制度である。これは、組織の管理規定によって、部署の定義が明確になり、それに

ともなって、能力的にふさわしい人がその役職を任期の期間だけまかされる、という制度

である。

この時期、同時に、人事制度の審査委員会として、第二人事部をつくっている。これは、

社内の影の人事部として、制度の情報公開と一方的な制定を抑止する役目を果たすことに
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なる。

以上を検討すると、同社は、 C1活動の定着施策として、人事施策について徹底的に見

直していることがわかる。また、これらの人事施策の見直しについて、設定モデルの「③

定着施策の実施」段階から開始していることもわかる。これは、設定モデルの f@定着施

策の実施」段階の施策が、その定着を向上させるために、設定モデルの f@定着施策の実

施J段階から同時的に実施されていることを示している。これについて、担当者は、 「現

実と理念を埋める施策は何かをを模索した。年功主義の処遇や人事制度にあるのではない

か。で、あればこれらを抜本的に見直すことにした。人事制度というのは、いままでプラ

ックボックス的であった。つまり、社員にはほとんど実感がないし、また理解もしていな

い。よって、人事制度については、今までと遭ってできるだけオープンになるようにした

Ul)o Jと指摘している。そして、この考えのもとに、人事制度に関連するすべての制度、

具体的に、職能、教育、研修、賃金、退職金、賞与などのすべての制度について見直して

いる。ただし、この人事制度の見直しが社内でスムーズに推進していったわけではない。

この点について、担当者は、 「こういうことは血を流さないとできない。組合からの抵抗

もあった。しかし、新しい人事制度を実施するに際しては、能力のある部長クラスも引き

込んで、やや強引に導入をはかったω。」というかなりな覚悟をもって推進している。

同社が、とくに人事制度に C1活動の主力をおいたのは、 f C 1活動の着手前の調査で、

人事制度に関連する意見が多く出された。また、そういう分析結果もあった。また、ある

会議で自由に発言させたら、かなりの意見がでた。その意味では価値のある調査であった

と思う。しかし、結局、っきつめると年功主義にいくことになる。よって、能力主義に変

更しょうかとなるかところが、よくそれらの意見を聞いてみると、会社の人事制度を理解

していないことがわかった。つまり、単なる人事制度に対する不満であった。当初の会議

では、本当に幼稚な賃金論しか意見としてでてこなかったω。」という理由による。

これらを検討すると、同社の C1活動の変革プロセスがうまくいったのは、阜い段階か

ら、人事制度に対する理解の低さという企業の実態を把握し、 C1活動の推進要因と定着

要因として人事制度の見直しに注力した結果であると指摘できる。

以上、同社が C1活動で実施した施策と特徴について、設定モデルをもとにその概要を

まとめたものが、表 4-4-1である。
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表 4-4-1 イシダの C1活動の施策と特徴

設定モデル 実施した施策 特 徴

①実態把握の 1.イメージ調査 -徹底的な実態把握と普及活動

段階 2.アンケート調査 -委員のミニ7ジトト、全社員対象の7けート
-新入社員、中堅社員、管理職、役員の聞き

取り調査
-社員 C1意識ギャップ調査(一部)
-代理唐および顧客に対する聞き取り調査
-広報誌による普及活動

-社長との討論会

②施策設定の 3. 1n:ixクトチームの発足 -全社員への啓蒙活動{講演、説明会)

段階 -実行委員会の合宿会議

③変革施策の 4.新企業理念 -企業理念、経営理念、行動理念の策定

実施設階 5. V 1系施策 -行動の核となるビジョン創造

7.社是社訓・行動指針 -人事制度の徹底的な見直しの開始

9.社名変更 -定着施策の早期より実施

11.将来経営方針策定
18. 文化事業の実施

21.新広告展開
23. 00運動スタート
27. 福利厚生制度
29. 新社屋等の建設

--.. ... ... ... ... .... -・.-.-. ... ... ... ....・・・・・・司..... -・・・・・・・・・ー・ー........・・・・・・・・..... ....・・・・・・ーーー..... ...・・・・ー.. 

④定着施策の 6.新規事業 -組織変革を定着するための徹底的な人事制

実施段階 10. 新商品開発 度の改革

12. 組織改編 考謀、賃金、昇格、昇進、福利厚生等

14.肩書の呼称変更 -部、課および役職名の明確な定義

15. 人事報酬制度改定 これによって、社内ポストが決まる

17. 企業グループ結束 -第二人事部の設置

20. 新規事業部設置

24. 教育制度
26. 社内広報活性化

⑤成果検証の

段階

注)表 4-4-1の中で、実施した施策については、本調査のアンケートに同社より回答
のあったものである。左端の番号は、表 3-1-1の中の施策番号を示している。

第 5節 阻害要因の除去に特 徴 の あ る 事 例 ( 昭 和 ア ル ミ )

組織変草モデルのレビューから示唆されることと設定モデルから予測される課題でも指

摘したことに、組織は、組織変革の変革プロセスの途上で、組織変革の阻害に直面するこ

とがある。

本調査のアンケートの統計分析では、 C1活動の阻害要因として、 C1活動の定着施策
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の未構築、社内風土、社内への普及に課題のあることを見いだすことができた。

昭和アルミ ωのC1活動は、全員審加によって C1活動を推進し、その匝害要因を除去

していることに特徴がある。具体的には、設定モデルの「①実態把撞J段階、 「②施策設

定J段階、 f@変革施策の実施」段階の三段階で組織が直面する匝害要因について、全員

参加によって除去していることである。同社は、これによって、統計分析の結果で見いだ

した社内風土と社内への普及の課題という阻害要因をうまく除去している。また、設定モ

デルの「③変革施策の実施」段階で実施する施策を「④定着施策の実施」段階で実施し、

充実させることによって、 C1活動の定着施策の未構築という阻害要因をうまく除去して

いる。

以下では、昭和アルミの C1活動について、この部分に焦点をあてて、分析をおこなう。

同社の C1活動は、 1990年(平成 2年)にスタートしている。同社が、 C1活動を

実施した背景には、好業輔のわりに企業体質自身は停滞ぎみであるという経営上の問題が

ある。第二に、同社をとりまく経営環境の急激な変化がある。第三に、長期ビジョンの必

要性がある。これは、経営環境の変化のスピードが早いため、簡単に変更することのない

ような長期的なピジョンの必要性が社内でさけばれるようになったことである。

同社は、石井社長の指示のもとに、経営企画部を中心に経営理念づくりを核としたイノ

ベーション活動(同社の C1活動の名称)を実施した。石井社長は、事業部制の導入によ

って確かに利益追求型の経営体質にはなったものの、経営戦略や組織改革が優先されたこ

とに危倶を抱いていた。つまり、企業の収益性は上昇したが、社員一人ひとりの意識や行

動、また組織の風土は改善されたわけではなかったのである。よって、石井社長は、企業

の経営姿勢や社員の行動規範の根本となるものをつくる必要性を強く感じていた。

まず、経営理念づくりは、 1990年{平成 2年) 5月、社員の意識調査(アンケート)

、若手による社内外のヒアリング調査、若手チームによるミィーティング(計 4回実施)

から開始された。この結果、経営戦略が優先し、人の育成や意識改革が遅れていることが

明らかになった。役員による討議の結果、社員の手による理念づくりと理念浸透が決定さ

れた。よって、 1990年(平成 2年) 7月、企業理念づくりに取組むことを正式に経営

会議で決定した。この席で決定されたことは、①会社をあげて企業理念づくりに取り組む、
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②組織活性化のための運動を展開する、③人材開発システムを再構築し、活性化の仕組み

として維持できるようにする、の三つである。同時に、プロジェクトチームが二つできた。

一つは、企業理念グループであり、もう一つは、活性化システムグループである。このプ

ロジェクトチームは、社長直結の組織となり、本社役員を中心に顧問組織がつくられ、事

務局は経営企画部におかれた。また、この活動を推進するために、機関誌として「ときめ

き発信」が作成された。

1 990年(平成 2年) 8月、石井社長をトップに、経営トップ(会長、社長、専務)

に対してプロジェクトチームによるヒアリングが開始された。この後、事業部長、部門長、

関係会社、退職者、 C1活動の先輩企業、各事業所の総務部門代表、各事業部の企画管理

部門代表に対してヒアリングが継続された。同時期、石井社長は、社内報と新聞でこの企

業理念づくりを宣言している。

1 990年(平成 2年) 9月東京本社で、社内放送を通して、石井社長は理念づくりの

イノベーション活動のスタートを宣言している。同時に、社長と役員で、理念づくりをア

ピールするための職場巡回が開始された。これから、全職場で、理念づくりのための職場

ミーティングが実施された。ここでの意見は、代表者がまとめ、全社各階層別代表による

r 1 2 0人ミーティング」で討議されている。この r1 2 0人ミーティング」は、 199

0年(平成 2年) 1 0月に 2回実施されている。さらに、同時期、ここでの意見を具体化

するために「絞り込みミーティング」を実施し、再度討議している。 1990年(平成 2

年) 1 1月、 2回の役員会で理念がためがおこなわれた。経営会議(専務以上)の合宿の

席でも議論された。この時期、プロジェクトチームは、再度社員アンケートを実施してい

る。これは、プロジェクトチームがまとめた経営理念の素案である三案について、面接方

式にて意見を聞いている。

199 1年 2月、プロジェクトチームの解散によりイノベーション推進プロジェクトチ

ームが発足した。このチームの役割は、理念の浸透とイノベーション活動の推進役である。

浸透作戦の展開は、理念にもとづく職場での目標づくり、新しい体制・制度の確立、幹部

の研修、経営陣と社員のふれあいなどである。

ここまでの施策が、設定モデルの「①実態把握」段階と「②施策設定」段階で実施され

た施策である。ここまでも、社員アンケート、各種のヒアリングによる実態把握、推進チ

ームによる活動推進や提案活動、各種のミィーティングによる普及活動が実施されている。
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これらは、すべて、経営理念づくりということを目的に推進されている。

これらと同時的に、 1991年(平成 3年) 1月、石井社長によって企業理念が決定さ

れた。 1991年(平成 3年) 3月、理念発表が石井社長によっておこなわれた。企業理

念は、 「存在理由」、 「経営方針」、 「行動指針」の 3本柱である。この発表については、

各地で企業理念発表式典が開催された。その準備に際して、各事業所や支唐で、実行委員

会が結成された。 1991年(平成 3年) 4月より、新しい企業理念を浸透させるために、

「理念解釈ミーティング」が各職場で実施された。この段階から、全体的なスケジュール

や問題提起は、イノベーション推進プロジェクトチームがおこない、実際の推進や浸透活

動は各事業部や事業所が母体となっておこなうことになった。そこで、新たにイノベーシ

ョン活動を推進する社内体制ができあがった。それが、イノベーション実行委員会である。

この時期でも、従業員をできるだけ C1活動に参加させるようにいろいろな仕掛けが実

施されている。ある職場では、毎朝の理念唱和が開始された。企業マインドブックも配布

された。また、ある職場では、社員の申し入れにより、能力開発講座を設置するところも

でてきた。

199 1年(平成 3年) 6月、役員研修会で、理念の具現化について討議された。この

席上で、経営陣と社員がぎっくらぱんにワイワイガヤガヤ話し合える場をつくる、という

観点から、同年 8月より「ふれあいミーティング」が実施されることになった。これは、

経営陣が各職場を訪れ、職場の代表メンバーと意見交換をする場である。ここまでの施策

が、設定モデルの「③変革施策の実施J段階で実施された施策である。ここでも、できる

だけ従業員を C1活動に参加させるという同社の考えは変わっていない。この点について、

担当者は、 「過去、 QC運動やその他の活性化活動はやってきた。しかし、理念づくりや

情報の共有化ができたのは今回だけではなかったか。上司と部下、同僚、他部署同士でも

共有できたω。」と指摘している。推進チームの活動、従業員の参加によって、社内普及

と社内風土の問題という阻害要因を克服している。

同社は、設定モデルの「④定着施策」段階で多様な施策を実施していることも特徴であ

る。具体的に、新規事業の開発、組織改編、 V1系施策、新商品の開発、人事制度の見直

しなどの施策を実施している。これを検討すると、同社は、新規事業の開発や V1系施策

などの設定モデルの「③変革施策の実施」段階の施策を「④定着施策」段階で同時的に実

施していることがわかる。また、その定着施策として、かなり細かく施策を実施している。
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例えば、人事制度については、能力主義的にしたが評価が相対的であったので絶対的評価

と加点主義にしている。具体的に、 1991年{平成 3年) 2月、プロジェクトチームの

一つのチームである活性化システムグループが、 「活性化のための人材開発システムの基

本構想の提言」を経営会議に提出した。この後、活性化システムグループは解散し、人材

開発部に「人材育成システム開発チーム」が発足した。 19 9 1 (平成 3年)年 8月、人

材育成システム開発チームによる新人事制度が発表された。同時に、この新制度を説明す

る社内セミナーがが各地でスタートした。新人事制度では、能力開発評価制度と人事評価

制度が 2本住になっている。能力開発評価制度は、 「スター制度」と呼ばれた。この制度

の基本的な考え方は、個人の自己実現欲求の充足、マネジメントの意識改革、人を大切に

する人材育成である。そして、この基本的な考え方をもとに、目標による管理、自己申告

制度、面接制度の刺点を活かして一つにまとめた制度である。人事評価制度の基本的な考

え方は、人事評価の目的を能力開発に重きをおいたものとする、公開主義により公正さと

明朗さを鮮明にする、評価の基準をより具体的なものにする、自己評価を組み入れる、絶

対評価の思想を導入することを基本軸にしている。新人事制度の第二弾は、 1992年

(平成 4年)の年頭に発表された。それは、ローテーション制度、職種転換制度、自己啓

発支援制度、リフレッシュ休暇である。また、 1992年(平成 4年) 4月、その第三弾

として、育児休業制度、育児時間選択制度、介護休業制度が導入された。教育制度では、

大きな変化はないものの自己研績を奨励している。研修制度では、中高年のリフレッシュ

セミナーを開始している。

ここまでの施策が、設定モデルの「④定着施策の実施J段階で実施された施策である。

多様な施策が実施されていることがわかる。定着施策の未構築という C1活動の阻害要因

について、多様な施策を実施することによって克服しているといえる。例えば、人事制度

についても、かなり多様な施策を実施していることがわかる。これらを検討すると、同社

は、設定モデルの「②施策設定」段階と「③実施施策の実施」段階で全員参加による C1 

活動の阻害要因を克服している点とあわせて、 C1活動をうまく推進している。

担当者は、同社の C1活動について、 「モノづくりをするのに際して、工場から営業ま

で、 QC、TQC等の改善活動はおこなってきたが、本当に効果があったか疑問のあった

ことから、現在のような活動に切り替えた。ボトムアップで活性化を考え、全員審加型で

理念をつくろうと提案グループがやった。(担当者自身) 3 5年会社にいたが社長から社
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員まで一体としてコミュニケーションをやったのは始めてという感じをもった。おもしろ

かった、役員が入ってきて上下関係なくやったという印象である。今は一体化しているし、

理念も浸透している。前にもある活動をやったことがあるが、ここまでの盛り上りはなか

った帥。」という強い印象を抱いている。そして、業績との関連においても、 「収益面で

は貢献している。今年度(平成 8年度)は、中間決算で 76%の売上増である制。」とい

う結果を出しており、さらに C1活動を推進する結果になっている。コッター (Kotter. 19 

96)の指摘する組織変革を円滑に推進するために短期的成果を実現することにもうまく成

功している。

同社が C1活動で実施した施策と特徴について、設定モデルをもとに、その概要をまと

めたものが、表 4-5-1である。

表 4-5-1 昭和アルミのC1活動の施策と特徴

設定モデル 実施した施策 特 徴

①実態把握の 1.イメージ調査 -実態把撞の充実(社員、経営層を対象)
段階 2.アンケート調査 若手社員の参画

②施策7ログラム 3. 1ロ内外チームの発足 -ミィーティングの繰り返し
の設定段階 (1 2 0人、絞り込み、理念解釈等)

③変革施策の 4.新企業理念 -職場単位での自主的な活動へ展開
実施段階 16.職場での活動推進 徹底的な社員の参加を意図する

-・・・・・・・・・・・・・・・・・.. . _.. ... ... ... ... ....・.... ..'・.... -・・・・・・・・・・・・ー・・・・・..-... ... ... -.. ... ... ... ... ... ... ... ... .... 

④定着施策の 5. V 1系施策 -ビジョン創造にもとづくさらなる推進
実施段階 6.新規事業 -多様な定着施策を実施する

7.社是社訓・行動指針 -人事制度の見直し
10.新商品開発 評価、自己啓発、福利厚生等
11.将来経営方針策定
12.組織改編
14.肩書の呼称変更
15.人事報酬制度改定
23. 00運動スタート

⑤施策効果の 19. アンケート実施
追跡段階

注)表 4-5ー 1の中で、実施した施策については、本調査のアンケートに同社より回答
のあったものである。左端の番号は、表 3-1-1の中の施策番号を示している。

第 6節むすび

本章では、企業インタビューの結果の定性的分析によって、組織変革の変革プロセスの
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詳細な分析をすることが目的であった。その分析の焦点は、変革プロセスにおける同時進

行性を見いだすことであった。

目立クレジットの企業事例では、設定モデルの「②施策設定」段階の施策と「③変革施

策の実施」段階の施策が同時的に実施されていることを見いだすことができた。そして、

変革プロセスを効果的に進行させるには、設定モデルの「①実態把握」段階の施策を充実

して実施することがカギであることも明らかになった。三星堂の企業事例では、設定モデ

ルの「②施策設定」段階の施策と「④定着施策の実施」段階の施策が、 r@変革施策の実

施」段階の施策と同時的に実施されていることを見いだすことができた。また、そのため

には、経営戦略と経営方針に明確な関連をもって C1活動を実施することがカギとなるこ

とも明らかになった。イシダの企業事例では、設定モデルの「④定着施策の実施」段階の

施策が、 「③変革施策の実施」段階から意図され、同時的に実施されていることを見いだ

すことができた。ここでは、 C1活動を定着させる方法として、徹底的な人事制度の新設

や見直しによって成果をあげていることが明らかになった。昭和アルミの企業事例では、

設定モデルの「①実態把撞J段階、 「②施策設定」段階、 「③変革施策の実施」段階で、

できるだけ従業員を C1活動に参加させることによって、 C1活動の阻害要因である社内

風土や社内への普及の課題を克服していること見いだすことができた。また、設定モデル

の「④定着施策の実施」段階で、 「③変革施策の実施」段階の施策と同時的に、多様に施

策を実施することが、 C1活動の阻害要因である定着施策の未構築の課題を克服できるこ

とも明らかになった。

企業インタビューの結果の定性的分析の結果、少数の企業事例からではあるものの、前

章で指摘された変革プロセスにおける同時進行性を見いだすことができた。

また、本章の定性分析の結果から、第 2章で指摘した図 2-5ー 1の設定モデルは、図

4-6-1のように修正することができるであろう。これは、 Lewin0947>のモデルと対

比して次のように説明できる。 Lewi n (947)のモデルの「解凍」段階は、設定モデルの

「①実態把撞J段階である。 r解凍」段階の後半から、設定モデルの「②施策設定」段階、

「③変革施策の実施」段階、 「④定着施策の実施」段階が明確な区分なく変革プロセスと

して登場する。これが、 Lewin0947>のモデルの「移行」段階と「再凍結」段階の前半ま

で登場する。ここでの要点は、この三段階が、 Lewin0947>のモデルの段階の範囲におい

て、明確に区分されることなく、同時的に変革プロセスを進行していくことである。また、
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この三段階の上下段階である設定モデルの「①実態把撞」段階と「⑤成果検証」段階も、

図の中に破線で示しているように、明確に変革プロセス上で区分されるわけではない。つ

まり、設定モデルの「①実態把撞」段階と「⑤成果検証」段階は、 「②施策設定」段階、

「③変革施策の実施」段階、 「④定着施策の実施」段階と同時的に関連して変革プロセス

を形成しているということである。

図 5-4-1 設定モデルの修正

Lew i n (附)の|本研究の設定モデルの修正
3段階モデル

要 点

-充実させること

①解凍 |①実態把握 | で正確な把握を

.. D.………一
する

・実態把湿の成果
を使う

②弔多辛子 ・多様な施策を実
②施策設定・③変革施策の実施・④定着施策の実施| 施する

・定着施策を早期

から考慮し、実
施する

③芋写接買糸吉|一一-ι……・ | 

主主

⑤成果検証 |・継続性を考慮す

8 
次の組織変革へ

るために成果を
検証する

(1)同社の企業概要は、次のとおりである。同社の設立は、 1960年(昭和 35年) 8月
3 0日ある。目立製作所を中心とする目立グループの一員である。当初は、目立の家庭電

気製品の割賦販売による拡販を目的に設立された。 1996年(平成 8年) 3月現在、資

本金 71億 52百万円。従業員数は、 2348名である。一般消費者と企業・官公庁を対
象に、リース、割賦販売、信用保証を事業としている。取扱高は、 89 7 2億 9百万円で
ある。業旗は好調であり、 1989年(平成元年)の社債の格付けにおいては、 AAを取
得している。目立グループの優良企業である。

(2)このインタビュー内容は、同社の小倉昭夫氏(社長室C1センター長)に対しておこな
ったものである。日時、場所、内容の要約については、本論文末尾附録 Bを参照のこと。

(3)向上。

仏)同社の企業概要は、次のとおりである。同社の創業は、 1898年(明治 35年) 1 0 
月 8日である。 1996年(平成 8年) 3月末現在、資本金は 69億 28百万円、従業員

数は 24 7 4名、売上高は、 27 1 9億円である。営業内容は、医薬医療品に関する総合

卸売業である。 1995年(平成 7年) 9月 14目、同社は、東京・大阪証券取引市場第
二部に株式上場している。

(助このインタビュー内容は、同社の植木敏夫氏(経営企画室リーダー)に対しておこなっ
たものである。日時、場所、内容の要約については、本論文末尾附録 Bを参照のこと。
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ω同社の企業概要は、次のとおりである。同社の設立は、 1935年(昭和 10年) 1 2 
月である。昭和電工の子会社としてスタートしている。アルミ板材はもとより、最近では、

アルミ加工品(熱交換機、磁気ディスク用基板)が主力製品になっている。 1996年

(平成 8年) 3月現在、従業員 30 2 6名、資本金 188億 22百万円、売上高 1638 
億 13百万円である。なお、この記述については、同社より、 r理念が人を動かす』長谷
川嘉彦，プレジデント社. 1 9 9 3年。の資料提供をうけている。

ωこのインタビュー内容は、同社の白井良明氏(人材開発部採用担当次長)に対しておこ
なったものである。日時、場所、内容の要約については、本論文末尾附録Bを参照のこと。

帥向上。

Q$向上。
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糸吉宣言 喧汗ラ!i!o:.>まと祝う

第 1節 要約と結論

1 . 奄汗多宅α〉事要糸勺

本研究の目的は、 C1活動をとおして、組織変革の変革プロセスを明らかにすることと、

組織変革の結果、組織と従業員の意識と行動に生じた変化を明らかにすることであった。

本研究に独自の貢献があるとすれば、組織変革の変革プロセスについて、 C1活動を対象

にして、統計分析と定性的分析によって、明らかにしたことである。その際に、われわれ

は、レヴィン (Lewi n. 1947)のモデルを基本枠組みとして、独自の組織変革の変革プロセス

の分析モデルを設定し、現実の C1活動の変革プロセスを分析した。このように、現実の

マネジメント施策を対象として、組織変革の変革プロセスを分析している研究はそれほど

多くない。

第 1章では、まず、組織変革の注目される背景として多様な社会的要因と経済的要因の

あることを明らかにした。今回、組織は、これらを背景として組織変革をおこしている。

次に、議論のスタートとなる組織変革の定義を指摘した。ここでは、組織と人を対象にし

て、意図的かつ計画的に介入することが組織変革であると定義した。次に、組織現象とし

てとらえる組織変革の範囲について、組織変革の類型化に関する従来の研究から明らかに

した。ここでは、幸田他(993)が指摘する「意識改革型」、ナドラー他(Nadler.et.. al.. 

1995)が指摘する「再方向づけ」という類型を主な範囲として組織変革の検討をすすめて

いくことにした。これをもとに、本研究の組織変革の分析視点を指摘した。ここで、今日、

組織変革が組織だけの問題ではなく、組織と人の意識と行動をも対象にする必要性のある

ことを指摘した。組織変革に関する従来の研究として、幸田他 (993)、若林他0989.1990.

1991>、コッター (Kotter.1996)の研究をレビューした。このレビューの目的は、研究の

課題と研究の方法について、本研究の立場を明らかにすることであった。その結果、従来

の研究のレビューから、組織変革の変革プロセスと組織変革の後、組織と従業員の意識と

行動に生じた変化を分析する実証研究はそれほど多くはないことが明らかになった。ょっ

て、本研究の意義がより明らかになった。また、定量的方法と定性的方法を併用する研究

105 



方法は、組織の変革プロセスを分析するうえで有効であることを指摘した。これは、定量

的方法であるアンケート調査だけでは、組織変革の変革プロセスの全体を明らかにするに

は不充分であることによる。定性的方法であるインタビュー調査を併用することによって、

その変革プロセスのさらに詳細な面について分析することが可能になる。また、このレビ

ューから、組織変革の結果、企業組織の従業員の意識と行動に生じた変化について、アン

ケート調査によって長期間にわたって測定する方法が、その浸透や変化の程度を測定する

には有効であることも明らかになった。ただし、この点については、本研究ではこの方法

を実施して分析するまでに至らなかった。最後に、本研究の分析対象である C1活動の組

織変革における位置づけをおこなった。従来より、組織変革の分野は、理論そのものより

も理論を応用することや実践的な手法の開発に関心がそそがれてきた。そして、組織変革

は、今日、組織文化の変革とまで主張する研究者もいる。組織文化の変革を可能にする施

策が C1活動である。よって、ここで、日本企業に関する C1活動は、組織変革における

新しいマネジメント施策であることを指摘した。

第 2章では、まず、本研究の分析対象である C1活動の諸施策について、検討をおこな

った。企業が C1活動で実施する施策は、本研究が分析対象としている変数である。ここ

で、その施策には、 V 1系、 MI系、 B1系と呼ばれる施策を中心に既存の施策も含めて

多様にあることを指摘した。次には、実際の変革プロセスを分析する分析モデルが必要に

なる。ここでは、組織変革のモデルに関する既存の研究のレビューをとおして、本研究独

自の分析モデルを設定した。このレピューによって、明らかになったことは、どの組織変

革モデルもレヴィン (Lewin，1947>の 3段階組織変革モデルを基本枠組みにしていることで

ある。そして、モデルの今日的な進展と貢献は、下位段階の設定と実践性の向上にある。

本研究の設定モデルも、レヴィン (Lewin，1947)のモデルを基本枠組みとして構築している。

これは、 「①実態把撞」段階、 「②施策設定」段階、 「③変革施策の実施」段階、 「④定

着施策の実施」段階、 「⑤成果検証」段階の 5段階モデルである。各段階で実施される施

策を分析すれば、どのような変革プロセスを辿っているのかについて、明らかになるよう

に構築している。そして、同時に、この設定モデルから予測される変革プロセス上の課題

として、実態把撞の充実、定着施策の充実、租害要因の除去という三点を指摘した。これ

らをうまく解決している具体的な事例に、第 4章の定性的分析による企業事例がある。

第 3章は、本研究のハイライト部分である。アンケート調査をもとに、 C1活動に関す

106 



る定量的方法である統計分析をおこなった。まず、企業は、 C1活動を組織変革、それも

従業員の意識や行動変革を意図したマネジメント施策として認識していることが明らかに

なった。その際、企業が実施する施策には、 V1系の施策、プロジェクトチームの設立、

各種調査の施策が多い。次に、企業が、 C1活動で実施する施策について、その経時変化

を分析した。これによって、本研究の第一の課題を明らかにすることができる。分析の結

果として、ここでは、 C1活動で実施される施策がおおむね設定モデルに近い形で実施さ

れていることが明らかになった。しかも、時聞を経るにつれて、企業が実施する施策は多

様になり、施策の数も増えることが見いだされた。また、統計分析の結果から、設定モデ

ルの f<ID施策設定」段階と「③変革施策の実施」段階に実施される施策が、同時的に実施

されている場合のあることも見いだされた。例えば、具体的には、将来のビジョンや事業

領域に関する経営方針の策定は、設定モデルの「③変革施策の実施」段階で実施されるこ

とが多いことである。これは、変革プロセスの各段階が断続的ではなく、同時進行的に移

行していることを示していると考えられる。同時進行性は、この統計分析の結果から明ら

かになった発見事実である。

次に、本研究の組織変革の分析視点は、組織と人の統合という点にあった。この点につ

いて、組織改編施策と人事施策について分析をおこなった。ここでの発見事実は、組織改

編施策について、組織の小単位を対象にした施策を実施する企業が多いことである。また、

人事施策について、職能資格制度や福利厚生制度を新設し、人事考課制度や教育制度を見

直し、企業の下位階層に対して人事施策の実施率の高いことである。しかし、その一方で、

どちらの施策についても、 C1活動との関連を認識する企業のあまり多くないことが特徴

である。

その次に、 C1活動を実施した後、組織と従業員の意識と行動に生じた変化を分析した。

これによって、本研究の第二の課題を明らかにすることができる。分析の結果として、企

業は、組織のコミ品ニケーションと活性化、信頼感に変化のあったことを認識している。

また、企業は、従業員の意識や行動にも変化の生じていることを認識している。これにつ

いては、組織の上位階層ほど、営業職や企画職ほど、また、本社や研究所に勤務している

従業員ほど変化の生じた程度の強いことを企業は認識していることが明らかになった。

C 1活動を実施した後、その成果について分析をおこなうと、成果があると認識してい

る企業は多い。その一方で、 C1活動による成果を変革プロセスの最終段階で検証してい

107 



る企業は少ないことが明らかになった。

次に、組織変革の変革プロセスにおいて企業聞の格差を見いだすために、成果認識の数

値の高低で二つの企業群に分けて分析をおこなった。結果的に、成果認識の高い企業群は、

変革プロセスにおいて、実施する施策に共通性があり、組織改編施策や人事施策について

も実施している割合が高いことが明らかになった。そして、組織や従業員の意識や行動に

生じた変化に対する認識も強いことが明らかになった。成果認識の低い企業群は、これと

逆の傾向になることを示している。

最後に、設定モデルで予測された課題の一つである変革プロセスにおける阻害要因につ

いて、分析をおこなった。結果として、企業は、定着施策の未構築、社内風土、社内に普

及させていく方法という課題について、大きな阻害要因と考えていることが明らかになっ

た。

第 4章では、第 3章の統計分析で明らかになった組織変革の変革プロセスをさらに詳細

に分析することが目的であった。この際の分析視点は、前宣言で明らかになった変革プロセ

ス上の同時進行性である。つまり、組織変革理論で指摘されているほど、実際の変革プロ

セスは、各段階が断続的に、独立して移行していないといつことである。この点について、

企業インタビュー結果をもとに、定性的分析をおこなった。目立クレジットの事例では、

設定モデルの「①実態把握」段階で実施されるが施策が充実しており、それをうけて、

「②施策設定」段階の施策が、 「③変革施策の実施」段階の施策と同時的に実施されてい

ることが明らかになった。三星堂の事例では、 I<ID施策設定」段階と「④定着施策の実施」

段階の施策が「③変革施策の実施」段階の施策と同時的に実施されていることが明らかに

なった。イシダの事例では、 「④定着施策の実施」段階の施策として人事施策に注力し、

その人事施策が「③変革施策の実施」段階から考慮され、同時的に実施されていることが

明らかになった。最後に、昭和アルミの事例では、 「①実態把握」段階、 「②施策設定」

段階、 「③変革施策の実施」段階において、従業員の参加という方法によって、 C1活動

の匝害要因をうまく除去していることが明らかになった。また、この事例では、 「④定着

施策の実施」段階で「③変革施策の実施」段階の施策と同時的に、また、多様に施策を実

施し、 C1活動の阻害要因をうまく除去していることも明らかになった。
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2. 奄汗多宅α〉命言著書命

以上の要約からえられた、本研究の結論は、次のようになる。

(1) C 1活動は、企業組織が一つの変革に直面したときに実施するマネジメント施策である。

これは、アンケート調査の統計分析の結果からも明らかである。また、企業のインタピュ

ー調査の結果からも明らかである。 1970年代、 C1活動は、 V1系施策を統合するこ

とによって、主に事業効率を向上するために実施されてきた。しかし、年数を経て、企業

組織は、社会、経済要因の変化にともなってそれらへ適応するために、組織変革の新しい

マネジメント施策として C1活動を実施している。

(2)とくに、 C 1活動は、組織変革を組織と従業員の意識と行動の変革と結び付けて実施す

る点に、他のマネジメント施策との相違性が見いだされる。これは、今日、多様な組織変

革の施策がある中でとくに特筆できる点である。本論文の理論的研究では、組織と人の統

合アプローチの分析視点に立脚し、組織変革を論じることが、今日的な意味をもつことを

指摘した。本研究の統計分析と定性的分析の結果から、 C1活動による組織変革は、組織

と従業員の意識と行動の変革に成果のあることが明らかになった o

(3)組織変革をうまく実施している企業は、変革プロセスを厳格にフォローしている。とく

に、 C1活動後の成果について認識の強い企業には、変革プロセスの全体において、同様

な施策を実施している共通性のあることが見いだされた。これらの企業には、組織改編施

策と人事施策についても細かに実施している企業が多い。逆に、その成果について認識の

弱い企業には、この傾向が見受けられない。また、組織変革をうまく実施している企業に

は、組織変革理論で指摘されている変革プロセスの各段階を同時進行的に移行している事

例も見受けられる。

ω組織変革の変革プロセスとして、 C1活動は歴史的に一時的なマネジメント施策ではな

く、形を変え不断に伝承される。定性的分析の結果から、組織変革をうまく実施している

企業は、 C1活動を一時的なマネジメント施策として考えているわけではないことがわか

る。また、本研究では詳細に述べなかったものの、 87年調査結果との比較分析結果(附

録Cを参照)をみれば、 C1活動が 10年の聞にその輪郭が明確になり、そして、企業組

織は、それを明確に認識しつつあることがわかる。つまり、組織変革の変革プロセスにつ

いて、 C1活動の有効的な側面が 10年を経て明確になってきたことがわかる。

(5)しかし、 C 1活動は、どちらかといえば、従業員の意識と行動の変革が中心のマネジメ
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ント施策である。それにより、直ちに企業の収益力やマーケットシェアに結びっくわけで

はない。よって、 C1活動が組織変革に与える影響の限界を充分に理解する必要がある。

これは、第 3章の統計分析の結果と企業インタビューの結果(附録 Bを参照)からも明ら

かである。つまり、 C1活動自体がもっ組織変革のマネジメント施策としての限界がある

ことに留意する必要があると考えられる。

第 2節 理論的合意

本研究は、組織変革論の進展にとって、どのような理論的含意をもっているのだろうか。

第 3章の統計分析では、 C1活動のプロセスが時閣の経過にともなって、どのように変

化しているのかを分析した。企業は、実際にどのような施策をどのように実施しているの

かという視点から統計分析をおこなった。その統計分析の結果から、企業は設定モデルの

複数の段階を同時的に、施策を実施していることが明らかになった。この点について、わ

れわれは、変草プロセス上の同時進行性と指摘した。これは、 C1活動の変革プロセスに

おいて、いくつかの段階が重なりあいつつ、企業組織は組織変革を推進することのあるこ

とを示している。以上について、詳細に分析したのが、企業インタビューにもとづく第 4

意の定性分析である。例えば、定性分析の事例でも、設定モデルの i<ID施策設定」段階の

施策が、 「③変革施策の実施」段階の施策と同時的に実施されている事例がある。また、

設定モデルの「②施策設定」段階と「④定着施策の実施」段階の施策が、 「③変革施策の

実施」段階の施策と同時的に実施される事例もある。言換えれば、これらの事例は、現実

の組織変革の変革プロセスにおいて、一つの段階の終了後、必ずしも次の段階に移行する

わけではないことを示している。つまり、組織変革の変革プロセスにおいては、その各段

階が同時的に進行していることを示している。

この点について、レヴィン (Lewin.1947>のモデルでは、理論上充分に明らかになってい

ない。レゲイン (Lewin.1947>のモデルでは、ある段階が終了して後に、次の段階に移行す

るという仮定がなされている。つまり、 「解凍」状態が終了し、次に「移行」状態へ、そ

してその終了の後、 「再凍結」状態へ移ると仮定されている。これは、この変革プロセス

モデルが心理学を基礎に構築されており、ある心理状態から別の心理状態に移行するには、

各段階への移行状態の終了後に次段階へ移行することを仮定していることによる。また、
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変革プロセスが同時進行的に移行していくということは、リピット (Lippitt.et.. al.. 

1958)もパーク (Burk. 1982) も示唆はしているものの、充分に明らかにしていない。例

えば、リピット (Lippitt.et.. al. .1958)は、計画的変革が必ずしも組織変革モデルの諸

段階に従って進行することなく、二つ以上の段階が同時に進行し、大半の変革プロセスは、

一種の周期的運動によって進行することもあると指摘している。しかし、これは、あくま

で指摘しているにとどまっている。具体的な実証研究はなされていない。つまり、これは、

組織変革の研究分野で、組織変革モデルの理論構築はなされたものの、その後の実証研究

が充分におこなわれておらず、実践性の向上に関心がいきすぎたことによって、そのモデ

ルの修正がはかられてこなかったことによると考えられる。本論文では、第 4章のむすび

に設定モデルの修正モデルを指摘しておいた。

本研究の統計分析の結果と定性的分析の結果から、組織変革論の分野に理論的含意があ

るとすれば、組織変革の変革モデルに同時進行性を見いだせる一つの実証研究結果を提示

できることである。

第 3節 実践的含意

本研究は、組織変革に関する理論的実証的研究である。その一方で、本研究は、課題の

性質上、経営実践に対していくつかの含意をもっている。これは、第 2章で設定した本研

究の組織変革モデルが予測する課題にも応えることになる。

第一に、 C1活動の導入時に、実態把撞の施策を充実することが、 C1活動の成果を向

上させる要因の一つに考えられることである。つまり、設定モデルの「①実態把撞」段階

の施策を充実させることである。具体的に、アンケートやヒアリングなどの施策が社内や

社外、顧客や取引先を対象に実施される。これらの施策を実施することで、組織の現状を

把握することがより正確になる。レビューした組織変革モデルでは、組織変革の初期段階

の診断やデーター収集の重要性が指摘されている。この段階で実施する施策が充実してい

ないために、その後の C1活動の施策の設定がうまくいかない場合もある。

例えば、 C1活動の成果認識の程度によって、 r C 1活動の準備期」における実態把撞

の施策の差をみたのが、表 5-3-1である。これをみると、高成果群の方が、低成果群

より、施策の実施割合が高いことが分かる。例えば、第 4章の目立クレジットの事例のよ
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うに、実態把揮の施策が充実している企業は成果認識の程度が強く、引き続き、変革施策

の設定もうまくおこなわれている。特定はできないものの、 r C 1活動の導入時」に実態

把握の施策を充実して実施することが、組織変革の成果を向上させる要因の一つであると

考えられる。

表 5-3-1 高成果群と低成果群による実態把握施策の実施の相違

高成果群

低成果群

実態把握施策

9社(81.8覧)

8社(61.日))

(0=11> 

(0=13) 

注)表 5-3-1の中の数値は、実態把握施策として C1活動の準備期に、表 3-1-1
の中の r1.自社の企業イメージの調査」と r2.アンケート、インタビュー等による社員の
意識調査」の施策を実施した企業数を示している。カッコ内の%値は、それぞれの企業群
で採用した企業の割合を示している。

第二に、 r C 1活動の展開期」に、定着施策の施策を充実することが、 C1活動の成果

を向上させる要因の一つに考えられることである。具体的には、設定モデルの「④定着施

策の実施」段階の施策を充実させることである。組織変革モデルのレビューでも、この点

については、多くの指摘がある。組織変革を推進した後、それをいかに組織や従業員の意

識や行動に定着させるかという点については、現実の企業でも非常に関心のあるところで

ある。具体的には、教育、研修、評価、処遇などの人事関連の施策と部・課の設置や組織

機構の改革などの組織改編施策が実施されることが多い。第 3章の統計分析の結果を検討

すると、 C1活動の成果認識の強い企業は、人事施策と組織改編施策を数多く実施してい

る割合が高い。例えば、第 4章のイシダの事例のように、人事施策を徹底的に見直し、設

定モデル「③変革施策の実施」段階から考慮し、実施している企業は、組織変革もうまく

おこなわれている。変革施策を実施した後、組織変革を定着させるための施策を充実する

ことが、組織変革の成果を向上させる要因の一つであると考えられる。

第三に、組織変革の推進中に、組織が直面する組織変革の血害要因の除去について、考

慮することである。組織変革における実践上の問題として、組織が組織変革の推進中に匝

害要因に直面することは充分に予測できることである。この阻害要因を除去することが、

組織変革の推進にとっては重要なカギになる。組織変革モデルの背景にあるグループダイ

ナミクス理論においても、組織が組織変革の進行中に阻害要因に直面することに関する研
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究や指摘は多い (Cochand French，1948;古川， 1990 ) 0 C 1活動でも、 r C 1活動の準

備期」から rC 1活動の導入期」において、あるいは rC 1活動の導入期」から rC 1活

動の展開期」において課題になる。 C1活動がスムーズに推進できるかどうかはこの阻害

要因の除去にあるといえる。具体的に、阻害要因の発生する変革プロセス上の段階を把握

すること、除去手法を確立することが課題となる。また、阻害が発生するメカニズムを明

らかにすることは本論文中で指摘していないものの、今後の課題となる。

例えば、ナドラー他 (Nadler，et.， al.， 1995 )は、阻害要因の除去方策として次の四つ

の点を指摘している。第一に、匝害要因に対抗するために、人々に建設的な行動を起こさ

せる戦略が必要なことである。第二に、組織変革の立案と実施に参加させることである。

第三に、組織変革において将来にわたって望ましい行為を奨励する報奨制度を組込むこと

である。第四に、人々に現状から離脱するための時間と機会を与えることであると指摘し

ている。

とくに、ナドラー他 (Nadler，et.， al.， 1995 )が指摘する第二の点については、従来の

研究でも指摘されているように、変革への参加が感動を誘い、組織変革に対する阻害をや

わらげ、自分たちのものだという使命感を醸成させることが、人々を組織変革に仕向ける

要因となる。参加による行為が組織変革の阻害をやわらげることは、リッカート (Likert，

1961>以来、多くの研究者から指摘されてきたことである。

これから考えると、 C1活動において、阻害要因を除去し、スムーズな組織変革を推進

するための変革プロセスは次のように考えられる。まず、組織変革の核となる明確なピジ

ョンを策定する。次に、施策設定とその施策を実施する段階に従業員をできるだけ参加さ

せる。そして、その組織変革を定着可能にする多様な施策を実施する。最後に、組織変草

の成果を検証することを操り返しおこない、時聞をある程度かけて、組織の変化を客観的

に把握できる時間と機会を設けることが必要になる。これらの変革プロセスを検討するこ

とによって、阻害要因が軽減され、スムーズな組織変革が推進可能になると考えられる。

第 3章の統計分析の結果から、 C1活動の阻害要因には、定着施策がうまく構築されて

いないという要因と組織内へ C1活動を普及させる方法が構築されていないという要因の

あることが明らかになっている。これらの阻害要因の除去をはかることが、組織変革をう

まく推進し、成果認識の向上に結びつくと考えられる。具体的に、設定モデルの「②施策

設定」段階と「③変革施策の実施」段階で、この点をとくに考慮する必要がある。そして、
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「④定着施策の実施」段階の施策を早期から考慮し、実施することが必要である。

また、 C1活動の阻害要因には、保守的な社内風土の問題もある。これは、変革行動を

推進する組織のあり方、社員の参加度および参加できる仕掛けをどう構築するかが実践的

な課題になる。例えば、第 4章の昭和アルミの事例のように、設定モデルの「①施策設定」

段階から「④定着施策の実施」段階にわたって社員をできるだけあらゆる形で参加させて

いる企業は、組織変革もうまくおこなわれている。結果的に、全員参加型で C1活動を推

進している企業は成果認識が高い。以上より、 C1活動の推進中に、企業組織が宜面する

阻害要因を除去する施策を変革プロセスに応じて考慮することが、組織変革の成果を向上

させる要因であると考えられる。

第 4節 残された研究課題

最後に、本研究の残された課題として、次の点を指摘しておこう。

第一に、研究の方法自体の問題である。本研究では、アンケート調査を実施した。これ

は、広範囲を対象とし、あくまで C1活動の実態把握に目的をおいている。そのため、分

析結果には、やや厳密性に欠ける面がある。また、分析結果の解釈に相違の生じる可能性

がある。さらに、組織変革について、組織現象としての測定次元の開発があまり進んでお

らず、アンケートの質問項目の設計自体に問題がないわけではない。よって、より客観的

なアンケートの質問項目を開発する必要がある。

また、本調査で宗施したアンケートは、サンプルサイズが 80であり、分析結果を解釈

するには、やや数が十分とはいいがたい。さらに、アンケート回収時点で、すでに C1活

動を終了してからある程度の時聞を経過している企業もある。よって、その認識に時間的

なズレがあることは否定できない。つまり、分析結果に関する信頼性の問題が残る。現実

に、 C1活動の導入時と現在の担当者が変わっている企業もあり、アンケートの分析結果

の解釈についてはさらに詳細にみる必要がある。この点は、インタビュー調査によって、

ある程度の補完はしている。

第二に、企業側の認識は把握できたが、従業員側の認識についての問題が残る。本研究

のアンケート調査は、企業側の意向や認識の把握に目的をおいている。本論文の第 1章で

で指摘したように、今日的な組織の変革行動は組織と人の統合にあるという視点からすれ
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ば、施策の有効性を論じるには従業員側の認識も同時に把握する必要がある。よって、現

実的には、従業員の認識を追跡し、企業側との相違を把揮することが重要である。これに

よって、理論的合意や実践的合意をさらに有効なものにすることが可能になると考えられ

る。従業員側の認識を把握するという点から、本研究の補完研究として、富士ゼロックス

と目立クレジットを対象に企業側の認識と従業員側の認識の相違を分析している(分析結

果として附録 Dを、使用したアンケート質問票として附録 Eを参照のこと)。しかし、事

例としてのサンプルが二企業と少ないことと、従業員サンプルもそれぞれ 25と93と少

なく、分析結果をもとに指摘するには、サンプル数が充分でない面がある。

第三に、設定モデルの普遍性である。この設定モデルは、レヴィン (Lewin，1947)の変革

プロセスモデルを基本にしている。このモデルは、もともと個人の態度変容から進展して

いる。これを組織変革の変革プロセスに応用し、その変革プロセスを説明するにはいまの

ところ一番説明力が高いといえる。現在の組織変革の変革プロセスモデルにも、これを基

本枠組みに構築しているモデルが多い。第 2章の組織変革モデルのレビューからもその点

については、明らかである。しかし、このモデルは、あくまで社会心理学を基礎にした個

人の行動、態度変容や意識変容を説明するモデルである。よって、現実の企業組織の組織

変革の全体を説明し、操作するには、組織変革の変革プロセスモデルとして充分ではない

面がある。もともとプロセスモデルであるがゆえに、とくに操作面については、充分では

ない面がある。また、組織現象に対する測定次元もあまり進展していないために、現象と

して充分に明らかi?なっていない面もある。

一つの方向として、組織変革を構成する要素を考慮することがある。例えば、第 1章で

占部(1988)の組織の統合アプローチで指摘されているような組織変革に関連する要素と変

革プロセスとの関連を考慮し、組織変革の変革プロセスモデルを構築することである。つ

まり、組織変革の変革プロセスモデル上に、その操作要素を考慮することである。よって、

今後の研究によって、本研究では考慮しなかった経営戦略や技術などの組織変革に関連す

る要素を視野にいれ、第 4章のむすびで指摘したような新しい組織変革の変革プロセスモ

デルを開発することが必要である。そして、そのモデルを基本にした現実の施策の構築が

望まれる。
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R付金量 A C 工ず舌重力カて益三重義a::>車巨縦議蚕芝主事に主子えーる景52唱IPCこ
目司 T るヲF ンウF ーート費電再司莞要

注)次頁以降の質問項目番号の上に※印のついてるものは、 87年調査で使用した質問票の質問項目

をもとに作成したものである。

C 1活動が企業の組織変革に与える影響に関するアンケ』ト

1996年 8月 1日作成
神戸大学大学院経営学研究科
経営労務研究室

【ご回答にあたってのお願い】

1.本アンケートの目的は、 C1 (コイトト7イヂシティティ)活動が企業の組織変草行動に与える影響とその活動

実態を明らかにすることにあります。

2.本アンケートの質問項目は全部で 14 問あります。回答は、同封の回答用紙 (B4判~)にのみご記入
ください。

3.ここで C1活動とは、 V1 (e~l刈アイデンティティ;抑制マサの制定、デザイン系の統一等) ・M 1 (マインド7イヂジ
7.f 7.f ; i経営理念の改定等) ・B1 (eヘイピ7-7-(1:17.f7.f;行動規範の制定等)活動のトータルプログラ
ムとお考えください。

4.本アンケートの質問項目の中で、数値を記入したり過去との比較を行う場合、現時点とは、平成 8
年 8月 1日現在とご理解ください。

5.できるだけ多くの質問項目にご回答いただけますようにお願い致します。また、一部でもご記入い
ただきました回答用紙は貴重な資料として利用させていただきますので、是非ご返送いただきます
ようにお願い申しあげます。

6.本アンケートで得られましたデータは集計データとしてのみ利用し、個々のケースを公表すること

は致しません。但し、本アンケートへの協力企業としての貴社名の記載につきまして、回答用紙の

問 14の 5の該当欄に、特に支障のない場合には「可」、支障ある場合には「不可」にO印をご記
入ください。

7.本アンケートの回答につきまして、ご不明の点等ございましたら、奥林康司(村榊シ・コウジ) (電話番
号;078-803-0333 (ダイヤ島イシ))までお問い合わせいただきましたら幸いです。なお、奥林が不在の場

合には、加藤(経営学部第三資料室;電話番号 078-803-0877)に伝言を残していただきましたら、
こちらから連絡させていただきます。

8.集計結果につきましては、ご回答のありました企業宛先に送付させていただきます(本年の 12月

ごろを予定致しております)。
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賀電 再司 宅買 Eヨ

以下の質問に対する回答につきましては、別紙の回答用紙 (84判;.()にご記入ください。

問1.貴社では C1活動をいつ頃から実施されましたか(委員会を設置した、トップから指示があった

等、活動に関連して一番始めの時期をお答えください)。また、一応の活動能了時期はいつです

か。なお、活動継続中の場合には、おおよその終了予定時期をご記入ください。

1.活動開始時期:1 9 
3.活動を継続中: 1 9 

年

年終了予定

2.活動終了時期: 1 9 年

間2.C 1活動の推進組織とその体制について、下記の項目にご回答ください。

1. C 1推進組織の名称(

3. C 1推進組織の人数 専従(

4.最高責任者の役職(

2.所管部門(
)名・兼任(名

※ 
問 3.C 1活動導入の契機となったことがらとして、下記の項目のうち該当するものの番号全てにOを

つけてください(複数回答可)。
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F
D
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O
 

13.同業他社への対応・差異化

14.社内活性化・意識変革の社内的要請

1 5.企業イメージ向上・統一の社内的要請

16.政策・経営方針の転換

1 7.その他(具体的に

※ 

問4.C 1活動導入には様々な目標がありますが、下記の目標をどれくらい重視しましたか。目標A-
Eの目標に対して、その順位を 1から 5までの数字で記入してください。

顕位

目標A:デザイン及び企業外観・企業表示系の統ーによる企業イメージの向上 ( 

目標 B:消費者や社会との民且ニト$I!1!1の活性化による社会的役割や社会的存在感の強化(

目標C:企業理念の再構築による企業文化の確立・革新と組織活性化 ( 

目標D:将来ビジョンの構築と基本戦略の策定による会社の将来方向の明確化

目標 E:その他(具体的に

※ 

問 5.C 1活動実施時の課題ついて、 (A-1欄)に、下記の項目のうち該当するものの番号全てにOをつ

けてください。また、 (A-2欄)にその中で特に重視したもの 3つ選んで 1、 2、 3と順位をつけ

てください。
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とお考えください。

{以下の質問項目も同一
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3.社内コミzニトショジの活性化

4.社員の意識一体化

5.優秀な人材採用
6. 対外的コミzニト~!I:t効率の向上
7.組織活性化やそのための環境づくり

8.グループ内や協力企業との関係強化
9.流通チャネルの強化

1 O.マインド・シェアの向上

1 1.企業イメージアップ

1 2.業容拡大に伴う実態と社名の適合化

1 3.企業理念の明示と内外への浸透

1 4.トサティシ1f1ロモーショシの向上
1 5.新商品・新事業の開発

1 6.市場シェアの拡大

1 7.収益力の強化

1 8.国際化・海外市場への対応力強化

1 9.その他(具体的に

※ 

問 6.一連の C1活動の中で、あるいはそれに関連して、今までにどのような施策を実施されましたか。

下記の項目の中セ、該当するものの番号を活動の時期区分 (A:準備期、 B:導入初期、 C:展

開期以降)ごとに、回答例にならってご記入ください(同一施策が、年をまたがって重複しでも
かまいません)。
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回答例

主建 書缶 方包 重寵

A.活動準備期 1 : 2 : 3 : 

B. 活動の導入初期 3:4:5:6:7:9:11: 

C.活動の導入展開期以降 3 : 15 : 17 : 18 : 19 : 23 : 
目白.

2 3. (例 名称:いきいきりフレッシュ運動)

3 O. ( ①②  

※ 

問7.C 1活動の導入後、下記の点についてどのような変化がみられますか。まず、変化が見受けられ

た程度を回答用紙のA欄に、項目欄の右に示す 1--5点の得点でご記入ください。

次に、その結果が C1活動の実施とどの程度関係していると思われますか。その程度を回答用紙

のB欄に、 C1活動と密接に関係している(5点)、 C1活動だけではないが関係は深い(4点)

、C1活動とも少しは関係している(3点)、 C1活動とはあまり関係ない(2点)、 C1活動

とは全く関係ない(1点)の得点の中からあてはまるものを記入してください。

1.全製品・トピスの中で新製品・

トピスの比率
2. 主力製品のマサヲト .~x7
3.年間売上高

4.収益力
5.研究開発や商品開発力

6.潜在的資源の事業化能力や

新規事業展開力

7.人材や資金の確保・調達力

8.流通チャネルへの指導力

や販売力

9.経営者と社員の信頼感

1 O.社内コミュニケーション

回答用紙A欄にこの得点を記入
，-... ... ---... -...・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ーー.... ... ... ... .....ーー・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ーーー・・・・・・

:同 B欄に記入

非 や どとえ や 非

常 や ちもな や 常
ら言い

5 4 3 2 
;増えた 減った

;増えた 5-4一一一3一一一2一一一 l
;増えた 5一一一4一一一3一一一2一一一 1
;強まった 5一一一4一一一3一一一2一一一1
j強まった 5一一一4一一一3一一一2一一一1

;強まった 5一一一4一一一3一一一2一一一1
;強まった 5一一一4一一一3一一一2一一一1

:強まった 5一一一4一一一3一一一2一一一 1
;強まった 5一一-4一一一3一一一2一一一 1
;開放的に 5-4一一3-2一一1
;なった

i高まった 5一一一4一一3一一2一一l
j高まった 5一一一4一一一3一一一2一一一1
jあがった 5一一一4一一一3一一一2一一一l
jあがった 5一一一4一一一3一一一2一一 1

1 1.組織、職場の活性度

1 2.社員のをラ4 やロイ刊ティー

1 3.知名度

1 4.一流評価や信頼性評価

1 5.技術力やマ寸ティシゲ力などの

企業力評価 ;あがった 5一一一4一一3一一2一一1
1 6.外部から見た自社への親近感;あがった 5一一一4一一-3一一一 2一一一 1

: C 1活動との

;関係の度合の

5点評価

減った

減った

弱まった

弱まった

、‘，，、，，，、，，、
E
'

弱まった

弱まった

弱まった:

弱まった:
閉鎖的に j

なった
低下した;

低下した;

さがった:
さがった j

さがった

さがった

問8.C 1活動との関連で、組織・機構を改革した場合がありましたら、その具体的な内容を下記の項

目の中から該当するものを導入年ごとに回答例にならって、ご記入ください(複数回答可)。可

能でしたら活動導入前と導入後についての組織図を返信用封筒に同封ください。
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例答回
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1 999年 5 

間9.C 1活動を実施して、その定着や補完をはかる意味で、次の人事施策において新設(@印)ある

いは改定・見直し (0印)された場合がありましたら、その実施の有無と社内における実施対象

層を下記の回答例にならってご記入ください。

回答例

役員クラス 部長灼ス 課長クラス 係長・主任クラス 一般職員クラス

1.職能資格制度 O O O 

2.自己申告制度 。 。 。 。
3.昇進・昇格制度

4.資格制度

5.面接制度

6.年棒制

7.能力給・業績給

8.手当制度 以下、上記と同様にお考えください。

9.社内教育制度

10.研修制度

11.自己啓発制度

12.人事考課制度

13.中途採用制度

14.社内人材公募制度

15.育児休職制度

16.福利厚生制度

17. 7 1t，~ÄHJ.の導入
18社内表彰制度

19.その他(

問 1O. C 1活動を実施して、社員の意識や行動、あるいは価値観に変化がありましたか。お感じにな

られている変化の程度を下記の階層・部署・機関別に、かなり変わった(3点)、やや変わっ

た(2点)、変わっていない(1点)の尺度で、その得点を次の回答例にならってご記入くだ

さい。

回答例 《部 署 》 { 機 関 》

海外ー?圏内『
，u，:階層 営業 総務 人事 経理 企画 技術

役員クラス 3 3 3 3 2 

部長灼ス 3 2 3 2 2 

課長灼ス

係長・主任クラス

一般職員クラス

工場 研究所 本社 事業所 支底|

底舗ー

2 3 3 2 2 I 

3 2 3 1 
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※ 

問 11. C 1活動の実施中、下記の項目について、活動推進上の障害要因として感じられた程度を回答

用紙の (A欄)に、 「非常に障害になったJ (5点)、 「障害になったJ (4点)、 「どちら
とも言えないJ (3点)、 「陣害にはならなかったJ (2点)、 「全く陣害にならなかった」
( 1点)として 1-5点の得点で記入してください。

1.活動に対する保守的な態度、社内・職場の雰囲気
2. 活動継続の費用不足

3.経営者の交代
4 .業績の悪化
5 .活動推進部署の縮小・解散
6 .活動内容の社内普及の不足
7 .活動の定着・フォロー施策の未構築
8 .早急な活動効果の追及
9 .活動プログラムの未熟さ

10.社員が活動内容を理解するのに難しい点が多いこと
11.活動におもしろさ、新しさがないこと

12.別の社内活動の登場

1 3.企業合併・吸収

14.主要事業領域の変換
15.経営戦略指針の変換
16. その他(具体的に

問 12.今後C1活動として取り組むべき新たな課題、開発していかねばならない新たな手法はありま
すか。もしあるとすれば、どの様なものがあるとお考えですか。

1.ある(具体的に;

2. ない

問 13. C 1活動の中間段階や活動の一応の区切り(終了、という認識を含む)がついた時点で、従業
員への意識・行動変化等について、何らかの追跡調査等(アンケート、面接、外部委託調査等)
を実施されましたか。

1.実施した(具体的に;

※もし、さしっかえなければその結果資料等をご郵送願いませんでしょうか。その、郵送料に
つきましては後日、その負担分を郵送させていただきます。なお、その資料につきましては

博士論文への利用を考えておりますので、公表等に不都合な場合がありましたら、その旨の

明記をお願い致します。

2.実施していない(具体的な理由;

問 14.貴社の概要についてお尋ねします。下記の項目についてご記入ください。

1.会社名 2.業種 3.従業員数 4.回答者(所属・役職 5.社名記載の可・不可
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③連絡者名(部署)

7.また、本調査の詳細調査として C1活動導入後あるいは導入中の従業員の意識、行動変化調査

(アンケート調査)を予定しております。もし、協力可能なご意向をお持ちでしたら、担当者名等
をご記入ください。

①従業員意識、行動変化調査の協力の可否 ②可能な場合の連絡先 ③連絡者名(部署)
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以上でアンケートは終わりです。貴重なご意見をご回答いただきまして、ご協力ありがとうござい

ました。記入もれ、記入間違いがないかどうか再度ご確認のうえご返送願います。

以上
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阿す盆景 B 壬主主主義インタヒ申ュー-CD壬主主主義リ.A.トと

お訟幸舌

1 .企業リスト

インタビュー調査に協力えられた企業は、全部で 28社ある。その具体的な企業のリス
トは、以下のとおりである。

浅沼組新 井 組 安 藤 建 設 イ シダ INAX AGF 大阪ガス クボタ 三星堂

サッポロビール昭和アルミ JR西日本 ジャスコ ダイハツ工業大和団地

東京電力 南海電気鉄道 日本触媒 日本生命阪急電鉄 目立クレジット

富士ゼロックス ペネッセコーポレーション 毎日新聞社 松下電器 松下電工

松村組 ミズノ

2 . インタビューの総括(時期・項目・各企業の要約)

インタビュー時期は、次のとおりである。

JR西日本
ジャスコ

南海電気鉄道
阪急電鉄
その他の企業
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・EE--4EE晶

インタビューは、一企業につき l回である。複数回実施した企業もある。インタビュー

に要した平均時聞は、 l回のインタビューにつき、 1時聞から 1時間半である。

各企業に共通してインタビューした質問項目は、次のとおりである。

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)は?
(2)貴社の従業員の意識や行動に、 C 1活動の実施後変化があったとお考えですか?

(具体的には …) 
(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか?

ωその他、貴社の C1活動に関して、何かお考え、感想等あれば…。

なお、以下の各企業の要約の中で、インタビュー先の担当者の所属機関名および役職名

は、インタビュー当時のものである。

2.1.者会-r笹Ilt暑軍事

日時・場所 1996年 5月 29日 16:00"'17:00 松下電器本社(守口市)
イン~e l.-先 :人事部主任 国土真也氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)
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効果はあった。

(2)貴社の従業員の意識や行動に C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

変化はあった。

C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。(3)上記 2に関して、

強くはないがあると思う。

(4)その他、貴社の C 1活動に関して何かお考え、感想等あれば…
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大阪ガス本社(大阪市)14:00旬 15:00
陽氏

2.2.*殴支カe ス

日時・場所 1996年 6月 11日
イン~t: 1-先 :総合企画部課長 中村

(1) C 1活動の実施後の評価(社内、社外)

成果はあったのか分からない。全般的な傾向は、変わらないという認識。

(2)貴社の従業員の意識や行動に C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

社員の考え方を変えるのが目的ではあるし、 C1は革新活動を設定はしているが、変化

は少ないように感じる。たしかに、経営幹部や課長などの職場の長の意識が変わるの大き

いし、意識革新に関してはメリットがあるかもしれない。トップや管理者が変わるのは大

きい。社員は不変かもしれない。企業風土を変えるのはむずかしい。変えるには、いろん

な施策が必要である。組織や制度は変えている最中である。小さい組織改編は結構ある。

人事ローテーションもかなりある。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

よく分からない。!しかし、関連はあると思う。

(4)その他、貴社の C 1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

C 1はやったことになっている。目的は企業イメージアップのための特別プロジェクト

であった。
1 985年 10月創業 80周年に向けて実施した。推進本部の本部長は社長である。その

目的は次の三つである。

①企業イメージァ占プ、リニューアル

②活性化 (0D活動、自己観察・面談の見直し、社員意識調査(モラールサーベイ)、

チャレンジ制度(自己提案制度)、現場第一線海外派遣

③情報化(本部制の導入:研究開発本部、ガス事業本部、事業開発本部)

追跡調査は、企業イメージ調査(社外対象で毎年調査。広報部が担当し、外部委託(ピ
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2.3.ベネッセコーポレーシ冒ン

日時・場所: 1 996年 6月 19日 13:0ト14:30 ペネッセ東京支社(多摩市)
イジ~~l.-先 :コーポレートコミュニケーション室 米山俊哉氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

社内、社外評価は分からなかった。即効性はなかったように思う。

(助貴社の従業員の意識や行動に C1活動の実施後変化があったとお考えですか。

少しづっ変わってきている。意識と行動の変化は、毎年毎年変わっていると思う。会社

はとくに変えることを意識しているわけではない。常に変わっているものだという認識で

ある。それは、常に事業が変わって、拡大しているからと考えている。
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2.4.目ヌド主主1$-

日時・場所 1996年 6月 19日 10:30...11:30 日本生命東京本社(東京都)

イシ列r先 :営業業務統括室課長代理 松井宏泰氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

ただし、 1987年のリープ導入からしかわからないが、対外(客)のイメージは変わ

った。総合企画室が担当しており、終了宣言はなかった。

(2)貴社の従業員の意識や行動に C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。
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変化はあったと思う。しかし、今、社内で C1という認識はない。 1992年.....1 9 9 
4年より CS運動に変わった。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

変化との関連はあると思うが、明確には分からない。

(4)その他、貴社の C 1活動に関して何かお考え、感想等あれば…
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2.5.情事務自昼寝重宝R盆失文宣

日時・場所: 1 993年 8月23日 14:00寸5:10 南海電気鉄道本社(大阪市)

イシ列r先:人事部教育課長 山本文彦氏
なお、同社については、以下の概要にて補足インタピューを実施している。

日時・場所 1996年 7月 10日 11:30"'12:30 南海電鉄本社(大阪市)
イシ~~l.-先:人事部教育課総括主任 井口 健氏

ωC  1活動実施後の評価(社内、社外)

新経営理念に対する抵抗は特にはない。説明時には、経営計画とは分離してこれだけを

説明している(中長期の経営計画は経営企画室が担当)。社章変更は社外には評判が良い

ようだ(若い従業員は受け入れてくれるが、年寄りは?が多いようだ。社員の抵抗は、今

さら何でという雰曲気としてある。現段階での C1評価は一概に言えない。ただし、目に

見えるものの効果はあるようだ。精神面への浸透はむずかしい。 C1導入効果の測定はし

にくいし、まだ導入はじめなので分からない点が多い。ただ、目に見えるもの (V1 )の

効果は大きく、早い。例えば、新型特急などはかなり社員を刺撤しているようだ。

お客様から、態度が良くなった、等の社外評判は良いようだ。

(2)貴社の従業員の意識や行動に C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

経営層に近づくほど C1の理解は進んでいる。中間層(現場では監督者レベル)までは

浸透している。新入社員はむずかしい(特に導入意図、経営理念)。末端までは浸透して

いないので工夫がいる。ただ、組合との問題はある。組合員の中には、経営理念などにつ

いて、一つの思想の強要であると反発する社員もいる。また、中閣の部課長クラスの C1 
研修は悩んだ。保守的な人が多いためである。

組織の末端まで浸透するには時聞がかかる。教育と制度のパックアップがなければ変化

はむずかしい。かけ声だけでは無理である。 V1の効果はあった。 MIの部分が大変であ

るが、何としても変化を起こしたいと考えている。今後について、自動車部門のように独

自でやっているところもある。全社的なものは今後具体的にどうするかはまだ検討中であ

る。

但)上記 2に関して、 C1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

意識の改革と社外アピールが重点であり、人事施策、組織等はさわっていない。あくま

で、戦略レベルを含めた C1ではなく、現業務の見直しが中心である。 C1と人事施策と
をジャストミートさせるというわけではなく、 C1と人事施策とは別であるという考え方

である。

(4)その他、貴社の C 1活動に関して何かお考え、感想等あれば…
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1 993年 4月 1日より導入した。 1991年末に委員会を設立した。目的は時代、経

営環境変化に対応するため(1 9 9 4年 9月の新空港開港の対応、 JRとの競合撤化に備

えて)で、従来の仕事のやり方ではだめとの判断からである。
導入施策は①企業理念の変更 (M1 )と②V 1の変更である。①は、乗客重視{社内ア

ンケートからも指摘があった)、総合生活企業、個人の生活と企業の発展を同調させる、

ことを全面に出し各事業部門の比重を均等にさせた。旧来の仕事の仕方は、他企業と横並

び意識、対官公庁向けであったが、お客様に眼を向けることにした。②は、マーク、社章、

制服の変更等である。
C 1活動は継続中という認識。ただし、終了のメドはとくにない。経営理念の浸透はし

ばらく続ける。アンケート、活動社内発表会はやっていない。特に理由はない。その段階

に至っていない、という社内認識があるため。
組織改編は実施 Lている。ただし、活動とは直接的に関係はない。 1997年より業務

本位体制にした。鉄道、自動車、不動産、流通の各本部で組織を簡素化した。これまで 1
8部を 16部へ、 42課を 28課に統廃合した。

2.6. Jl桓芳司C包電ヌョキ朱王買~4詮全土

10:30"'11:10 東京電力本社(東京都)日時・場所 1996年 10月 16日
イジ列r先 :広報部副長 松本博充氏 同副主任・消費生活アドパイザー 小林明子氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

社内は、すくなくとも批判は聞かれない。社外は、世論調査などでは、

ったという評価はある。それまで、デザイン表示系がパラパラであった。

統一感、一体感はでてきた。

親しみ度があが

それが、社内に

(2)貴社の従業員の意識や行動に、 C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

個人的に主観的であるが、変わったと思う。支唐や第一線の変化は早いように思う

社も同じ)。全体的に変わったと思う。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

{本

あると思う。

かしいと思う。

意識変革には良いきっかけである。ただし、本当に意識を変えるのはむず

制度、組織を C1活動のもとに変えた面もある。

(4)その他、貴社の C 1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

C 1活動は継続している、という認識。ただし、何か特別に新しいことをやっているわ

けではない。 10年経過して、コミュニケーションレベルの施策展開を現在、考慮してい

る。活動後のフォロー調査等は広報誌でやっている程度である。新入社員の研修ではかな

り活動について徹底している。活動の評価は、具体的にはおこなっていない。 C1活動導
入後、推進体制が縮小された。

2.7.4事目薬斤臨調全土

日時・場所 1996年 10月 16日 13:20"'14:50 
イシ列r先 :MAp.商品改革事務局長 福永平和氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

毎日新聞社東京本社(東京都)

当社の場合、商品をどう変えるかが意識を変えることにつながった。朝日、競売との比

較である。イメージリサーチの結果は悪い。イメージ調査は良くなった。明るくなったと

いう評価である。特にカラー化のイメージは良くなった。
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(劫貴社の従業員の意識や行動に、 C1活動の実施後変化があったとお考えですか。

何が変わったかといえば、潜在的に変えるということは何でもありという雰囲気がでて
きたことである。当時は、にぎわったが、継続するのはむずかしい。ただし、変えるとい
うことに抵抗がなくなった。編集の人間も販売、広告のことを考える意識が強くなった。
全体的には、意識と行動の改革はあったという評価。役員も意外と感じているようである。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

関連はあると思う。

ωその他、貴社の C1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

編集の考え方はそう変わらない。社員アンケート(4本社、 1支社)とか集会をおこな
った。チュレンジシート(部長以上)は、 C1とは直接的に関係しないものの、採用して
いる。紙面の改革は続けている。

組合は強い。経営にも口出しする。活動については、方向性は良い。導入に際して、討
議が不十分という批判はあった。これは、当初、大衆討論的ではなく、ブラックボックス
であったことによる。 1992年 6月に C1と関連して組織改編をおこなった。社長も交
代した。

2.8. A G F (味の素ゼネラルフーヅ株式会社)

日時・場所 1996年 10月 16日 15:30"'16:30 AGF東京本社(東京都)
イン~t: l-先 :広報室副部長 西田 久氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

社内には、徹底しており評価はある。社外には、 AGFになりつつあり定着しつつある。

(却貴社の従業員の意識や行動に、 C1活動の実施後変化があったとお考えですか。

変わったと思う。意識までかなり変わったと思う。消費者はまだまだのようである (A

&Uという調査会社の調査等による) 0 V 1は徹底した。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

関係ないと思う。!徹底した理由は、社長の強い意思による。企業理念から始めて C1に
なると思う。当社は企業理念を軽視してやってしまった。ただし、 AGFのV1先行のや
り方は正解であったと思う。

(4)その他、貴社の C 1活動に関して何かお考え、感想等あれば…
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2.9.ミ 3ぐ.ノ

日時・場所 1996年 10月 17日 13:00"'14:00 ミズノ本社(大阪市)
イジ~~l-先 : C 1室マネジャー 林田直利氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

社内、社外の評価はあると思う。

(2)貴社の従業員の意識や行動に、 C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

変化はあるのだろうが、その評価がむずかしい。スポーツ業界の C1の特徴は、人間

(選手)が C1をひっさげて活躍することである。それが社員に伝わり、活性化につなが

っているので、自分たちの提供した商品をあの選手が使っているという誇りは常にある。

これが毎年、競技を越えて登場してくる。企業のアイデンティティ(内面的なもの)より

も外部露出の方が営業面からも、会社では重要視している。企業のアイデンティティを軽

じているわけではないが意識行動の面については C1活動とは結びつきにくい。後付けは

可能であるかもしれない。ピジ品アル面で浸透を図り、ロゴマークをからめて毎年新しい
企業アピールをしていくという姿勢である。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

関連についてはあると思うものの、それが前提になるとは思わない。 C1の側から言う

とそうなるかもしれない。根底にいつも C1があるかといえばどちらとも言えない。導入

当初であれば、アクションの推進力になったであろうが 16年もたつと関連はうすいとい

う印象がある。

社長自身が C1に関心が深い。社内で社員に理念をよく聞いている。大会にも自らよく
でかける。オーナーであり、導入したのは自分だという自覚が強い。見えるものについて

は関心、意識が高い。社員に意識付けをはかつている。逆に普及については、社員中心の
ボトムアップ型ではなかった。

(4)その他、貴社の C 1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

当社の C1はV1的であり、社員は C1 = V 1の考えが強いと思う。これで、とくに問

題があるわけではない。ロゴマークは大事にされている。電通にいわせるとマークが大事

にされている企業という評価である。

ネクスト C1は大きくは考えていない。来年はどう対応しょうかと常に考えている。例

えば、現在であれば地球環境テーマとの関連による露出を検討中である。また、企業市民
としてのミズノも考えている。スポーツは分かりやすい。人聞が主役で、アクションをお

こしたら伝わりやすい。

C 1については、良い意識をもっていると思う。商品に反映していこうということでや

っていたが、急に商品が増えてきた。商品が多いため C1を徹底するのが難しいものの、
必要であると思う。早く、企業市民的な活動になればと思う。

C 1活動は 16年前に始めた。当時は宣伝部が所管していた。マークは、 1981年に

変更した。現在も活動は継続しているという認識である。現社長(3代目)がアメリカ留

学(当時副社長)時にスポーツが生活に根ざしていることを実感したことが契機である。
導入の背景が他企業と異なるのではないかと思う。導入後の追跡調査等は一切おこなって
いない。

2.10.弓t-.~ ~害ロ{ヒケ -Jレ

日時・場所 1996年 10月 23日 12:50"'13:40 サッポロビール本社(東京都)
イシ列r先 :管理本部経営企画部 佐々木 学氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)
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工場は変わった。支社、本社は浸透していない。よけいなことをやらされているという
感じである。営業はパラパラに活動しているという状態ではないかと思う。活動に無理が
あったと感じている。全体的に変わらなかったという感じである。

(却貴社の従業員の意識や行動に、 C1活動の実施後変化があったとお考えですか。

上層部の意識が変わっていない。ボトムアップ型ではある。下の意見は言いやすくなっ

ている。支社、支唐による差はない。組織が個人の方に動いてきたという感覚はある。工
場は定着しているものの、マンネリ化している。経営参加への意識は出てきたようである。
昔から比較するとかなり変わった方だと思う。

但)上記 2に関して、 C1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

関連はあると思う。活動前は、工場などはパラパラであった。

(4)その他、貴社の C 1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

組織の活性化は不可欠である。また、継続するものだと思う。職場などの小集団活動は

やっており、変えていこうと思う。ただし、職場横断ではない。経営理念がわかりにくい
し、経営状況の変化もある。活動について、以前は人事部等も関与していた。今は、経営

企画部が兼任でおこなっている。上層部の意識統一が図られていない。追跡調査はやって
いない。金はかけてやった。しかし、その後どうなったかという追跡はない。コーポレー
トマーク、経営理念が変わっただけで終了、という印象である。社外は、変わったと思っ
ているのではないだろうか。

2.11. 51!足湯.寛章蜜雲監

日時・場所 1996年 10月 23日 14:10，，15:00 安藤建設本社(東京都)
イシ列r先 :社長室広報部担当課長 佐藤 堅太郎氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

社外は、他業者との相違がはっきりしてきた。外部の人がよく分かるようになった。評
判が上がった。安藤さんよくやるね、という声をよく聞くようになった。

社内は、カッコいい、 3Kイメージのふっしょくでプライドや誇りがでてきた。朝日新

聞調査 (1990、1991年)マークの認知アンケートでの評判や反応は良かった。

(助貴社の従業員の意識や行動に、 C1活動の実施後変化があったとお考えですか。

意識は変わっていないように思う。ビジュアルについての社内の問い合わせはあり、気
にするようになった。建設業は古い体質。ビジュアルは変わったが本質的なものは変えら

れないのではと思う。活動に効果はあったと思うし、話題性もある。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

変えたから変わったと思う。例えば、通勤電車から会社のマークが見えるというのは良
いと思う。今までは分からなかった。マーク、封筒、名刺等のピジュアル的なものだから
終わったという要因もある。

ωその他、貴社の C1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

活動に関する過大評価があるのかもしれない。実際はマークの変更だけだから、気にい

った、気にいらないというように人の意見が分かれる。ビジュアルの変更をしてから時聞
がたっているのか、‘活動は落ち着いている。定着化、マンネリ化している。

社内草新運動は ACT21という名称で 1994年より開始した。業務草新運動。業務
を見直す。組織、人事制度の改編も検討中。効率化を考えている。コストダウン、余剰人
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員のシフトが可能になった。

2.12.志;:;ャコえコ

日時・場所:1 993年 7月13日 11:00，，12:00 ジャスコ近畿支社(大阪市)

イシ列r先 :広報部部長 藤山修一氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

C 1については企業イメージ向上の方が強いと思う。 C1の一環として、企業の姿勢を

対外的に各媒体を使って普及中である。会長の指示もある。

(2)貴社の従業員の意識や行動に C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

現場で C1を定着させるのはむずかしい。若い人はロイヤリティが低くく、変化しにく

いと感じている。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

C 1と人事施策とは結びつかない。常に人事制度を改定している。 C1と組織構造の改

編、人事制度の変更等は別である。

(4)その他、貴社の C 1活動に関して何かお考え、感想等あれば…
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2.13.JR~百三ド

日時・場所 1993年 8月25日 14:00サ5:10 JR西日本本社(大阪市)
イシ~~1-先 :総合企画本部経営管理室副室長 柴田 信氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)
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(到貴社の従業員の意識や行動に C1活動の実施後変化があったとお考えですか。

危機感の浸透はむずかしい。トータルな方向性を打ち出して理解してもらうしかないの

ではと思う。課題をつくったり、トップに動いてもらったり、事務局が手法を決め、動か

し普及させるしかない。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

危機感と創造性が仕事に結び付かない現状がある。意欲づけの問題ではないかと思う。
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関連を考えたら、 C1を出して仕事と結び付けた方が良かったかもしれないが、陳腐化す
る可能性は逆にある。

但)その他、貴社の C1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

民営化によって、社員の意識改革がまず第一にある。外部からの圧力によって強引に変

えた部分もあり、ラッキーではあった。しかし、 5......6年もたつと疲れてくる。意図して

C 1というものはやっていない。民営化時は V 1であった。物心両面の一般的にいわれて

いる C1はやってやるのかというと、やっていないというのが現実である。

C 1が方針、施策、組織、価値観の問題とすると過去やってきたといえる。経営理念は、
198 7年 (JR設立 3ヶ月後)に制定(社員アンケート、客の意見、コンサル等を考慮)

した。経営理念をもとに経営組織の体質化運動を各職場で行った。体質化運動、増収運動、

通信教育、 QC運動などをおこなった。意図的に運動を発展させるために、役員に月 1回

か 2月に l回、各職場にいって対話をおこなってもらった。
人の活性化という面と営業施策面をリンケージさせていきたい。その際に C1が必要。

組合は特に問題はない。ただし、組合を取り込んで一緒にやろうところまではやってい

ない。組合の幹部には普及活動をしている。

組織改正は毎年やっている。それは、①事業展開に合す、②危機感の酪成、③関連会社

整備によるもので、けっこうにぎやかである。
効果測定は、労力はかけているが金はかけていない。効果測定が必要かという意見もあ

る。また、定量的測定法はあるのだろうが、それに金をかけるというのはどうかという問
題もある。そうではなくて、お客様が増えるとか、仕事がスムーズにいくとかという方に

注力する方が測定に注力するよりも大事では、という意見が強い。全社員アンケートは毎

年、形は変わるがおこなっている。

2.14.業斤タ芋議Ii

日時・場所 1996年 10月 17日 11:00"'12:15 新井組本社(兵庫県西宮市)
イシ列r先 :経営企画部課長 東郷直樹氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

社内はコミュニケーションレベル、 C 1・MAP (同社の C 1運動の名称)は良かった

という評価である。社内ネットワークが広がった、フェイストウフェイスが良くなった、

遠慮なしにいろんな人に聞けるようになった、という発言しやすい雰囲気がでてきた。

企業理念、人材育成などについては、ふだんの業務からはなかなか個人で考えることは

むずかしい。個人の考えるスケールが大きくなって視点がひろがり、参画意識があがった。

これによって基本方針の掘り下げができた。
社外の評価もあがっている。創 ING-TOMORROWは定着しつつある。意識行動

の変化までは聞こえてこないが、まじめにやってくれているね、という声は多くなった。

(2)貴社の従業員の意識や行動に、 C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

変化はあったと思う。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

関連はうすいと思う。

(4)その他、貴社の C 1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

人事制度も実力主義を導入した。年功序列をうすめていった。ただし、 C1とは関連な

しに実施している。また、人事部は新資格制度を導入できた。以前より検討はしていたが

C 1活動を通じて社員の意見を眠い上げて実施できた。組織改善も実施できた。例えば企
画部を強化した。これらは、以前からあったが、 C1がツール的な作用をした。

活動の盛り上がりはあった。副部長クラスの意識は高い。退職が近い部長クラスの意識
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は低い。役員クラスは分かれる。
マンネリ化はある。 C1 • M A Pは当初は新鮮であった。 50年のおさらいができたと

いう感じである。これぐらいの会社規模だからできたということはある。気持ちが伝わる

限界の規模ではないか。地道に考えて実施したつもり。ネクスト C1、特に考えていない。
脈々とつづけるつもりである。今でも、社長が全国を回って、 CS、人間教育についてし
ゃべっている。

2.15. :5'-イ J、・Y 二E当面E

日時・場所 1996年 10月 24日 13:00"'14:00 ダイハツ工業本社(池田市)
イン~~l.-先 :経営企画部課長 大谷 宏氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

社外は、体系的な評価をしていないので分からない。社内は、少しは変わったと思う。

特にこのために追跡調査はしていない。変化があったと認められたので終了した。

(劫貴社の従業員の意識や行動に、 C1活動の実施後変化があったとお考えですか。

意識変化のメジャーもなく分からない。評価しにくい面がある。社員は活動をやったこ
とは知っているだろうと思う。変化はあったと思う。ただ、マンネリ化はある。イベント

としては良いが長期間やるものではない。
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2.16.*矛ロBfI圭也

日時・場所: 1 996年 10月 30日 13:30寸4:20 大和団地本社(大阪市)
イシ列r先:総務部人事課 課長鈴木範一氏・総務部販促課課長 泉本圭介氏

ωC  1活動実施後の評価(社内、社外)

社内は、デザインマニュアルを作成し、浸透していると思う。統一の効果はあった。社

外的認知度は低い。そういう意味では、成果果は低いかもしれない。パラパラであったも
のを統ーしたことによる効果はあった。ただし、追跡調査はおこなっていない。いままで
の会社のイメージは変わるんだな、という感じを社員がもてたのではないか。
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(幼貴社の従業員の意識や行動に、 C1活動の実施後変化があったとお考えですか。

変化はあったと思う。ただし、 V 1を通じての C 1ということで変化したわけではなく、
最近の 5-6年にいろんな施策を導入したことによると思う。例えば、事業部制や商品開
発などである。組織、制度もかなり変わった。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

関連はあっただるうと思う。ただし、 C1の解釈にもよるのだろうが、因果関係は一概
には言えない面もあるかもしれない。 V 1でもいろんな部門で社会貢献していくうえで育
てていく、継続していく、これを各部でやり直ししていっている状態。 V 1が発端ではあ
る。ともかく、継続することが必要である。

(4)その他、貴社の C 1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

活動の推進に関する抵抗はない。各事業部ごとに必要なことはやっている。導入時はパ
プル時で金を使うことに対して抵抗はなかったこともある。
効果を上げるためには実体政策が必要である。例えば、住宅メーカーとしての企業イメ

ージ、商品、営業内容、アフターサービスの賀を上げることが重要と考える。

2.17.さ聾幸召歳旦

日時・場所: 1 996年 11月 13日 10:30寸1:30 浅沼組本社(大阪市)
イジ列r先:人事部副部長 穂積恒雄氏

(1)C 1活動実施後の評価(社内、社外)

社内は、ロゴ等を変えた、形としてのものを変えた、という評価はある。心の部分はど
うか評価していない。 C1の成果はあったものの、すぐに仕事に結びつくというものでは
ない。親しみやすくなったという社外の評価はある。色、作業服、などは自につきやすい。
ひとつの成果である。
成果の評価についてはむずかしい。例えば、学生などは別の面から知る。社内は処遇か

ら知る。組織替えをした成果は、処遇、賃金に結び付いていたかどうかは定かではない。
業界のイメージが悪かったというのもある(業界のダメージ)。

(2)貴社の従業員の意識や行動に、 C1活動の実施後変化があったとお考えですか。
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(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

それほどの関連はなかった。瞬間的にはあったろうが。ともかく情勢変化がすごかった。
C 1と何が関係あるかと言われでも分からない。仕事には結びつかない(同業の大林組も
同じと聞いている)。目的を達成したわけではない。 4、 5年たっても維持されていなけ
ればならない。

(4)その他、貴社の C1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

企業コンセプトが抽象すぎる。具体的ではない。末端には分からない。じゃ、オレはど
うしたらいいんだ。この具体化なしに進んだ。それで D1 (同社の部門ごとの活性化運動
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の名称)をやったつもりだった。メーカーのように同じ環境で、同一メンバーであれば良
いのだが、建築は組織(特に現場)がころころ変わる。現場にかかわっているのは 2分の
l以上。ポスも構成員も変わる。心を一つにしてできるわけがない。とくに、土木などは
昼夜、場所の問題がある。結果は予想どおりであった。出来ることは共通のことしかない。
Q Cは浸透しやすい。どこでも共通。しかも目に見える。数字になる。 C 1は見えない。
成果の検証がしにくいものにはつらい面がある。また、業績が悪化すると続かない。参加
した人だけの活動に終わった。社会環境が短期的には企業には結び付かないということが
継続できない理由でもある。組合の抵抗はない、一緒にやったという感じである。

2.18.目 2ド角虫議集

日時・場所: 1 996年 11月 13日 13:00"'13:40 日本触媒本社(大阪市)
イシ~~1-先:広報部主任部員 兼子昭生氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

社内外とも V 1について評価はあった。ロゴマークの整理、統合をおこなった。イメー
ジアップにつながヤた。広報もおこない、従来より認知度も上がった。 D1 (部門活動)
はしり切れトンボになった。

(2)貴社の従業員の意識や行動に、 C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

意識は多少なりとも変わったと思う。大きく変化したかどうかはわからない。調査もし
ていない。上層部(管理職、役員層)には差がある。若手層に多少変化はあったと思う。
発言の下地になったと思う。グループ討議等を通じて研究、事務職が良くなった。保守的
な体質も意識改革はできたと思う。

(母上記 2に関して、 C1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

全社レベルでは上がっておらず、組織の活性化は C1だけではない。あるレベルまで上
がったという面については、関連があると思う。

(4)その他、貴社の C1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

全社あげてこういう活動をやる機会は初めてであった。はじめは盛り上がった。特に女
性、研究職から意見がでた。

お金はかけているが、追跡調査はしていない。バブルの時だからできた。今ならできな
い。理念がやや先行した。達成するために変わらなけらば、ということで C1を導入した。
今後こういう活動をやるかどうかは分からない。 C1ニュースは続行している。イメージ
調査も続行している。 C1の前に事務合理化をはかることが急務である。他社より、 10 
年遅ていると現社長は指摘している。

組合の抵抗はなし。 C1にからめて制度の改革はなく、一緒にやりましょう、という感
じであった。制度改革はずっとやっている。

C 1推進室が活動展開をおこなった。今は、成果があったので解散し広報部で所管して
いる。 V1を中心に見ていこうという流れである。

2.19.クボタ

日時・場所 1996年 11月 13日 17:0ト18:00 クボタ本社(大阪市)
イシ列r先:広告宣伝部課長 山崎方義氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

社外で評価はあると思う。社内でも社外の結果が反映されていると思う。よって、社内
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外閉じ評価があると思う。若者層の評価は高い。高齢者層ほど何だこれは?という感じで

ある。

C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

モラールアップになったのではないか。ただし、それについての調査はしていない。 C
Iは理想であり、意識改革、商品開発を含めて一つの芯があれば良いと思う。これだけ事

業が多角化しているとむずかしく、 V 1だけになってしまう。個人の考えとしてはやるべ

きだと思うが、方向性を出すべきだろう。

(劫貴社の従業員の意識や行動に、

C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

なぜか学生はよく来るようになった。社外効果は上がっている。という意味では関連は

ある。ただし、 C1によって売上が伸びたかと言われれば疑問である。

(3)上記 2に関して、

何)その他、貴社の C1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

一体感はあったと思う。当社は、社風や文化を変えるということに息をふき続けていな

い。継続していないと退化してしまうと思う。広告宣伝部にいる関連で、対外情報発信は

良くなった。 1991年以降のイメージ調査ではワンランク上がった。 100周年の節目

での音楽イベント、基金{文化、研究)などは間接的に効果があったと思う。ただし、利

益にはなっていない。
組合の抵抗はない。労使関係は良い会社である。海外、特定事業部の一部では社名変更

には反対があった。ただ、トップダウンでやってきた。今後の展開は考えていない。経営
方針の中に、タイムリーなピジョンを社長が毎年打ち出している。 C1という施策で意識

改革をおこなうということはない。トップレベルから常に指示がある。人事制度は他社に

比べると一番変わっていないと思う。これからは分からないが、能力主義などに対して保

守的な会社である。当社は、 C1ではなく V1である。また、 MI、B1はおいといて。

という感じがある。 MI、 B1は全社的に手をかけると労力と時聞がかかるという意見も

ある。

松村組本社(大阪市)13:00陶 13:40
山田博司氏

2.20.希及本す索直

日時・場所: 1 996年 11月 18日
イジ列r先:経営企画本部経営企画課長

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

社外イメージは変わった。マークを変えた。新理念を制定した。そこそこの評価を得て

いる。明るいイメージはあると思う。社内については良くなったと思う。

C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。
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0の関係で見直ししている)。一支盾を見ると、建設に際しての品質管理と経営理念との
関連はないと思う。 C1を手作り、自分らがやったという感は強い。

ωその他、貴社の C1活動に関して何かお考え、感想等あれば…
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2.21.帯会ー下旬電二E

日時・場所:1 996年 11月 20日 15:00"'15:50 松下電工本社(門真市)
イシ~~l.-先:人事部主管次長 長崎正司氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

社外は、松下電工が何を作っているか分かつてはいたが、何に貢献するかが、快適空間
A & i (同社の C 1活動のスローガン)で分かりやすくなった。業界についても同じ。当
社は分かりにくかったが、分かりやすくなった。学生のリクルートはやりやすくなった。

(訪貴社の従業員の意識や行動に、 C1活動の実施後変化があったとお考えですか。

変化はあったと思う。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

関連はあると思う。 A&iがなければ O. C. C制度 (A& i活動に関連する新しい人
事制度の名称)はない。 2年聞のミィーティングのあとに実施した。

但)その他、貴社の C1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

人事制度にチャレンジプランを導入した。自分自身の草新と仕事の草新である。自分づ
くりを自らが考える。チャレンジ目標を自己と仕事で考える。社員には、何らかの意思表

示をしたら仕事を変えてくれるという意識が生じ、いい面で作用していると思う。今まで
は定期の人事移動のみであった。
組合の抵抗はない。積極的に本人の希望を聞いてやって欲しいという声もある。組合の

役員にも 1年前より説明済みであった。コンセプトにもとづいて、これらの人事制度の改
革を継続していく。 A&iにもとづいて、上司と部下とのコミュニケーションを継続して
いくことが大事である。活動終了は分からない。

2.22. 1 N A X 

日時・場所 1996年 11月 27日 14:50"'15:30 1 N A X本社(常滑市)
イシ列r先:経営企画部社長室室長 伊奈啓一郎氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

社外は、相当な評価をいただいていると考えている。例えば、学生は INAXになって
から、応募してくる層、質が異なってきた。活動後、エンドユーザーにアピールしていこ
うという方向がでてきた。松屋・ JRのトイレリニ品ーアルによって認知度は上がってい
る。

社内は、社名が変わった。ナショナル企業へ、グローパル企業へ。社員の意識も変える
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というのが、当時の社長(現会長)の考えであった。 INAXになってから 10年たった。
会長は、 C1活動としてはまだ道の半ば。まだ社員の意識は変わっていない、と考えてい
る。

(2)貴社の従業員の意識や行動に、 C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

経営層が期待している変化(かなり高い理想だが)はないかもしれないが、1.5流企業
の意識はある。伊奈製陶時代よりはプライドは持てるようになったと思う。 C1を通して
いろんな活動を実施している。

デザインに対して意識を持つようになった。例えば、単に書けば良いという姿勢から、
文書や書類を見やすく、ファイリングしやすいように配慮するようになった。小集団活動
(QCなどもあっが)の中心テーマとして実施している。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。
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2.23.陵支完!t包11;盆失

日時・場所 1996年 6月 3日 13:00"'14:00 阪急電鉄本社(大阪市)
イシ列r先:人材開発室調査役 稲田隆司氏

なお、同社については、上記インタピューとは別に事前のインタビューを実施している。
以下の要約は、主に上記インタピューによっている。
日時・場所 1995年 8月29日 15:00"'16:00 阪急電鉄正雀駅(摂津市)
イシ~~l-先:鉄道統括室調査役 辰馬秀彦氏

日時・場所 1992年11月17日 10:30"'12:00 阪急電鉄本社(大阪市)
イシ~~l-先:人材開発室調査役 松井一洋氏・人材開発室係長 野崎光男氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

当初のねらいほどの効果はなかったと思う。

(2)貴社の従業員の意識や行動に C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

変化は見受けられないのでは、と思う。 C1ということではないが、人事的施策の中で、
トップの方針を個々の社員に浸透させている。既成観念を打破することを目的としており、
意識改革という流れはある。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

C 1で変わったとは思えない。よって、関連があるとは思わない。

ωその他、貴社の C1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

当社の C1はトップダウン型であり、社員参加型ではなかった。意識変革の追跡調査は
おこなっていない。自らから変えないと変わらない。入閣の行動を変えるのは、評価であ
る。

C 1運動については、個人的であるが、評価していない。変革のマインドをいかに融成
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していくかが重要であると思う。人材育成部門として、研修メニューの充実、提案制度等
をおこなっている。地道な活動の持続と個人が能力を発揮できる新たな機会、と人事評価
が重要であると思う。 C1というよりも人材育成という観点からいうと、 C1は不要であ
る。対外的なイメージ調査はやっている。社内に対しては追跡調査はおこなっていない。

2.24.冨富士土そぎロックコえ

日時・場所 1996年 10月 23日 11:20"'12:10 富士ゼロックス本社(東京都)
イン~~l.-先:富士ゼロックス人事部担当次長 切山 彰氏

なお、同社については、以下の視要にて補足インタピューを実施している。

日時・場所 1997年 4月 23日 13:00ぺ3:40 富士ゼロックス本社{東京都)
イシ列r先:富士ゼロックス人事部担当次長 切山 彰氏

同社の C1活動は、①New.Work.Way運動{ニ品ー・ワーク・ウェイ;組織

活性化運動)と②ドキュメントカンパニー(事業戦略関連)がある。本インタビューは①

についておこなったものである。

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

企業イメージはかなりよくなったのではないかと思う。イメージ向上には役立っている。
人が動いて変わっていれば、変化はあるだろうと社員は思っているだろう。

(劫貴社の従業員の意識や行動に、 C1活動の実施後変化があったとお考えですか。

風土の変化は感じる。仕事人はへってきた。会社の全体が変わったと思う。ニュー・ワ
ーク・ウェイ運動とは、自分を大切に、自分自身のライフプラン、キャリアプランを企業

との関係で自ら考える社員になるという運動である。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

もともとトップが言い出したが、関連度はある。部門でニュー・ワーク・ウェイ運動は

やっている。ネガティプな感想もあったが前向きが大半。社員にバラツキはあるが理解は
共通している。
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2.25.H召矛ロヲ'"Jレミ

日時・場所 1996年 10月 23日 15:30寸6:40 昭和アルミ本社(東京都)
イシ列r先:人材開発部採用担当次長 白井 良明氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)
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社外は、それなりに評価はあったと思う。社内においては評価{成果がある)はある。

(2)貴社の従業員の意識や行動に、 C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

変化はあったと思う。今は問題解決を早く、迷惑を最小限におさえようという行動にな
ってきた。情報共有が良くなってきた。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

推進メンパーではなかったが、イノベーション lを経験した 37 0 0名の従業員にとっ
ては、関連が高かったと考えている。 35年いたが社長から社員まで一体としてコミュニ
ケーションをやったのは始めて。別の形でやっただろうがここまで成果が上がったとは考
えにくい。個人の印象に準決はあるが、おもしろかった、役員が入ってきて上下関係なく
やった、という印象。今は一体化しているし、浸透している。前にもある活動をやったこ

とがあるが、ここまでの盛り上りはなかった。

(4)その他、貴社の C 1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

理念づくりと情報の共有化ができたのは今回がはじめてだと思う。上司と部下、同僚、
他部署同士でも共有できた。(工場と営業の連携)。全員気軽にコミュニケーションする
というのがねらいであった。
成文化された理念が統ーされたことは良いと思う。共有化されたものがあるということ

は良いと思う。現在イノベーション 2 (同社の C 1活動の名称)を実施している。トップ
ダウン型でやる。現在継続中。事業部門を全体として生産の改善を目指して始まった。い
ままでよりももっとダイナミックになることを目的としている。作る人も研究も営業も工
場も全社的に有機的につながってきた。また、これが具体的に経営数字に表れている。役

員も関心が高い。人事制度については、能力主義的にした。

2.26.三三塁皇室堂

日時・場所 1996年 10月 31日 14:50N 16:20 三星堂本社(神戸市)
イシ托r先:経営企画室リーダー 植木敏夫氏

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

企業コンセプトに対する評価であるが、社内ではすごいターニングポイントであった。
ビジュアル(イメージ戦略)に対する評価であるが、マークロゴを変えたことに関して、

社内外の評価は良いようだ。

(2)貴社の従業員の意識や行動に、 C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

非常に難しい問題である。行動変化は確かにあった。ただし、もともと、マナーはいい

会社でとおっており、とくに普段の行動が大きく変わったわけではない。社内が活発に意
見を言える風土が生まれつつある。 1996年 4月より、これを助長する意味で組織変革
を実施した。

意識面では、医薬品卸の保守性、1.5流意識がなくなったと思う。上場企業としてどう
あるべきか考えるようになった。

風土が変わったかと言えば、変わりにくい、時聞がかかると認識している。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

C 1との関連は分からない。コンセプト変化による変化ではない。業界の環境から変化し

ているので、社内からも変わるべきだと徹底的に意識変化をはかった。

(4)その他、貴社の C 1活動に関して何かお考え、感想等あれば…
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C 1活動単独でもってする変化を期待する活動でなはい。他の戦略と関連して意識、行
動が変化せざるを得ない。 V 1系では一時の満足感はあるだろう。イメージ戦略であれば
V 1で良いが、目的に応じて C1は拡大もするし、集約化もされる。しかし、 C1をやら

なかったら変化は難しい。企業に変革や創造性を産むためには、インパクトを産むものが

必要である。トップの方針や叱汰撤励では無理。目に見えるもの、経営理念を明示したう
えで実態が伴わなければ無理である。

経営層に変化を起こさせるのは難しい。入社 20...... 3 0年の社員は浸透しにくいし、ジ

ワジワやっているという程度である。組合の委員も部会等に参画している。組合の抵抗は
全くなかった。

導入から現在まで成果があったのは、単独ではない、平成 3年以降の長期的に見すえた
会社の方向性を明示した挑戦期と C1とを結び付けたことにある。活動障害になるような
弊害はなかった。弊害は、各論ではあった。

C 1活動は一つの経営戦略である。あくまで一つの戦略や他の経営戦略との互換性やト
ータルな見方が必要と考えている。 C1と言えば、 V 1のイメージが強いが、当社はこれ

を目指していない。例えば、電通の提案してきた C1と当社の C1には差がある。

2.27.目玉乞 クレ ジッ ト
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(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

評価はやって良かったと経営者も中堅社員も思っていると考えている。あの時、 C1を
やったから、今良い会社があるという社内評価である。それは、経営者がどう考え、社員
がどう考え、そして社会に支持を得るということ。社会をどう意識するか、経営スタンス

の問題ではないか。
対外認知度は 10数%上がっている。デザインについても同じ評価(導入後数年たって、

日経の調査による)。社内コミ品ニケーションが活性化されたというもう一つの評価もあ

る。経営理念の浸透を評価している。対外的にもそうではないかと思う。

(2)貴社の従業員の意識や行動に、 C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

当社は、施策として同時に、人事制度、教育制度、研修所の建設等の変革施策を実施し
た(社内公募制も同時に)。これは、 C1戦略の一環である。委員会が、提起し、それを
実際は人事部や総務部がやるが。まず、ツール{社内報等の媒体。これは、約 10近くあ

る)を見る、次に参加する、そして制度を変える、これらによって社員は変わっていった
と思う。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

はかりょうがない。ただ、社員の一体化、足なみをそろえる、というのは C1がなけれ

ばどうなったか分からないという点はある。この質問に関するような追跡調査は 1回もし
ていない。

よくあるように、提案制度は上がっている。ただし、これと C1との関係はわからない。

C 1戦略で、消費者支援やトラスト運動(森林を購入)をやった。これによって、社員は、
会社に誇りを持てるようになった、と言っている。こういう、宣伝に対する変化は言える

が、どこまで変化に対して本当かは分からない。ただし、 C1をみんなでやっていく、と
いうふうになっているのは間違いない。

ωその他、貴社の C1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

当社では、 C1活動と呼んでいない。 C1戦略と呼んでおり、これが特徴である。 V 1 
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2.28.イシター

日時・場所 19 9 6年 11月 18日 9:30ぺ1:10 イシダ本社(京都市)
イシ列r先:総務部次長 小柳節夫氏・広報室主任 吉田和夫)

なお、同社については、以下の概要にて補足インタビューを実施している。

日時・場所 1997年 9月 18日 9:00"'10:00 イシダ本社(京都市)
イシ~~1-先:総務部次長 小柳節夫氏・

(1) C 1活動実施後の評価(社内、社外)

社外、社内とも評価はあると思う。とくに、社名変更は、知名度を落とさずにイメージ

チェンジできたと思う。

(2)貴社の従業員の意識や行動に、 C 1活動の実施後変化があったとお考えですか。

変化はあると思う。意識面では、今まで通りではだめだ、昇格試験もやる、どんなこと

をして能力をつけたら、どうなるんだ評価は、というようなことがはっきり意識されるよ

うになった。行動面では、新製品が増え、営業も良くなった。

(3)上記 2に関して、 C 1活動とその変化との関連度についてはどうお考えですか。

関連はあると思う。少なくとも、理念の再構築と人事制度の改定・見直しは、 C1がな
ければこれほど短期間にできなかったと思う。

(4)その他、貴社の C1活動に関して何かお考え、感想等あれば…

制度を変えるのは簡単である。制度を変える、その趣旨にそって運用しなければダメ。

やっぱり C1がいる。 C1というのは潤滑油みたいなものである。人聞は制度を変えても

考え方が変わらないと行動は変わらない。制度だけではダメ。 C1から人事関係の総てを

見直しした。職能、教育、研修、賃金、退職金、賞与などである。

理念系を再構築した。共有できる分かりやすいものにした。社内では分かりやすくなっ

たコンサルタントからは 3年かかると言われたが、 l年でやった。むちゃくちゃやってい

ると社内からは言われた。

C 1もトップダウンかボトムアップか、ということがある。トップダウンが早いが、長

続きしないと思う。当社の終了予定はない。事業変革活動に終わりはないという認識であ

る。 1996年 3月で一段階終了した。現在は 2段階目である。
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同苛髭長 C オ叉司司蓋壬と 8 7 生存司司至量<:D上ヒ事交<:D来吉男~

1. C 1潟雪量治α〉詫雪量治翼眉匝司

本調査では、 C:L活動の活動期聞について、 C 1活動の開始と終了の年数記入にしたた

め、正確な活動期間は不明である。ただし、開始と柊了の記入年の間隔が 3年以上にわた

っている企業が 60社あり、回答企業の75.0%である。 87年調査では、 C1活動期聞を

r 1年以上 2年未満Jと回答した企業の割合は、 49.0%で、一番多かった。また、平均活

動年数は 2. 5年である。特定はしにくいが、 10年前よりも C1活動は長期化している

と考えられる。

2. C 1誇雪翼おα〉幸佳述書主権旦傘蟻

C 1活動の推進体制について、人員構成から比較した結果が、表C-1である。 C1活

動の推進組織は、委員会形式が多いことと、その構成が専任者と兼任者あるいは兼任者の

みで構成する場合が多いことについて、 10年前と変化はない。ただし、推進組織の構成

人数については、その平均人数が専従者で O.7人、兼任者で 3人、両者の合計で3.7人増

加している。

表C-1 C 1活動推進組織の比較 (n=80)(N=102) 

専従者 兼任者

人数 本調査 % 87年 % 人数 本調査 % 87年 % 
0人 36 49.3 50 54.3 0人 11 15.1 9.8 
l人 8 11. 0 9.8 1人 3 4.1 7.6 
2人 7 9.6 12 13.0 2人 7 9.6 10 10.9 
3人 9 12.3 13 14. 1 -5人 9 12.3 17 18.5 
4人 3 4.1 4 4.3 -8人 5 6.8 12 13.0 
5人~ 10 13.7 4 4.3 -10人 13 17.8 13 14.1 
無回答 7 

-一1旦.43且2 日合計 80 
平均 I 2.00 

-15人 11 15.1 15 16.3 
16人 ~ 14 19.2 9.8 
無回答 7 

日1合計 80 
平均 10.60 

専・兼
人数 本調査 % 87年 % 
-2人 9 12.3 12 13.0 
-5人 16 21. 9 22 23.9 
-10人 15 20.5 28 30.4 
-15人 13 17.8 20 21. 7 
16人 ~ 20 27.4 10 10.9 
無回答

一」8.」監9旦0 合計 80 
平均 12.60 
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注)上記表において、 (n=)表記が本調査のサンプル数を、 (N=)表記が87年調査のサン
プル数を示している。この点については、以下、同様である。

3. C 1詫雪霊力α〉週受祖lIi_f壬毛ヨF

C 1活動の最高責任者について比較した結果が、表Cー 2である。 C1活動では、一般

的に、最高責任者には経営者層がなる場合が多い。本調査では、最高責任者が取締役以上

の企業は 69社あり、全体の86.3%である。そのうち「社長」である企業は 30社あり、

「取締役」以上と回答した企業の43.5%である。 87年調査では、最高責任者が「取締役」

以上の企業は 89社あり、全体の87.2%である。そのうち「社長」である企業は 25社あ

り、取締役以上と回答した企業の28.1%である。

これから、 C1活動の最高責任者に経営者層が就任するという傾向は 10年前と変化は

ないことがわかる。ただし、社長の割合は、 10年前と比較して増加している。

表C-2 C 1活動の推進組織の最高責任者の比較 (n=80)(N=102) 

本調査 % 87年調査 % 
社長 30 38.5 25 26.0 
副社長 12 15.4 13 13.5 
専務・常務 21 26.9 39 40.6 
取締役 6 7.7 12 12.5 
部長・室長 9 11. 5 7.3 
無回答 2 
ぷEヨλ 計 80 102 

4. C 1混雪量動α〉者同匹p、、多忍棋聖亀

C 1活動を導入し、実施した契機について比較した結果が、表C-3である。

本調査で回答割合の上位 3項目は、① f14.社内活性化・意識改革の社内的要請」、②

f15.企業イメージの向上・統一の社内的要請」、③ f1.創立O周年事業」である。 87

年調査で回答割合の上位 3項目は、① f1.創立O周年事業」、② f8.多角化等の事業

内容の変化」、③ fll.中・長期計画の中の位置付け」である。

これから、 C1活動の導入契機は、この 10年間に、事業内容の変化、経営計画の関連

という項目から組織活性化、意識改革や企業イメージの向上という項目に変化しているこ

とがわかる。また、周年事業を導入契機とすることは、 10年前と変化はない。
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表 C-3 C 1活動の導入契機の比較 (n=80)(N=102)…複数回答

項目 本調査 % 87年調査%

1 創立O周年事業 36 45.0 48.0 
2 経営者の交代 15 18.8 11. 8 
3 企業の合併・吸収 4 5.0 4.9 
4 社屋の新設・移転 3 3.8 10.8 
5 社名変更 21 26.3 25.5 
6 業績の向上 6 7.5 13.7 
7 業踊の不振 5 6.3 4.9 
8 多角化等の事業内容の変化 28 35.0 42.2 
9 市場環境の変化 30 37.5 2.9 
10 国際化への対応 27 33.8 29.4 
11 中・長期計画の中の位置付け 26 32.5 38.2 
12 新卒等の雇用対策 8 10.0 .... 
13 開業他社への対応・差異化 17 21. 3 21. 6 
14 社内活性化・意識改革の社内的要請 71 88.8 7.8 
15 企業イメージの向上・統一の社内的要請 64 80.0 .... 
16 政策・経営方針の転換 9 11. 3 .... 
17 その他(具体的に 9 11. 3 7.8 

注)本設聞は、 87年調査の質問項目に、 12、 15、 16の項目を付加している。

5. C 1 混雪鑓方α:>~方自!iB寺α〉事県連量

C 1活動の実施時の課題について比較した結果が、表C-4である。

本調査で回答割合の上位 3項目は、① fl1.企業イメージアップ」、② f4 .社員の意

識一体化」、③ f13.企業理念の明示と内外への浸透」である。

表 C-4 CI活動の実施時の課題の比較 (n=80)(N=102)…複数回答

項目 本調査 % 87年調査%

1 業績の向上 32 40.0 42.2 
2 企業文化の変革 58 72.5 52.9 
3 社内ヨミzニトシW の活性化 60 75.0 57.8 
4 社員の意識一体化 71 88.8 78.4 
5 優秀な人材探用 26 32.5 21. 6 
6 対外的コミzニトhン効率の向上 45 56.3 53.9 
7 組織活性化やそのための環境づくり 58 72.5 28.4 
8 グループ内や協力企業との関係強化 21 26.3 8.8 
9 流通チャネルの強化 1.3 12.7 

1 0 マインド・シェアの向上 15 18.8 30.4 
1 1 企業イメージアップ 74 92.5 90.2 
1 2 業容拡大に伴う実態と社名の適合化 29 36.3 25.5 
1 3 企業理念の明示と内外への浸透 65 81. 3 69.6 
1 4 マー持.f~1f1町ーショシの向上 15 18.8 28.4 
1 5 新商品・新事業の開発 15 18.8 15.7 
1 6 市場シェアの拡大 19 23.8 22.5 
1 7 収益力の強化 16 20.0 16.7 
1 8 国際化・海外市場への対応強化 16 20.0 33.3 
1 9 その他(具体的に 3 3.8 5.9 
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87年調査で回答割合の上位 3項目は、① rll.企業イメージアップ」、② r4 .社員の

意識一体化」、③ r13. 企業理念の明示と内外への浸透」である。

これから、 C1活動実施時の課題については、全く同様な傾向を示しており、 10年前

と変化はないことがわかる。ただし、その回答企業の割合は、 10年前より高くなってい

る。また、 r2 .企業文化の変革」と r7.組織活性化やそのための環境づくり」という

課題について、 87年調査より回答割合はかなり高い。

6. C 1涜雪量bGD方骨量-

C 1活動で企業が実施した施策について比較した結果が、表C-5である。

本調査で回答割合の上位 3項目は、① r5.11 却材、$I:;~x，~-?I、 Zニトム、社章、名刺、バヲトジ、唐

舗、看板等のデザイン系を新設、改定、統一」、② r3. C 1活動推進委員会等のプロジェク

トチームの発足、設立」、③ r2.アンケート、インタピ品一等による社員の意識調査」で

ある。 87年調査で回答割合の上位 3項目は、① r5.ロ却材、抑制マー夕、Zニトム、社章、名刺、バヲ

トジ、唐舗、看板等のデザイン系を新設、改定、統一」、② r2.アンケート、インタビュー等に

よる社員の意識調査」、③ r1.自社の企業イメージの調査」である。

これから、 C1活動で多く実施される施策は 10年前と大きな変化のないことがわかる。

また、企業の回答割合([%J値)において、 87年調査より 2倍以上の数値を示してい

る施策には、 r 6.新規事業進出の計画や実施」、 rll.将来の活動ドメイン(事業領域)

やピジョン等などの経営方針の策定」、 r29.新社屋、研究所、記念館、 PR館等の建造」

がある。これは、新規事業や経営方針などの経営戦略に関連した施策や、一時ブームにな

った企業の社会貢献活動や文化活動に関連した施策を実施する企業が 10年前に比較して

多いことを示している。その一方で、プランド体系や社内広報に関連する施策(項目13、

26)についてみると、 87年調査よりその回答割合がかなり減少している。これは、施策と

して、 C1活動と関連して実施されることが 10年前より減少していることを示している。
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表 C-5 C 1活動の施策の比較 (n=80)(N=102)…複数回答

87年調
項目 本調査 % 査 %

自社の企業イメージの調査 67 83.8 79.4 
2 アンケート、インタビュー等による社員の意 70 87.5 82.4 

識調査

3 C 1 活動推進委員会等の1n~:t.~トチームの発足、 73 91. 3 .... 
設立

4 新しい企業理念を社内や対外に発表する 69 86.3 77.5 
5 ロゴヲイ1，~'1部品マーク， 1ニホーム，社章、名刺、バヲトジ 75 93.8 96.1 

庖舗、看板等、デザ、イン系を改定、統一する

6 新規事業進出の計画や実施 25 31. 3 14. 7 
7 社是社訓、社内スローガン、行動指針、社歌 59 73.8 78.4 

歌等を新たに掲げるあるいは変更する

8 新Z存者や中途入社に対して新たな採用制度を 4 5.0 .... 
新設

9 社名を変更する 31 38.8 32.4 
1 0 新商品・サービスの開発 16 20.0 12.7 
1 1 将来の活動ドメイン(事業領域)ビジョン 52 65.0 26.5 

等の経営方針の策定

1 2 組織・機構を改革・改編する(部・課の統廃 36 45.0 32.4 
合を含む)

1 3 プランド(1n抑ト)体系を再編する 14 17.5 31. 4 
1 4 肩書の呼称変更 15 18.8 --.. 
1 5 昇給、昇格などの人事制度や給与、報酬制度 25 31. 3 .... 

の改定

1 6 各職場で小グ、ループを作り活動推進 34 42.5 .... 
を図る

1 7 企業グループの結束を図るまたは改編する 19 23.8 29.4 
18 (x潰、文化イベント、出版、ス制イ勺トの開催、 35 43.8 27.5 

後援、協賛等の文化事業の実施

1 9 活動終了後や途中で社員の意識・行動変化の 25 31. 3 .... 
アンケート等の実施

2 0 新規事業部や部・課の設置 14 17.5 .... 
2 1 新たな広告展開を図る 45 56.3 45.1 
2 2 他の全社的な運動との連携を深める 14 17.5 15.7 
23 Cわ運動をスタートさせる(名称: 31 38.8 28.4 
24 教育・研修制度の新規導入や改定 22 27.5 .... 
2 5 部・課の名称変更 7 8.8 .... 
2 6 社内広報の活性化や見直し 41 51. 3 70.6 
2 7 福利厚生制度や休暇制度の見宜しゃ厚生施設 21 26.3 .... 

の建設

28 自社施設(工場等)の地元開放や地元活動へ 12 15.0 11. 8 
の参加

2 9 新社屋、研究所、記念館、 PR舘等の建造 15 18.8 5.9 
30 その他(具体的に 6 7.5 1.0 

注)本設問は、 87年調査の質問項目に項目番号 3、 8、 14、 15、 16、 19、 20、

2 4、 25、 27の質問項目を付加している。

7. C 1 詫雪露カα〉庖~:J畏

C 1活動を実施した後、その成果について比較した結果が、表C-6である。 87年調査

では、得点の与え方が異なるために直接的な比較することは不可能である。しかし、企業
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の回答割合の高低によって、比較をおこなってみる。

本調査で回答割合の上位 3項目は、①r13. 企業理念の明示と内外への浸透」、② fll.

企業イメージアップ」、③ f4.社員の意識一体化」である。 87年調査で回答割合の上位 3

項目は、① fll. 企業イメージアップ」、② f4.社員の意識一体化」、③ f13. 企業理念

の明示と内外への浸透」である。

これから、 C1活動の成果について認識している項目は、 10年前と変化はないことが

わかる。ただし、企業イメージアップより、経営理念の浸透に成果があると認識している

ことは、一つの変化である。

表 C-6 C 1活動の成果の比較(n=80)(N=10D 
87年

本調査 調査

項目 5点 4点 3点 2点 l点 合計 平均 平均
1 業績の向上 2 18 17 7 45 3.29 1. 44 
2 企業文化の変革 7 30 16 4 58 3.66 1. 41 
3 社内コミジトhシの活性化 31 16 4 58 3.64 1. 65 
4 社員の意識一体化 9 34 22 。 66 3.76 1. 72 
5 優秀な人材採用 15 17 7 43 3.37 1. 33 
6 対外的ヨミジトショジ効率の向上 11 20 18 2 52 3.73 1. 57 
7 組織活性化やそのための環境づくり 6 24 28 60 3.55 1. 41 
8 グループ内や協力企業との関係強化 3 11 17 3 34 3.41 1. 20 
9 流通チャネルの強化 16 8 27 2.70 1. 15 

1 0 マインド・シェアの向上 1 10 18 4 33 3.24 1. 41 
1 1 企業イメージアップ 18 34 10 2 64 4. 06 1. 83 
1 2 業容拡大に伴う実態と社名の適合化 16 16 3 42 3.45 1. 39 
1 3 企業理念の明示と内外への浸透 18 34 8 62 4.10 1. 67 
1 4 マサティンゲ7町田ショシの向上 16 31 3.26 1. 25 
1 5 新商品・新事業の開発 19 2 37 3.00 1.19 
1 6 市場シェアの拡大 6 20 2 38 2.87 1. 25 
1 7 収益力の強化 21 33 3.00 1.18 
1 8 国際化・海外市場への対応強化 16 5 31 3.10 --.-
1 9 その他(具体的に 。 。41 4. 50 ----

平均 43 3.40 1. 41 
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8. C 1 詫雪量:1Hこ~る議巨象肱α〉謡史イ包

C 1活動を実施した後、組織に生じた変化ついて比較した結果が、表C-7である。回
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答数値の平均値は、 10年前よりやや低くなっている。

本調査で回答割合の上位 3項目は、① f10. 社内コミュニケーション」、① fll. 組織、

職場の活性度」、③ f9.経営者と社員の信頼感」である。 87年調査で回答割合の上位 3項

目は、① f12. 社員のをラー島やロイ刊ティー」、② fll. 組織、職場の活性度」、② f13. 知名

度」である。これから、組織や職場の活性化については、 10年前と大きな変化はないこ

とがわかる。その一方で、モラールや企業の知名度に代わって、社内コミュニケーション

や経営者との信頼に変化があるという認識は、 10年前より強くなっている。

[表C-7J C 1活動による組織の変化の比較 (0=80)(N=102) 
本調査 87年調

項目 5点 4点 3点 2点 1点 合計 平均 査平均
1 全製品・トピスの中で新製品・ 21 6 45 。72 3.67 3.65 

トピスの比率
2 主力製品のマサヲト.~x1 2 20 44 6 。72 3.25 3.45 
3 年間売上高 12 30 28 4 75 3.64 3.77 
4 収益力 22 40 。76 3.46 3.46 
5 研究開発や商品開発力 24 41 1 。73 3.51 3.61 
6 潜在的資源の事業化能力や新 22 45 。74 3.41 3.59 

規事業展開力

7 人材や資金の確保・調達力 38 31 。76 3.68 3. 74 
8 流通チャ柿への指導力や販売力 19 52 。 72 3.29 3.49 
9 経営者と社員の信頼感 10 37 29 。。76 3.75 3.98 
10社内コミュニケーション 7 53 18 。 78 3.86 3.89 
11 組織、職場の活性度 50 19 。 77 3.86 4. 02 
12 社員のをラ4やロイ刊ティー 43 28 。 77 3. 71 4. 05 
13 知名度 13 33 32 79 3.73 4. 02 
14 一流評価や信頼性評価 25 44 。 76 3.51 3.89 
15 技術力やマサティンF力などの企 28 43 75 3.44 3.66 

業力評価

16 外部から見た自社への親近感 11 37 25 3 76 3. 74 3.89 
平均 L15 3.59 3.76 
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9 _ .1:.1::喰受α〉傘き主畏α〉事警糸勺

本調査と87年調査を比較した結果について、次のようにまとめることができる。

第一に、 C1活動の活動期間は、 10年前と比較して長期化している。

第二に、 C1活動の推進組織は、委員会形式が多い。また、推進組織の構成は、専任者

と兼任者あるいは兼任者のみで構成する場合が多い。この傾向について、大きな変化はな
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い。ただし、 10年前と比較して推進組織の構成人数は平均値で3.7人増加している。

第三に、 C1活動の最高責任者について、 「取締役」以上が就任する傾向に変化はない。

ただし、 10年前と比較して最高責任者が社長である割合が増加している。

第四に、 C1活動の導入契機について、社内活性化や意識改革を導入契機と認識してい

る企業の回答割合は、 10年前と比較して高くなっている。

第五に、 C1活動の実施時の課題について、企業イメージアップ、社員の意識一体化、

企業理念の明示と浸透について課題とする企業が多く、その傾向は 10年前と比較して大

きな変化はない。ただし、 10年前と比較して、企業文化の変革と組織活性化について課

題とする企業の回答割合が増加し、マーケティングや国際化については、課題とする企業

の回答割合が減少している。

第六に、企業が C1活動で実施する施策には、 V1系、活動推進組織、社員の意識調査

に関連する施策が多く、 10年前と比較してその傾向に大きな変化はない。また、経営戦

略や企業の文化活動に関する施策を実施している企業は増加しているものの、プランド体

系や広報に関連する施策を実施している企業は、 10年前と比較して減少している。

第七に、 C1活動を実施した後、その成果について、企業イメージアップ、社員の意識

一体化、企業理念の明示と浸透について、成果があるとする企業が多く、 10年前と比較

して、その傾向に変化はない。

第八に、 C1活動の実施後、組織に生じた変化について、企業は、全体として変化があ

ることを認識している。ただし、 10年前と比較して、認識の程度はやや弱くなっている。

社内コミュニケーションや経営者の信頼について変化が生じたという認識は、 10年前と

比較して、モラールや知名度に代わって強くなっている。組織・職場の活性度について変

化が生じたという認識は、 10年前と比較して大きな変化はない。
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イ寸盆表 D 主走書長童書ta::>克主謀説と干す重ba::>蚕豆イ己 Bこ隠司す』る
ネ充言十タラ杉子a::>糸吉男宅

1 .富士ゼロックスの場合

1. 1 _ 郡司ヨ藍女寸事足とコ守主去

調査対象は、富士ゼロックスの従業員である。調査方法は、質問票によるアンケート調

査である。使用した質問票は、附録 Eに提示している (1)。

この従業員アンケートは、 1997年 4月 25日より同年 5月 10日にかけて実施され

た。有効回答数は、 25である。配布方法は、担当者から従業員に直接配布され、置接回

収された(2)。

以下の分析では、この分析結果をもとに従業員の意識と行動に生じた変化を明らかにす

ることと、企業の回答数値と比較することによって、企業と従業員の相違を明らかにする

ことが目的である。

なお、以下の記述の各表の中で、 (合計)の表記は有効回答のうち実質の回答者数を、

(回答)の表記は本調査の同社の回答数値を、 (S D) の表記は従業員アンケートに関す

る標準偏差値を示している。また、平均値については、少数第 3位を四捨五入し、少数第

2位まで表記している。 SDについては、少数第 4位を四捨五入し、少数第 3位まで表記

している。これらの点については、以下の記述についてすべて同様である。

回答者の属性をみたのが、表 D-1である。各項目に偏りはあるものの、本アンケート

結果を属性と関連づけて分析することを意図していないためにとくに考慮していない。

表 D-1 回答者の属性

項目 (1) (2) (3) (4) (5) (6) 合計
性 }JIJ 3 22 事事事事 事事事寧 事事事事 事事事事 25 

2 年 齢 。 13 。25 
3 職 種 17 4 4 事事事事 事事事事 事事事事 25 
4 役 職 。 8 14 2 事事制 25 
5 所 属 3 3 13 3 25 
6 勤続年数 11 7 制事事 事事事事 25 

注)各設聞の記入例は以下のとおりである。
1.性別:(1)，女 (2). 男

2 ，年齢:(1)， 2 0歳以下 (助， 2 1歳-2 9歳 (乱 3 0歳-39歳
但)， 4 0歳-49歳 (5). 5 0歳-59歳 。~). 6 0蔵以上

3，職種:(1)，事務職 (2). 技術職 (3). その他

4，役職:(1)，役員 (到.部長 (司.課長 (4). 係長・主任 (5). 一般
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5 .所属:(1). 営業 (2). 総務 (3). 人事 (4). 経理 (砂.企画 (6). 技術

6 .勤続:(1). 5年未満 (却. 5..10年未満 (3). 10帽 20年未満 (4). 20年以上
年数

1. 2_ 議員E脅すタテキ斤α〉縁書長畏

(1) C 1活動の理解

従業員は、 C1活動を全体的にどう理解しているのだろうか。 C1活動への参加度をは

じめ、全体的な理解を尋ねた結果が、表 0-2である。同社では、 C1活動が好意的に受

け入れられ、理解され、良い評価を得ているといえる。また、社内と社外についても C1 

活動の効果が期待されているといえる。

この点を裏づけるものとして、従業員のコメントの中に、 「ニューワークウェイ・プロ

グラムは社員一人ひとりの活性化を促し、自立(自律)した個人を生み出すための環境づ

くりです。ある時点で明確に成果を数値で表現できるような性格ではないと思います。」、

「着実に浸透していると感じています。」、 「独創的な活動であり、より活動レベルを高

めたい。」、 「約 10年経過して、風土として定着してきた。」という指摘がある。

表 0-2 C 1活動全般に関する理解

項目 5点 4点 3点 2点 1点 合計 平均 so 
あなたは、これまでC1活動にどの 2 10 25 2.96 1. 098 
程度積極的に参加してきたと思いま

すか

2 あなたは、 C1活動に対して好感が 4 14 6 。25 3.84 0.746 
もてますか

3 あなたは、 CもP活動に対してどのよ 5 10 9 。25 3.76 0.830 
うな評価をお ちですか

4 あなたは、 C1活動をよく理解して 10 12 。25 3.52 0.714 
いますか

5 あなたは、 C1活動の社外的効果が 4 13 5 。25 3. 72 0.890 
どの程度期待できると思いますか

6 あなたは、 C1活動の社内的効果が 12 7 2 25 3.40 1. 040 
どの程度期待できると思いますか

注 1)各設問の得点例は以下のとおりである。

項目 l…「積極的に参加してきたJ (5点 r審加してきたJ (4点 r少しだが参

加してきたJ (3点 rほとんど参加しなかったJ (2点 r全く参加しな
かったJ (1点)

項目 2…「非常に好感がもてる J (5点 rかなり好感がもてる J (4点 rどちら

とも言えないJ (3点 rあまり好感がもてないJ (2点 r全く好感がも
てないJ (1点)

項目 3…「非常に良いと思う J (5点 rかなり良いと思う J (4点 rどちらとも
言えないJ (3点 rあまり良いと思えないJ (2点 r全く良いと思えな

いJ (1点)
項目 4…「よく理解している J (5点 rかなり理解している J (4点 rどちらと

も言えないJ (3点 rあまり理解していないJ (2点 r全く理解してい
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ωC  1活動による平織の変化

従業員は、 C1活動によって組織に生じた変化をどの程度認識しているのだろうか。 C

I活動によって組織に生じた変化について尋ねた結果が、表 D-3である。全体の平均値

は、同社の回答数値より低い。従業員の評価の平均値の上位 3つは、 f3.年間売上高」、

f13. 知名度」、 f16. 外部から見た自社への親近感Jである。さらに、具体的に検討す

ると、 f2.主力製品のマーケットシェアJ、 f3.年間売上高」、 f13. 知名度」、 f14. 

一流評価や信頼性評価」、 f16. 外部から見た自社への親近感」の平均値については、同

社の回答数値より高い。その一方で、 f10. 社内コミュニケーション」、 fl1.組織、職

場の活性度」、 f12. 社員のモラールやロイヤリティー」の平均値については、同社の回

答数値より低い。これは、市場、業輔、売上について、従業員は企業より強く認識してい

ることを示している。その一方で、組織活性、モラールについて、従業員は企業よりもあ

まり強く認識していないことを示している。

この点を裏づけるものとして、従業員のコメントの中に、 「変えるべきものと守るべき

ものの建て分けがきちんとできていない段階で、顧客へのイメージアップのみに注力して

いる感が否めない。」という指摘がある。

表 D-3 C 1活動による組織の変化

本調査 87年調

項目 5点 4点 3点 2点 1点 合計 平均 査平均

1 全製品・トピスの中で新製品・ 21 6 45 。72 3.67 3.65 
ザーt:~の比率

2 主力製品のマサヲト.~x7 2 20 44 。72 3.25 3.45 
3 年間売上高 12 30 28 4 75 3.64 3.77 
4 収益力 9 22 40 5 。76 3.46 3.46 
5 研究開発や商品開発力 24 41 73 3.51 3.61 
6 潜在的資源の事業化能力や新 22 45 74 3.41 

規事業展開力

7 人材や資金の確保・調達力 7 38 31 。。76 3.68 3.74 
8 流通科柿への指導力や販売力 19 52 。。72 3.29 3.49 
9 経営者と社員の信頼感 10 37 29 。。76 3.75 3.98 
10社内コミュニケーション 7 53 18 。。78 3.86 3.89 
11 組織、職場の活性度 8 50 19 。。77 3.86 4. 02 
12 社員のをラー島やロイヤリティー 6 43 28 。77 3.71 4. 05 
13 知名度 13 33 32 。79 3. 73 4. 02 
14 一流評価や信頼性評価 7 25 44 。76 3.51 3.89 
15 技術力やマサティシゲ力などの企 3 28 43 。75 3.44 3.66 

業力評価

16 外部から見た自社への親近感 11 37 25 3 76 3. 74 3.89 
平均 5 3.59 3.76 
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注)各設聞の得点例は以下のとおりである。

項目 1から 3…「非常に増えたJ (5点 iやや増えたJ (4点 iどちらでもない」
( 3点 iやや減ったJ (2点 i非常に減ったJ (1点)

項目 4から 9…「非常に強まったJ (5点 iやや強まったJ (4点 iどちらでも
ないJ (3点 iやや弱まったJ (2点 i非常に弱まったJ (1点)

項目10...i非常開放的になったJ (5点 iやや開放的になったJ (4点 iどちら
でもないJ (3点 iやや閉鎖的になったJ (2点 i非常に閉鎖的になっ
たJ (1点)

項目11から12…「非常に高まったJ (5点 iやや高まったJ (4点 iどちらでも
ないJ (3点 iやや低下したJ (2点 i非常に低下したJ (1点)

項目13から16…「非常にあがったJ (5点 iややあがったJ (4点 iどちらでも
ないJ (3点 iややさがったJ (2点 i非常にさがったJ (1) 

(3) C 1活動による職場風土の変化

従業員は、 C1活動を実施した後、自己の職場風土に生じた変化をどの程度認識してい

るのだろうか。職場風土の変化について尋ねた結果が、表 D-4である。全体の平均値は

3. 4 3である。これは、従業員は、それほど強くないものの「変化を認識している」と

理解できる。具体的に、上位項目の 3つは、 i1.積極性」、 i6.活発性」、 i10. 理解性」

である。下位項目の 3つは、 i14. 安定性」、 i 11.理性」、 i5.洗続性」である。

この点を裏づけるものとして、従業員のコメントの中に、 「今までより、オープン(ガ

ラス張り)になり、活発になったと思う。」という指摘がある。

表D-4 C 1活動による職場風土の変化

項目 5点 4点 3点 2点 l点 合計 平均 SD 
1 積極的なー消極的な 16 7 。 25 3.80 0.577 
2 親しみゃすいー親しみにくい 11 12 。25 3.48 0.653 
3 あたたかいーつめたい 9 13 。25 3.36 o. 700 
4 安定したー不安定な 4 15 。25 3.04 o. 734 
5 洗観されたー粗野な 7 15 。25 3.28 0.678 
6 活発なー不活発な 4 11 9 。25 3. 72 0.791 
7 良心的な一良心的でない 9 13 。25 3.48 O. 714 
8 信頼できる一信頼できない 10 13 。25 3.44 0.650 
9 派手な一地味な 。9 15 1 。25 3.32 0.556 

1 0 理解のある一理解のない 3 13 。 25 3.60 O. 707 
1 1 理性的なー感情的な 15 2 25 3.16 0.800 
1 2 独立的なー依存的な 3 8 12 2 。25 3.48 0.822 

平均 25 3.43 0.698 

注)左右で対をなす形容調OO-ddについて、得点例は以下のとおりである。

「非常に00である J (5点 iやや00である J (4点 iどちらでもないJ (3 
点) iややddである J (2点 i非常にddでないJ (1点)

(4) C 1活動による自己の変化

C 1活動を実施した後、従業員は、自己の意識や行動の変化をどの程度認識しているの

だろうか。自己の変化認識について尋ねた結果が、表D-5である。全体の平均値は 2. 

154 



8 1である。これは、ほんのわずかではあるが、 「変化が生じている」ことを認識してい

ると理解できる。

表 D-5 C 1活動による自己の変化

項目 5点 4点 3点 2点 1点 合計 平均 SD 
l トップの経営方針がよくわかるよ 。11 25 3.08 0.953 

うになった

2 職場が明るくなった 。7 9 5 4 25 2.76 L051 
3 お客さまから良い評価をもらうよ 。7 15 3 。25 3.16 0.624 

うになった

4 仕事がやりやすくなった 7 11 4 25 2.96 1. 098 
5 会社を誇りに思うようになった 7 3 25 2.88 1. 092 
6 自己業務目標がより明確になった 。6 9 6 4 25 2.68 1. 029 
7 職場内でコミzニトションがよくなった 。 8 5 25 2.68 1.107 
8 会社のビジョンについてよくわか 。 5 25 3.00 0.957 

るようになった

9 自分の仕事に自信がもてるように 。 6 4 25 2.68 1. 029 
なった

1 0 会社の社会的責任の大きさがわか 。8 9 7 1 25 2.96 0.888 
るようになった

1 1 社員としての自覚が高まった 。 9 5 4 25 2.76 1. 051 
1 2 お客さまに対し会社の方針が説明 2 11 6 5 25 3.32 1. 029 

しやすくなった

1 3 社内の情報がより良く伝わるよう 7 9 4 4 25 2.88 1.129 
になった

1 4 会社の将来について自分なりに考 4 6 6 8 25 3.16 1.178 
えるようになった

1 5 会社との一体感が強まった 8 4 6 25 2.68 L281 
1 6 顧客や取引先との沢民ト~9!1 がよ 5 11 3 25 2. 72 0.936 

くなった

1 7 積極的に仕事に取り組めるように 6 12 2 25 2.88 0.881 
なった

1 8 同僚や他部署の仕事がよくわかる 。6 3 8 25 2.48 1.194 
ようになった

1 9 組織や機構的改編に対してよくわ 。2 13 2 8 25 2.36 1. 036 
かるようになった

2 0 上司や部下に対してより関心がも 。3 10 7 5 25 2.44 0.960 
てるようになった

2 1 会社の経営理念についてよくわか 。10 7 4 25 2.92 1.115 
るようになった

2 2 普段の仕事のやり方が効率的にな 。9 5 4 25 2.84 1.106 
った

23 会社の活動や行事に積極的に参加 4 9 6 25 2.44 1. 044 
するようになった

24 他部署とコミzニト~9!1 がよくなった 。4 11 5 5 25 2.56 1. 003 
2 5 人事関連制度についてよくわかる 。 8 5 3 25 2.92 1. 037 

ようになった

2 6 会社の事業戦略についてよくわか 。 10 6 25 2.88 0.927 
るようになった

平均 25 2.81 1. 028 
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具体的に、上位項目の 3つは、 f12. お客さまに対し会社の方針が説明しやすくなった」

、 f14. 会社の将来について自分なりに考えるようになった」、 f3.お客さまから良い評

価をもらうようになった」である。下位項目の 3つは、 f19. 組織や機構の改編に対して

よくわかるようになった」、 f20. 上司や部下に対してより関心がもてるようになった」、

f23. 会社の活動や行事に積極的に参加するようになった」である。

これを検討すると、社外との関係あるいは、自己のキャリアについては変化を認めてい

ることがわかる。また、社内の組織改編への理解や、上司部下とのコミ品ニケーション、

活動参加についてはあまり変化していないことがわかる。

(5) C 1活動の成果

従業員は、 C1活動の成果について、どの程度認識しているのだろうか。 C1活動の成

果について、認識の程度を尋ねた結果が、表 D-6である。全体の平均値は、同社の回答

数値より低い。従業員の評価の平均値の上位 3つは、 fl1.企業イメージアップ」、 f2. 

企業文化の変革」、 f5.優秀な人材採用」である。

表 D-6 C 1活動の成果

項目 5点 4点 3点 2点 1点 合計 平均 回答 SD 
1 業績の向上 。7 16 。25 3.20 4. 00 0.577 
2 企業文化の変革 18 2 。25 3.88 5.00 0.725 
3 社内ヨミzニトシ冒ジの活性化 13 9 25 3.48 4. 00 0.822 
4 社員の意識一体化 11 8 2 25 3.24 4. 00 1. 011 
5 優秀な人材採用 4 10 9 。25 3.64 4. 00 0.860 
6 対外的コミzニト$I9!1効率の向上 2 10 4 25 3.40 3.00 0.866 
7 組織活性化やそのための環境 3 10 3 。25 3.48 4. 00 0.871 

づくり

8 グループ内や協力企業との関 。9 8 7 1 25 3.00 3.00 0.912 
係強化

9 流通チャネルの強化 。3 12 8 2 25 2.64 3.00 0.810 
1 0 マインド・シェアの向上 。12 10 2 25 3.28 3.00 0.890 
1 1 企業イメージアップ 6 16 。25 4.12 4. 00 O. 600 
1 2 業容拡大に伴う実態と社名の 。7 14 4 。25 3.12 3.00 0.665 

適合化

1 3 企業現念の明示と内外の浸透 2 13 6 3 25 3.48 4. 00 0.962 
1 4 マサティシゲ7ロモサョシの向上 11 5 25 3.08 3.00 0.909 
1 5 新商品・新事業の開発 。 10 6 25 3.00 4. 00 0.866 
1 6 市場シェアの拡大 。 12 7 25 2.84 3.00 0.800 
1 7 収益力の強化 。 10 7 3 25 2.68 3.00 0.945 
1 8 国際化・海外市場の対応強化 。6 12 5 2 25 2.88 3.00 0.881 

平均 25 3.25 3.56 0.832 
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さらに具体的に検討すると、 i6.対外的コミュニケーション効率の向上」、 i10. マイ

ンド・シェアの向上」、 i 11.企業イメージアップ」、 i12. 業容拡大に伴う実態と社名

の適合化」、 i 14.マーケティングプロモーションの向上」の平均値については、同社の

回答数値より高い。その一方で、企業が「成果あった」と回答した i2.企業文化の変革」、

i 4.社員の意識一体化」、 i1.業績の向上」、 i3.社内コミュニケーションの活性化」、

i7.組織活性化やそのための環境づくり」の平均値については、同社の回答数値より低い。

これは、従業員側は、コミュニケーション、イメージアップ、マーケティングについて

は企業より成果のあることを示している。その一方で、企業文化、組織活性化については、

企業ほど認識していないことを示している。

この点を裏づけるものとして、従業員のコメントの中に、 「会社としての知名度向上に

はメリットがあったと思うが、社員の真の活性化や商品とリンクした認知度向上にはあま

り役立ってはいないのでは。」という指摘がある。

(6) C 1活動の匝害要因

従業員は、 C1活動の匝害要因について、どう考えているのだろうか。 C1活動の阻害

要因について、尋ねた結果が、表 D-7である。全体の平均値は 3. 0 4である。これは、

同社の回答数値を上回っている。従業員の評価の上位項目の 3つは、 i1.活動に対する保

守的な態度、社内・職場の雰囲気」、 i6.活動内容の社内普及の不足」、 i7.活動の定着

-フォロー施策の未構築」、 i9.活動プログラムの未熟さ」である。下位項目の 3つは、

i12. 別の社内活動の登場」、 i13. 企業合併・吸収」、 i14. 主要事業戦略の変換」で

ある。さらに具体的に検討すると、 i1.活動に対する保守的な態度、社内・職場の雰囲気」

i 4.業績の悪化j、 i5.活動推進部暑の縮小・解散」、 i7.活動の定着・フォロー施策

の未構築」、 i9.活動プログラムの未熟さ」以外は、すべて同社の回答数値より従業員の

回答数値が高い。社内風土、普及不足、定着施策に関する指摘が多い。順位は異なるが、

同社の回答の上位項目と同一な結果である。

これを裏づけるものとして従業員のコメントの中に、 i C 1活動が自分の職場にどれだ

け影響を与えるかは、まず、部門長がどのように C1活動を展開するかで決まる。次に、

課長職を中心とした中間管理職がいかに部門長の方針を展開するかで部下に浸透する度合

が決まる。」、 「内容が抽象的なため、また、 「個性」がキーワードであったため、社員

一人ひとりが自分に都合の良い解釈をしてしまい、バラバラになり、相互の不信頼感を強
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めたような気がする。」という指摘がある。

表Dー 7 C 1活動の阻害要因 (N=25)

項目 5点 4点 3点 2点 1点 合計 平均 回答 SD 
1 活動に対する保守的な態度、 4 5 25 3.40 4.00 1.118 

社内・職場の雰囲気

2 活動継続の費用不足 4 13 4 3 25 2.84 2.00 0.986 
3 経営者の交代 1 2 17 25 2.80 1. 00 0.957 
4 業績の悪化 2 13 4 3 25 2.88 4. 00 1. 053 
5 活動推進部署の縮小・解散 。 17 2 25 3.04 4. 00 0.675 
6 活動内容の社内普及の不足 3 8 11 2 1 25 3.40 3.00 0.i51 
7 活動の定着・フォロー施策の 4 12 3 1 25 3.32 4. 00 1. 029 

未構築

8 早急な活動効果の追及 4 3 13 4 25 3.20 3.00 1. 040 
9 活動プログラムの未熟さ 11 9 25 3.32 4. 00 0.900 

1 0 社員が活動内容を理解するの 9 10 24 3.25 2.00 0.896 
に難しい点が多い

1 1 活動におもしろさや新しさが 10 6 2 24 3.13 2.00 1. 075 
ない

1 2 別の社内活動の登場 15 2 24 2.63 1. 00 o. 710 
1 3 企業合併・吸収 2 13 3 24 2. 71 1. 00 0.954 
1 4 主要事業領域の変換 5 12 4 3 25 2.88 1. 00 1. 013 
1 5 経営戦略の変換 6 11 4 3 25 2.92 1. 00 1. 037 

平均 25 3.04 2.46 0.960 
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1. 3_ 海副1:&+タテ桜子 α〉爺書長~GD事要糸勺

以上の統計分析の結果を要約すると、次のようになる。

第一に、従業員は C1活動そのものについてよく理解し、評価もしている。

第二に、 C1活動によって組織に生じた変化に対する認識について、従業員の認識は企

業より弱い。また、従業員の認識は、マーケティング、業輔、信頼性について企業より強

い。その一方で、コミュニケーション、組織活性、モラールの側面については企業より弱

b、。

第三に、 C1活動による自己の職場風土の変化に対する認識について、従業員は変化が

生じていることを認識している。具体的には、積極性、活発性、理解性について変化が生

じていることを認脅している。

第四に、 C1活動によって自己に生じた変化に対する認識について、従業員は変化が生

じていることを認識している。具体的には、社外への説明や社外からの評価、自己のキャ

リアについて変化が生じていることを認識している。
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第五に、 C1活動の成果に対する認識について、従業員は企業より弱い。また、従業員

の認識は、コミュニケーション、マーケティング、イメージアップの側面が企業より強い。

その一方で、企業文化、社員意識、組織活性について企業より弱い。

第六に、 C1活動の阻害要因について、従業員の認識は企業より強い。具体的には、保

守的な風土、業績、定着施策、活動推進部署、活動プログラムの課題について、企業より

強い。

2 .目立クレジットの場合

2. 1. IJ萄盈E女寸事足とコ守主主E

調査対象は、目立クレジットの従業員である。調査方法は、質問票によるアンケート調

査である。使用した質問票は、附録 Eに提示している。

この従業員アンケートは、 1997年 10月中旬より周年 11月初旬にかけて実施され、

た。有効回答数は、 93である。配布方法は、担当者から従業員に直接配布され、直接回

収された(3)。以下の分析では、この分析結果をもとに、従業員の意識と行動に生じた変化

を明らかにすることと、企業の回答数値と比較することによって企業と従業員の相違を明

らかにすることが目的である。

なお、以下の各衰の中で、 (合計)の表記は有効回答のうち実質回答者数を、 (回答)

の表記は本調査の同社の回答数値を、 (S 0) の表記は従業員アンケートに関する標準偏

差値を示している。また、平均値については、少数第 3位を四捨五入し、少数第 2位まで

表記している。 SOについては、少数第 4位を四捨五入し、少数第 3位まで表記している。

これらの点については、以下の記述についてすべて同様である。

回答者の属性をみたのが、表0-8である。各項目に偏りはあるものの、本アンケート

結果を属性と関連づけて分析することを意図していないためにとくに考慮していない。

表0-8 回答者の属性

項目 (1) (2) (3) ω) (5) (6) 合計
性 ~IJ 3 22 事事事寧 寧寧寧寧 事事事事 事事制 25 

2 年 齢 。 13 7 25 
3 職 種 17 4 4 寧事事事 事事事事 事事事事 25 
4 役 職 。 14 2 寧輪車 25 
5 所 属 2 13 3 25 
6 勤続年数 6 11 7 事事事事 事寧事事 25 
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企画 (6). 技術

(4). 20年以上

2. 2. 議悲曾十タテ杉子α〉傘省主義

(1) C 1活動の理解

従業員は、 C1活動を全体的にどう考えているのだろうか。 C1活動への参加度をはじ

め、全体的な理解を尋ねた結果が、表 D-9である。同社では、甑略的ではあるが、 C 1 

活動が好意的に受け入れられ、理解され、良い評価を得ているといえる。また、社内と社

外についても C1活動の効果が期待されているといえる。

この点を裏づけるものとして、従業員のコメントの中に、 「長期的に継続して活動して

いることが成果として表れていると思います。地味にコツコツ長期的に、が良いと思いま

す。」、 「対外的に信頼感が増し、企業イメージアップになった。」、 「大変重要な活動

であり、より一層自分でも研究すると共に協力していく。」、 「社内の活性化、対外的な

PR等期待大であり、今後も継続して実施するよう望んでおります。」という指摘がある。

表D-9 C 1活動の理解

項目 5点 4点 3点 2点 1点 合計 平均 SD 
あなたは、これまでC1活動にどの 7 5 10 25 2.96 1. 098 
程度積極的に参加してきたと思いま
すか

2 あなたは、 C1活動に対して好感が 4 14 6 。25 3.84 0.746 
もてますか

3 あなたは、 C1活動に対してどのよ 10 9 。25 3.76 0.830 
うな評価をおもちですか

4 あなたは、 C1活動をよく理解して 10 12 。25 3.52 O. 714 
いますか

5 あなたは、 C1活動の社外的効果が 4 13 5 3 。25 3. 72 0.890 
どの程度期待できると思いますか

6 あなたは、 C1活動の社内的効果が 2 12 7 2 25 3.40 1. 040 
どの程度期待できると思いますか
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とも言えないJ (3点 rあまり好感がもてないJ (2点 r全く好感がも
てないJ (1点)

項目 3…「非常に良いと思う J (5点 rかなり良いと思う J (4点 rどちらとも
言えないJ (3点 rあまり良いと思えないJ (2点 r全く良いと思えな

いJ (1点)
項目 4…「よく理解している J (5点 rかなり理解している J (4点 rどちらと

も言えないJ (3点 rあまり理解していないJ (2点 r全く理解してい
ないJ (1点)

項目 5と6…「非常に期待できる J (5点 rかなり期待できる J (4点 rどちら
とも言えないJ (3点 rあまり期待できないJ (2点 r全く期待で

きないJ (1点)

位:)C 1活動による組織の変化

従業員は、 C1活動によって組織に生じた変化をどの程度認識しているのだろうか。 C

I活動によって組織に生じた変化について尋ねた結果が、表D-10である。全体の平均値

は、同社の回答数値より低い。従業員の評価の平均値の上位 3つは、 r14. 一流評価や信

頼性評価」、 r7.人材や資金の確保・調達力」、 r12. 社員のモラールやロイヤリティー」

である。さらに、具体的に検討すると、各項目の平均値で、同社の回答数値より高い項目

はない。

この点を裏づけるものとして、従業員のコメントの中に、 「着実に成果を収めていると

思う。対外的にも浸透し、 "NOVAさん"という愛称が定着し、信頼感が増大している

と自負できる。」、i「CIにより自身の会社に対する考え方も変化し、顧客や社会の中に

認知されてきた。自身にも仕事に対する誇りが生まれてきたと思う。」という指摘がある。

表D-10 C 1活動による組織の変化

項目 5点 4点 3点 2点 1点 合計 平均 回答 SD 
1 全製品のなかで新製品の比率 3 10 12 。。25 3.64 4.00 0.700 
2 主力製品のマサヲト'~x1 2 13 。25 3.64 3.00 O. 700 
3 年間売上高 5 17 。25 4.08 4.00 0.571 
4 収益力 13 10 25 3.56 4. 00 0.650 
5 研究開発や商品開発力 14 3 25 3.24 4.00 0.723 
6 潜在的資源の事業化能力や新 。12 12 1 25 3.44 4.00 0.583 

規事業展開力
7 人材や資金の確保・調達力 。11 14 。 25 3.44 4. 00 0.506 
8 流通科柿への指導力や販売力 5 18 。25 3.12 4.00 0.525 
9 経営者と社員の信頼感 11 12 。25 3.36 5.00 0.637 
10社内コミュニケーション 16 9 。 25 3.64 5.00 0.489 
11 組織、職場の活性度 。14 10 1 。25 3.52 4.00 0.585 
12 社員のをラ4やロイ刊ティー 14 9 2 25 3.48 4.00 0.653 
13知名度 3 17 。25 3.92 3.00 0.571 
14 一流評価や信頼性評価 2 14 。25 3.68 3.00 0.690 
15 技術力やマー持.(:;1f力などの企 5 17 。25 3.20 4.00 0.645 

業力評価

16 外部から見た自社への親近感 2 14 。25 3.72 3.00 0.613 
平均 25 3.54 3.87 0.615 

注)各設聞の得点例は以下のとおりである。
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項目 1から 3…「非常に増えたJ (5点) rやや増えたJ (4点) rどちらでもない」
( 3点 rやや減ったJ (2点 r非常に減ったJ (1点)

項目 4から 9…「非常に強まったJ (5点) rやや強まったJ (4点) rどちらでも
ないJ (3点 rやや弱まったJ (2点 r非常に弱まったJ (1点)

項目10...r非常開放的になったJ (5点 rやや開放的になったJ (4点 rどちら
でもないJ (3点 rやや閉鎖的になったJ (2点 r非常に閉鎖的になっ
たJ (1点)

項目11から12…「非常に高まったJ (5点 rやや高まったJ (4点) rどちらでも
ないJ (3点 rやや低下したJ (2点 r非常に低下したJ (1点)

項目13から16…「非常にあがったJ (5点 rややあがったJ (4点) rどちらでも
ないJ (3点 rややさがったJ (2点 r非常にさがったJ (1点)

(3) C 1活動による職場風土の変化

従業員は、 C1活動を実施した後、自己の職場風土に生じた変化をどの程度認識してい

るのだろうか。職場風土の変化認識について尋ねた結果が、表 D-11である。全体の平均

値は 3.68である。これは、従業員は「変化を認識している」と理解できる。具体的に、

上位項目の 3つは、 r8.信頼性」、 r7.良心」、 r2.親しみさ」である。下位項目の 3つ

は、 r9.派手さ」、 r11. 理性」、 r3.あたたかさ」である。

この点を裏づけるものとして、従業員のコメントの中に、 「当社の C1活動は、派手さ

はないが、地道に展開しており、今後も期待できる。」、 「名刺ロゴの、信頼を明日につ

なぐを十分に社長の意志として徹底していきたい。」という指摘がある。

表D-11 CI活動による職場風土の変化

項目 5点 4点 3点 2点 1点 合計 平均 SD 
1 積極的なー消極的な 2 16 7 。25 3.80 0.577 
2 親しみゃすいー親しみにくい 11 12 。25 3.48 0.653 
3 あたたかいーつめたい 9 13 。25 3.36 0.700 
4 安定したー不安定な 4 15 。25 3.04 0.734 
5 洗槙されたー粗野な 7 15 。25 3.28 0.678 
6 活発なー不活発な 4 11 9 。25 3.72 0.791 
7 良心的なー良心的でない 9 13 。25 3.48 O. 714 
8 信頼できる一信頼できない 10 13 1 。25 3.44 0.650 
9 派手なー地味な 。9 15 。25 3.32 0.556 

1 0 理解のある一理解のない 9 13 。25 3.60 0.707 
1 1 理性的なー感情的な 6 15 25 3.16 0.800 
1 2 独立的なー依存的な 8 12 。25 3.48 0.822 

平均 25 3.43 0.698 

注)左右で対をなす形容詞00-66について、得点例は以下のとおりである。
「非常に00である J (5点 rやや00である J (4点 rどちらでもないJ (3 
点 rやや66である J (2点 r非常にムAでないJ (1点)

(4) C 1活動による自己の変化

C 1活動を実施した後、従業員は、自己の意識や行動に生じた変化をどの程度認識して

いるのだろうか。自己の変化認識について尋ねた結果が、表 D-12である。全体の平均値
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は3.27である。これは、 「変化が生じている」ことを認識していると理解できる。具

体的には、上位項目の 3つは、 11.トップの経営方針がよくわかるようになった」、 121. 

会社の経営理念についてよくわかるようになった」、 112. お客さまに対し会社の方針が

説明しやすくなった」である。

表0-12 C 1活動による自己の変化

項目 5点 4点 3点 2点 1点 合計 平均 so 
トップの経営方針がよくわかるよ 。11 6 7 25 3.08 0.953 
うになっTこ

2 職場が明るくなった 。 9 5 4 25 2.76 L051 
3 お客さまから良い評価をもらうよ 7 15 。25 3.16 0.624 

うになった

4 仕事がやりやすくなった 7 11 4 25 2.96 1. 098 
5 会社を誇りに思うようになった 7 8 3 25 2.88 1. 092 
6 自己業務目標がより明確になった 。6 9 4 25 2.68 1. 02] 
7 職場内で、ヨミジトショシがよくなった 7 8 5 25 2.68 1.107 
8 会社のビジョンについてよくわか 。9 9 2 25 3.00 0.957 I 

るようになった

9 自分の仕事に自信がもてるように 6 9 4 25 2.68 1. 029 
なった

1 0 会社の社会的責任の大きさがわか 。 7 25 2.96 0.888 
るようになっiた

1 1 社員としての自覚が高まった 。 5 25 2.76 1. 051 
1 2 お客さまに対し会社の方針が説明 2 11 5 25 3.32 1. 029 

しやすくなった

1 3 社内の情報がより良く伝わるよう 7 4 4 25 2.88 1.129 
になった

1 4 会社の将来について自分なりに考 4 6 8 25 3.16 1.178 
えるようにな・った

1 5 会社との一体感が強まった 8 4 6 6 25 2.68 1. 281 
1 6 顧客や取引先とのコミzニト~!I~がよ 11 6 25 2.72 0.936 

くなった

1 7 積極的に仕事に取り組めるように 12 5 2 25 2.88 0.881 
なった

1 8 同僚や他部署の仕事がよくわかる 8 3 25 2.48 1.194 
ようになった

1 9 組織や機構の改編に対してよくわ 13 2 25 2.36 1. 036 
かるようになった

2 0 上司や部下に対してより関心がも 10 7 5 25 2.44 0.960 
てるようになった

2 1 会社の経営理念についてよくわか 10 4 4 25 2.92 1.115 
るようになイた

2 2 普段の仕事のやり方が効率的にな 。9 7 4 25 2.84 1.106 
った

2 3 会社の活動や行事に積極的に参加 。4 6 25 2.44 1. 044 
するようになった

24 他部署とヨミzニト~!I~がよくなった 。4 11 5 25 2.56 1. 003 
25 人事関連制度についてよくわかる 。9 8 3 25 2.92 1. 037 

ようになった

26 会社の事業戦略についてよくわか 。7 10 2 25 2.88 0.927 
るようになった

平均 25 2.81 1. 028 
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注)各設聞の得点例は以下のとおりである。

「強く生じている J (5点 1かなり生じている J (4点 1多少は生じている」
( 3点 1ごくわずか生じているJ (2点 1生じていないJ (1点)

下位項目の 3つは、 118. 同僚や他部署の仕事がよくわかるようになった」、 124. 他

部署とのコミュニケーションがよくなった」、 122. 普段の仕事のやり方が効率的になっ

た」である。

これを検討すると、トップの経営方針の理解、経営理念の理解、対外への説明について

は、変化のあることを認識している。その一方で、他部署のへの理解およびコミュニケー

ション、仕事のやり方については、変化のそれほど強くないことを認識している。この点

を裏づけるものとして、従業員のコメントの中に、 「活動に対する社外の評価については

十分に感じることができるが、残念ながら知る人からの評価である。」、 「社内より社外

に対しての影響力が強いが、そのことが社内へさらに影響し、効果をあげてゆくものだと

思っています。」という指摘がある。

恒，)C 1活動の成果

従業員は、 C1活動の成果について、どの程度認識しているのだろうか。 C1活動の成

果について、認識の程度を尋ねた結果が、表D-13である。全体の平均値は、同社の回答

数値より低い。従業員の評価の平均値の上位 3つは、 111.企業イメージアップ」、 113. 

企業理念の明示と内外への浸透」、 16.対外的コミュニケーション効率の向上」である。

さらに具体的にみると、 15.優秀な人材採用」、 19.流通チャネルの強化」、 112. 業容

拡大に伴う実態と社名の適合化」、 115. 新商品・新事業の開発」、 116. 市場シェアの

拡大」、 117. 収益力の強化」、 118. 国際化・海外市場への対応強化」の平均値につい

ては、同社の回答数値より高い。

これは、従業員側は、企業イメージアップ、市場シェア、人材採用、開発力、収益性、

国際化については企業より成果に関する認識の強いことを示してしいる。その一方で、企

業文化、組織活性化、コミュニケーションについては、企業ほど認識していないことを示

している。

この点を裏づけるものとして、従業員のコメントの中に、 「広報誌や雑誌広告等は当社

のイメージアップに役立っていると思うが、社内へのモラールアップやロイヤリティ高揚

効果は疑問。」、 「会社のイメージアップにつながり、総合的なモラルアップとなった。」

、 「当社の場合、比較的 C1に対する理念がしっかりとできていると思われる。従って、
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社内、社外へのアピールが一貫して実施されていると思っている。」、 「当社は社外の広

告宣伝活動よりも企業の活性化という視点を重視し、企業文化、モラール、コミ品ニケー

ションの活性化等に偏重した傾向あり。」という指摘がある。

表 0-13 C 1活動の成果

項目 5点 4点 3点 2点 1点 合計 平均 回答 so 
1 業績の向上 7 16 2 25 3.20 4. 00 0.577 
2 企業文化の変革 18 2 2 25 3.88 5.00 O. 725 
3 社内コミジトV9~ の活性化 1 13 9 1 1 25 3.48 4.00 0.822 
4 社員の意識一体化 1 11 8 3 2 25 3.24 4. 00 1.011 
5 優秀な人材採用 10 9 2 25 3.64 4.00 0.860 
6 対外的沢民トV9~ 効率の向上 10 9 25 3.40 3.00 0.866 
7 組織活性化やそのための環境 10 3 。25 3.48 4. 00 0.871 

づくり
8 グループ内や協力企業との関 。 8 7 1 25 3.00 3.00 0.912 

係強化

9 流通チャネルの強化 。 12 8 2 25 2.64 3.00 0.810 
1 0 マインド・シェアの向上 。12 10 1 2 25 3.28 3.00 0.890 
1 1 企業イメージアップ 6 16 3 。 25 4.12 4. 00 0.600 
1 2 業容拡大に伴う実態と社名の 。 14 4 25 3.12 3.00 0.665 

適合化

1 3 企業理念の明示と内外の浸透 2 13 3 25 3.48 4. 00 0.962 
1 4 マサティシ'1f1'ロモーシdbの向上 11 5 25 3.08 3.00 0.909 
1 5 新商品・新事業の開発 。 10 6 25 3.00 4. 00 0.866 
1 6 市場シェアの拡大 。 12 7 25 2.84 3.00 0.800 
1 7 収益力の強化 。 10 7 25 2.68 3.00 0.945 
1 8 国際化・海外市場の対応強化 。6 12 5 2 25 2.88 3.00 0.881 

平均 25 3.25 3.56 0.832 
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従業員は、 C1活動の阻害要因について、どの程度認識しているのだろうか。 C1活動

の阻害要因について、その程度を尋ねた結果が、表 0-14である。全体の平均値は 2. 5 

3である。。これは、同社の回答数値を上回っている。従業員の評価の上位項目の 3つは、

r2.活動継続の費用不足」、 r9.活動プログラムの未熟さ」、 r10. 社員が活動内容を理

解するのに難しい点が多い」である。活動費用、活動プログラム4活動内容の難易さに関

する指摘が多いことがわかる。下位項目の 3つは、 r3.経営者の交代」、 r4.業績の悪化」

、 r15. 経営戦略の変換」である。

さらに具体的に検討すると、 r1.活動に対する保守的な態度、社内・職場の雰囲気」、

r6.活動内容の社内普及不足」、 r7.活動の定着・フォロー施策の未構築」、 rl0. 社員
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が活動内容を理解するのに難しい点が多い」以外は、すべて同社の回答数値より従業員の

回答数値が高い。

この点を裏づけるものとして、従業員のコメントの中に、 「経営環境の急厳な変化に対

応するより明確なビジョンと具体的な行動指針の再構築並びに検証の仕組みの設定が課題

である。」、 I C 1活動に使う時間費用に対し効果がすぐにはっきりした形ででない点、

企業がどこまで本気でやるかということが大事と考えます。」、 I C 1をどの様に具現化

していくかが大事であり、その為に弊社は数多くのツールが用意されているが、その活用

についてはまだまだ不充分であると思います。」、 「本社以外の営業本部や支唐・営業所

に於いては実際の活動は QCサークル位で、あとは、 C 1レポートニュースを見ることや

C 1グッズの活用をする程度である。」、 「業績面からくる会社{幹部)のニーズと C1 

マインドが必ずしも一致していないきらいがある点が、全社完全浸透の祖害要因だと思う。

企業としての限界もあるかと思うが、両者を限りなく近づけることが成功の基になると考

える。」という指摘がある。

表D-14 C 1活動の阻害要因

項目 5点 4点 3点 2点 1点 合計 平均 回答 SD 
1 活動に対する保守的な態度、 6 5 25 3.40 4. 00 1.118 

社内・職場の雰囲気

2 活動継続の費用不足 4 13 25 2.84 2.00 0.986 
3 経営者の交代 17 1 4 25 2.80 1. 00 O. 957 I 
4 業績の悪化 13 4 25 2.88 4.00 1. 053 I 
5 活動推進部署の縮小・解散 。5 17 25 3.04 4. 00 0.675 
6 活動内容の社内普及の不足 3 8 11 25 3.40 3.00 0.957 
7 活動の定着・フォロー施策の 4 5 12 25 3.32 4. 00 1. 029 

来構築

8 早急な活動効果の追及 4 3 13 4 25 3.20 3.00 1. 040 
9 活動プログラムの未熟さ 11 9 25 3.32 4.00 0.900 

1 0 社員が活動内容を理解するの 9 10 24 3.25 2.00 0.896 
に難しい点が多い

1 1 活動におもしろさや新しさが 10 6 5 24 3.13 2.00 1. 075 
ない

1 2 別の社内活動の登場 。 15 6 2 24 2.63 1. 00 0.~10 
1 3 企業合併・吸収 2 13 5 3 24 2. 71 1. 00 0.954 
1 4 主要事業領域の変換 5 12 4 3 25 2.88 1. 00 1.013 
1 5 経営戦略の変換 6 11 4 3 25 2.92 1. 00 1. 037 

平均 25 3.04 2.46 0.960 
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2. 3. 議定書十タテ初予α〉和吉主義α〉軍要糸勺

以上の統計分析の結果を要約すると、次のようになる。

第一に、従業員は、 C1活動そのものについてよく理解し、評価もしている。

第二に、 C1活動によって組織に生じた変化に対する認識について、従業員の全体的に

認識は企業より弱い。しかし、その中でも、従業員の認識は、一流評価や信頼性評価、人

材や資金の調達、モラールやロイヤリティについて企業強い。

第三に、 C1活動による自己の職場風土の変化に対する認識について、従業員は変化が

生じていることを認識している。具体的には、信頼性、良心、親しみさついて変化が生じ

ていることを強く認識している。

第四に、 C1活動によって自己に生じた変化に対する認識について、従業員は変化が生

じていることを認識している。具体的には、トップの経営方針の理解、経営理念の理解、

社外への説明について変化が生じていることを認識している。

第五に、 C1活動の成果に対する認識について、従業員は全体的に企業より弱い。また、

従業員の認識は、人材採用、流通チャネル、社名の適合化、新事業開発、市場シェア、収

益力、国際化への対応員について企業より強い。その一方で、企業文化、組織活性化、コ

ミ品ニケーションなどについては企業より弱い。

第六に、 C1活動の阻害要因について、従業員の認識は全体的に企業より強い。具体的

には、保守的な風土、活動の社内普及不足、活動内容を理解するのに困難なことという課

題について企業より強い。

主主

(1)本アンケートの質問票の質問項目は、 「広報活動と企業イメージ・技術イメージの変容

に関する調査研究報告書J 0990年10月実施。対象は、中部電力社員1789名である。実施
者は、組織パーソナリティ研究会;若林 満・斉藤和志・中村雅彦である)で使用されて
いる質問項目の一部と本調査で使用した質問項目の一部をもとに作成した。

(2)アンケートの質問票の配布と回収は、同社人事部担当次長の切山 影氏をとおしておこ
なわれた。

(3)アンケートの質問票の配布と回収は、同社社長室 C 1センター長の小倉昭夫氏をとおし
ておこなわれた。
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同ミT議議 E C 1 ず舌葺b と悲E 縦轟君主主車に思冒すーる主定書長~アン
ウ戸一一ト賀a:n司莞婁

注)次頁以降の質問項目番号の上に※印のついているものは、若林他(1990)で使用された質問票の

質問項目をもとに作成したものである。。印のついているものは、本調査で使用した質問項目で
ある。

C 1活動と組織変革に関する従業員アントト調査

【アンケートご協力のお願い】

平成 9年 4月22日作成
神戸大学大学院経営学研究科
経営労務研究室

本アンケートの目的は、 C1 (コーポレートアイデンティティ)活動が、企業の組織変革に与える

影響を明らかにすることにあります。つまり、 C1活動の実施によって、企業の従業員にどのような
変化が生じているかを調査することがねらいです。

貴社では、 19 年より、 C1 (コーポレートアイデンティティ)活動を実施してい
ます。その自社の C1活動について、活動実施前から振り返っていただき、現時点(アンケート記入
時)のあなたご自身の考えや意見をお聞かせください。

本アンケートは無記名方式で行っております。記入内容につきましては、統計的にのみ処理致しま
すので、個人の回答内容が公表されることはありません。

ご多忙中のところ、大変恐縮ですが、本アンケートの趣旨をご理解いただきまして、ご協力のほど

よろしくお願い申し上げます。

【記入にあたっての注意事項】

1.本アンケートの質問項目は、全部で 8 問{本紙を含まずAHィ~ 4枚)あります。回答は、すべて
別紙の回答用紙(A4判~ 1枚)に記入してください。

2. 回答用紙(A4ザイ~ 1枚)に記入が完了しましたら、もう一度記入もれがないかどうか確認のうえ、
回答用紙のみを所定の封筒に封入し、平成 9年 月 日までに、 部(担当 )へご提出
ください。

3. 本アンケートにつきまして、ご質問等ありましたら、松田陽一 (1'9ヨウイチ:電話 078-803-0333) 
までお問い合せください。
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質問項目

※ 

問1.自社の C1活動全般についてお尋ねします。下記の回答例の中から、もっともあてはまるとお
考えの回答番号を記入してください。

1.あなたは、これまで C1活動にどの程度積極的に参加してきたと思いますか。

(回答例) 番号(5)r積極的に参加してきた」
(4) r参加してきた」
(3) r少しだが参加してきた」
(劫「ほとんど参加しなかった」
(1) r全く参加しなかった」

2 .あなたは、 C1活動に対して好感がもてますか。

(回答例) 番号(5)r非常に好感がもてる」
(4) rかなり好感がもてる」
但.)rどちらとも言えないJ
(2) rあまり好感がもてない」
(1) r全く好感がもてない」

3. あなたは、 C1指動に対してどのような評価をおもちですか。
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問 2.あなたは、 C1活動の実施後、以下の項目に対して、どの程度の成果があったとお考えですか。
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その程度について、下記の得点例の中からもっともあてはまるとお考えの得点を記入してくだ

さい。

(得点例 r非常に成果があったJ (5点)

「成果があったJ (4点)

「どちらとも言えないJ (3点)

「成果がなかったJ (2点)

「成果が全くなかったJ (1点)

注 1)項目の中で企業文化とは、従業員に共有された価値観、行動規範・様式とお考えください。

注 2)項目の中でマインドシェアとは、一般に認知されている、企業の「のれん」とお考えくださ

い。例えば、 「車なら、 000社だ」ということです。

(得 点)

項 目 2 3 4 5 

1.業績の向上 2 3 4 5 
2.企業文化の変革 2 3 4 5 
3.社内コミzニトショシの活性化 2 3 4 5 
4.社員の意識一体化 2 3 4 5 
5.優秀な人材探用 2 3 4 5 
6.対外的コミzニトシ山効率の向上 2 3 4 5 
7.組織活性化やそのための環境づくり 2 3 4 5 
8.グループ内や協力企業との関係強化 2 3 4 5 
9.流通チャネルの強化 2 3 4 5 

1 O.マインド・シェアの向上 2 3 4 5 
1 1.企業イメージアップ 2 3 4 5 
1 2.業容拡大に伴う実態と社名の適合化 2 3 4 5 
1 3.企業理念の明示と内外への浸透 2 3 4 5 
1 4.マー村山門ロモーションの向上 2 3 4 5 
1 5.新商品・新事業の開発 2 3 4 5 
1 6.市場シェアの拡大 2 3 4 5 
1 7.収益力の強化 2 3 4 5 
1 8.国際化・海外市場への対応力強化 2 3 4 5 

。
閑 3.あなたは、 C1活動の実施後、自社に関する下記の項目について、どのような変化が生じてい

るとお考えですか。その変化の程度について、下記の得点例 1の中からもっともあてはまると

お考えの得点を回答用紙のA欄に記入してください。

次に、その変化の要因として、実施した C1活動とどの程度関係しているとお考えですか。

その関係の程度について、下記の得点例 2の中からもっともあてはまるとお考えの得点を回答

用紙の B欄に記入してください。

(得点例 2) r C 1活動と密接に関係している J (5点)

r C 1活動だけではないが関係は深いJ (4点)

r C 1活動とも少しは関係している J (3点)
r C 1活動とはあまり関係ないJ (2点)

r C 1活動とは全く関係ないJ (1点)

(得点例 1) 回答用紙A欄に記入

どちらで
非常にややもないやや非常に

項 目 1432  1 

1.全製品のなかで新製品の比率 l増えた 5 
2. 主力製品のトクけ.~:r.Y 増えた 5 
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4 

3 
3 

2 
2 

1 減った

1 減った

同B欄に記入

C 1活動との
関係の度合

(得点例 2) 



3.年間売上高 増えた 5 4 3 2 減った
4.収益力 強まった 5 4 3 2 弱まった
5.研究開発や商品開発力 強まった 5 4 3 2 弱まった
6.潜在的資源の事業化能力や

新規事業展開力 |強まった 5 4 3 2 弱まった I~ 
7.人材や資金の確保・調達力 強まった 5 4 3 2 弱まった ( 
8.流通チャネルへの指導力

や販売力 強まった 5 4 3 弱まった
9.経営者と社員の信頼感 強まった 5 4 3 弱まった

1 O.社内コミュニケーション 開放的に 5 4 3 閉鎖的に
なった なった

1 1.組織、職場の活性度 高まった 5 4 3 2 低下した
1 2.社員のをラ4やロイ刊ティー 高まった 5 4 3 2 低下した
1 3.知名度 あがった 5 4 3 さがった
1 4.一流評価や信頼性評価 あがった 5 4 3 2 さがった
1 5.技術力やマ-'T:;-r刈力などの

企業力評価 |あがった 5 4 3 さがった I~ 
1 6.外部から見た自社への親近感 あがった 5 4 3 さがった { 

※ 

問 4.あなたは、 C1活動の実施後、ご自身の中でどのような変化が生じているとお考えですか。下

記の項目について、得点例の中からもっともあてはまるとお考えの得点を記入してください。

(得点例) 「強く生じている」 ( 5点)

「かなり生じている」 ( 4点)

「多少は生じている」 ( 3点)

「ごくわずか生じているJ ( 2点)

「生じていない」 ( 1点)

(得 点)
項 目 3 4 5 

1. トップの経営方針がよくわかるようになった 2 3 4 5 
2.職場が明るくな」た 2 3 4 5 
3. お客さまから良い評価をもらうようになった 2 3 4 5 
4.仕事がやりやすくなった 2 3 4 5 
5 .会社を誇りに思うようになった 3 4 5 
6 .自己の業務目標がより明確になった 3 4 5 
7 .職場の中でコミュニケーションがよくなった 3 4 5 
8.会社の将来ピジョンについてわかるようになった 2 3 4 5 
9. 自分の仕事に自信がもてるようになった 2 3 4 5 
10.会社の社会的責任の大きさがわかるようになった 2 3 4 5 
11.社員としての自覚が高まった 2 3 4 5 
12.お客さまに対し会社の方針を説明しやすくなった 1 2 3 4 5 
13.社内の情報がより良く伝わるようになった 2 3 4 5 
14.会社の将来について自分なりに考えるようになった 2 3 4 5 
15.会社との一体感が強まった 2 3 4 5 
16. 顧客や取引先とのコミュニケーションがよくなった 2 3 4 5 
17. 積極的に仕事に取り組めるようになった 1 2 3 4 5 
18. 同僚や他部署の仕事がよくわかるようになった 2 3 4 5 
19. 組織や機構の改編に対してよくわかるようになった 2 3 4 5 
20. 上司や部下に対 Uてより関心がもてるようになった 2 3 4 5 
21.会社の経営理念についてよくわかるようになった 2 3 4 5 
22. 普段の仕事のやり方が効率的になった 2 3 4 5 
23. 会社の活動や行事に積極的に参加するようになった 2 3 4 5 
24. 他部署とのコミュニケーションがよくなった 2 3 4 5 
25. 人事関連制度についてよくわかるようになった 2 3 4 5 
26. 会社の事業戦略についてよくわかるようになった 2 3 4 5 
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あなたは、職場の雰囲気について、 C1活動の実施前と比べて、どのような状態に変化したと
お考えですか。職場の雰囲気を表わす以下の各々の言葉(左右で対をなす形容調)について、
もっともあてはまるとお考えの番号を記入してください。

※ 

問 5. 

積極的な
親しみやすい
あたたかい
安定した
洗槙された
活発な
良心的な
信頼できる

派手な
理解のある
理性的な
独立的な

非常に
5 

5 
5 
5 
5 
5 
5 
5 
5 
5 
5 
5 
5 

やや

4
1
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4
4

u

・、.

】

a
-
-
b
u
・

ら
な

3
」

3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3
3

申り

4
S

一

ど

一や

2
L
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2

や非常に

消極的な
親しみにくい
つめたい
不安定な
粗野な

不活発な
良心的でない
信頼できない

地味な
理解のない
感情的な
依存的な

•••••••••••• 咽

i
q
L
q
δ
a
q
E
U
F
O
司

t
o
o
n
u
u
n
U
唱

i
n
L

4
E
A
4
E
A
4
E
A
 

あなたは、 C1活動の活動推進の障害要因について、どのようにお考えですか。下記の項目に
ついて、障害の程度を下記の得点例の中からもっともあてはまる得点で記入してください。

。
閑 6. 

「非常に障害になったJ (5点)
「障害になったJ (4点)
「どちらとも言えないJ (3点)
「障害にはならなかったJ (2点)
「全く障害にならなかったJ (1点)

(得点例)

F円
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d
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a
q
a
q
a
q
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q
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q
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n
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q
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q
a
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4
a
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u
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4
E
A
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項

活動に対する保守的な態度、職場の雰囲気
活動継続の費用不足

経営者の交代

業績の悪化
活動推進部署の縮小・解散
活動内容の社内普及不足
活動のフォロー施策の未構築
早急な活動効果の追及
活動プログラムの未熟さ
社員が活動内容を理解するのに難しい点が多い
活動におもしろさ、新しさがない
別の社内活動の登場
企業合併・吸収
主要事業領域の転換
経営戦略の転換

閑 7.あなた自身のことについてお聞かせください。下記の各項目で、あてはまる番号を回答用紙に
記入してくだ若い。
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男(2). 女1.性別:(1). 



2 .年齢:(1). 2 0歳以下 (却. 2 1歳-2 9歳 (3). 3 0歳-3 9歳
(4). 4 0歳-49歳 (司. 5 0蔵-5 9歳 (6). 6 0歳以上

3.職種:(1). 事務職 (2). 技術職 (3). その他

4 .役職 :ω.役員 (2). 部長 (3). 課長 (札係長・主任 (5). 一般
5 .所属:(1). 営業 (2). 総務 (3). 人事 (心.経理 (5). 企画 (6). 技術
6.勤続:(1). 5年未満 (2). ト10年未満 (助. 1ト20年未満 ω. 20年以上

年数

開 8.最後に自社のe:1活動について、感想等ありましたら自由に記入してください。

以上でアンケートは終わりです。貴重なご意見をご回答いただきまして、ご協力ありがとうござい
ました。記入もれ、記入間違いがないかどうか再度ご確認のうえご返送願います。

以上
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